
平成21年２月宮崎県定例県議会（当初）

環境農林水産常任委員会会議録

平成21年３月10日～13日

場 所 第４委員会室



- 1 -

平成21年３月10日（火曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成21年度宮崎県一般会計予算

○議案第４号 平成21年度宮崎県山林基本財産

特別会計予算

○議案第５号 平成21年度宮崎県拡大造林事業

特別会計予算

○議案第６号 平成21年度宮崎県林業改善資金

特別会計予算

○議案第10号 平成21年度宮崎県農業改良資金

特別会計予算

○議案第11号 平成21年度宮崎県沿岸漁業改善

資金特別会計予算

○議案第21号 県営土地改良事業分担金及び負

担金徴収条例の一部を改正する

条例

○議案第22号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第27号 公の施設に関する条例の一部を

改正する条例

○議案第34号 林道事業執行に伴う市町村負担

金徴収について

○議案第35号 農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について

○議案第72号 平成21年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）

○環境対策及び農林漁業振興対策に関する調査

○その他報告事項

・予定価格の事後公表について

・これからの農業大学校のあり方について

出席委員（９人）

委 員 長 宮 原 義 久

副 委 員 長 黒 木 正 一

委 員 外 山 三 博

委 員 坂 口 博 美

委 員 蓬 原 正 三

委 員 野 辺 修 光

委 員 満 行 潤 一

委 員 松 田 勝 則

委 員 長 友 安 弘

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 髙 柳 憲 一

森 山 順 一環境森林部次長
（ 総 括 ）

寺 川 仁環境森林部次長
（ 技 術 担 当 ）

飯 田 博 美
部 参 事 兼
環 境 森 林 課 長

計 画 指 導 監 森 房 光

環 境 管 理 課 長 堤 義 則

環境対策推進課長 道 久 奉 三

施設調査対策監 大 坪 篤 史

自 然 環 境 課 長 飯 干 利 廣

森 林 整 備 課 長 徳 永 三 夫

山村・木材振興課長 楠 原 謙 一

木材流通対策監 河 野 憲 二

工 事 検 査 監 濵 砂 金 徳

金 丸 隆 一林業技術センター
所 長

有 馬 孝 木 材 利 用 技 術
セ ン タ ー 所 長

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 大 野 誠 一
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政策調査課主査 坂 下 誠一郎

ただいまから環境農林水産常任○宮原委員長

委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。

次に、平成21年度当初予算関連議案の審査の

進め方についてであります。

お手元に配付しております「委員会審査の進

め方（案）」をごらんください。今回の委員会

は、新年度当初予算の審査が中心となり、審査

が長時間となることが予想されます。そのた

め、「委員会審査の進め方（案）」のとおり、

２～３課ごとにグループ分けをして説明及び質

疑を行い、最後に総括の場を設けたいと考えて

おります。

審査の進め方については以上でありますが、

御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時１分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

当委員会に付託されました平成21年度当初予

算関連議案ついて、部長の説明を求めます。

おはようございます。環○髙柳環境森林部長

境森林部でございます。よろしくお願いいたし

ます。

座って説明させていただきます。

お手元にお配りいたしております「環境農林

水産常任委員会資料（当初）」の表紙をまずご

らんください。本日の説明事項は、予算議案と

いたしまして、議案第１号「平成21年度宮崎県

一般会計予算」、議案第４号「平成21年度宮崎

県山林基本財産特別会計予算」、議案第５号

「平成21年度宮崎県拡大造林事業特別会計予

算」、議案第６号「平成21年度宮崎県林業改善

資金特別会計予算」、さらに、経済・雇用緊急

対策に関連した国の第２次補正予算に伴う予算

といたしまして追加提案いたしております、議

案第72号「平成21年度宮崎県一般会計補正予

算」についての５件であります。また、大きい

Ⅱの特別議案といたしましては、議案第22号

「使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する

条例について」及び議案第34号「林道事業執行

に伴う市町村負担金徴収について」の２件であ

ります。さらに、一番下、その他の報告事項と

いたしまして、「予定価格の事後公表につい

て」の１件でございます。

それでは、１ページをお開きいただきたいと

思います。予算議案についてでございますが、

初めに、環境森林部施策のポイントについてで

ございます。環境森林部では、身近な地域から

地球規模までの環境問題や、依然として厳しい

状況に置かれております林業の現状などを踏ま

えまして、「新みやざき創造計画」の分野別施

策にございます（１）から（３）に掲げる事項

を基本的方向として、施策の展開に努めること

といたしております。

まず、（１）の自然と共生した環境にやさし

い社会づくりにつきましては、①から⑤にござ

います、地球温暖化防止に貢献する社会づく

り、環境への負荷が少ない循環型社会づくり、
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きれいな空気・きれいな水の確保、豊かな自然

環境の保全・創出、環境保全のために行動する

人づくり、この５項目を柱に、また、（２）の

安全で安心な暮らしの確保につきましては、災

害に強い県土づくりを柱に、そして（３）の林

業の振興につきましては、１つ目が環境を守る

多様な森林づくり、２つ目に新たな木の時代を

築く林業・木材産業づくり、３つ目に森林と共

生する活力ある山村づくり、４つ目に森林・林

業・木材産業、山村を担う人づくり、の４項目

を柱に取り組んでいくことといたしておりま

す。

次に、２ページをごらんください。平成21年

度環境森林部歳出予算についてでございます。

この表は、一般会計、特別会計の歳出予算を課

別に集計したものであります。

今回の当初予算につきましては、左から大き

く２つ目のところでございますが、一般会計

が、表の中ほどより少し下、網かけしておりま

す小計の欄にございますように221億9,422

万2,000円、また、特別会計につきましては、

下から２段目でございますが、５億8,32 4

万7,000円となっております。この結果、部の

平成21年度当初予算は、表の一番下にございま

す合計欄ですが、一般、特別会計合わせまし

て227億7,746万9,000円となります。

次に、補正予算についてであります。左から

３行目のところですが、今回の追加補正は、国

の第２次補正予算に伴いまして、商工観光労働

部において設置されました緊急雇用創出事業臨

時特例基金を財源とした事業であります。補正

額は、表の補正の列のところですが、中より少

し下の網かけ小計の欄にございますように、３

億304万4,000円の増額をお願いいたしておりま

す。

この結果、当初、補正合わせました補正後の

一般会計予算額は224億9,726万6,000円とな

り、平成20年度当初予算と比較いたしますと、

一番右端にございますように95.0％、特別会計

予算額は５億8,324万7,000円となりまして、同

じく一番右ですが、対前年比94.9％となってお

ります。この結果、環境森林部の平成21年度当

初における補正後の予算は、表の一番下、合計

欄でございますが、一般会計、特別会計を合わ

せまして230億8,051万3,000円、対前年比95.0

％となります。

次に、３ページをお開きください。平成21年

度環境森林部主要新規・重点事業一覧表であり

ます。これは、環境森林部の平成21年度の主な

新規・重点事業を、新みやざき創造計画の分野

別施策に沿って整理したものでございます。御

参考にしていただければと思っております。

次に、飛びまして、19ページをお開きくださ

い。特別議案、議案第22号「使用料及び手数料

徴収条例の一部を改正する条例について」であ

ります。これは、「地方公共団体の手数料の標

準に関する政令」の一部改正に伴いまして、使

用料及び手数料徴収条例の一部を改正するもの

であります。環境森林部に関しましては、表に

ありますように、狩猟免許申請手数料などにつ

いて変更を行うものであります。

次に、20ページでございます。議案第34号

「林道事業執行に伴う市町村負担金徴収につい

て」であります。これは、市町村にかわって県

が開設する平成21年度の林道事業に要する経費

に充てるため、市町村から一定の割合で負担金

を徴収するものであります。

次に、21ページをお開きください。その他の

報告事項としまして、「予定価格の事後公表に

ついて」であります。公共三部が発注します一
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部の建設工事及びすべての建設関連業務につき

ましては、昨年10月から予定価格の事後公表を

試行しておりますが、このたび、１月末時点ま

での試行状況について取りまとめましたので、

御報告をさせていただきます。

私からの説明は以上でありますが、詳細につ

きましては担当課長から御説明を申し上げま

す。よろしくお願い申し上げます。

部長の概要説明が終了いたしま○宮原委員長

した。

これより、環境森林課、環境管理課、環境対

策推進課の審査を行います。環境森林課から順

次説明を求めます。

なお、委員の質疑は、３課の説明がすべて終

了した後にお願いいたします。

環境森林課の平成21年度○飯田環境森林課長

当初予算について御説明をいたします。

お手元の平成21年度歳出予算説明資料の赤の

インデックス「環境森林部」の次にあります青

いインデックス「環境森林課」のところ、ペー

ジで言いますと175ページをごらんください。

環境森林課の当初予算としましては、左から２

列目の当初予算額の欄にありますように、一般

会計で28億2,473万7,000円をお願いしておりま

す。

それでは、主な事業について御説明をいたし

ます。

１枚お開きいただきまして、177ページの中

ほどの（目）環境保全費の（事項）環境保全推

進費1,713万6,000円であります。これは、環境

保全行政の推進に要する経費でありまして、環

境審議会の開催や環境白書の発行などのほか、

県民や団体、事業者等で構成する環境みやざき

推進協議会の取り組みを通じまして、各主体が

一体となった環境保全活動を推進しますととも

に、環境情報センターにおきまして県民へ環境

に関する情報の提供や環境保全アドバイザーを

派遣することなどを通じまして、環境学習の推

進を図るものであります。

次に、１枚お開きいただきまして、178ペー

ジの下のほうの（目）林業振興指導費の（事

項）元気な森林・林業・山村づくり推進事業

費606万6,000円であります。説明欄の１森林・

林業長期計画策定事業では、本県林政の基本方

針となる森林・林業長期計画は、平成17年度を

初年度とする26年度までの10年計画でございま

すが、森林・林業に対する時代の要請や社会経

済情勢の変化等に的確に対応するため、計画期

間の中間年であります平成21年度に改定を行う

ものであります。

次に、その下の（事項）森林計画樹立

費9,785万1,000円であります。これは、森林法

に基づきまして県内の民有林を５つの流域に区

分し、毎年１流域ずつ地域森林計画を策定して

おりますが、平成21年度は広渡川森林計画区に

ついて計画を策定するものであります。

次に、179ページの上のほうの（事項）森林

整備地域活動支援交付金事業費７億2,3 1 9

万2,000円であります。この事業は、適切な森

林整備を推進するため、森林所有者等による森

林情報の収集活動や、森林施業の実施に不可欠

な施業実施区域の明確化作業、さらには歩道の

整備等に対しまして交付金を交付するものであ

ります。なお、説明欄の１森林整備地域活動支

援基金積立金は、事業費の２分の１に相当する

国からの交付金２億8,500万円を基金に積み立

てるものであります。

次に、下のほうの（事項）林業普及指導

費1,097万4,000円であります。これは、森林法

に基づき34名の林業普及指導員を適正に配置い
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たしまして、森林所有者等に対して林業に必要

な知識や技術の普及を行うとともに、造林や間

伐などの森林の施業に関する指導を行うために

必要な経費であります。

最後に、一番下にあります（目）林業試験場

費の（事項）林業技術センター管理運営

費9,317万8,000円であります。これは、美郷町

にあります林業技術センターの管理運営に要す

る費用であります。１枚お開きいただきまし

て、180ページの説明欄の２試験研究費では、

林業の振興と山村地域の活性化を図るため、

（１）の育種育林技術の改良開発試験から

（６）の森林経営に関する研究までの６つのテ

ーマで計11の課題を設け、本県の地域特性に応

じた試験研究等に取り組むものであります。

環境森林課の説明は以上であります。御審議

のほどよろしくお願いいたします。

環境管理課の当初予算につ○堤環境管理課長

いて御説明いたします。

お手元の平成21年度歳出予算説明資料の青い

インデックス「環境管理課」のところ、181ペ

ージをお開きください。環境管理課の当初予算

は、左から２列目にありますように、一般会計

で６億750万3,000円をお願いしております。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。

１枚おめくりいただいて、183ページをお開

きください。まず、上から６行目の（事項）環

境保全推進費100万6,000円であります。説明欄

１の地域環境管理推進につきましては、環境影

響評価法及び環境影響評価条例の対象となる環

境アセスメントについて、指導及び助言を行う

ものであります。

次に、（事項）地球温暖化防止対策費574

万7,000円であります。説明欄２の地球温暖化

対策実践行動促進事業につきましては、二酸化

炭素の排出量削減に向けて、県民、事業者、団

体、行政が一体となった実践的な取り組みを促

進するものであります。

３の新規事業、ストップ温暖化レジ袋ゼロ作

戦事業につきましては、後ほど常任委員会資料

で説明させていただきます。

次に、（事項）大気保全費8,048万7,000円で

あります。説明欄１の大気汚染常時監視につき

ましては、大気汚染の未然防止を図るため、県

内13の測定局で二酸化硫黄や二酸化窒素などの

常時監視を行うものであります。

２の大気汚染常時監視テレメータシステム運

営につきましては、測定局からデータを収集

し、大気汚染の状況や花粉、紫外線に関する情

報提供を行い、県民の健康保護や生活環境の保

全を図るものであります。

次に、１枚おめくりいただいて、184ページ

をお開きください。（事項）水質保全費3,989

万6,000円でありますが、河川等の公共用水域

や地下水の状況の監視、工場や事業場の排水規

制を行うことなどにより水質の保全を図るもの

であります。

次に、（事項）騒音悪臭等対策費399万6,000

円でありますが、騒音、振動、悪臭について規

制地域の指定や監視を行うことにより、騒音等

の公害の防止を図るものであります。

次に、185ページをごらんください。一番上

の（事項）化学物質対策費2,406万9,000円であ

ります。説明欄１のダイオキシン類対策事業に

つきましては、大気や河川等のダイオキシン類

の調査を行い、ダイオキシン類による環境汚染

の未然防止を図るものであります。

次に、中ほどの（事項）公害保健対策費の１

億340万3,000円であります。この事業は、高千
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穂町土呂久地区に係る公害健康被害者への補償

給付と指定地区住民の健康観察検診などを行う

ものであります。

次に、（事項）河川浄化対策費588万6,000円

であります。説明欄２の未来につなぐ「ふるさ

との水辺」再発見事業は、県民が水辺環境に触

れ合い、水辺の魅力を再発見する機会をふや

し、だれもが触れ合い親しめる水辺環境づくり

を推進するものであります。

次に、一番下の（事項）合併処理浄化槽等普

及促進費３億2,390万6,000円であります。186

ページをお開きください。説明欄４の浄化槽整

備事業でありますが、地域の特性に応じた生活

排水処理施設の整備を促進するため、合併処理

浄化槽の整備に対する助成を行うものでありま

す。

最後に、（事項）環境保全の森林整備
も り

費1,533万3,000円であります。これは、一ツ瀬

川及び小丸川の濁水長期化を抑止するため、

県、市町村、電気事業者で拠出する資金及び民

間募金による両河川上流域の森林整備の促進等

を行うための負担金等であります。

次に、当初追加分について御説明いたしま

す。

資料はかわりまして、薄いほうの平成21年度

歳出予算説明資料（議案第72号）の青いイン

デックス「環境管理課」のところ、19ページを

お開きください。環境管理課の当初補正予算

は、左から２列目の補正額にありますように、

一般会計で5,344万4,000円の増額であります。

この結果、補正後の額は、右から３列目にあり

ますように、一般会計で６億6,094万7,000円と

なっております。

補正予算の内容について御説明いたします。

21ページをお開きください。上から６行目に

あります（事項）合併処理浄化槽等普及促進費

で、新規事業、浄化槽適正管理実態調査事業

の5,344万4,000円の増額であります。これは、

浄化槽の適正な管理を推進するために行う事業

でありまして、国の第２次補正予算による商工

観光労働部所管の緊急雇用創出事業臨時特例基

金を活用して行うものであります。事業の概要

につきましては、常任委員会資料で御説明いた

します。

それでは、お手元の常任委員会資料の５ペー

ジをお開きください。事業名、ストップ温暖化

レジ袋ゼロ作戦事業であります。

１の事業の目的でありますが、県内では年間

約３億4,000万枚のレジ袋が使用されており、

このレジ袋を製造、廃棄する際に排出される二

酸化炭素は約２万トンとなっております。この

ため、レジ袋の有料化により使用を抑制し、二

酸化炭素の排出量を削減するものであります。

２の事業の概要であります。（１）予算額

は156万1,000円であります。

具体的には、右側の６ページのイメージ図で

御説明いたします。まず、イメージ図の左のほ

うをごらんください。有料化までの流れであり

ますが、スーパーや消費者団体、県、市町村等

で構成された協議会を４月に設立し、レジ袋有

料化の開始時期や周知方法などを検討いたしま

す。10月には有料化を決定し、協議会を構成す

る事業者以外の店舗にも参加を呼びかけます。

その後、県民の方々への十分な周知の後、来年

２月に有料化を実施する予定であります。

次に、イメージ図の右のほうをごらんくださ

い。事業の仕組みでありますが、レジ袋の有料

化によりレジ袋辞退者が大幅に増加いたしま

す。スーパーでは、レジ袋の購入費用や容器包

装リサイクル法における負担金が低減され、ま
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たレジ袋の販売による収益があります。これら

の軽減されるスーパーのレジ袋購入費用等の一

部を活用し、企業の森林づくり事業への参画を

検討いたします。

イメージ図右下の事業効果にありますよう

に、レジ袋の有料化によりレジ袋の使用量が大

幅に減少し、レジ袋の製造、廃棄に伴う二酸化

炭素排出量が減少いたします。また、スーパー

が企業の森林づくり事業に参画することで、県

内の森林が適切に管理整備され、二酸化炭素の

吸収量が増加いたします。この事業により、二

酸化炭素の削減、吸収の両面から地球温暖化対

策が推進されるものと考えております。

次に、15ページをお開きください。事業名、

浄化槽適正管理実態調査事業であります。

この事業は、非正規労働者、中高年齢者等の

失業者に対して一時的な雇用や就業機会の創出

を図るための事業である、緊急雇用創出事業臨

時特例基金に係る事業の一つであります。

１の事業の目的でありますが、浄化槽の適正

な管理を推進するため、現地調査により設置状

況を調査し浄化槽管理台帳を整備することによ

り、適正管理指導の基礎資料を作成するもので

あります。

２の事業の概要であります。（１）予算額

は5,344万4,000円であります。

具体的には、右側の16ページのイメージ図で

説明いたします。まず、イメージ図の上のほう

の調査内容等をごらんください。調査員の拠点

は各保健所とし、保健所の職員から指導・助言

を受けた調査員は、浄化槽設置者を戸別訪問し

て、調査票に基づき浄化槽の設置状況の確認や

管理状況等の聞き取りを行うとともに、啓発パ

ンフレットを配布して適正管理の啓発を行うも

のであります。これらの調査結果は受託機関に

集められ浄化槽管理台帳に入力することによ

り、浄化槽の適正管理指導の基礎資料とするも

のであります。

次に、新規雇用者の配置でありますが、イメ

ージ図の中のほうをごらんください。調査員は

各保健所の調査対象浄化槽の数に応じて配置い

たします。

事業効果でありますが、イメージ図の下にあ

りますように、台帳を再整備することにより正

確な設置状況が把握でき、浄化槽の適正な管理

を推進することができます。また、戸別訪問に

よる調査を実施するため、個々の浄化槽管理者

と接する機会があり、適正管理の啓発をきめ細

かに実施することができます。

環境管理課の説明は以上であります。御審議

のほどよろしくお願いいたします。

それでは、環境対策○道久環境対策推進課長

推進課の当初予算について御説明させていただ

きます。

歳出予算説明資料のほうに戻っていただきた

いと思います。歳出予算説明資料の青いイン

デックス「環境対策推進課」のところ、ページ

で言いますと187ページをお開きいただきたい

と思います。環境対策推進課の当初予算の総額

は、左から２列目にありますように、一般会計

で５億1,399万7,000円をお願いいたしておりま

す。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。

ページをおめくりいただきまして、189ペー

ジをお願いいたします。まず、上から６行目の

（事項）一般廃棄物処理対策推進費248万9,000

円でございます。説明欄にありますが、一般廃

棄物処理施設の整備、維持管理指導につきまし

ては、市町村や一部事務組合の一般廃棄物処理
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施設の整備や維持管理の指導、及び市町村職員

等を対象とした研修会の開催を行うものであり

ます。

次に、中ほどの（事項）産業廃棄物処理対策

推進費４億5,903万1,000円であります。まず、

説明欄２の産業廃棄物処理監視指導の（１）ダ

イオキシン類等排出監視強化事業2,097万3,000

円は、廃棄物焼却施設の排出ガス等のダイオキ

シン類を測定し、排出基準に適合しない施設に

つきましては、使用停止や改善命令の行政処分

等を行うものでございます。

また、（２）廃棄物適正処理推進ネットワー

ク強化事業5,604万4,000円についてであります

が、保健所等に廃棄物監視員を配置して、不法

投棄等の不適正処理に対する監視体制を強化す

るとともに、民間団体との情報提供ネットワー

クにより早期発見・指導、原状回復等の徹底を

図るものであります。

次に、飛びまして、６の宮崎県廃棄物処理計

画進行管理推進事業1,183万5,000円につきまし

ては、平成20年度から排出事業者に法律上義務

づけられている産業廃棄物管理票（通称マニ

フェスト）の交付等の状況報告書のデータをデ

ータベース化するとともに、宮崎県廃棄物処理

計画の中で定めた排出量、再生利用量、減量化

量の各目標値に対する進行管理を行っていくも

のでございます。

次に、その下、７の公共関与推進事業9,510

万6,000円であります。下の（２）公共関与支

援事業につきましては、事業主体であります財

団法人宮崎県環境整備公社に対して運営費を補

助するものであります。また、その下の（３）

産業廃棄物啓発学習等推進事業につきまして

は、産業廃棄物の処理施設エコクリーンプラザ

みやざきにおいて産業廃棄物に係る啓発、学習

等を実施するものであり、当該施設を運営いた

します財団法人宮崎県環境整備公社に委託する

ものであります。

次に、８の産業廃棄物税基金積立金２

億3,120万2,000円につきましては、産業廃棄物

税の税収等を産業廃棄物税基金に積み立てるも

のであります。

次に、10のポリ塩化ビフェニル廃棄物処理推

進事業1,824万5,000円は、いわゆるＰＣＢ廃棄

物を処理するため、国及び都道府県で積み立て

ております基金への補助であります。なお、本

県分の処理につきましては来年度から開始の予

定となっております。

190ページをお開きいただきたいと思いま

す。一番上の11産業廃棄物施設整備適正化支援

事業1,000万円につきましては、産業廃棄物税

の課税の公正化、適正化を図るため、産業廃棄

物処理業者が設置するトラックスケールの設置

費用の一部を補助するものであります。

次に、（事項）廃棄物減量化・リサイクル推

進費5,247万7,000円についてであります。これ

は、廃棄物の減量化やリサイクルを推進するた

めの経費が中心でありますけれども、説明欄１

の産業廃棄物リサイクル施設整備支援事

業3,062万円につきましては、産業廃棄物のリ

サイクル施設の整備を行う事業者に対しまし

て、その事業に要する経費の一部を補助するも

のであります。

２の廃棄物処理施設等における再生利用促進

事業864万8,000円につきましては、廃棄物処理

施設等から排出される焼却残渣を土木資材とし

て有効活用するため、宮崎大学、県、民間企業

等が連携して研究開発を行うものであります。

最後に、４の廃棄物適正処理等総合啓発事

業1,134万2,000円につきましては、マスメディ
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アの活用、パンフレットの配布、事業者に対す

る講習会、不法投棄防止啓発キャンペーン等を

通じまして啓発を行い、廃棄物の減量化やリサ

イクル適正処理の推進を図るものであります。

環境対策推進課の説明は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

説明が終了しました。○宮原委員長

委員の皆様から質疑はございませんか。

新規事業、ストップ温暖化レジ袋○満行委員

ゼロ作戦事業についてお尋ねしますが、レジ袋

の削減というのは、今、全国的に報道もされて

いますが、これは全国的な流れの一環として、

今回、本県でもやるのか。本県独自で進めてお

られるのか。そこのところをお願いいたしま

す。

委員が言われるように、全○堤環境管理課長

国的に、ごみ減量化と温暖化対策両面で進めら

れてきております。本県としましては、私ども

ごみのほうは担当しておりませんが、地球温暖

化という観点で全県一斉の有料化を進めて、ま

た、先ほど御説明しましたように、この軽減さ

れた分を森づくりに生かしていただいて、さら

に森林吸収という形でも温暖化対策を進めてい

きたいと考えております。

大型量販店等は県内でも進めてい○満行委員

るところがあるわけですよね。今回、協議会を

設立するということですが、そういう大型量販

店等も含めた対策を行うということなのか。全

国チェーンの大型店は自前でやって、いろんな

事業展開を森林との関係とかでやっておられる

と思いますが、そのあたりはどういうふうに考

えておられるんでしょうか。

確かに大型量販店等で、例○堤環境管理課長

えばキャッシュバックするとかいう方法で進め

られておりまして、そういった場合、近年、50

％ぐらいまで断る方がふえてきているという状

況もございます。ただ、他の都道府県で有料化

したところの話を聞きますと、有料化すると80

％を超えるレジ袋を断る方が出てきているとい

うことで、今回、県内に４店舗以上持っておら

れる事業者、それから全国展開をしている事業

者、18事業者ございますけれども、この事業者

にまず協議会に入っていただいて、その中で有

料化を決定していただきたいと考えています。

その後、そのほかの小さな事業者も参加をして

いただく、そういうような形で進めたいと考え

ています。

もう一つ、環境管理課の浄化槽適○満行委員

正管理実態調査事業ですが、現状はデータベー

スとしてないのか。浄化槽の許認可で全保健所

を通っているはずなんですけど。今のところど

ういう状況になって、この実態調査を行うこと

によって今後どういうふうに活用できるのかお

尋ねします。

現状は、30年、40年前から○堤環境管理課長

浄化槽の届け出がされておりまして、県でも電

子化したデータを持っております。ただ、その

後、家庭の事情やいろいろなことで、浄化槽が

配置されたり公共下水道につないだり、状況が

大きく変わってきております。２年ほど前か

ら、保守点検業者や清掃業者の台帳と県の台帳

との突き合わせを行ったり、下水道事業者に接

続されている方々の名簿と突き合わせをしてき

ました。その結果、調査対象浄化槽３万2,000

基ぐらいの突き合わせができないという状況が

ございます。今回、この３万2,000基につい

て、実際にお宅を訪問して、その後浄化槽がど

うなっているのか、管理者がかわっているのか

どうか等調査して台帳を整備したいと考えてい

ます。
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設置するときには保健所を経由し○満行委員

て届け出がある。その後の廃棄したり管理者が

かわったりということは届け出の義務がないの

で、実態はわからない状況にあるということで

しょうか。

廃止届け出は、以前は法律○堤環境管理課長

上ございませんでした。17年の法律改正で廃止

届け出が追加されたんですけれども、現実的に

は、廃止届け出の制度があってもなかなか廃止

届け出が出されないのではないかと考えていま

す。

また、今回、３万2,000基ぐらいが業者の台

帳と突き合わせができませんでした。業者の台

帳のつくり方と県の届け出台帳のつくり方が、

県の場合は代表者ということになりますけれど

も、業者の場合はわかりやすいように、特に代

表者でなくてもいいとか、住所についても、極

端な話、どこどこ郵便局の裏だとかいう住所も

あるようでございまして、そういったものを現

実に１回行って全部突き合わせしたいと考えて

います。

地域の状況はどんどん変わります○満行委員

よね。下水道の整備区域に入って下水道につな

いだり、いろんな状況があると思うんですが、

今回は、要するに県内全部、今動いている浄化

槽を確認ができるということだと思うんですけ

ど、新しくできたデータベースを今後どう生か

せるかというところはどうなんですか。

私どもが一番気にしている○堤環境管理課長

部分というのが、浄化槽を設置して保守点検・

清掃が完全に行われているのかどうか。基本に

なる台帳の整備が十分でないと、その確認がな

かなか難しいということがございます。また、

保守点検・清掃が行われているかどうかを

チェックするための浄化槽の法定検査というの

がございますけれども、これを進めるためにも

浄化槽の整備が不可欠であるということで、今

回、この事業を行うことといたしました。

最後にしますけど、今回、適正に○満行委員

されているところ、されていないところが出て

くると思うんですが、その後、そういう実態が

出てきたらどこが対応するのか。また、公的な

支援等があって、その改善に向けて新たな事業

を起こすのか。それとも、それは設置者と業者

との間の契約で適正な改善というか処理方法に

誘導するのか。そのあたりはどうなんでしょう

か。

法律上は県の業務、保健所○堤環境管理課長

に委任してありますので、保健所のほうで、そ

の台帳をもとに、保守点検等されていない場合

には文書で指導するという形になるかと思いま

す。ただ、非常に基数が多いものですから、保

健所だけではなかなか難しいということで、市

町村も補助していますので、市町村も加え、ま

た事業者の協力も得ながら一緒に進めていきた

いと考えています。

関連して、浄化槽適正管理実態調○長友委員

査事業についてですけれども、これがしっかり

した効果をあらわすためには、調査員がはっき

り住民の方々にわかる必要がある。なぜかとい

いますと、今非常に、訪問販売とか、浄化槽あ

るいは公共下水道、いろんな業者が調べに来る

わけです。だけど、どれが適正な業者かわかり

ません。お年寄りなんか、検査をしなくてもい

いのに検査をしていって、後は云々ということ

があったりとか。これは別ですけれども、屋根

がわらなんかも、勝手に屋根に上って修理して

おったからと請求書を回したり、そんなのは警

察等に突き出せばいいわけですけれども。いろ

いろありますので、この方々が本当にきちっと
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した事業の中で採用された職員の方々で、ま

た、検査を受けられる方々も安心してそれがわ

かるような方法というのを何とか考えていただ

きたい。それが一つございます。

確かにおっしゃるように信○堤環境管理課長

用されないということもあるかと思います。こ

の事業を始めるに当たりまして、調査員にはま

ず十分な研修を行うということと、身分を示す

名札をつけさせる。それから、事業を始める前

に各自治会長さんに、保健所、受託機関と一緒

になりまして、こういう目的で巡回しますとい

うことをまずお話しして始めたいと考えており

ます。

次に、先ほどもありましたストッ○長友委員

プ温暖化レジ袋ゼロ作戦です。先ほど、３

億4,000万枚使われておって、二酸化炭素に換

算して２万トンというお話がございましたけれ

ども、どれぐらいの効果を見込んでおられる

か。どこ辺までは達成したいということになっ

ているのか。そのあたりどうでしょう。

まず、18事業者、150店舗○堤環境管理課長

にこの協議会に入っていただいてスタートした

いと考えています。他県の例を見ますと、80％

以上が有料化によって削減されるということで

すので、推計でございますが、年間4,000トン

ぐらいのＣＯ 削減が見込めるんじゃないかと２

考えております。

何点かにわたるんですけれども、○長友委員

水質保全費とか騒音悪臭等対策費、あるいは化

学物質対策費、公害保健対策費等、それぞれ財

政が厳しいので昨年の実績より若干予算が低く

なっているんですね。これはやむを得ないかな

と思うけれども、昨年度までやっておられた対

策の内容というのが担保されるものなのかどう

なのか。そのあたりはどうでしょう。

削減した部分というのは、○堤環境管理課長

補正のときにも申し上げましたけれども、入札

によって委託費などが下がっているということ

で一部予算を下げている部分もございます。

また、ダイオキシン類対策につきましては、

これまでダイオキシン類の大気、水質、土壌調

査をしてきておりますけれども、はるかに環境

基準よりも低い状態ということで、河川等の水

質、海域等の水質、川底の泥、地下水、土壌等

については、測定検体数を半分に減らして、同

じ場所を測定する期間が長くなりますけれど

も、そういったことで対応しております。た

だ、ダイオキシンの発生源の主なものが廃棄物

焼却炉でございますので、大気については減ら

しておりません。

また、浄化槽につきましては、毎年度、実績

と当初予算の差が3,500万ほどございます。こ

れについては当初予算で減らしております。そ

れから浄化槽につきましては、これまで50人槽

まで補助対象にしておりましたけれども、非常

に財政が厳しいということで、来年度から10人

槽まで、一般家庭に設置されるものについて市

町村に対して補助することにしております。11

人槽以上はほとんどアパート等の事業者でござ

います。したがいまして、事業者については来

年度から補助対象から外しております。以上で

ございます。

ともかく住民の環境の安全確保が○長友委員

おろそかにならないように、ひとつお願いをし

たいと思います。

もう一点だけ、環境対策推進課の産業廃棄物

処理対策推進費、189ページですが、説明２の

（１）ダイオキシン類等排出監視強化事

業2,097万3,000円というのがございますけれど

も、これは何カ所ぐらい対象になっている事業
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なんでしょうか。

ダイオキシン類等排○道久環境対策推進課長

出監視強化事業につきましては、ダイオキシン

類とそれ以外、水銀とか鉛等を調査する２種類

がございます。ダイオキシン類につきまして

は、現在のところ、来年度は54施設を計画いた

しております。また、ダイオキシン類以外につ

きましては23施設を計画いたしております。以

上でございます。

それは県下を網羅できるのか。ま○長友委員

た、年度年度によりながら計画的にずっと推移

していかれているものなのか。

ダイオキシン類につ○道久環境対策推進課長

きましては、焼却施設と管理型の最終処分場関

係がございますけれども、焼却施設につきまし

ては全施設を考えております。管理型最終処分

場につきましては、２年に一遍という感じで調

査いたしております。

それから、ダイオキシン類以外につきまして

は最終処分場を対象にしているんですけれど

も、安定型の最終処分場、管理型の最終処分

場、両方とも２年に一遍ぐらいの間隔で調査を

するという計画でございます。

結構箇所数も多いんですけれど○長友委員

も、大体2,097万という予算で足りるというこ

とですか。

現在、2,097万3,000○道久環境対策推進課長

円をお願いいたしておりますけれども、入札を

行うことによりまして安くなるのではないかと

期待いたしております。

安くなるのはいいんですけれど○長友委員

も、事業の質が確保されないといけませんの

で、しっかりした調査ができるようにお願いし

たいと思います。以上です。

満行、長友委員に関連して質問さ○松田委員

せていただきます。

まず、16ページ、浄化槽の部分です。新規雇

用者の配置ということで、それぞれの保健所に

応じて調査員数が出ておりますが、この調査員

数の設定根拠、これは浄化槽の普及率なのか、

それとも雇用情勢に応じたものなのか。お示し

をいただきたいと思います。

県全体で３万2,909基ござ○堤環境管理課長

います。保健所ごとに対象基数が違いますの

で、それを全戸調査するとした場合の必要人員

でございます。

浄化槽数に応じてということでよ○松田委員

ろしいわけですね。わかりました。

続きまして、先ほどから何回も出ておりま

す、ストップ温暖化レジ袋ゼロ作戦で３点お伺

いします。まず、レジ袋ゼロ作戦で、他県の場

合よく、ゼロにすると同時にマイバッグの所有

率、普及率というのが数字として上がってくる

んですが、宮崎県の場合、業者で配付されるレ

ジ袋をゼロにすると同時に、県民それぞれが自

分の袋を持ちましょう、マイバッグを持参しま

しょうという部分に今焦点は当たっているのか

お伺いしたいと思います。

マイバッグを普及するとい○堤環境管理課長

う運動はその次の段階として、レジ袋を削減し

ようということでございます。今回、レジ袋を

有料化することによって、当然マイバッグは持

たないと持って帰れないということで、その次

の段階というふうに考えております。

マイバッグになりますと、他県で○松田委員

もよくあるんですが、県産品であったり、県が

主導してということもあったりするんですが、

次の段階でマイバッグのほうはプランとして考

えていらっしゃるということで理解してよろし

いんですか。
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特にマイバッグについて何○堤環境管理課長

かプランがあるということはございません。

例えば東京の杉並区でしたら、60○松田委員

％までマイバッグの持参率を上げようという二

本立てでこのプランを進めていらっしゃるんで

すが、宮崎県としてはマイバッグのほうは今の

ところ計画に入っていない、考えることはない

んでしょうか。

レジ袋を削減するために、○堤環境管理課長

いろんな工夫していろんなマイバッグをつくっ

て、おしゃれなマイバッグもあるでしょうし、

そういったことでレジ袋を削減しようという動

きだと思うんですけれども、まず有料化します

ので、バッグとしては、例えばレジ袋の使い古

しでも構いませんし、それは何でも構わないわ

けです。だから、マイバッグ普及の次の段階に

入った事業というふうに考えております。もち

ろん今までどおりマイバッグの啓発はいたしま

すけれども、特別な事業は考えておりません。

県内で年間３億4,000万余のレジ○松田委員

袋が使用されている、他の自治体では80％ぐら

いが辞退されるということですが、削減になっ

た場合、県内でレジ袋、ビニール袋を製造して

いる業者がどれぐらいあるのか。あるいはこう

いった業界への影響度というのはどのように

なっているのかお教えください。

県内では１カ所だけ、レジ○堤環境管理課長

袋だけではなくていろんな包装用品をつくっ

て、九州あるいは西日本にまで販路を持ってい

る事業者がいらっしゃいます。確かに影響がな

いとは言えないんですが、始める前には十分そ

の事業者とも話し合いをして周知していきたい

と考えております。

その業者さんへの対応をよろしく○松田委員

お願いしておきます。

もう一点、事業の仕組みの中で協議会設立と

あります。スーパー、消費者団体等とあります

が、一番レジ袋を使う業者としてコンビニエン

ス業界があるんですが、これはどこに入ってお

りますでしょうか。

コンビニエンスストアにつ○堤環境管理課長

いてはこの協議会への参加はないわけですけれ

ども、10月ごろに、有料化を決めた段階で、コ

ンビニエンスストアには参加しませんかという

話はしたいと考えています。

現段階ではまだ参画してないけ○松田委員

ど、10月、プランが固まったところで呼びかけ

るということですね。わかりました。

もう一点なんですが、レジ袋ゼロ作戦に取り

組んでいる県が、私が新聞で見た中ですと、去

年の11月段階で19県に上っていると思います。

環境立県ということで宮崎県もエコロジーを大

変推進しているんですが、19県とすると、宮崎

県はどれぐらいのランキングを目指していらっ

しゃるんでしょうか。レジ袋の有料化実現がで

すね。

環境省が発表した中で、昨○堤環境管理課長

年の11月１日現在で県下一斉に有料化を進めて

いるところは３県でございます。２月末現在で

５県でございますので、このままいきますと10

番以内には入るのではないかと考えておりま

す。

わかりました。私のデータのとり○松田委員

方が違ったようですけれども、なるべく早い形

で、宮崎県がこのような早い取り組みをしてい

るということが示せるように、成果が出ること

を期待しておきます。以上です。

レジ袋について、関連してお尋ね○蓬原委員

します。有料化ということですが、どれぐらい

の有料、お考えなんでしょうか。
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協議会で決めていくことで○堤環境管理課長

はあるんですけれども、経費から見て、他県で

３円とか５円という例が多いようでございま

す。

それで、協議会に入ることが予想○蓬原委員

される方の、レジ袋の販売総計、最終的には森

林づくりに利用するということですが、どれぐ

らいのお金が集まると想定されておりますか。

全くの我々の勝手な思い込○堤環境管理課長

みですけれども、軽減される金額すべて出しま

すと１億7,000万ぐらいは軽減されるだろうと

思います。しかしながら、それぞれエコポイン

トの事業をやっていたり、キャッシュバックを

やっておられますので、その１割ぐらいと見

て、年間1,600～1,700万ぐらいを企業の森林づ

くりのほうに提供していただければ非常にあり

がたいと考えています。

1,600万ぐらいが森林づくりのほ○蓬原委員

うにというような見込み、計画、希望というこ

とですか。

全くこちらの考えでござい○堤環境管理課長

ますが、１割でそのくらいに相当するかなと

思っているところでございます。

今、松田委員からもありました○蓬原委員

が、一方では環境を推進しながら、メーカーさ

んには経営上の影響が出るということなんです

が、レジ袋のメーカーは県内に１カ所だけとい

うことだったですね。差し支えなければ、その

メーカーも教えていただくとともに、どれぐら

いのレジ袋の生産をやっておられるのか。参考

までに教えていただくとありがたいと思いま

す。

都城市高城町のほうに益山○堤環境管理課長

商工という会社がございます。パンフレットし

か持っていないんですけれども、生産量はわか

らないんですが、九州、西日本を販路に、包装

用品とか市町村のごみ袋とかをつくっているよ

うでございます。

この対象になるレジ袋の生産額は○蓬原委員

わからないということですね。

把握しておりません。○堤環境管理課長

それで結構です。○蓬原委員

もう一つ、浄化槽適正化の中の調査事業です

が、受託機関というのがありますけれども、こ

の受託機関というのはどういう機関を想定して

おられるのか。

浄化槽管理台帳というのを○堤環境管理課長

県は持っているんですけれども、もう１カ所、

法定検査の機関が県と同じ管理台帳を持って法

定検査の入力とかしております。また、管理台

帳への入出力や浄化槽の法的知識、構造等の知

識を調査員に研修するという観点から、法定検

査機関を想定しております。

その法定検査機関というのは、県○蓬原委員

内に何カ所あるんでしょうか。

１カ所でございます。○堤環境管理課長

それは浄化槽協会のことですか。○蓬原委員

財団法人宮崎県環境科学協○堤環境管理課長

会でございます。

この調査の実施時期はいつごろで○蓬原委員

すか。

４月早々に開始したいと考○堤環境管理課長

えております。

最後に１点だけ。これは経済・雇○蓬原委員

用対策での、いわゆる国の２次補正を受けての

ことだと思います。したがって、これだけの雇

用がされるということですから、それなりの雇

用効果があると思うんですが、調査員として雇

用される方たちというのは、年齢、性別等々ど

んな方を想定しておられるのかお聞かせくださ
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い。

国の事業はいろいろ制限が○堤環境管理課長

ございまして、失業者が４分の３以上というこ

とになっております。ですから、雇用保険の受

給者証とか職務経歴書等で確認するようになっ

ております。

ついでながら、１日当たりの調査○蓬原委員

の単価は幾らですか。

保健所に勤務しています７○堤環境管理課長

時間勤務の非常勤職員、廃棄物監視員と同様な

仕事ということで、監視員が７時間で7,860円

でございます。時給にいたしますと1,123円に

相当するんですが、今回の調査員は８時間とい

うことで9,000円で考えております。

引き続いて環境管理課長で申しわ○外山委員

けないんですが、186ページの一ツ瀬川の濁水

対策で一番下のほう、環境保全の森林整備事業

をやるということですが、具体的にはどういう

ところで、どういう整備事業をやるということ

なんですか。

これは小丸川の渡川ダム上○堤環境管理課長

流域、それから一ツ瀬川の一ツ瀬ダム上流域の

森林整備の支援をするというものでございま

す。通常は約68％の造林補助がございますけれ

ども、それに10％ほど上乗せをして支援すると

いったものでございます。そのほかに、国の事

業の採択にならない小規模の崩壊地の緑化など

を行うことにしております。

これは濁水対策の整備事業じゃな○外山委員

いということですね。

一ツ瀬川、小丸川というの○堤環境管理課長

は大雨が降ったときに濁水が非常に長期化する

傾向がございます。それはダム自体にたまるわ

けですけれども、ダムだけで対応が難しいとい

うことで、上流域の森林を適正に管理して、で

きるだけ濁水がダムに流れ込まないようにする

ということで、濁水長期化対策の一つでござい

ます。

一ツ瀬川について言えば、私も○外山委員

しょっちゅう通るんですが、周辺の山は大体森

林整備はできておりますよね。そこで、整備を

することによって濁水が流れてくるのを防ぐと

いうのが一番でしょうが、私はあそこに行って

感ずるのは、ダムがあって湖面がある。そして

湖面のところに、のり面というか木が生えてい

ないがけがあって、そこの土砂がダムの中に

入ってきて濁るようで。その上のほうは大体整

備されてますからね。森林整備によって濁水が

軽減されるというふうには感じられないんで

す。それよりも、湖面のすぐ上の空き地という

かのり面があいてますよね、あそこの土砂が汚

すような気がするんです。その辺の対策を考え

るほうが濁水対策になるような気がするんです

が、どうでしょうか。

湖面の問題も従来から指摘○堤環境管理課長

されておりまして、九州電力でもあそこに植栽

ができないかどうか検討しておりますけれど

も、水につかったりしますので、水につかって

もいいような植物はないということで、湖面に

ついての対策はまだ不十分でございます。た

だ、濁水の原因についてはいろんな要因があり

ます。雨の降り方等も最近激しくなってきてお

りまして、大きな土砂崩れ等があります。それ

からダムでも、選択取水設備といいまして下か

ら取水したり、上から取水したりというような

方策もとっているわけですけれども、総合的に

上流、中流、ダム、両方でやらないとなかなか

濁水対策は難しいということで、その上流域対

策の一つというふうに御理解いただきたいと思

います。



- 16 -

関連しますけど、今でも雨が降る○外山委員

と一ツ瀬川は相当濁りますね。ということはダ

ムの汚濁がずっとあるわけで、汚濁がたまって

おる。これの対策ですよね、あれを除去すると

か沈殿させるとか、そういう事業は全然ここに

はないようですけれども、その辺の対策は何も

やってないんですか。

一ツ瀬川の長期濁水につい○堤環境管理課長

ては、18年度から濁水軽減対策のための検討を

行ってきまして、上流域対策のほかに九州電力

が行うダム対策についても検討して、今後実施

をしていくという段階でございます。ダム対策

については県土整備部のほうが所管しておりま

すので、私のほうの事業にはございません。

ということは、ダム対策について○外山委員

は検討の段階で、具体的にこういうことをやろ

うという方向は出ておるわけじゃないんです

ね。

これまでも選択取水設備で○堤環境管理課長

あるとか、上流にスクリーンを置いて濁水を下

に持ってくる設備とかございましたけれども、

今後は、ダムの真ん中に非常用放流設備という

のがあるんですが、そういったところを改良し

て、濁水が発生して大量に流れ込んだときにで

きるだけ早く排出させる方法とか、下流の杉安

ダムの改良なども九電のほうでは計画しており

ます。

林業技術センターの試験研究費で○野辺委員

ちょっと教えてほしいんですが、今、試験研究

の中で最も力点を置いている研究というのはど

ういうことでしょうか。

重点的に取り組○金丸林業技術センター所長

んでおります研究課題としましては、一つは長

伐期の関係がございます。これまでは60年生ぐ

らいまでしか長期の収穫の予想ができませんで

したけれども、一昨年、林齢120年生まで予想

できるような収穫表を調整しております。それ

に基づきまして、林家の方がどういう間伐を

行ったときに将来どうなるというプログラムを

開発しておりまして、それの普及に努めており

ます。それが第１点でございます。

それから、ＤＮＡを活用した樹種の品種の同

定といいますか鑑定も行っておりまして、苗木

生産業者の方が常時とられております母樹の鑑

定等も行っております。

それから、フェニックスに害虫がついて枯れ

ているのがございますけれども、今年度、薬量

を少なくして効果が出るような方法を開発いた

しまして、それの普及にも努めておるところで

す。

それから、林業関係につきましては、ＧＰＳ

とＧＩＳを活用しまして、地域をまとまったよ

うな形で、山の状況はどうなっているか、地形

がどうなっているか、傾斜がどうなっている

か、作業道がどうなっているかというような詳

しい施業案といいますか、森林の現況調査をつ

くる手法を研究しておりまして、それを地域の

方にお示しして、将来どうしていくかというこ

とを御提案するような方法も研究しておりま

す。

それから、特用林産関係につきましては、一

昨年からシイタケの値段が高価格を維持してお

りまして、原木栽培の収量をいかに上げていく

か。今まで一般的に原木は４年程度使用してい

るんですけれども、原木が完全に利用し尽くさ

れていない部分もございますので、それに収益

を与えるような方法等を考えまして、シイタケ

の収量アップの方法を現在検討しておるところ

です。以上のようなことでございます。

花粉の少ないヒノキ、杉の研究に○野辺委員
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ついては、一定の研究が進んだと考えていいわ

けでしょうか。

花粉の少ない杉○金丸林業技術センター所長

につきましては、最近時々マスコミ等でも報道

されておりますけれども、独立行政法人林木育

種センター九州育種場で花粉の少ない杉の品種

が選抜されまして、県内で６品種ですが、飫肥

杉系統の高岡署１号というのを推奨しておりま

す。当センターの苗畑にその母樹がございまし

て、その穂木を苗木の生産業者の方に平成18年

度から提供しておりまして、徐々に生産体制が

整ってきていると考えております。材質あるい

は成長等もいい杉でございますので、それの普

及に努めていきたいと考えております。

花粉の少ない樹種については、今○野辺委員

後とも試験研究は続けていくということなんで

しょうか。

私ども試験林等○金丸林業技術センター所長

を持っておりますので、花粉の着生状況は継続

して調べていきたいと考えています。

長伐期による研究はなかなか結論○野辺委員

が難しいと思うんですが、短期間で施策に生か

せるような試験研究ができるというとらえ方を

してもいいんですかね。

長伐期につきま○金丸林業技術センター所長

しては、先ほど申し上げましたけれども、120

年までは予測できる予想曲線を算出しておりま

すので、現地を調査しますと、この山は将来ど

れぐらいになりますというのが予想できます。

それから、例えば50年で間伐をして、10年後に

また間伐する、10年後の材積量は幾らで、それ

から間伐する材は幾らですと、そういうプログ

ラムを開発しておりますので、将来どうなるか

教えてくれということで森林組合等から時々御

要望は来ているみたいです。今、パソコンが普

及しておりますので、私どものプログラムを提

供しております。現段階では、山の手入れの仕

方で将来どうなるのかという推計は、100年あ

るいは120年生ぐらいまでは可能となっており

ます。

もう一点教えてほしいんですが、○野辺委員

地下水の常時監視というのはどういう方法でや

られるんですか。

県内を５キロメートルぐら○堤環境管理課長

いにメッシュで区切りまして、４年ぐらいでそ

のメッシュを一回りするような形で概況調査と

いうことで、井戸を持っていらっしゃる家に

行って水をとらせていただいて検査をしており

ます。

監視の結果、異常があった場合は○野辺委員

どのような対応をされるんですか。

まず、飲んでいらっしゃる○堤環境管理課長

場合は、すぐに飲むのをやめていただいて、そ

の後、定期的にモニタリングをしております。

また、原因者が近くにあるような場合には、原

因者に対する指導も行っております。

これは井戸水と考えていいんです○野辺委員

か。ボーリングの監視とかはできないというこ

となんですか。

原則、各家庭にある井戸を○堤環境管理課長

測定させていただいております。

地下水なんですが、ここは立場○蓬原委員

上、水質保全、水質に関する調査が主なんで

しょうけれども、例えば都城盆地は水位が年々

下がっているという調査報告があるんですが、

水位等についての調査は管轄外ということだか

ら、そういう調査はされていないんですか。

水位についての調査は実施○堤環境管理課長

しておりません。

それと公害保健対策費、土呂久公○蓬原委員
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害なんですが、１億340万ですか、指定地区住

民の皆さん方の健康診断等々となっておりま

す。ずっと引きずっているんでしょうけれど

も、どれぐらいの対象者がおられて、今どうい

う状況なのか。詳しくわかるように教えてくだ

さい。

認定患者の方は、これま○堤環境管理課長

で181名おられます。現在、生存されている方

が51名でございます。平均年齢としては78歳ぐ

らいでございまして、64歳から96歳までの方が

おられます。毎年新たに認定される方が２～３

名いらっしゃいます。20年度は４名の新たな認

定患者さんが発生いたしました。

健康観察検診につきましては、障害等級のあ

る方については３年ごとに法律で見直しをする

ことになっています。これが法定検診でござい

ます。そのほかに、かつてその地区に住んでお

られた方、あるいは鉱山で働いておられた方を

対象に毎年健康診断を行っておりまして、１年

ごとに１次検診、２次検診やっているんですけ

れども、１次検診のほうを大検診といいまし

て、１次検診で異常があった方については、そ

の翌年２次検診を実施しています。１次検診

が90名ぐらいで、２次検診が50名ぐらいでござ

います。高千穂保健所のほうで検診を行ってお

ります。

河川浄化対策費、未来につなぐ○蓬原委員

「ふるさとの水辺」再発見事業561万8,000円、

これはどんな事業ですか。

これは、平成17年度に別な○堤環境管理課長

事業名でございました。私どもはＢＯＤの数値

で、環境基準に適合している、していないとい

う表現をしていますけれども、県民の方々は川

がきれいになったという印象が余りないという

ことで、県民の方がわかりやすい指標をつくろ

うということで、見た目や周囲の風景、ごみな

どで判断できる新しい環境指標をつくりまし

た。その事業で子供たちが河川調査とか行って

きたわけですけれども、20年度からは、夏休み

等に子供たちを連れて川遊びしたいとか、宿題

等で水生生物調査をしたいといった場合に、情

報がなかなかないということで、ＮＰＯ団体の

事業を情報収集してホームページでそれを情報

公開する事業を始めたところでございます。ま

た、いろんな調査の結果もそのホームページに

載せることにしております。

子供を遊ばせるということはよい○蓬原委員

ことだと思うんですが、県内の川はどこで子供

が泳いでもいいような水質状況なんですか。こ

こは泳いではいけないよとか、非常に危ないよ

とか、そういうところはあるんでしょうか。

私どもの所管では泳いでい○堤環境管理課長

いとか悪いとかいう判断をしているわけではあ

りません。泳ぐというよりも、最近の若いお父

さん、お母さんもそうだと思うんですが、余り

子供のころに川に遊びに行っていないというこ

ともあって、子供たちが川から遠ざかっている

ことが環境教育上問題なんじゃないかというこ

とで、できるだけ川で遊ばせるということで

す。ふるさとの水辺の調査は、事前に保健所や

市町村の職員等が調査して安全等を確認して、

浅いところで石ころの裏の虫を調べたり、そう

いった事業を行っております。

もう一件、隣のページですが、浄○蓬原委員

化槽整備事業３億1,800万、ことしは何基ぐら

いを考えているのか。さっき説明があったのか

もしれませんけど、もう一回。

20年度では、今のとこ○堤環境管理課長

ろ3,000基ぐらいです。補正等で若干落ちてい

るんですけれども、当初で3,033基予定してお
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ります。

189ページ、環境対策推進課、ダ○蓬原委員

イオキシン類等排出監視強化事業というのがあ

ります。一方、185ページに化学物質対策費で

ダイオキシン類対策事業とあるんですが、前

も、廃棄物の関係と環境のことでダイオキシン

に対する対応を聞いたことがあるんですけれど

も、この２つのダイオキシンに関する行政の関

係というのは、どういう役割分担になっている

わけですか。同じダイオキシンということです

が。

ダイオキシン類対策特別措○堤環境管理課長

置法という法律がございますが、法律の所管は

環境管理課でございます。したがいまして、大

気、水質等の常時監視等も環境管理課で行って

おります。ただし、廃棄物焼却炉については廃

棄物処理法での関係がございますので、環境対

策推進課のほうで所管しております。

それから、先ほどの浄化槽の設置基数ですけ

れども、今御説明いたしましたのは20年度当初

でございます。 2 1年度は今のところ要望

が2,929基上がっております。

ダイオキシンの役割分担はわかり○蓬原委員

ましたけど、過去の実績の中で、ダイオキシン

が県内で基準値以上に発生しているとか、そう

いう問題があった事例は見当たっているんです

か。

20年度ではダイオキ○道久環境対策推進課長

シン類の測定を50事業者行っておりますけれど

も、２つの事業者が基準値をオーバーしたとい

うことで改善命令を出しております。

その場所はどこで、どういう対策○蓬原委員

をとられたんでしょうか。

いずれも焼却施設で○道久環境対策推進課長

ございましたけれども、清掃をさせまして再度

測定いたしまして、改善が図られたということ

でございます。

その２カ所というのはどこです○蓬原委員

か。

企業名を出しますと○道久環境対策推進課長

その事業者に対して不利になりますので、答弁

は控えさせていただきたいと思います。

先ほど蓬原委員がおっしゃってい○満行委員

ました、ごみ袋製造業者の売上高、そして会社

の売り上げに対するレジ袋の割合を、総括質疑

のときでもいいんですけど、調べてもらうとあ

りがたいなと思います。いかがでしょうか。

調べたいと思います。○堤環境管理課長

先ほど、50業者測定○道久環境対策推進課長

いたしまして２事業者に改善命令を出したと申

し上げました。その２事業者ですけれども、１

事業者につきましては、先ほど申し上げました

けれども、再測定をやって結果待ちということ

だそうです。もう一つは、３月17日に再測定を

行う予定だということでございます。

ほかにございませんか。○宮原委員長

183ページの大気汚染常時監視13測定局とい

うことでしたが、この13測定局というのは固定

されているんでしょうか。それとも移動するん

でしょうか。

固定された測定局でござい○堤環境管理課長

ます。

24時間監視ということなんです○宮原委員長

が、その数値は地域の住民の方には目で見られ

るようになっているんでしょうか。

「みやざきの空」というホ○堤環境管理課長

ームページで１時間ごとにデータが公開されて

おります。

次に、178～179ページですが、○宮原委員長

森林計画樹立費、事業としてはＧＩＳデータ整
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備費まで４つ上がっているようです。これは調

査をしてそういった形にちゃんとするんでしょ

うけど、この事業はどういったところがかか

わってくるんでしょうか。

これは、地域森林計画を○飯田環境森林課長

５流域ごとにつくっているわけですけれども、

その中のデータ整備ということで、ＧＩＳ整備

費につきましては、例えば、植栽未済地の現地

調査とか路網の整備状況調査、またデジタル放

送ということで空中写真を撮るんですけれど

も、ゆがんでいますので、正写するような手法

でやっているのがＧＩＳデータ整備ということ

になっています。

それはどこかの企業に、入札か○宮原委員長

何かしてやるということなんでしょうか。

デジタル放送等につきま○飯田環境森林課長

しては入札でやっておりますが、現地調査等々

につきましては森林組合に委託してお願いする

ということでございます。

ほかにございませんか。○宮原委員長

ほかにないようですが、先ほどマイバッグの

話がストップ温暖化レジ袋ゼロ作戦のところで

出ましたけど、たまたまテレビを見たときに、

東北のある県だったと思いますが、バレーボー

ルをつくっているミカサというところがつくっ

ている袋を、種類としては何十種類かあるんだ

そうです。それを高校生が５枚重ねて握ってい

るのが普通だということで、多いのは10枚重ね

て持っていると。薄いんですよ。毎日気分に合

わせて袋の表面を入れかえていくということ

で、じいちゃん、ばあちゃんまでみんなその袋

を必ず握っている県があるそうなんです。非常

におもしろいなと思ったんですが、まさかバレ

ーボールをつくっているところが出している袋

とはじいちゃん、ばあちゃんも思っていないよ

うなんですが、そういうマイバッグを皆さん

持っているという県があるようなんです。多分

この中にも見られた方がいらっしゃるんじゃな

いかと思いますが、それを週がわり、日がわり

で持つというのが大変人気だということで、コ

ンビニからデパートからすべて、入り口の一番

目立つところに置いてある。種類としては30種

類、40種類の柄があるんそうです。全国でその

バッグがどこで売れているかといったら、その

県で断トツに売れておって、ほとんどのシェア

をそこが占めていると、普通はスポーツ店にし

か置いてないんだろうと思いますが、そういう

のがテレビでありました。宮崎のイメージとそ

ういうものを組み合わせができたらおもしろい

と思いましたので、１回調べていただきたいと

思います。これは要望にかえておきます。

ほかにございませんか。

資料をお願いしたいと思うんです○野辺委員

が、いろんな林業施策は林業経営をうまくやっ

ていこうという施策だと思うんですが、国産材

時代が来ると言われて長いんでありますけれど

も、環境問題で、例えばロシア材の関税が近

く80％になっていくようですが、ほかの国にお

いても環境問題で規制されてくると思うんで

す。今、国産材は20％ですか、あとは輸入材だ

と聞いておるんですが、どういう国から外材が

入ってきて、今後の見通し等がわかればです

ね。それが国産材にも影響してくると思います

ので、総括のときでもいいんですが、できれば

資料を準備していただきたいんですが。

今後の見通し○寺川環境森林部技術担当次長

はわかりませんけれども、現状であればデータ

があると思いますので、準備をしたいと思いま

す。

189ページのポリ塩化ビフェニル○蓬原委員
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廃棄物処理推進事業、ＰＣＢのことかなと思っ

ています。ことしから始まるということのよう

にさっき聞きましたが、例えばトランスに使っ

ている絶縁アンプ、ああいう関係かなと思いま

す。私、４～５年前に一般質問をしたことがあ

るんですが、県内の状況、どれぐらいの対象の

ポリ塩化ビフェニルがあって、これを処理でき

る技術を持っておられる事業所がどのぐらいあ

るのか、あるいは県外に頼むのか、そのあたり

の状況をお知らせください。

18年に調べているん○道久環境対策推進課長

ですけれども、ＰＣＢ含むトランスとかコンデ

ンサーは県内436事業所で893台あるという届け

出がされております。この処理なんですけれど

も、お話にありましたように、本県分は来年度

から処理していただくんですけれども、その処

理施設につきましては、日本環境安全事業株式

会社が全国に５カ所そういう処理施設をつくっ

ておりまして、本県分等は北九州市の施設で処

理していただくという予定になっております。

今、18年度で調べた分ですが、大○蓬原委員

体いつまでに終わるということですか。

27年までに終わる予○道久環境対策推進課長

定でございます。

ほかにございませんか。○宮原委員長

それでは、ないようですので、以上で、環境

森林課、環境管理課、環境対策推進課の審査を

終了いたします。

入れかえのため、暫時休憩いたします。

午前11時38分休憩

午後１時０分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

これより、自然環境課、森林整備課、山村・

木材振興課の審査を行います。自然環境課から

順次説明を求めます。

なお、委員の質疑は、３課の説明がすべて終

了した後にお願いいたします。

自然環境課の当初予算に○飯干自然環境課長

ついて御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の青いインデック

ス「自然環境課」のところ、ページで言います

と191ページをお開きください。自然環境課の

当初予算は、左から２列目にありますように、

一般会計で45億8,187万4,000円をお願いしてお

ります。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。

まず、２枚めくっていただきまして、194ペ

ージをお開きください。初めに、上から３段目

の（目）林業振興指導費でございます。その下

の段の（事項）水と緑の森林づくり推進事業

費681万円であります。これは、県民参加の森

林づくりの一層の推進を図るため、これまで実

施しておりました森林づくり推進期間中の「森

林づくり県民ボランティアの集い」に加えまし

て、新たに、森林づくりに関する地域での意見

交換会や県民の意向調査を実施する、森林環境

税を活用した改善事業でございます。

次に、195ページをごらんください。上から

３段目の（事項）森林づくり応援団育成・支援

事業費3,778万5,000円であります。これも森林

環境税を活用した事業でありまして、活動費の

助成や苗木の提供など森林づくりボランティア

団体の活動を支援しますとともに、企業による

森林づくりの推進を図るため、フィールド情報

の収集提供や企業と森林所有者との仲介などを

行うものであります。

次に、196ページをごらんください。上から

３段目の（事項）荒廃渓流等流木流出防止対策
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事業費2,500万円であります。これも森林環境

税を活用した事業でありまして、台風などによ

る異常な降雨の影響によって不安定な状況に

なった渓流沿いの立木や、渓流に堆積した流木

の除去等を行うことによりまして、河川や海岸

への流出を防止するものでございます。

次に、197ページをごらんください。一番上

の（目）治山費でございます。その下の段の

（事項）山地治山事業費25億4,838万4,000円で

あります。これは、山地崩壊地の復旧整備や災

害の未然防止を図るため、復旧治山事業や予防

治山事業などの事業を実施するものでございま

す。

次に、198ページをごらんください。上から

２段目の（事項）保安林整備事業費３億8,760

万1,000円であります。これは、保安林におい

てその機能の維持強化を図るために、植栽や下

刈り、本数調整伐などの森林整備を行うもので

ございます。

次に、199ページをごらんください。上から

３段目の（目）狩猟費でございます。その下の

段の（事項）鳥獣保護費3,381万9,000円であり

ます。これは、鳥獣保護区の管理などを行う鳥

獣保護員の設置に要する経費などであります

が、説明の６にあります○キジ・コシジロヤマ改

ドリ保護増殖事業においては、昨年３月に公表

された宮崎県レッドリストにおいて、県の鳥で

あるコシジロヤマドリが準絶滅危惧種とされた

ことから、生息調査を実施するものでありま

す。

次に、その下の段の（事項）鳥獣管理

費4,993万円であります。説明欄につきまして

は、次の200ページをお開きください。これ

は、市町村の有害鳥獣捕獲を促進する市町村有

害鳥獣対策補助事業や、シカの生息数が多い地

域において、市町村とともに、シカ捕獲１頭に

つき5,000円を補助する特定鳥獣（シカ）緊急

捕獲促進事業などにより、鳥獣被害の防止と野

生鳥獣の適正管理を図るものであります。

次に、下から２段目の（目）公園費、その下

の（事項）自然公園事業費3,132万6,000円であ

ります。この事業は、自然公園利用施設のリニ

ューアルやバリアフリー化などにより、県民が

安全かつ快適に利用できる施設の整備や維持管

理を行うとともに、市町村が実施する自然公園

利用施設の整備に対して支援を行うものでござ

います。

次に、201ページをごらんください。上の段

の（事項）九州自然歩道管理事業費2,9 2 5

万8,000円であります。この事業は、九州自然

歩道の利用者の安全や利便性を確保するととも

に、その利用促進を図るため歩道の整備を行う

ものでございます。

最後に、その下の段の（目）林業災害復旧費

でございます。その下の段の（事項）治山施設

災害復旧費３億円であります。これは、治山ダ

ムなどの治山施設が被災した場合に早急な復旧

を図るための経費でございます。

当初予算につきましては以上でございます。

ここで、委員会の傍聴について○宮原委員長

お諮りをいたします。

佐賀県の宮原氏から、執行部に対する質疑を

傍聴したい旨の申し出ありました。議会運営委

員会の確認決定事項に基づき、先着10名に限り

許可することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

異議ありませんので、傍聴人の○宮原委員長

入室を認めることといたします。

傍聴される皆様にお願いをいたします。

傍聴人は、受付の際にお渡しをしました「傍
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聴人の守るべき事項」にありますとおり、声を

出したり拍手をしたりすることはできません。

当委員会の審査を円滑に進めるため、静かに傍

聴してください。また、傍聴に関する指示には

速やかに従っていただきますようお願いいたし

ます。

次に、自然環境課の特別○飯干自然環境課長

議案について御説明いたします。

議案第22号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」についてであります。

提出議案につきましては、お手元に配付いた

しております環境農林水産常任委員会資料で御

説明させていただきます。

資料の19ページをお開きください。（１）の

改正の理由は、「地方公共団体の手数料の標準

に関する政令」の一部改正に伴い、本条例の一

部を改正するものであります。

次に、（２）の改正の概要であります。「手

数料の種類」の欄にありますように、狩猟免許

申請手数料や狩猟免状再交付手数料など４つの

手数料について、金額のところ、一番右側の改

正欄にございますように、その額を改正するも

のであります。

なお、表の一番上の狩猟免許申請手数料にあ

ります、①鳥獣保護法第49条各号に掲げる者の

狩猟免許の手数料につきましては、例えば、既

に銃の狩猟免許を受けている方が、さらにわな

の狩猟免許試験を受けるといった場合に適用さ

れるものでございます。その下の②その他の者

の狩猟免許の手数料は、狩猟免許を全く持たな

い方が受験する場合に適用されるものでありま

す。

また、（３）の施行期日でありますが、「地

方公共団体の手数料の標準に関する政令」の一

部改正の施行日と合わせ、平成21年４月16日と

しております。

自然環境課の説明は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。

それでは、森林整備課の○徳永森林整備課長

当初予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の青いインデックス「森林

整備課」、ページで言いますと203ページをお

開きください。森林整備課の当初予算は、左か

ら２列目の当初予算額の欄にありますよう

に105億2,206万1,000円をお願いしておりま

す。その内訳でありますが、一般会計で101

億9,346万8,000円、また、その下のほうにあり

ます特別会計で３億2,859万3,000円でありま

す。

それでは、一般会計の主な事業について御説

明いたします。

205ページをお開きください。初めに、４行

目、（目）林業総務費の下段（事項）公共工事

品質確保強化対策費1,341万8,000円でありま

す。これは、公共工事の品質確保のために、現

場や営業所等の点検・指導など施工体制の監視

を行うものであります。

次に、中ほどの（目）林業振興指導費の（事

項）ひなもり台県民ふれあいの森等管理

費3,050万2,000円であります。これは、小林市

にありますひなもり台県民ふれあいの森等の管

理運営委託などを行うものであります。

また、一番下の行ですが、（事項）県営林特

別会計繰出金１億3,000万円であります。これ

は、206ページにありますように、県営林を造

成管理するために借り入れた２つの特別会計の

既往の借入金について、その償還金の一部を一

般会計から繰り出すものであります。

次に、その下の（目）造林費の（事項）森林

整備事業費25億312万円であります。これは、
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造林や下刈り、除間伐などの森林整備に対して

助成するものであります。説明の欄にあります

ように、１の流域育成林整備事業を初め、207

ページにかけて記載しております８つの事業に

より実施いたしまして、引き続き植栽未済地対

策等に取り組むこととしております。

次に、207ページの中ほどにありますが、

（事項）林業公社費12億2,630万5,000円であり

ます。これは、林業公社の償還金に係る貸付等

に要する経費であります。

下のほうの（事項）植栽未済地造林緊急特別

対策事業費5,964万円であります。これは、国

庫補助事業の森林整備事業について県費の上乗

せ補助を行い、森林所有者の負担を軽減し、伐

採後の植栽を促進するものであります。

次に、208ページをお開きください。一番上

の（事項）水を貯え、災害に強い森林づくり事

業費１億5,156万7,000円であります。この事業

は、森林環境税を活用し、荒廃林地への広葉樹

の造林等の整備を行うものであります。

次に、中ほどやや下の（目）林道費の（事

項）森林保全林道整備事業費８億4,928万5,000

円であります。この事業は林道網の整備に要す

る経費でありまして、１の森林管理道開設事業

から、209ページの一番上にあります３のフォ

レスト・コミュニティ総合整備事業により、美

郷町の所野線外９路線の整備を、県営及び市町

村営事業で実施するものであります。

次に、その下にあります（事項）道整備交付

金事業費15億1,693万9,000円であります。この

事業は、地域再生計画に基づき山村地域交通の

ネットワーク化や森林施業促進を図るため、県

営及び市長村営事業により、高千穂町の黒原・

煤市線外28路線の林道の整備を図るものでござ

います。

次に、210ページをお開きください。一番上

の（事項）山のみち地域づくり交付金事業費３

億4,000万であります。この事業は、旧緑資源

機構が平成19年度まで実施してまいりました緑

資源幹線林道事業を、平成20年度から県営事業

として引き継いでおりまして、平成21年度につ

きましても引き続き実施するものであります。

西米良村の小川・棚倉峠線外１路線の整備を図

ることとしております。

次に、中ほどやや下の（事項）県単林道事業

費１億8,507万3,000円であります。説明欄の一

番下のほうにあります新規事業、４の林業・建

設産業連携による災害に強い山の道づくりモデ

ル事業につきましては、後ほど委員会資料で内

容を説明したいと思います。

次に、211ページをごらんください。上から

３行目、（目）林業災害復旧費の下段（事項）

林道災害復旧費25億2,465万2,000円でありま

す。この事業は、平成19年度、20年度の災害、

いわゆる過年災分と現年災分、平成21年度に起

こり得るであろう災害の見込額であります。

次に、212ページをお開きください。特別会

計について御説明いたします。一番上の行の山

林基本財産特別会計で9,502万4,000円をお願い

しております。

事業といたしましては、まず、上から５行目

の（事項）県有林造成事業費2,723万4,000円で

ありますが、これは、県有林の除伐、間伐など

の保育事業を実施するものであります。

次に、下のほうにあります（事項）元

金5,068万8,000円、及び次のページの（事項）

利子1,710万2,000円でありますが、これらは、

農林漁業金融公庫からの借入金の元金、利子の

支払いに要する経費であります。

次に、214ページをお開きください。一番上
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の行の拡大造林事業特別会計であります。総額

で２億3,356万9,000円をお願いしております。

まず、上から５行目の（事項）県行造林造成

事業費１億6,125万2,000円でありますが、これ

は、県行造林の除間伐等を実施するとともに、

立木販売を行い森林所有者等へ収益を分収する

ものであります。

次に、下のほうにあります（事項）元

金4,944万5,000円、及びその下の（事項）利

子2,287万2,000円でありますが、これらは、先

ほどの県有林と同じく、農林漁業金融公庫から

の借入金の元金、利子の支払いに要する経費で

あります。

次に、当初追加分について御説明いたしま

す。

恐れ入りますが、資料がかわりまして、薄い

ほうの歳出予算説明資料（議案第72号）の青い

インデックス「森林整備課」、ページで言いま

すと23ページをお開きください。森林整備課の

当初補正予算は、左から２列目の補正額にあり

ますように、一般会計で２億4,960万円の増額

であります。この結果、補正後の額は、右から

３列目にありますように、一般会計、特別会計

合わせまして107億7,166万1,000円でありま

す。

補正予算の内容について御説明いたします。

25ページをお開きください。上から４行目、

（目）林業振興指導費の（事項）県営林機能強

化促進事業費で２億4,960万円の増額でありま

す。これは、説明の欄にありますように、県営

林の機能維持や経営基盤の強化のために、国の

第２次補正予算による緊急雇用創出事業臨時特

例基金を活用して取り組むものであります。

先ほどの新規事業とあわせまして、事業の内

容につきまして御説明をいたしたいと思いま

す。委員会資料で御説明したいと思いますの

で、恐れ入りますが委員会資料をお願いしたい

と思います。

委員会資料の７ページでございます。まず、

通常の当初予算で計上しておりました、林業・

建設産業連携による災害に強い山の道づくりモ

デル事業についてであります。

１の事業の目的にありますように、近年の異

常な集中豪雨等によりまして作業道が被災する

事態が見られますことから、市町村、森林組

合、建設産業で組織する森林づくり協議会を設

立し、低コストで災害に強い作業道を整備する

とともに、林業と建設産業との連携に向けたモ

デル的な取り組みを推進するものであります。

次に、２の事業の概要でありますが、（１）

の予算額は6,370万円であります。（２）の事

業期間は平成21年度から23年度までの３カ年で

ございます。（３）の事業主体は森林づくり協

議会であります。

（４）の事業内容でありますが、①の森林づ

くり協議会の開催は、恐れ入りますが、右の８

ページ、３対策の一番上の市町村・森林組合・

市町村建設業協会による森林づくり協議会の設

置にありますように、この事業に取り組むそれ

ぞれの市町村の森林づくり協議会が、工法の検

討や森林所有者等の調整を行うために必要な経

費を助成するものであります。

恐れ入りますが、もう一度７ページに戻って

いただきまして、②の林業技術者育成支援事業

は、作業道を開設する場合、まず先行伐採する

わけですが、そのために建設業者が伐木（木を

倒すこと）やチェーンソーの特別教育を受講す

るための経費を助成するものであります。

①の山の道整備事業は、現在、作業道の整備

は森林組合が実施しておりますが、本事業で
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は、路網整備に必要な人的資源と装備を持つ建

設業と連携して作業道を整備する森林づくり協

議会に対して助成するものであります。

右の８ページの３対策の中ほどの「コンクリ

ート構造物の設置」のところに簡単な平面図を

載せておりますが、作業道本体の開設につきま

しては、国庫補助事業を活用し整備することと

しております。そして国庫補助事業の対象にな

らない、この平面図でいきますと黒で表示して

ありますヒューム管などの排水施設、擁壁など

の構造物を当事業で設置するもので、その下に

あります左の写真のように、路肩が崩れるおそ

れのある箇所に、右の写真にありますように擁

壁を設置することにより、災害に強い作業道と

するものであります。その下の事業量にありま

すように、中山間地域を中心に７市町村をモデ

ル地域といたしまして、３カ年で約21キロの作

業道を整備することとしております。

このような取り組みによりまして、４の事業

効果にありますように、山地災害の防止や建設

産業の林業参入への条件整備などの効果がある

ものと期待しております。

次に、17ページをお開きください。補正予算

で計上しております、県有林維持管理強化促進

事業についてであります。

この事業は、先ほど申しましたとおり緊急雇

用創出事業臨時特例基金を活用するもので、１

の事業の目的の下のほうにありますように、松

林の整備や管理道の土砂の除去を行い、県有林

の公益的機能の維持増進を図り、あわせて雇用

機会並びに林業担い手の確保・創出を図るもの

であります。

２の事業の概要でありますが、事業期間は、

（２）にありますように本年４月から９月まで

の６カ月間で、外部委託により実施することと

しております。

次に、（４）の事業内容でありますが、右側

の18ページをごらんください。上段の一ツ葉海

岸等の松葉かきなどの松林整備につきまして

は、１月補正により、現在90人を雇用し、宮崎

市、新富町で実施しておりますが、21年度にお

きましても引き続き実施するものであります。

また、下段の県有林管理道につきましては、災

害等により土砂崩壊や路面荒廃が発生しており

ますことから、その整備を図るものでありま

す。

17ページにお戻りください。実施場所と面積

でありますが、①の松林整備につきましては、

宮崎市で195ヘクタール、新富、日向、串間市

で計25ヘクタールの合計220ヘクタールを実施

することとしております。また、②の管理道の

土砂除去等につきましては、宮崎市から綾町等

にまたがる諸県県有林内の管理道約34キロで実

施することとしております。

本事業を実施することにより、（５）にあり

ますように、雇用創出人員は延べ約１万5,000

人日、そのうち新規雇用者は延べ約１万2,000

人日、実質雇用者約200名、雇用期間は３カ月

で、約100名ずつ募集いたしまして計200名でい

こうと考えております。

以上が平成21年度の当初予算であります。

続きまして、委員会資料の20ページをお開き

ください。議案第34号「林道事業執行に伴う市

町村負担金徴収について」であります。

これは、森林保全林道整備事業外２事業の県

営施行分につきまして、関係市町村より事業費

の100分の10の負担を、また、山のみち地域づ

くり交付金事業については、事業費の100分の

５の負担をそれぞれ求めるものであります。平

成21年度は県内５市町村が対象となっておりま
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す。

森林整備課からは以上であります。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。

それでは、山村・○楠原山村・木材振興課長

木材振興課関係の当初予算につきまして御説明

いたします。

先ほどの分厚い資料ですけれども、お手元の

歳出予算説明資料の青いインデックス「山村・

木材振興課」のところ、ページで言います

と217ページをお開きください。平成21年度の

予算額は、表の左から２列目、当初予算額の欄

にありますように、一般会計で34億7,2 64

万3,000円、下のほうの特別会計で２億5,465

万4,000円、合計では、一番上の行にあります

とおり37億2,729万7,000円をお願いしておりま

す。

それでは、主な事業について御説明します。

めくっていただきまして、219ページの中ほ

どの（目）林業振興指導費で、一番下の段にあ

ります（事項）林業・木材産業構造改革事業費

４億2,735万1,000円でありますが、１枚めくっ

ていただきまして、説明欄の一番上の５木材産

業構造改革事業費補助金２億2,174万4,000円で

は、木材乾燥機やプレカット加工施設の整備へ

の支援を、下のほうの８森林保全型低コスト素

材生産システム整備事業１億1,335万9,000円で

は、単独の素材生産事業に対しまして高性能林

業機械の導入等への支援、それから下の○９木新

造建築促進連携モデル事業679万8,000円では、

建築基準法改正に伴いまして、建築確認申請の

厳格化等に対応しますために、プレカット工場

と中小の工務店などが連携して取り組みます木

造建築支援のＣＡＤ（コンピューターによる製

図）システムの導入を支援しまして、工務店等

における木造住宅の建築を推進するものでござ

います。

次に、○10木質バイオマス利活用システム構新

築事業につきましては、後ほど委員会資料で説

明させていただきます。

次に、ページ一番下の（事項）県産材流通促

進対策費2,068万3,000円でありますが、これに

ついては下のページの説明欄の○１日本一「み改

やざきスギ」県外セールス強化対策事業としま

して、大消費地における大口需要者に対しまし

て県産製材品を積極的にＰＲしますとともに、

新たな販路開拓や効率的な出荷体制づくりへの

支援を行うこととしております。

次に、（事項）木製材品普及促進費1,146

万9,000円であります。説明欄の中にあります

○２産直住宅「みやざきの家」推進事業630万改

円では、産直住宅に取り組む団体が行います産

地見学会などのＰＲ活動への支援を行いまし

て、県外等での県産材住宅の建築促進を図るも

のでございます。

次に、（事項）木材需要拡大推進対策

費4,955万1,000円であります。説明欄の○１木改

のある暮らし創出推進事業3,969万4,000円で

は、学校や福祉施設等の公共的施設での木造化

等に対する支援や、学童机、いす等の木製調度

品の導入、また木製遊具等の設置に対する支援

を行いまして、木のよさや特性を広く県民に理

解していただき、県内での木材利用を推進する

ものでございます。

次に、○２みやざき材海外輸出活動促進事改

業363万5,000円では、海外輸出に取り組みます

団体が行う輸出促進のための活動や、現地での

木造建築に必要な構造設計あるいは施工管理の

技術者養成に対する支援を行うこととしており

ます。

次に、一番下の（事項）木材利用技術センタ
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ー運営事業費１億2,534万7,000円であります。

１枚めくっていただきまして、説明欄の１及び

２にありますように、維持管理や試験研究など

に要する経費、また、４の受託事業費としまし

て、外部資金を活用した受託研究費などであり

ます。当センターは、平成13年度に開設以来、

技術の開発や地元の企業ニーズに即した実用的

な研究、またその技術移転に取り組みますとと

もに、企業等からの技術相談、依頼試験も年間

を通して行われておりまして、地域に開かれた

研究機関としての役割を果たしているところで

ございます。

次に、（事項）森林組合育成指導費、説明欄

の中の○５森林境界明確化促進支援事業につき新

ましては、後ほど委員会資料で説明いたしま

す。

次に、一番下の（事項）林業就業者育成確保

対策事業費の説明欄の中の○２森林の仕事担い新
も り

手新規参入等支援事業、これにつきましても後

ほど説明させていただきます。

次のページの上から３行目、○３林業就業者改

リーダー養成事業623万円では、林業作業に必

要な高度な技術を有し、安全管理能力の高い人

材を確保するために、林業架線作業主任者研修

及びクレーン運転などの７つの資格取得のため

の研修に支援を行うこととしております。

次に、（事項）林業担い手対策基金事業費１

億4,269万9,000円であります。宮崎県林業担い

手対策基金を活用しまして、担い手の確保・育

成に関する各種の施策を実施するものでありま

すが、下の説明欄の１林業担い手対策基金事業

では、就業を希望します高校生への育英資金の

貸与等の人づくり、林業機械の更新などの基盤

づくり、素材生産等を行う事業体に対しまし

て、社会保険等の事業主負担への助成による就

労環境づくりの３つの柱により、担い手の確保

・育成のための総合的な事業を展開することと

しております。

なお、２の林業担い手対策基金積立金2,322

万円につきましては、高性能林業機械の共同利

用事業により見込まれます利用料の収入を、担

い手基金に積み立てるものでございます。

次に、一番下の（事項）しいたけ等特用林産

振興対策事業費2,772万9,000円であります。説

明欄にありますように、シイタケ等の特用林産

物の振興を図るため、１の特用林産物生産振興

総合対策事業1,977万7,000円により、シイタケ

生産の拡大に向けた生産体制の強化、新規参入

促進などに取り組むこととしております。

１枚めくっていただきまして、224ページ、

上から２行目ですが、○４安全・安心な「みや改

ざき乾しいたけ」産地づくり事業では、産地表

示の適正化や「みやざき乾しいたけ」ブランド

産地づくりに向けての生産管理体制の強化、ま

た、栄養士との連携によるシイタケ料理の実践

活動などを通じた県産乾しいたけの消費拡大に

取り組むこととしております。

次に、225ページですが、特別会計について

御説明いたします。５行目の（事項）林業・木

材産業改善資金対策費２億5,465万4,000円であ

ります。説明欄にありますように、林業・木材

産業経営の改善や新たな生産方式を導入するた

めの施設整備に対し、無利子の中・短期の資金

貸付に要する経費であります。１の林業・木材

産業改善資金貸付金が２億5,000万円などと

なっております。

続きまして、先ほど説明を後回しにしました

新規事業について、常任委員会資料により説明

させていただきます。

常任委員会資料の９ページをお開きくださ
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い。初めに、新規事業、木質バイオマス利活用

システム構築事業であります。

この事業は、県の重点施策、環境エネルギー

対策の一つで、１の事業の目的にありますよう

に、木質バイオマス資源の把握などを内容とす

る普及指針を策定しますとともに、林地残材の

効率的な収集・運搬方法の確立等に向けた取り

組みを支援するものであります。

２の事業の概要の（１）にありますように、

予算額として653万円をお願いしております。

事業内容は、下の（４）にありますように、

①の木質バイオマス活用普及事業では、バイオ

マスの発生及び利用の現状、予測、木質ボイラ

ー等の導入促進などを内容とします指針を策定

しまして、県民への普及を図るものです。ま

た、②の林地残材収集・運搬システム実証モデ

ル事業では、森林組合や森林所有者、ペレット

製造者などで構成します協議会を開催しまし

て、林地残材の利用促進に向けた検討を行うと

ともに、地域での収集・運搬システムの実証の

取り組みを支援するものであります。

右のページの下の２事業効果にありますよう

に、林地残材の有効活用による山村地域の活性

化などが図られるものと考えております。

１枚めくっていただいて、11ページですが、

○森林の仕事担い手新規参入等支援事業であり新
も り

ます。

この事業は、雇用創出・就業支援対策の一つ

で、１の事業の目的にありますように、次代を

担う林業就業者の確保・育成を図るため、若年

層や異業種からの就業希望者を対象にした就業

相談会の開催や、雇用されました新規就業者の

定着促進のための支援を行うものであります。

２の事業の概要の（１）にありますように、

予算額として1,980万円をお願いしておりま

す。

事業内容は、（４）にありますように、①の

森林の仕事新規就業促進事業では、就業希望者
も り

を対象としまして、就業相談会の開催や、間伐

等の現場あるいは製材工場など川上から川下ま

での森林の仕事を体験する研修を実施いたしま

す。

また、②の森林の仕事就業定着促進事業で
も り

は、国が実施しております緑の雇用担い手対策

事業による基本研修修了者を引き続き雇用した

事業体に奨励金を交付しまして、新規就業者の

定着促進を図ります。奨励金の交付につきまし

ては、右のページの下のほうの枠内にあります

ように、新規雇用者１人につき、１年目が月額

３万円、２年目が２万円、３年目は１万円を交

付することとしております。

３の事業効果ですが、林業における雇用・就

業が促進され、特に新規就業者の定着化が図ら

れ、林業就業者の確保及び世代交代の促進が図

られるものと考えております。

めくっていただきまして、13ページをお開き

ください。○の森林境界明確化促進支援事業で新

あります。

この事業は、１の事業の目的にありますよう

に、山村地域では、不在村森林所有者の増加等

によりまして森林境界が不明確になってきてお

りますことから、間伐などの適正な森林整備を

進める上で大きな障害となっておりますので、

市町村や森林所有者等で構成する地域協議会が

行う森林境界の明確化活動を支援するものであ

ります。

２の事業の概要（１）にありますように、予

算額として2,898万円をお願いしております。

事業内容は、（４）にありますように、森林

所有者等を対象とした座談会の開催や現地での
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検討、境界のＧＰＳ測量などを実施することと

しております。

右のページの下のほうの３の事業効果にあり

ますように、森林境界を明確化することにより

まして長期施業受託などが促進され、不在村森

林所有者や高齢者等の森林の適正な整備などが

図られるものと考えております。

山村・木材振興課関係は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

それでは、予定価格の事○徳永森林整備課長

後公表について御報告させていただきます。

委員会資料の21ページをごらんください。予

定価格の事後公表につきましては、１の事後公

表の試行の（１）試行の目的にありますよう

に、積算努力を促すとともに、積算をせずに応

札する業者等の排除や、最低制限価格付近への

入札の集中、建設関連業務におけるくじの多発

といった入札状況の改善を期待いたしまして、

また、関係業界等からの要望等も踏まえまし

て、昨年10月から、一部の建設工事及びすべて

の建設関連業務において試行を行っているとこ

ろでありますが、これまでの試行の状況につき

まして御説明をいたします。

右側の22ページをごらんください。試行の状

況につきまして、本年１月末までの契約済みの

案件を集計し表にしております。

試行の件数でありますが、（１）の入札件数

をごらんください。網かけ部分が事後公表を

行った件数で、建設工事は271件、建設関連業

務は、一般競争入札と指名競争入札を合わせま

して348件であります。

次に、（２）の事後公表価格帯での比較をご

らんください。これは９月以前の事前公表案件

と比較したものですが、事後公表の部分を網か

けで表示しております。まず、落札率の状況で

ありますが、表の落札率のところをごらんくだ

さい。建設工事の事後公表における落札率

は84.1％となっており、0.9ポイント上昇して

おります。また、建設関連業務の落札率は77.4

％と1.9ポイント低下しておりますが、その下

にあります一般競争入札に限りますと、落札率

は1.4ポイント上昇しております。建設工事、

建設関連業務のいずれも、事後公表による落札

率の大きな変動はないものと見ております。

次に、予定価格超の人数の状況であります

が、この数字は予定価格を超過した人数の合計

を入札件数で割ることによって、１件当たり平

均で何人が予定価格を超過しているかを示した

数字となっております。事後公表の場合、建設

工事及び建設関連業務のいずれにおいてもその

数は増加しておりますことから、きちんと積算

せずに応札する業者の排除に一定の効果がある

と認められるものと考えております。

次に、最低制限価格付近での入札状況をごら

んください。なお、ここで言う最低制限価格付

近の入札とは、特に定義があるわけではありま

せんが、表の一番下の米印のところに記載して

おりますとおり、この表の集計に当たりまして

は、建設工事は最低制限価格の前後10万円以

内、建設関連業務は前後１万円以内で入札した

者が全入札者に占める割合を集計しておりま

す。表に戻っていただきまして、建設工事で

は、増減欄にありますが、マイナス34.2ポイン

ト、建設関連業務ではマイナス8.3ポイントで

あり、それぞれ減少しております。

また、飛びまして、「最低制限価格と一致し

た入札の発生率」でありますが、建設工事で

は、増減欄にありますようにマイナス0.9ポイ

ント、建設関連業務ではマイナス3.9ポイント

であり、特に一般競争入札に限るとマイナ
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ス16.4ポイントとなっており、この項目もそれ

ぞれ減少しております。これらのことから、事

後公表を行うことにより最低制限価格付近への

入札の集中の緩和に一定の効果が認められると

考えておりますが、建設関連業務は最低制限価

格と一致した案件が依然として発生しており、

建設関連業務での効果は小さいものとなってお

ります。

次に、くじの状況でありますが、くじの発生

率をごらんください。建設工事は、増減欄です

が、マイナス2.1ポイント、建設関連業務はマ

イナス2.7ポイントであり、特に一般競争入札

に限るとマイナス12.7ポイントとなっておりま

す。また、平均くじ対象者数は、建設工事はマ

イナス１者、建設関連業者はマイナス0.7者と

なっております。いずれも減少しており、くじ

発生の緩和に関し一定の効果は認められるもの

の、建設工事に比べ建設関連業務はくじの案件

が依然として発生しており、建設関連業務での

効果は小さいものとなっております。

次に、応札者が全くいない、いわゆる入札不

調や、入札者全員が予定価格を超過して入札が

成立しない、いわゆる不落の状況であります。

予定価格の事後公表の試行に当たりましては、

当初、入札不調や不落が多発して工期に影響を

与えるのではないかという懸念をされておりま

したが、不調の発生率は、建設工事が2.2％、

建設関連業務が０％、全員が予定価格を超過し

たことによる不落の発生率は、建設工事が0.4

％、建設関連業務が1.4％であり、事後公表が

入札不調や不落の発生に与えた影響はほとんど

ないものと考えています。

左のページにお戻りください。２の試行の検

証に、ただいま御説明いたしました内容のポイ

ントとなるべき事項を抜粋して記載しておりま

す。

このような検証結果を踏まえまして、３の今

後の取り扱いについてでありますが、これまで

の試行の状況においては、最低制限価格付近で

の入札が減少するなど一定の効果が認められる

ところでありますが、業界等の意見等も含め状

況をさらに検証していきたいと思いますので、

４月以降につきましても現行の取り扱いを継続

したいと考えております。今後とも、入札制度

につきましては幅広く御意見を伺いながら、よ

りよい制度の構築を図ってまいりたいと考えて

おります。

森林整備課からの報告事項は以上でございま

す。

説明が終了いたしました。○宮原委員長

委員の皆様から質疑はございませんか。

国立公園の管理事業は環境省が主○野辺委員

に行うと思うんですが、県の179万4,000円とは

どういう事業をやるんでしょうか。

国立公園は原則として国○飯干自然環境課長

が管理をしておりますけど、県が一部借地をし

ておりまして、それで整備した歩道等の管理を

行っております。例えば、えびの高原大幡地

区、御池地区の歩道の草刈り、また御池の公衆

トイレの管理を行っております。

国立公園の国の管理はどれぐらい○野辺委員

かわかりますか。霧島屋久国立公園ですか。

国の予算は把握できてお○飯干自然環境課長

りません。

木材産業構造改革事業２億2,000○野辺委員

万円余と森林保全型低コスト素材生産システム

整備事業１億1,300万円余ですが、これは対象

はどのくらいですか。

220ページの木材○楠原山村・木材振興課長

産業構造改革事業ですけど、21年度は製材工場
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やプレカット工場の乾燥機とか製品保管庫を考

えております。民間の事業体の３者を予定して

おります。

それから、森林保全型低コスト素材生産シス

テムは、従来、単独の事業体に国庫補助はな

かったんですけれども、これから単独の事業体

にも、ということで、特に宮崎県は素材生産を

きっちりやっていかなきゃいかんということ

で、今回は高性能林業機械を導入することにし

ていまして、14事業体、ほとんど素材生産の事

業体であります。以上であります。

もう一点お尋ねします。新規事業○野辺委員

の「林業・建設産業連携による災害に強い山の

道づくりモデル事業」ですが、これは、通常の

伐採するときに作業路を入れる事業だと思うん

ですが、３年間で21キロ整備するということで

すが、これは全伐採地の作業路のどれぐらいカ

バーできるとお考えですか。

21キロでどれぐらいの森○徳永森林整備課長

林の整備ができるかというのは、人工林がどれ

ぐらいあるかという条件等もありますが、作業

道自体は普通の国庫補助事業で開設します。国

庫補助の対象となっていない構造物とかヒュー

ム管を県費で補強していって、災害に強い作業

道をつくることが目的であります。21キロ抜く

ことによって森林の整備が幾らになるというの

は、数字的にはお答えできません。

そういうことじゃなくて、伐採跡○野辺委員

地が土砂が崩れたりして災害が起こるのを防ぐ

ための事業なんでしょう。伐採するための作業

路などの整備がなされていないところが多かっ

たと思うんですが、そういう面からしたらどれ

ぐらいカバーできるでしょうかということなん

です。

済みません。この作業道○徳永森林整備課長

は、伐採するための作業道ではございません

で、造林とか保育、間伐等をするための作業道

であります。通常、皆伐するときにできる作業

道は対象にしておりません。

今後、伐採跡地を見たときに、伐○野辺委員

採作業者が無謀に作業路を入れて、それが土砂

災害に遭うとかいうところが多く見受けられる

と思うんですが、そういうところに対しての事

業の展開というのは考えていらっしゃらないわ

けですか。

国庫補助事業も、伐採に○徳永森林整備課長

ついては対象がないものですから、今一番問題

になっているのは、皆伐するときに無秩序に作

業道を抜いて、それが災害の原因になることが

ありますので、それに対する事業については今

ないんですが、昨年、伐採のときに災害の起こ

らないような作業道のつくり方という指針をつ

くりまして、素材生産業等の組織に対して指導

をやっているという状況であります。

ぜひそういうのを前向きに取り組○野辺委員

んでいただきたいと思います。

野辺委員に、森林○楠原山村・木材振興課長

保全型低コスト素材生産、14事業体と申し上げ

ましたが、11の事業体であります。申しわけあ

りませんでした。

これはお願いですが、総括質疑が○長友委員

あると思いますので、そのときまでの資料要求

ということで。森林環境税が幾つかの事業に

入っておりましたけれども、森林環境税の使途

がわかるような一覧表をいただければありがた

いと思います。どういう事業に振り分けられて

いるかというのが見えるように、ひとつお願い

したいと思います。

あと一点、鳥獣被害はなかなか大変なことで

ありますけれども、県内の全体像を把握されて
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いれば、どういう状況か教えていただきたいと

思います。

民有地内の被害状況をま○飯干自然環境課長

とめております。その中で農林作物への被害額

は、平成19年度で２億2,741万円となっており

ます。

被害の及んでいるマップという○長友委員

か、その辺は全部わかっているわけですね。

すべての動物は把握でき○飯干自然環境課長

ておりませんけど、イノシシとか猿、シカ、主

なものは把握できております。

本年度予算は被害に対して4,993○長友委員

万円ぐらいついているわけですけれども、これ

でどれくらいの効果があるものなのかですね。

被害は増加傾向にござい○飯干自然環境課長

ます。特に最近は森林関係のシカの食害が増加

傾向にございます。

かなり深刻な問題というとらえ方○長友委員

はしていただいていると思うんですけれども、

知事の今議会での答弁の中にもあったように、

地域の意見を聞いていくと、鳥獣害の問題は非

常に大きな問題になっているということで、何

とかしてこれは解消していかなくてはいけない

というようなお話もあったわけです。方策はな

かなか難しいということもあるんですけれど

も、全体像を把握した上で、ことしはこのくら

いを目標にしてこのような対策を打って、でき

るだけ解消に努めていかなければならないとい

うような計画が立とうかと思うんです。何年か

それが継続されていくということになろうかと

思います。

ただ、今お話を聞きますと増加傾向にあると

いうことですから、さらなる対策を考えていか

なくちゃならないんじゃないかという気もする

わけですね。被害対策、計画、そういうものは

立っているんですか。

被害の対策としまして○飯干自然環境課長

は、一つは防獣対策です。農用地関係の作物を

食べられないようにする。あと一つは捕獲対

策、２本立てで環境森林部と農政水産部が実施

しておりますけれども、昨年の２月に特措法が

できまして、市町村がみずから計画を立てて捕

獲できるようになっております。現在、県及び

市町村が連携をとりまして、より効果的な防獣

に努めていきたいと会議を開いております。

今お話があったように、国のほう○長友委員

でもこの対策に乗り出したのではないかと思い

ますので、市町村と連携を密にして効果の上が

るような対策を打っていただきたい。要望して

おきたいと思います。

長友委員からありました環境森○宮原委員長

林税の使途についてという部分は、総括質疑ま

でには提出いただけますか。

はい、できます。○飯干自然環境課長

委員会資料7ページ、８ページ、○松田委員

林業・建設産業連携による災害に強い山の道づ

くりモデル事業についてお伺いいたします。

ざっと趣旨を眺めまして、林道の災害復旧云々

というよりは、将来的に建設産業の生き残り作

戦もあるのかなと思ったんです。ただ、今回の

本議会で川添議員が質問をされました、県発注

の森林整備事業を民間業者の参入も考えるとい

うことだったんですが、そちらとのリンクのほ

う、これは23年度までになっているんです

が、19年度から民間業者の森林整備事業への参

入を進めていると部長の答弁であったように覚

えているんですけれども、この兼ね合いといい

ましょうか、民間業者が森林事業に参入できる

ようになったら、このモデル事業の存在価値は

どの辺にあるのかしらんと思いまして、お伺い



- 34 -

したいと思います。

確かにこの連携モデル事○徳永森林整備課長

業につきましては、山間地域の建設業が非常に

大変な状況にもあるということで、建設業自体

が林業に参入する入り口はどこかと考えたとき

に、やっぱり作業道だろうなと。将来的には林

業に参入できる道がないわけではないんです

が、作業道を森林組合も施業はできるんです

が、建設業のほうが専門としてはできるのでは

ないかということも考えまして、作業道につい

て特化をいたしまして、森林組合と建設産業と

の連携をモデル的にやってみようというのがこ

の事業であります。この事業即森林組合の森林

整備等に建設業が入るということは、現在のと

ころ考えておりませんで、この事業自体も、森

林組合の今までやっていた事業プラスアルファ

で、先月の20年の補正で組みました国の定額の

中で対応していこうと考えておるところです。

事業主体となる森林づくり協議○松田委員

会、いわゆる３者協議になるかと思うんです

が、これは実際もう動き出しているんでしょう

か、これから組織をつくっていく形になります

か。

内容につきましては、こ○徳永森林整備課長

れから取り組むということになります。

聞き漏らしかもわからんですけ○坂口委員

ど、○９の木造建築促進、これはＣＡＤ導入の新

補助だったですかね。

220ページの９木○楠原山村・木材振興課長

造建築促進連携モデル事業、県内で木造建築を

担っているのは中小の工務店さんが多いと、特

にまた県産材を担っているのは中小工務店さん

が多い。現状は、もちろん建築設計士の皆さん

が設計図を書かれるんですが、今、プレカット

工場が非常に伸びてきておりまして、実際の現

場はプレカット工場でかなりの部分の製図まで

やります。建築基準法が改正になりまして、さ

らに４号特例の廃止も見込まれておりまして、

そうなるとますます中小工務店は自分でできな

いというようなところが出てくるということ

で、県内では８割以上がプレカット工場でやっ

ていますから、プレカット工場と中小工務店に

システムを置きまして、そこが連携をとり合っ

て木造建築の支援をやっていこうということ

で、ＣＡＤの導入を考えております。

そうなると、問題は県内産材の利○坂口委員

用促進につながるかどうかですよね。ごく一般

的に、今までの経営の中でＣＡＤが楽に整備で

きるよというだけじゃ、ちょっと工夫がないか

なというのと。また、それに工夫を加えるとな

ると難しい点が出てくるかなという気がするん

ですけど、そこらはどんなぐあいに整理されて

いますか。

あくまでも我々○楠原山村・木材振興課長

は、建築住宅の行政をやっているのではなくて

県産材の需要拡大ということですので、県内に

現在９つのプレカット工場があります。そこで

は、委員がおっしゃいますように外材を使って

いる分ももちろんあります。今考えているの

は、５社ぐらいの工務店とプレカット工場が県

産材を使おうよという連携をもとに公募して、

そういったところにＣＡＤを入れることを考え

ております。

プレカットが５社、小さい工務店○坂口委員

はかなりの数になると思うんですけど、最終的

に何台ぐらいＣＡＤが入っていくことになるん

ですか。

１社がプレカット○楠原山村・木材振興課長

工場で、中小工務店が５社ぐらいの連携をさせ

ようと思っています。今、プレカット工場は９
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工場あるんですが、今回の事業では、２つのグ

ループを公募して支援したいと思っておりま

す。

結果的には、今のように外材とか○坂口委員

安い材料を使ってのＣＡＤでの構造計算なり設

計になっていくということで、利便性は高まる

けど、究極は県産材をいかに使わせるか、広く

て国産材をどう使わせるかだから、そこらの工

夫が凝らせるものならですね。これをやること

によって設計の手間が楽になるというだけ

じゃ、ちょっともったいない気がします。これ

は要望にしておきます。

次に、221ページのみやざき材海外輸出活動

促進、これは○ということだから、似たような改

のがこの前段にあったと思うんですけど、今、

輸出状況というのはどんなぐあいに推移してき

ているんですか。

県産材の輸出につきま○河野木材流通対策監

しては、中国へは平成15年から取り組んでおり

まして、韓国について17年度から取り組んでお

ります。昨年の実績ですけれども、トータルで

約２億円ということでございます。前年からす

ると倍以上伸びているというようなところでご

ざいます。

○ということで、前の事業をどの○坂口委員 改

ように工夫されたのか。２倍にも伸びるような

事業なら継続できなかったのか。さらに効果が

期待できるように改正されたのか。

確かにこの事業、継続○河野木材流通対策監

でずっとやってきておりますけど、単年度単年

度ということで、毎年、前年度事業の内容を考

慮して組みかえておるということでございま

す。

中身は変わらないということです○坂口委員

か。

中身につきましては、○河野木材流通対策監

今年度新しく取り組んだものとしては、現地の

企業の構造計算の技術者、施工管理の技術者を

宮崎のほうに呼びまして技術を習得してもら

う、そういった取り組みを新たに組み入れてお

ります。

何点かお尋ねしますが、まず201○外山委員

ページ、九州自然歩道ですが、整備事業は、具

体的にはことしはどこを整備されるんですか。

九州自然歩道が通過して○飯干自然環境課長

いる県内の15市町村の歩道の草刈りとか清掃を

市町村を通じて委託します。また、２番目の自

然に親しむ九州自然歩道整備事業でございます

けど、これは尾鈴県立自然公園、通常尾鈴コー

スと言っておりますけど、そこの歩道が壊れて

おりまして、これを修復する予定でございま

す。

これは宮崎県、九州ずっと通って○外山委員

おるんですね。私も部分的に歩いておるんです

が、宮崎県は高千穂峰からずっとおりて、中に

は県道も経由しながらずっと五ヶ瀬に抜けて高

千穂まで行ってますね。この九州自然歩道の事

業というのはずっと昔からやっておって非常に

長いんですね。全部を管理していくというのは

大変だと思うんですが、もう少し部分的に取り

上げて一般にＰＲして、今、森林セラピーとか

自然に親しむとか、高齢者がこういうところを

歩きたいという方はいっぱいいらっしゃるんで

すね。そういう意味で、満遍なくじゃなくて、

半日、１日コースで歩けるすばらしいところが

ありますね。そういうところのＰＲをできない

かなと思うんですが、どうでしょうか。

九州自然歩道は、公道も○飯干自然環境課長

利用しまして県内で351キロ認定しているわけ

ですけど、歩道だけは108キロでございます。
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非常に範囲が広うございまして、案内板も非常

に古くなっております。重点投資してやってい

きたいんですけど、限られた予算の中ですの

で、早急に整備するところを中心に進めている

ところであります。

そうじゃなくて、整備を長いのを○外山委員

全部やっていくというのもなかなか大変で、こ

の中で、例えば五ヶ瀬のスキー場の西のほうあ

たりのコースとか、さっきちょっとありました

尾鈴山の周辺とか、何カ所かすばらしいところ

がありますよね。足場がよくて途中まで車が

行って、そこからずっと歩いてくる。そういう

ところのＰＲ、広報をやっていかないと、せっ

かく長年やってきたこの事業が、自己満足とい

うか、県民の方の利用につながらないと行政が

やった意味がないわけですね。例えば、一ツ葉

の県有林の松林の中に遊歩道がずっとあるんで

す。これは宮崎市の方もほとんど御存じない。

私は、すばらしいものだから、ちょこちょこ夏

なんかあそこの沿道を１時間、２時間ぐらい歩

いて海岸に出て、砂浜をずっと歩いてくるとか

します。あそこはただの歩道じゃなくて、下に

やわらかいのがずっと敷いてあります。ああい

うすばらしいところを、多分、この委員の皆様

方も御存じないでしょう。事業をやられるのは

必要ですが、それを県民にいかに利用してもら

うか、そこのところの広報というか意識 つ―

くって終わりじゃない、つくってどれだけ利用

してもらうかという事業をやるわけですから、

これは要望で結構ですから、ひとつ今後はＰ

Ｒ、広報をちょっと考えてもらうといいなと

思っております。

ＰＲにつきましては、商○飯干自然環境課長

工とも連携してやっていきたいと考えておりま

す。

九州自然歩道はルートマップというのを既に

作成してございまして、これは市町村にお配り

しております。この活用の仕方も県民に十分承

知されていないのではないかと思いますので、

頑張りたいと思います。

続きまして、212ページ、県有林○外山委員

造成事業というのがありますが、県有林の実態

をちょっと聞かせてもらいたいんです。県有林

の広さが今どのくらいあるんですか。

県有林の面積は約6,800○徳永森林整備課長

ヘクタールございます。

森林全体に占める県有林の割合は○外山委員

何％ですか。できたら国有林の広さも教えてく

ださい。

計算をして、後でお答え○徳永森林整備課長

します。

その場合、県有林は、針葉樹林、○外山委員

広葉樹林、松林、それから自然保護のためと

か、どういう割合の形態になっておるんです

か。

県有林の中では、夷守、○徳永森林整備課長

延岡の行縢を県民の森として位置づけはしてお

りますが、その他につきましては経済林として

おります。それから海岸沿いの松が県有林にな

ります。それで、県有林につきましては、ほと

んど保安林、制限林になっております。

人工林率が幾らというのは、後ほど報告した

いと思います。

221ページの木造需要拡大推進対○外山委員

改策費の木のある暮らし創出推進事業、これが○

になっておりますが、この事業はことしまでも

ありましたよね。これは中身がどういうふうに

変わってくるんですか。

この事業は、公共○楠原山村・木材振興課長

施設、学校とか保育園等を木造化するものです
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けれども、従来は、木の香あふれるというよう

な事業で20年度までやっております。どうして

も県民へのＰＲ効果の高いところでこういった

木造化をするのは大事だということで、引き続

き同じような内容で拡大しておりますが、特に

変わった点は、昨年までは、非住宅で500平米

以上を１つの基準にしておりました。最近、公

共工事等の減少によってそういった物件が大分

少なくなってきておりますので、500平米とい

うのを取り払いまして、より木材がたくさん使

われる、標準量以上使われる、あるいは経済性

もある程度いいと、より幅広いところで使われ

るように要件を緩和した形でやっていきたいと

思っています。

ということは、500平米じゃなく○外山委員

て100平米ぐらいでもいいということですか。

あくまでも住宅以○楠原山村・木材振興課長

外で、保育園とかそういうことになります。

これは、構造材に使うとか使わな○外山委員

いということは関係ないんですね。

基本的には木造化○楠原山村・木材振興課長

と内装木質化に大きく分けていまして、木造化

は、構造材が県産材ということで、内装木質化

は、従来、木材以外を使っていた部分を木で内

装するといったことで、建築物の場合は基本的

には構造材にも県産材をというふうにしていま

す。

では、事業が２つに分かれておる○外山委員

ということですか。

この中のメニュー○楠原山村・木材振興課長

として、構造体が木材である分、あるいは構造

材は鉄筋とかだけれども内装だけ木質化すると

いう場合も補助対象のメニューをつくっており

ます。

220ページ、森林保全型低コスト○蓬原委員

素材生産システム整備事業、国、事業主体の案

分割合が３つあるんですけど、この３つの違い

は何かということをお聞かせください。

低コスト素材生産○楠原山村・木材振興課長

は、今回、高性能林業機械を導入するものです

けれども、例えば一番上の国費が10分の５の

分、この中に一部低コスト作業道をつくれるメ

ニューもありまして、その作業道の分が10分の

５、２分の１補助です。それから10分の４の

分、これは高性能林業機械、例えばプロセッサ

ーとかハーベスタとかありますが、特に間伐を

するためのスイングヤーダーというのがありま

す。ワイヤーで林内から引き出すやつですけれ

ども、そのスイングヤーダーについては10分の

４の補助率、それ以外については国費３分の１

というふうに、機種によって差が出てきており

ます。

ことしからでしたか、法人あるい○蓬原委員

は個人に対しても補助金が出るということでし

たね。そうなると、農政関係においてもこうい

うことが国においては行われているんでしょう

か。農政の場合は、ある程度団体がないと農家

個人に対しての補助はないというのが基本に

なっていますが。

申しわけありませ○楠原山村・木材振興課長

んけど、農政の分は確認はしておりませんが、

林野関係の事業でも、特にこういう単独事業

体、あるいは製材事業体でも19年度から事業の

種類によっては単独事業体というのができてき

ております。

この11事業体、県内のバランスは○蓬原委員

大体どの辺か。例えば、早く入れたところは不

公平になるということになりますよね。

21年度に計画して○楠原山村・木材振興課長

いますのは、読み上げますと、延岡市、日向
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市、椎葉村、木城町、西都市、宮崎市が３社、

綾町、都城市、北郷町、事業体そのものは県内

に結構バランスよくされているんですが、こう

いった単独事業体の場合は、特に先ほど言いま

したように、スイングヤーダーでも６割は自己

負担がありますので、事業体の要望をとった形

でこういったのを要求しております。

205ページ、ひなもり台県民ふれ○蓬原委員

あいの森ですが、ことしの利用計画、過去の実

績を踏まえてどの程度の利用を見込んでおられ

るのかお聞かせください。

これは林業協会に指定管○徳永森林整備課長

理でお願いしますが、指定管理のときに目標を

立てております。数字を今覚えておりませんの

で、後ほどお答えします。

委員会資料の19ページ、手数料で○蓬原委員

す。100円ずつ下がっております。ここにき

て100円ずつ下げる意味と、狩猟免状、狩猟免

許、そして狩猟者登録、鳥獣保護法との関係等

々あるんですが、ここで改正することの意味は

どういうところにあるのかということを、概括

的に教えていただくとありがたいと思います。

まず、手数料の改正につ○飯干自然環境課長

いてでございますが、これは、地方自治法の規

定によりまして全国的に統一して定めることが

特に必要と認められるものとして、政令で定め

る事務について手数料を徴収する場合には条例

で定める必要がございます。この政令の中に、

「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」

の関係の手数料が入っております。これは３年

に１回見直す定めになっておりまして、20年度

が見直しの年度となっております。21年度から

見直すということで、100円なんですが、これ

は１件当たりの手間、人件費が少し落ちている

ということで定められております。

確認ですけど、私は鳥獣保護の関○蓬原委員

係かなと思ったんですけど、そうではなくて、

免許、免状を交付する側の、事務局を預かる側

の人件費ということは、役所の皆さん方の人件

費が単価が下がっているので100円下げたとい

うことですか。鳥獣保護とは関係ない部分での

話ということですか。

総務省から環境省のほう○飯干自然環境課長

に通達が行っているみたいなんですが、実際に

事務手続は私たちがやりますので、全国の公務

員関係の給料を下げているというふうに聞いて

おります。

給料が下がったというふうに理解○蓬原委員

します。

免状と免許の違いを、この際ですから教えて

ください。

手持ちにありませんの○飯干自然環境課長

で、後ほどお答えします。

国の事業に関して、地方の県の負○長友委員

担金等が問題になっていると思うんですけど、

議案第34号「林道事業執行に伴う市町村負担金

徴収」、これは従来行われているわけですけれ

ども、市町村の県の事業に対する思いというの

は、何か新たな動きはあるんでしょうか。

県が国にしているような○徳永森林整備課長

動きは今のところ聞いておりませんが、この林

道事業につきましては、中身的には、本来、事

業として市町村がやるべきところを、規模が大

きいとか技術的に高度なものがあるということ

で、市町村から県でやってくださいという申請

をいただいて、それを知事が認めてやるという

ことで、その段階で、地財法に基づいて負担金

はこれでいいですかという意見を聞いた上で議

決をいただくというやり方をやっておりますの

で、現在、負担金についてのどうこうという話
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はありません。

委員会資料の11ページ、森林の仕○松田委員

事担い手新規参入等支援事業ということで、こ

としの１月、農水省の発表ですと、失業者の方

々の農林水産業に対する相談、希望というの

が3,000件を超したという、一つのバブルの功

を奏したんですが、宮崎県の場合、林業に限っ

て言えば、森林組合等にそういった就業の相談

などはどれぐらいあったというデータはありま

すでしょうか。

今、委員がおっ○楠原山村・木材振興課長

しゃいましたのが、ことし、大阪、東京等全国

で行われていますが、２月下旬に宮崎でもＪＡ

・ＡＺＭホールで行っております。そこに来場

された方は約100名です。非常に関心が高いと

思っております。その時点でハローワークを通

じて募集が37名ほどありました。ただ、来られ

た方は、すぐ仕事につきたいというよりも、む

しろ、林業はどんなことをするんだと、どれぐ

らい自分が仕事に耐えられるかとか、あるいは

大学生も来ておりまして、どういう組織の中で

仕事をするのかわからないというような相談も

結構あったところであります。

ありがとうございます。100人の○松田委員

来場に対してハローワークの求人が37人という

ことですが、現時点、あるいは４月１日以降、

新年度以降に就業に結びつくような案件は出て

おりますでしょうか。

まだ集計はしてい○楠原山村・木材振興課長

ないんですが、当日来られた方では、２～３名

の方は真剣にあしたからでも働きたいというよ

うなことがあったと聞いておりますし、その場

ではいろんな法律の関係で紹介することができ

ないものですから、あくまでも相談会と。具体

的な会社等については直接ハローワークに行っ

て相談してくださいというふうにしておりま

す。そのときの結果が何人につながったかとい

うのは確認していません。

その後の推移というのは、ハロー○松田委員

ワークのデータ、情報次第ということですよ

ね。こちらのほうからその都度、週に１回ぐら

い現状確認していらっしゃいますか。

就業相談窓口とし○楠原山村・木材振興課長

まして県の林業労働機械化センターというとこ

ろに職員を配置しております。そこが常にハロ

ーワークと連携をとって、日ごろからの問い合

わせについてはそこが対応しております。

担い手育成でもう一点伺います。○松田委員

林業担い手対策基金というものがございました

が、たしか人づくり、基盤づくり、環境づくり

という３つの項目があったと思っております。

今現在どのように機能しておりますでしょう

か。お教えください。

歳出予算説明資料○楠原山村・木材振興課長

の223ページの（事項）林業担い手対策基金事

業費ということで、21年度は１億4,269万9,000

円をお願いしております。この事業の中身は、

基本的には、先ほど言いましたように高校生へ

の育英資金の貸与、あるいは共同利用、あるい

は事業主への負担金補助をしております。た

だ、担い手基金を一層有効活用しようというこ

とで、222ページの一番上の（事項）森林組合

育成指導費の欄に繰入金2,898万というのがあ

ります。この中の説明欄の５森林境界明確化促

進支援事業2,898万、それから先ほど委員会資

料でも説明しました、一番下の（事項）林業就

業者育成確保対策事業費にも繰入金2,3 7 1

万5,000円とありますが、この中でも、21年度

から新たに、説明欄の２森林の仕事担い手新規

参入等支援事業、この２つを大きく、担い手基
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金を取り崩しまして担い手対策を充実したとい

うことであります。

ありがとうございます。○松田委員

基金、平成５年から積み立てて50億をベース

にしていたと思うんですけれども、実際、宮崎

県は今、山師さんがいなくなると。県北のほう

では大分のほうに大分引き抜かれて、県内では

手が回らない。伐採等々で手が欲しいんですけ

れども、山師さんが今大変人気があるというよ

うなことで、後継者育成、大変に求められてい

る、強く要望されているところなんですが、こ

の基金に限って言えば、この基金を活用してど

れぐらいの森林従事者が誕生しておりますで

しょうか。

この事業で直接的○楠原山村・木材振興課長

というのはなかなか難しいんですけれども、労

働環境が他産業に比べて悪いというようなこと

で、林業には社会保険等の整備を特にしており

ます。

ただ、新規参入者につきましては、平成19年

度は182名来ております。緑の雇用が平成15年

に始まっておりますけれども、これが非常にイ

ンパクトを与えておりまして、やめられる方も

多いんですけれども、若返りも含めて新規参入

にはつながっていると。そういった意味では、

どうしても就労環境が劣悪な面がありますの

で、そういったところをきちっと整備していく

というのを担い手基金でやってきているところ

であります。

では、森林の仕事担い手新規参入○松田委員

等支援事業の中で１点お伺いします。事業内容

の①の２つ目のポツ、森林の仕事体験研修で、

ざっくりと「川上から川下までの森林の仕事を

体験する研修の実施」とありますが、実際どう

いったことを行って、何回ぐらいに分けてやる

のか。その辺が決まっておればお教えくださ

い。

まず、担い手の確○楠原山村・木材振興課長

保には、先ほど申し上げましたように、今まで

はどっちかというと就労条件の環境を整備して

いこうというのがメーンだったんですけれど

も、今回から、入ってくる人をターゲットにし

ようということで、今回、就業ガイダンスをき

ちっと開催することにしています。これは林業

若手５団体ということにしていますが、素材生

産業の若手グループ、森林組合の若手グルー

プ、あるいは製材業の若手グループ、若手の団

体のグループがありますので、そういった人た

ちに中心になってもらって、今現在考えている

のは大きく年１回相談会を開催しようと、その

方プラス、一般にも公募しまして 緑の雇用―

は10カ月間ぐらいの研修になるんですけれど

も、その前に、先ほども就業相談会で言いまし

たけれども、とにかく山の仕事はわからんとい

うことがありますから、川上の間伐の現場や川

下のプレカット工場の現場、川上だけではなく

て、森から生産するものがどんなところに波及

しているのか、そういった魅力も含めて、２回

に分けて、１回につき２日間の研修を計画した

いと思っております。

最後に要望いたします。県北、私○松田委員

の住む延岡地区のことでお話をさせてもらいま

すが、昨年度末からきょう現在にかけて、山林

で働く方の事故が大変ふえてまいりました。私

も親友を１人、つい先日亡くしたんですけれど

も、どうしても木材価格がこういう状況で、山

師の方々があせってるんですね。一番天候に左

右される職業といいますと、漁師と山師と昔か

ら言われていました。少しでも天気のぐあいが

悪かったら、先を見て仕事に出ないという業界
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だったんですが、こういった情勢ですので、特

に従業者を抱えていらっしゃる経営者の方々

は、無理をしてでも我が身が山に出ていって仕

事をする、なれない仕事にも従事する。その結

果、けがをする、命を失うという悲しい事例に

幾つか遭遇しております。そういったことを十

分調査していただきまして、山林従事者、漁業

従事者と同じように大変危険を伴う。しかし、

大変公共性の高い事業になりますので、御支援

を賜りたい、このように思います。以上です。

先ほどの委員会資料の19○飯干自然環境課長

ページの手数料の件ですけど、蓬原委員の御質

問ですが、お答えします。

免許は、狩猟を行うための道具の種類、例え

ば散弾銃とか空気銃、わな類、それを免許と

言っております。免状というのは、その証明

書、いわゆる運転免許証みたいなものです。一

番下の登録というのは、狩猟の免許を持ってい

る方が、実際にその年に狩猟するときに支払う

ものとなっております。なお、免許は３年ごと

の更新となっております。以上です。

外山委員の県有林の状況○徳永森林整備課長

でございますが、杉が約3,400ヘクタール、ヒ

ノキが1,000ヘクタール、松が530ヘクタール、

その他の広葉樹が1,870ヘクタールで、トータ

ル6,800ヘクタールとなっておりまして、針葉

樹が73％、広葉樹が28％となっております。そ

れから、県内の森林に対する何割かというの

は、1.7％程度になります。

もう一点、蓬原委員の質問ですが、ひなもり

県民ふれあいの森、全体では21年度８万5,000

人の利用を目標としております。うちオートキ

ャンプ場につきまして１万人ということで目標

を立てております。以上でございます。

国有林がどのくらいあるのか。パ○外山委員

ーセント。

国有林の面積でございま○徳永森林整備課長

すが……。

後ほどよろしくお願いします。○宮原委員長

ほか何かございませんか。

最近、企業の森林づくりとい○黒木副委員長

うのが進んでおりますが、県内の状況につい

て。それから、今後、企業の森林づくりという

のがだんだんと増加していくものかどうかお尋

ねしたいと思います。

これは平成18年度から森○飯干自然環境課長

林環境税を活用して始めております。18年度は

２社、19年度は２社、20年度は４社の企業の森

林づくり、合計で８社、面積にしますと約50ヘ

クタールの森林が造成されております。

今後の見込みですが、県内の大手の企業は随

分参加していただきました。幾つか問い合わせ

があったんですけど、今の経済不況で、しばら

く様子を見たいというところもございます。以

上です。

それは主として広葉樹とか花○黒木副委員長

木ですよね。

ほとんど植栽です。広葉○飯干自然環境課長

樹が主体です。

私もこの前参加したんですけ○黒木副委員長

れども、非常に条件のいい場所を企業が購入し

て、道路事情もいいし、勾配もいい、そしてボ

ランティアの人が行きやすいと。それは確かに

すばらしいことだなと思うんですけど、行って

みると、資源循環林としてこういうところは利

用したいなと、そのほかの山の頂上とか谷に広

葉樹を植えたり、そういう方向でいかないと、

結局、効率の悪いところに針葉樹が残るのでは

ないかと。それほど大きな面積ではありません

からそんなに心配する必要はないと思うんです



- 42 -

けれども、そういうことも今後考えて進めてい

ただきたいと思います。

それから、先ほど猿の対策ということが出ま

したけれども、昨年、屋久島に行きました

ら、800頭の猿を捕獲するという話を聞きまし

た。次年度予算については、シカは補助対象に

なっていますけれども、猿を捕獲したら幾ら補

助金を出すということは入っていないんでしょ

うか。

猿につきましても県内で○飯干自然環境課長

約800頭ほどとっております。特に猿は野生猿

特別捕獲班というのを編成しておりまして捕獲

活動に助成をしております。昨年は19市町村

で54班、約508名の捕獲隊がおります。市町村

と２分の１、２分の１で、県の予算が約400万

となっております。市町村によりましては、特

に被害の大きい県北の旧北浦町などは、しっぽ

を持っていったら特別な加算金を出されている

ところもございます。

清武の日向夏とか都農のかん○黒木副委員長

きつ類がかなり被害に遭ったということで、山

間部だけの問題じゃないよという話が出ておっ

たんですが、猿は非常に頭がいいものですか

ら、どうしたらいいかというのが非常に大きな

問題だと思いますし、今後よく考えてこの対策

を進めていただきたいと思います。

それから木質バイオマス利活用システム構築

事業ですけれども、これは林地残材の有効活用

による山村地域の活性化ということが事業効果

として見込まれておりますけれども、現況、そ

の事業をやっているところに行ってみますと、

無料で持ち込まれたものを処理してやっておる

のがほとんどじゃないかと思うんですけれど

も、山もとに何らかの還元しているシステムと

いうのは、現況のバイオマスシステムの中であ

るのかどうか。今後、構築するための事業だと

思うんですけれども、現況はどうなっておりま

すかお尋ねします。

木質バイオマス、○楠原山村・木材振興課長

林地残材、特に最近では乾燥機の燃料とか、使

う側から、委員おっしゃいますようにほとんど

ただというような見方があります。ただじゃな

いんですけど、非常に低い金額で取引されてい

ると聞いています。新規事業で木質バイオマス

利活用システム構築、これは、今回特にペレッ

ト工場が門川にできたこともありまして、農業

用ハウス等含めましてホワイトペレットをつく

ろうという動きがございます。これについて

は、特に間伐材、あるいは伐採した現場に根っ

ことか先っぽを山に置いておくんですけれど

も、それが活用できるということで、一番問題

は、いかに安く運ぶかということを考えており

ます。そうすることによって、委員がおっしゃ

いますように、少しでも森林所有者の手元に残

るようなシステムを、森林所有者の皆さん、あ

るいは使う側の人たちにも一緒になって協議を

してもらって、実際に取り組む実証モデルも

やっていきたいと思っております。

森林境界明確化促進支援事業○黒木副委員長

ですけど、この事業によってどれぐらいの面積

の境界を予定しておられますか。それと市町村

の負担はどうなっておりますか。

この事業は、高齢○楠原山村・木材振興課長

化等によって非常に境界が不明確になってきて

いるということで、この事業は５年間の事業で

すが、7,000ヘクタールほど整備したいと考え

ております。ただ、これは市町村負担はござい

ません。ここに上げているのは県の事業だけで

すが、今回、国のほうも21年度からほぼ同じよ

うな事業で境界明確化に取り組むということ
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で、非常に大きな予算が国のほうでも確保され

ております。それにはいろいろ条件があります

ので、そういったところでできない分とあわせ

て、地域協議会をつくってもらって、これから

特に手入れをしなきゃいけない地域を優先的に

整備していきたいと思います。

森林の仕事担い手新規参入等○黒木副委員長

支援事業、先ほど質問がありましたけれども、

現在、経済状況が悪くて、非常に興味を持って

いる人が多いということですけれども、説明会

において、どれぐらい所得がありますよと、そ

ういう具体的なことを出して説明しているんで

しょうか。心配なのは、仕事さえあればいいと

いうような状況で、何か仕事があればというこ

とで入って、現実問題として、作業班でも非常

に厳しい所得ですし、特に林家はもっと厳しい

わけでして、入ってきてもすぐやめるという可

能性も非常に高いと思うものですから、どうい

う説明をしているのかなと思いまして、わかっ

ている範囲でお願いします。

先月ありました就○楠原山村・木材振興課長

業相談会では、森林組合ではこんな仕事をして

いるんだよと、森林組合の作業班の人はこんな

仕事をしているというような説明が主でありま

す。委員おっしゃいましたように、当然そこに

は雇う事業体がないとなかなかマッチングはで

きないわけでありますが、現在、就業相談会で

は、伐採は素材生産事業体が中心になってやっ

ている、造林とか下刈りは森林組合が中心に

なっている、仕事の内容、賃金がどれぐらいだ

とかいうのを説明しております。ただ、先月の

会場にもハローワークの方にも来ていただい

て、ブースを設けまして、具体的な求人情報は

ハローワークのブースに行って聞いていただく

というような仕組みでやっております。

今の副委員長の質問に関連して、○松田委員

鳥獣害の捕獲で猿のことについて伺います。先

ほど猿が年間800頭捕獲という数字だったと思

うんですが、もう少し内訳を詳しくお教えいた

だけますか。

19年度の実績、お答えし○飯干自然環境課長

ます。多いところから、延岡市154頭、西都

市107頭、宮崎市157頭、串間市130頭、以上で

す。

その捕獲状況なんですが、射殺と○松田委員

か生け捕りとかあると思うんですが、どうなっ

てますか。数字は出てますか。

具体的には出ておりませ○飯干自然環境課長

ん。

提案ですけれども、延岡でも猿の○松田委員

被害、特に北浦は多いんですが、どうしてもハ

ンターが猿を撃つのは嫌だという現状は十分わ

かっていらっしゃると思います。おりで捕獲を

する方法も結構有効的だというんですが、おり

で捕獲した後、殺す処分になっているわけです

よね。この部分で地元から要望があったのが、

例えば、青森県はニホンザルという天然記念物

だからこそできると思うんですけれども、青森

県で生け捕りされた猿を上野動物園が引き取っ

てくれるということがニュースに出ておりまし

た。県内でも、今、猿山はどこにもないんです

けれども、動物園内に、あるいは川南遊学の森

あたりに猿の捕獲地をつくれば、捕獲するほう

も少し気が楽になるんだがという意見が出まし

て、余り現実的ではないと思うんですけれど

も、実際、猿を引き取ってくれるような施設と

いうのは、近いところでは高崎山というのが思

い浮かんだりするんですが、ないものでしょう

か。

ずっと前までは、大学農○飯干自然環境課長
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学部の獣医とか、医大なんかも買ってたような

時期もございました。ちょっと古い話になりま

すけど、熊本県の業者が金沢大学なんかに何十

万とかで売って禁止になりました。宮崎県でと

れた猿をよその県に持っていくと遺伝子の問題

もございまして、大学の先生たちもやらないと

いうようなことを伺っております。

そういった理由ですと、幸島に猿○松田委員

を島送りにするということも不可能なわけです

ね。

そう考えます。○飯干自然環境課長

わかりました。ありがとうござい○松田委員

ます。

もう一点、数字だけお教えいただきたいんで

すが、林道づくりモデル事業の事業量７市町村

と明示してありますが、この７市町村をお教え

ください。

今、７市町村については○徳永森林整備課長

検討中でございます。

わかりました。決まり次第お教え○松田委員

いただきたいと思います。

外山委員の国有林面積で○徳永森林整備課長

ございますが、17万7,000ヘクタール、県内の

森林面積が58万8,000ヘクタールでございます

ので、30％は国有林ということでございます。

以上でございます。

ここで、暫時休憩いたします。○宮原委員長

午後３時６分休憩

午後３時14分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

その他の報告事項という点であったようであ

りますから、ここで質疑を受けたいと思いま

す。

委員会資料の21ページ、幾つかな○坂口委員

んですけど、まず、事後公表に移られた目的で

すよね。積算努力を促すとともに、積算せずに

入札してくる人たちの排除というのが一つある

んですけど、今もこんな業者が現にいるのか。

これに関して、例えば検証のところで、予定価

格を超える者が増加してきて、積算せずに入札

するような業者の排除。超えた人は積算してい

ないと定義づけているんですけど、予定価格超

が0.8者のプラスということだけど、予定価格

をオーバーした人たちは、率的に制限価格をど

れぐらい上回っているんですか。

予定価格がどれぐらいと○徳永森林整備課長

いうのをまだつかんでおりません。

例えば、予定価格を、率にして数○坂口委員

パーセント超しても、とにかく１円超してもそ

れは排除組ですよね。ここのところが、本当に

積算しているのかしていないかの根拠が余りに

も乱暴過ぎると思うんです。というのが、一番

下の入札不調と不落というのがありますよね。

これは工事でも委託でもですけど、途中で業者

から指摘されて予定価格を見直した事例という

のは結構あるんじゃないですか。これは事後で

も事前でもですよ。今回の予定価格はどうもお

かしいんじゃないかとか、ここのところどう

なっているんですかと質疑が出て見直したとこ

ろが、これはうちの設計が違っておったわなと

いう事例というのは結構あるんじゃないです

か。

環境森林部におきまして○徳永森林整備課長

は、そういうことがあって入札中止したという

事例はありませんが、他の部局におきまして数

件あったということは聞いております。

通達が出ますよね。こういう設計○坂口委員

でこういうミスがあったから今後気をつけるよ

うに。結構同じ過ちを繰り返しているのが多い
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んです。例えば、森林整備課長だからあれです

けど、機械の分解、運搬、組み立てなんかが抜

けてて、指摘を受けて予定価格を変えるという

のは結構あっているんです。予定価格を一たん

決めて変更したというのは結構あっているんで

す。事前のときは、業者さんが見積もれば、こ

れはおかしいなと即わかりますよね。事後公表

になってからは、8,000万、4,000万、2,000万

前後の金額のときに指摘があっていると思うん

です。なぜかというと、8, 0 0 0万、4, 0 0 0

万、2,000万は上下のランクを混合で公募でき

るんですよね。特Ａもいいですよ、Ａクラスも

いいですよ、8,000万以下のときは。この近辺

のときは両方ともいいですよと公告されたもの

に、積算していくと8,000万以上かかっていれ

ば、おかしいよなと、これにＡが入るというの

はあり得ないよなということで、どう見て

も8,000万を超すんじゃないかという質疑が上

げやすいですよね。やっていくと気がついてそ

うでしたということになる。でも、これ

が7,000万とか6,000万だと、県の設計がどうあ

ろうと、そういう物件で1,000万も2,000万も予

定価格が間違っているということはあり得ない

から、気づかない例が出てきていると思うんで

す。そういうデメリットが一つありますよね。

だから、そういうことで予定価格をオーバー

したものがこの中には含まれているということ

を想定しないと、県の予定価格はそれぐらいま

だ不安定なんですよ。唯一無二じゃないんです

よ。見えずにオーバーしてしまって、１円オー

バーしても失格にされるんですよね。これが積

算していない不適格業者と定義づけるところに

大きな問題があると思うんです。これ改められ

ませんか。

確かに、私もずっと現場○徳永森林整備課長

を担当してきましたけど、現場を十分把握せず

に、見るべきところを見らずに発注してしまい

まして、施工が始まってからわかったと。通常

はそれにつきましては設計変更で対応するんで

すが、下げたものを上げるというのは非常に理

屈が要るということがありまして、全部が全部

設計変更なされたかというと、そうでもないだ

ろうと。そういうのは当初からわかっていた

じゃないかと、対外的な検査も受けますから、

全部が全部設計変更なされたということは、な

かなか言いづらいところがあるんだろうと思い

ます。

今、こういう状況であれば、例えば重機の選

定にしても、ここは小型なのか大型なのかと迷

うときは、小型のほうで見ておって、実際でき

るようであれば安いほうに設計変更すると、そ

ういう流れをある程度つくる必要があるんじゃ

ないかということで、それに向けて、どういう

やり方があるか、検討委員会をことし立ち上げ

まして……。先ほど坂口委員が言われることに

対応するには、あいまいなところはある程度上

のほうで設計をして、実際にはそこまで必要な

いとなれば、下げることについてはそれほど設

計変更の理由も必要ないだろうと思います。そ

ういう方法も一つの方法じゃないかなと考えて

おりまして、それを見直すという話は、今のと

ころそういう方向で対応したらどうかなと、私

は思っておるところです。

それは発注者側の便利のいいテク○坂口委員

ニックですね。僕が言っているのは、それもあ

るんですけど、まず一つには、予定価格をオー

バーした人は、これは不適格業者だよ、見積も

りをしてないよと検証で定義づけられているか

ら、それは間違いですよということ。県が間

違っていることがあってて見えなくなってき
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た、事後公表で。事前のときは見えていた。た

またま指摘をされて、県が、うちが予定価格を

間違えてたなと、入札を延期したり、落札予定

者と契約せずに再入札をしたり（これは公共三

部の中で言っているんですよ）、対応している

のは、8,0 0 0万のときの特ＡとＡの混合と

か、4,000万のＡとＢの混合とか、ＣとＤの混

合とか、混合での一般競争入札のときに、うち

がいけるわということでやった。これは特Ａと

Ａの物件だからちょっと小さいから何でもやろ

うかと特Ａ、Ａがそれぞれ積算していきますよ

ね。どうしても8,000万超すと、どんなにやっ

ても超す。これはどうしてもおかしいよ

な。8,000万超せばＡが手が出せるわけがない

のに、公告ではＡもいいとなっている。気づき

や す い と い う の は そ の 節 目 だ け な ん で

す。8, 0 0 0万に極めて近い、4, 0 0 0万に近

い、2,000万に近い。ここらで指摘されている

ということは、平均的にずっとあっていて、例

えば県の予定価格が3,000万ぐらいの工事だっ

たとします。3,010万とか3,000万5,000円と

か、違っていても気がつかずに公募してくると

いうことです。県は3,000万5,000円というのは

不適格業者と、積算もしてないよと検証で定義

づけているということです。だから、これは県

の間違いじゃないか。

そして今言われたように、高く見積もっとい

て安くするというのは、一つにはいいかもわか

らないけど、いまだに最低制限価格付近での入

札者がまだまだあるということですね。１件の

物件で3.6業者は近辺で入札してきてますよ。

これは１円で失格する業者がいるんですよね。

１円で受かる業者もいるんですよね。気がつか

ないまま、予定価格が5,000万で100万違ってた

とします。10万でもいいんです。80％で4,000

万でいった。3,999万9,000円で来た。その人た

ちは失格、4,000万の人がぎりぎり。4,020万の

人は負けちゃった。4,000万が落札されまし

た。もしそのときだれかが指摘して、県が組ん

が予定価格が何十万か高くなっていれば4,000

万の人も失格ですよね。そういうケースが幾つ

かあっているから、物すごく危ないことを県は

やってますよ。契約してはいけない人と契約を

やって、そういうことが見えてきてないから、

これは納得できない検証結果を出されてますよ

ということ。

だから、県のミスに気づきにくくなった。予

定価格を県が間違えてたものを、事前公表のと

きはたくさん指摘があって気づいていたけど、

事後になって、県は気づかなくなりましたとい

うことをここには検証結果として上げるべきで

す。それははっきりしているんです。オーバー

した人が不適格業者じゃない可能性は十分ある

んです。正しい可能性が。だから、この検証は

だめですよ、こんなの委員会で出したら。これ

は取り下げを要望します。指摘すればたくさん

あるんですよ。

確かに、これは結果だけ○徳永森林整備課長

を見て検証している部分はあるんだろうと、中

身の金額の面もあり。先ほど言いましたよう

に、予定価格が100％パーフェクトだというこ

とはないので、そういう部分も恐らくあるの

で。

それは言いわけです。だから、こ○坂口委員

こに書くとすれば、事前と事後によって何が変

わったかということです。こういう数字の違い

が出ました。試行の検証した結果のところです

よ、県がミスに気づきにくくなったということ

を業者から指摘されて、設計をやり直したら、

県が間違えてました。入札を延期しました。入
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札をやりましたというのが一つここに書かれて

ないとだめですよね。それから心配されること

は、本来なら契約相手になり得ないはずの人と

契約をしている可能性が出てきます、事後公表

になったら。気づかないから、指摘される率が

低くなればですよ。仮に指摘すれば予定価格を

変えてやるんですよ。100万なら100万上がった

とします。それで80％で競争したら80万ぐらい

ですよね。１円の線で失格を出すわけですか

ら、予定価格を知らないままに積算をしてき

て、正確な積算をした人が、最低制限価格すれ

すれできてたとするじゃないですか、合格ライ

ンで。その人より、80万以内に低くなっている

人と契約するんですよ、県は。その範囲内にい

る一番安い人と。でも、これは県が正しい設計

をやっていたら、本当は失格の人たちです。不

適格業者なんです。そこと契約をすることに気

がつかなくなりましたというのをまずここに。

これを議会に報告するということは、僕らは

納税者、利用者側の立場で審査する。ここは何

も発注者と受注者のどちらに軍配を上げようか

という場じゃないんですよ。税がどう行使され

て、どういいものがつくられているかという場

なんです。そこにこんな報告書を上げられたん

じゃ、余りにもお粗末ですよということを言っ

ている。だから、これを取り下げなければ、こ

れから指摘していくところはたくさんあります

よということ。こんな検証をやっていてはだめ

ですよということです。

それと、今の入札制度がいかにまだまだ欠陥

品かということが見えてくるんです。せっかく

事前をやって事後をやったわけですから。それ

が言いたいんです。だから、これを取り下げる

気はないですかということを言いたいんです。

これを報告されると、僕らはここで何らかの決

着つけなきゃだめですもん。こんな報告だめで

すよと。

今の１問だけ返事してください。そういう可

能性ありますか。失格業者と契約したけど気が

つかないという可能性は。

制度上は、我々発注者側○徳永森林整備課長

としましては、予定価格というものは正という

ことを前提でやっておりますので。

それはわかってるんです。○坂口委員

では、最低制限価格、本当は84％ぐらいにな

るかもわからないけど、80％とします。計算し

やすいから。7,000万で80％だと5,600万が最低

制限価格ですよね。5,6 0 0万円で契約をし

て、5,610万円ぐらいの業者がいたとするじゃ

ないですか。5,610万の人は負けてますよね。

だから契約されてないですよね。それをある人

が県の設計書どおり設計したら、7,000万の予

定価格は県は間違えてますよ、7,050万ですよ

ということがあっているわけです。この前

も、21トンのブルでの締めつけを単なる締め固

めでやっていて、運搬費も分解も組み立ても

入ってなくて、そこで150万ぐらい違った物件

があるんです。そういうこと頻繁にあるんで

す。ところが、正確な予定価格が組まれていれ

ば、最初から7,150万でやられているじゃない

ですか。最低制限価格どんなになります

か。150万の80％だから120万で5,740万なんで

す。5,700万の人は失格なんですよ、本当は。

でも契約して工事をやっていて、そこで県が気

がついたときは、それは工事はできないでしょ

う。おたくは失格でした、本当はあの人でし

た、予定価格の積算に間違いがありましたとい

うこと。でも、そういうものが見えなくなって

きているという極めて危ないものがまた見えて

きたということが認められないですか。
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そういう案件がもしあっ○徳永森林整備課長

ても、入札前にあれば、委員のおっしゃるとお

り中止をして、設計書の組み直しをしてもう一

度やるんだろうと思います。気づかずに契約し

てしまったときには、実務的にはそれを設計変

更して上げてやるんだろうと思います。それが

正ということであればですね。先ほど委員が

おっしゃるように、それが本当に間違いである

ことがわからない場合は、それが確かに計算ど

おりなんですが、県といたしましてはそれが正

ということで契約したら、契約が正として動く

ということだろうと考えます。

そうじゃないんですよ。具体的に○坂口委員

言います。構造物を撤去して、そこに骨材を

持ってきて埋めて平地にするという工事が、県

が7,950万ぐらいで予定価格を考えて、特Ａと

Ａの混合でやりますよという公告をやったわけ

です。業者さんが見積もったら、8,000万超す

からＡが入るのはおかしいという指摘があっ

て、やったところ8,000万を超したんです。で

も、もう公告しているからまた下げる工夫しま

すよね。何らかの工夫をやって下げて特ＡとＡ

でやった。下げなくて特Ａだけに切りかえる、

どちらも同じことですけど、変えた。指摘が正

しかった。入札をして、入札に参加する人が気

がついたから、しかもその前に気がついたから

よかったんです。それは8,000万を前後してた

から気がついたわけです。判断基準があったか

ら。8,0 0 0万超せばうちらはいけないはず

だ、8,000万超せば特Ａだけのはずだ、おかし

いよなと、予定価格は示してないけど判断基準

があったから気がついたわけです。同じような

ことが7,000万であったときはだれも気づかな

いということです。気づけば失格だけど、気づ

かなければ失格でなくてそのまま行ってしま

う。そのとき気づいている業者さんも、7,000

万じゃなくて7,200万ぐらいで正しい設計を

やっているわけですよ。その人はとれないんで

すよ。だから、そういうものが見えてこなくな

る方法ですよということぐらいはうたうべき

じゃないのと言っているんです。部長、わかり

ますか、僕が何を言っているか。そのことなん

です。

委員のおっしゃるのはよ○髙柳環境森林部長

くわかります。たまたま8,000万で特ＡとＡの

境にあるから、8,000万超せば特Ａだけじゃな

いかということで、特Ａが入ったときにおかし

いじゃないかということで気づく可能性がある

と。ところが、7,000万とか6,000万になると気

づきにくいと。事前であれば間違いに気づく可

能性は非常に高いんだけど、事後になったらそ

ういうのがなかなか見えにくい。ですから、最

低制限価格で決めたやつが、予定価格が動け

ば、契約というのはおかしいじゃないかという

ことは十分理解できます。

理解できますよね。8,000万のと○坂口委員

きはそれが指摘があるんですよね。7,000万の

ときは指摘がなくて、業者さんは正しい積算を

して、予定価格を7,200万ぐらいでしっかり組

んで、それが7,000万で特ＡとＡの境界が決め

てあったら、その人は当然指摘するんです。指

摘したら7,200万になっちゃうんです。その人

は指摘する判断材料がないから、県も正しいと

思っているから、7,200万で予定価格を組んで

いるはずだと思うから7,200万で応札するわけ

ですね。ところが、県は7,000万の人と契約し

ちゃってるんです。正しい設計をしたら7,000

万の人は失格なんですよ。最低限度の仕事品質

が確保できない業者と契約をしても気づかない

んです。そういうものが8,000万でも、4,000万
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でも何ぼも現に出ているということは、その中

間帯でも出ていると推測するのが自然じゃない

んですか。自然でそういうことがあるとすれ

ば、法律上物すごく際どいことを県はやってい

るんじゃないんですかということ。だから、そ

んな際どいことは議会に報告してくださいよと

いうことを言っているんです。わかんないです

かね。わからなければこれで引き下げます。僕

の考えは説明不足ですか。

おっしゃっていることは○徳永森林整備課長

十分理解をしております。発注者側としまして

は、そういう間違いのないやり方をどうしてい

くかというのが我々に課せられたことだろうと

思いますので、それはそれで対策を打っていく

ということが一番 完璧でないことは事実と―

して起こっていますので、ただ、発注者側とし

ては、そういうことがないように、ゼロに近い

ように、どうすればそうなるのか検討していく

ことが必要だというふうに思っております。

今、委員がおっしゃったようなことが起こり得

ることは十分理解しておりますので、予定価格

というものをそういうことが起こらないように

するかというのが、今からの課題だろうなと

思っております。

起こり得ないようにするために努○坂口委員

力をしていくし、そういうことを繰り返さない

ようにしていって精度を高めるのが課題だと言

われるけど、今、特に総合評価なんかが始まっ

てから後、積算、設計にミスがありましたか

ら、この点とこの点とこの点は十分検証してく

ださいねというのが技術企画課から常に出てま

すよね。同じことが何度も繰り返されているわ

けですよ。ということは気づいてないわけです

ね。だから精度は高まらないと見たほうがいい

んですよ。同じ指摘が出ているということ。だ

から、技術力、精度を高めて完璧なものをやろ

うというところには限界があると思ったほうが

いいと思うんです。

ここでちょっと見えないですけど、９月１日

という節目は総合評価に入った節目でもあるん

ですよね。落札率が0.9％上がりましたよとい

う分析になっているけど、0.9％だったら1,000

万の工事で１万です。これは総合評価方式では

はるかそれを上回る評価しているから、総合評

価方式の最低制限価格から少し上がりだした、

落札率が上がりだしたという総合評価方式の効

果と考えたほういいですよね。これは事後公表

にしたからの効果じゃない。そんなのたくさん

この中にあるんですよ。嫌になってくるでしょ

うから言わないけど、そういうものだというこ

とで、これは取り下げられるのが一番いいん

じゃないのか。上げるとすれば、僕が指摘した

ことにしっかり説明をして、それがそうでなけ

ればここで理解させてほしい。そうならここに

そいつらを列挙して、議会ですから、ここは。

報告してほしいというのが、今の指摘なんで

す。

この報告事項を取り下げ○徳永森林整備課長

ることは、環境森林部だけで判断する話ではご

ざいません。報告事項ですので、もう少し分析

を加えて、もう一度報告するかにつきまして

は、三公共で検討させていただきたいと思いま

す。

落札率につきましても、委員がおっしゃるよ

うに、事後公表によって落札率が上がったとい

うふうには判断しておりませんで、総合評価と

かいろんな面で上がったんだろうというふうに

は認識しております。分析する時間がちょっと

足りなかった部分はあると思いますので、三公

共と調整をいたしまして、もう一度これで出す
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ということになるかもしれませんけど、一応三

公共で検討してみたいというふうに思っており

ます。

ぜひお願いします。でないと、委○坂口委員

員長報告に僕はお願いすることになるんです。

今のような指摘が正しいか正しくないかもわか

らないし。報告があれば、委員長報告の中に僕

なりのことと説明と報告に入れてもらいたいと

思いますから、かなりシビアな問題だと思うん

です。

今の総合評価も簡単に言われたけど、これも

やろうと思ったら出るんですね。総合評価で逆

転した物件があるでしょう。それは確実に総合

評価効果なんです。0.数％というのはそこには

貢献していると思うんです。だから、それも本

気で検証しようと思えばそういうものがここに

出てきてなきゃおかしいんです。委員会で報告

されればですね。だから、これは下げられたほ

うが聡明だと思うんです。上がってきたらまた

議論しなきゃならないですもん。議会はそんな

に軽いところじゃないです。以上です。

今言われるように、環境森林部○宮原委員長

だけで判断がつくということにはなりそうにあ

りませんので、公共三部で十分話をしていただ

いて、今、坂口委員からありましたように、取

り下げられるのか。もしくは、それだけの説明

がちゃんとできる状況があるのかというところ

を含めて検討して、また報告をいただくという

ことでよろしいですか。部長、よろしいでしょ

うか。

今のお話を踏まえて検討○髙柳環境森林部長

したいと思います。

常任委員会があと３日間残って○宮原委員長

いますので、よろしくお願いをしたいと思いま

す。

それで坂口委員よろしいですか。

はい。○坂口委員

ほかにございませんか。○宮原委員長

ないようですので、以上で、自然環境課、森

林整備課、山村・木材振興課の審査を終了いた

します。

総括質疑の準備のため、暫時休憩いたしま

す。

午後３時42分休憩

午後３時46分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

各課ごとの説明及び質疑がすべて終了いたし

ましたので、これから総括質疑を行いますが、

３点について資料請求がありまして、資料も届

いております。レジ袋の件について、木材の輸

入の関係、森林環境税の使途の３点について、

それぞれ担当のほうから説明を求めます。

午前中、満行委員から質問○堤環境管理課長

のあった、レジ袋を製造している県内の事業者

の年間の売上高でございますが、平成19年の７

月１日から20年の６月30日までの売上高は29億

円となっております。全体額に対するレジ袋の

割合は16～20％ぐらいということでございま

す。この会社は、九州、四国、中国、近畿地方

の中小のスーパーマーケットを販路にしている

ということでございまして、細かい資料がござ

いませんので、宮崎県分についてはわからない

という状況でございます。また、会社の話で

は、大手のスーパーは、レジ袋は輸入している

ということだそうです。以上でございます。

森林環境税使途事業につ○飯干自然環境課長

いて説明いたします。

お手元の資料の一番上に間違いがございまし

て、「○」に丸がついておりますけど「○」の新 改
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ほうに直していただきたいと思います。担当課

は自然環境課と森林整備課で対応しておりま

す。

事業の目的ですが、平成18年度から導入した

森林環境税を財源として、県土の保全、水源の

涵養など県民等が享受している森林の有する公

益的機能の重要性にかんがみ、県及び県民等が

協働して森林環境の保全に関する事業に取り組

むということになっております。

予算額が２億5,249万9,000円、事業期間が平

成18年度から平成22年度、事業主体は、県、市

町村、ボランティア団体等となっております。

税収の使途ですが、①県民の理解と参画によ

る森林づくりの推進、②公益的機能を重視した

森林づくりの推進、ということになっておりま

す。

（５）に体系表をお示ししております。上か

ら４つの①がソフト事業でございます。②の公

益的機能を重視した森林づくりの推進がハード

事業ということになっております。事業名は、

①県民の理解と参画による森林づくりの推進で

は、森林づくり応援団育成・支援事業、森林環

境教育推進事業、○水と緑の森林づくり推進事改

業、②公益的機能を重視した森林づくりの推進

では、水を貯え、災害に強い森林づくり事業、

わが町のいきいき森林づくり推進事業、荒廃渓

流等流木流出防止対策事業、花粉の少ない苗木

生産等促進事業、以上の７事業を実施すること

としております。以上です。

それでは、外材の○楠原山村・木材振興課長

輸入状況等ということで、Ｂ４横の資料をお配

りしております。「木材（用材）需給と自給率

の推移」ということでグラフが示してございま

す。この中で右から２番目の平成19年のところ

を見ていただきますと、日本全国で8,238万立

方の木材需要がありますが、そのうち、薄い網

かけですが、外材が6,3 7 4万立方、国産材

が1,864万立方という実績であります。現在、

自給率は22.6％ということで、平成17年に20％

を超えておりますけど、そこら付近を境に、率

としましては国産材が多く使われ始めてきてお

ります。

１枚めくっていただきまして、主な輸入国で

ありますが、左のほうで大きく丸太と製材品、

合板に分けてありますが、丸太で見ますと、上

から３行目の欄、米材が19年は297万3,000立

方、その２つ下、北洋材、これはロシア材であ

りますが、403万9,000立方。ですから、日本へ

入ってくる丸太は米材、ロシア材、南洋材が中

心です。表の中ほどの製材品につきまして

は、19年で見ますと、米材が270万5,000立方、

特徴的には、欧州材（ロシア材を除くヨーロッ

パ材）が263万7,000立方、ヨーロッパから地中

海を渡ってやってきております。以上でありま

す。

それぞれ要求のありました資料○宮原委員長

はそろっていますが、そういうことでよろしい

でしょうか。

森林環境税の予算額が２億5,249○長友委員

万9,000円となっていますけど、これは１年間

で入る税収ということになりますか。

本年度の税収見込みが２○飯干自然環境課長

億9,000万程度ございますが、そのうち徴税費

用が1,500万ほどかかります。それに運用利子

が15万ほどで、積立額は約２億8,000万円とな

ります。3,000万円近く余裕額があるんですけ

ど、納税額の増減がございますので、予備費と

いうことで考えております。

事業期間が18～22年度となってい○長友委員

ますけれども、事業の表を見てみますと、トー
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タル２億5,249万9,000円となっています。これ

は、18～22年度にこの２億数千万の金を毎年使

うということですよね。

はい、そのとおりでござ○飯干自然環境課長

います。

よろしいですか。○宮原委員長

それでは、ないようですから、環境森林部の

当初予算関連議案全般についての質疑を受けた

いと思います。

森林・林業長期計画ですが、これ○野辺委員

は前の元気みやざき創造計画のときに上位計画

とのずれが出てきて、その後、新みやざき創造

計画とは大きくずれてきたと思うんですが、や

はり上位計画との整合性をとる必要があると思

いますが、その辺について問題点が起こってお

るとかいうことはないんでしょうか。

新みやざき創造計画につ○飯田環境森林課長

きましては、現在あります「みやざき森林・林

業活性化プラン」、いわゆる「森林・林業長期

計画」が子供という形で入っていますので、特

段ずれることはないということでございます。

創造計画の中に取り入れたということです。た

だ、平成16年度に計画を策定しておりますの

で、平成17年度から26年度までの10カ年という

ことで、今回、21年度に計画改定を行いますの

で、創造計画についても十分踏まえながら、今

後作成していきたいと考えております。

部門ごとの長期計画がありますよ○野辺委員

ね。農政のほうも出ているんですけど、新みや

ざき創造計画は４カ年計画ですから、上位計画

との整合性をとる必要はないと理解していいん

ですか。

とる必要はないというこ○飯田環境森林課長

とではなくて、今の創造計画の中に活性化プラ

ンを取り込んでやっているということです。森

林・林業部門については、活性化プランを創造

計画の中に取り込んでやっていくという流れで

ございます。

大事なことだと思うんです。10カ○坂口委員

年計画は今のところどうなっているのかなと。

実際、10カ年計画動いていないんじゃないかと

思うんですけど、特に、10年後の担い手をどう

するだとか、経営体をどうするだとかいう数値

目標の設定ですよね。せっかく長計の中で入れ

始めて、それに向かって年事ごとの進捗をずっ

とやってたけど、そういうのが この４カ年―

の計画は根っこがマニフェストなんでしょうけ

ど。僕も非常に問題意識持っていたんですけ

ど、そこに対しての考え方というのは基本的に

はどんなにされているんですか。10年計画とマ

ニフェストとの整合性、長期で地味に取り組ん

でいかなければいけないものとか、長計での数

値目標とマニフェストの整合性とか、４カ年計

画だけがひとり踊っているような心配を持って

いるんですよね。そこらはどんなぐあいになっ

てるんですかね。

ここで、委員の皆様にお諮りを○宮原委員長

いたします。

本日の日程は午後４時までとなっております

が、間もなく４時になりますので、このまま継

続してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、引き続き審議を行い○宮原委員長

ます。

本県の総合長期計画、い○飯田環境森林課長

わゆる知事の「新みやざき創造計画」というこ

とになるわけですけれども、これはおっしゃる

とおり、本県の目指す姿を明らかにするという

ことで知事のマニフェストというのがございま

すので、それを具現化するための「新みやざき
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創造計画」でございまして、計画期間は平成19

年度から22年度までの４年間となっておりま

す。この２つの計画の関係でございますけれど

も、新みやざき創造計画の施策の基本方向を明

らかにする分野別施策の中で、活性化プランが

部門別計画として位置づけられておりますの

で、活性化プランに基づき具体的な施策の展開

を図っていくということでございます。

先ほどの森林環境税につきまして○長友委員

は、今、宮崎市のほうで地域コミュニティ税等

につきまして議論がなされておりますけれど

も、住民の関心というのは、こういう非常に厳

しい経済状況になってきて、税の使途がはっき

り見えて、その効果がしっかり見えることが非

常に大事になってくるわけですね。一部聞くと

ころによると、森林環境税が導入されたときに

は余り大きな騒動も起こらんかったがというよ

うなことやらありまして、今どうなっているん

だろうかということやらあるものですから、で

きましたら、こういう事業が税に基づいて行わ

れて、その効果が県民に返されてくるというこ

とが見えたほうがいいと思いますので、その辺

はまたよろしくお願いしておきたいと思いま

す。

それから、３月末を迎えて、新聞等の見出し

を見ますと、失職者が100万人を超えるんじゃ

ないかとか、いろいろな数値が踊ってまいりま

す。したがって、今非常に大事なことは雇用対

策ということになってくるわけです。ここにも

森林の仕事担い手新規参入等支援事業がありま

して、ＡＺＭホールでの説明会も新聞等で報道

されておりまして、素早い対応をされているな

というふうに感じたんです。しかし、今お話が

ありましたように、山の作業といってもそう簡

単なものじゃないと。また、今後生計を立てて

いくような部門が森林組合等に入っていけば別

ですけれども、自分で山林をやるということに

なってくれば、なかなか大変なことだろうと思

うんです。しかしながら、全治３年というよう

な言葉もありますから、緊急的にでも雇用の場

があってほしいと。事故に遭わないように山林

の抱えている諸課題の一助にもなればいいと、

雇用とですね、ということで大事になってくる

と思うんです。

そこで、予算の中に地域活性化生活対策基金

というのが27億円ぐらい積まれているわけです

けれども、これの使途については今から決まっ

ていくことになろうかと思うんです。それが使

える事業のメニューというのもある程度制約さ

れているかもしれませんけれども、環境森林部

として、その辺についての考え方というか取り

組み方、この辺のお話し合いはまだなされてい

ないのかどうかお聞きしたいと思います。恐ら

く６月議会等に上がってくるかもしれないし、

極端な場合は臨時議会みたいな感じになるかも

しれませんが、その辺について何か検討されて

いないか。

今、先生がおっしゃいま○飯田環境森林課長

した27億につきましては、県民政策部のほうで

調整というか洗い直しというか、そういうこと

でやっている段階でございます。

それで、要望しておきたいと思う○長友委員

んですけれども、これが本当に雇用効果が生ま

れるように、環境森林部としても取り組める事

業があれば、ぜひとも積極的に、予算が今後編

成されるに当たって取り組みをお願いしたい。

先ほどありましたように、皆さん方が計画され

ている林務行政とマッチしていればなおいいと

思うんですけれども、当座、この２～３年間で

もしのげることが大事になろうかと思いますの
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で、ひとつ取り組み方をよろしくお願い申し上

げたいと思います。

今、先生のおっしゃった○飯田環境森林課長

趣旨を踏まえまして、部としても取り組んでま

いりたいと考えております。

有害鳥獣対策と鳥獣保護対策、相○蓬原委員

反することを同じ課でやっているわけですけ

ど、鳥獣保護というのは、さっきありましたよ

うに、レッドデータブック等々の関係で絶滅危

惧種の鳥獣を保護しようとかあるんでしょう

が、この考え方を明確に教えてもらいたいなと

思うのは、有害鳥獣対策、今度、２月15日まで

の猟期が３月15日まで延びたんですかね。イノ

シシが多いからなのかシカが多いからなのか。

その辺も含めて、保護すべき鳥獣と、駆除すべ

き有害として指定する鳥獣との考え方の違い。

名前がわかれば、特に有害鳥獣というのは今の

ところ３つでしょうか、そのあたりの考え方を

明確に教えてほしいんですが。

一般的に有害鳥獣として○飯干自然環境課長

農作物に大きな被害を与えているのが、猿、シ

カ、イノシシ、それから鳥ではカラスです。最

近ではカワウ、ヒヨドリです。

県では、どのくらい生息しているかというこ

とで、猿とシカとイノシシについて生息調査を

やるんですけど、イノシシの場合は生息数の把

握の方法が決まっておりません。シカの場合

は、ふん粒法ということで、実際にシカのふん

をあるブロックに分けてやっているんですけ

ど、１キロメートル四方に５頭以上生息してお

れば捕獲を促進してやっていくと。公園とか自

然公園は守る地域ということで、１キロメート

ル四方２頭を目安にしております。それから猿

については、今、県央地区と県北地区で群れと

個体数の調査をやっております。21年度は県南

地区をやるんですけど、頭数がはっきり見えて

きますと、どのくらいが適正かという計画をつ

くっていく必要があると考えております。以上

です。

有害鳥獣という定義は、農作物、○蓬原委員

あるいは木の芽を食べるとか幹を食べるとか、

人間様が収益を上げるものについて害を及ぼす

と。猿はシイタケをもぐとかいろいろあるわけ

ですね。カラスは生活に悪さをするというこ

と。カワウは川の魚を食べ過ぎるんでしょう

か。それとヒヨドリはなぜ害鳥なのか。その辺

のところを教えてください。

順番が前後するかもしれ○飯干自然環境課長

ません。カワウは、淡水漁業組合がアユを放流

されますけど、それを一網打尽で食べてしまう

ということで、県下全域ではございませんけ

ど、特に五ヶ瀬川あたりで多いようです。ヒヨ

ドリは、冬に渡り鳥でやってきますけど、ミカ

ンなどのかんきつ類、白菜、冬にとれる野菜類

の被害が多いと言われております。

人間の生活保全のためということ○蓬原委員

ですね、平たく言えば。

鳥獣保護、レッドデータブックとの兼ね合い

もあるでしょうが、宮崎県として一番やるのは

キジとコシジロヤマドリということですね。そ

のほかに何かあるんですか。

特にこれ以外に保護をし○飯干自然環境課長

なくてはいけないのは考えておりません。

今、温暖化がどんどん進んでいま○蓬原委員

して、渡り鳥がそのまま居ついてしまうとかい

ろいろ問題があるようですね。温暖化によって

だんだんと生態系が変わってきて、害獣になる

ような生態系の狂いみたいなのが起きないよう

に、今考えておかないといけないことというの

はないんでしょうか。
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日本全国で考えるべき問○飯干自然環境課長

題であろうかと思いますけれども、宮崎県で

は、指定希少野生動植物ということで42種類の

植物と動物をとったらいけないよとしていま

す。その中ではニホンカモシカ、ヤマネ、鳥類

ではコアジサシ、ヤイロチョウ、両生類では

ベッコウサンショウウオ、それから河口におり

ますアカメという大きな魚、それからサダミマ

イマイという７種類の動物を保護しておりま

す。

わかりました。○蓬原委員

ちょっと目を転じて海ですが、サンゴ礁対策

をやっておられますね。サンゴ礁保全事業補助

金40万、これはどういう事業をやるかというこ

とと、一般的に環境森林部でやっておられるこ

とで、山、内陸が主ですよね。海の水質、ある

いは不法投棄でも地上だったら目につきます

が、海というのはわかりづらいわけですよね。

このあたりの環境森林部として、行政上は海に

ついてはどういう配慮をしておられるんです

か。これは農政水産部なんでしょうか。海の環

境、例えば水質保全というときに、川の水質、

地下水についても監視されてますよね。海の水

質、このあたりはどうなっているか。

海についても、陸から影響○堤環境管理課長

を与えるような区域については、ＡとかＢとか

類型指定をして常時監視をしております。

サンゴ礁につきまして○飯干自然環境課長

は、南郷町で事業をやっています。サンゴを食

害するヒメシロレイシガイダマシという種類が

あるんですけど、これをダイバーが年間20～30

キロぐらい採取して保護に努めております。

さっき聞けばよかったんですが、○外山委員

ここで聞きます。針葉樹を植え過ぎたという反

省から、広葉樹をまぜていく必要があるという

ことで、そういう方向に行っておるんですが、

将来、針葉樹と広葉樹の割合はどのくらいが理

想的と考えておられますか。

今、61％ぐらいが人工林○徳永森林整備課長

になっておると思いますが、昨年、森林整備指

針をつくりまして、山の尾根の乾燥したところ

については広葉樹に戻して、中腹あたりを人工

林にしていったときに42～43％が針葉樹になる

という試算はしたんですが、将来、広葉樹と針

葉樹を幾らにするという目標は掲げておりませ

ん。指針に基づいてやった場合42％ぐらいだっ

たと記憶しております。

森林崩壊というか災害が多く起○外山委員

こっておるところが、急斜面に針葉樹を植えた

がために、根が下にいかずに起こってきたとい

うのが実例としていっぱい出てますね。今後、

急傾斜の針葉樹を伐採したときに広葉樹にして

いく。例えば民間の方がまた針葉樹を植えよう

とするようなときに、県としては、強制力はあ

りませんが、何らかの方向づけをしないと混交

林がきちっとできていかないと思うんですが、

そこ辺のところはどういうふうにお考えです

か。

そういうこともございま○徳永森林整備課長

して、先ほど森林環境税のお話が出ておりまし

たが、災害の起こりやすいところとかダムの上

とか人家裏を中心に、森林環境税を使いまして

広葉樹に転換していこうということで実施して

おりまして、平成20年度は56ヘクタールの森林

を切った後、広葉樹に転換しました。今後災害

が起こりそうなところにつきましては森林環境

税を使ってこういう転換をしていきたいと思っ

ていますが、最終的に、自分の山に杉を植える

のか広葉樹にするかというのは、個人のもので

すから、そこは理解を求めていくしかないなと
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いうふうに考えておるところです。

例えば広葉樹をシイタケのほだ木○外山委員

なんかに使われる方はいいだろうけど、広葉樹

を植えても金にならない、将来は杉の木のほう

がいいと思えば、杉を植えられると思うんです

よね。そこのところの調整というか、そこ辺は

非常に難しいと思うんですが、県の考え方を

しっかり山林所有者に理解してもらう努力とい

うのが、これから大事になってくるんじゃない

かと思うんです。

今おっしゃったような考え方○森計画指導監

がございますので、県としましては、森林を水

土保全林と森と人との共生林、資源循環林と３

つに区分しておりますが、今、資源循環林が大

変多くなっておりまして、いわゆる杉、ヒノキ

の人工林が64％ぐらいになっておりますけれど

も、将来的にはこれを46％ぐらいに落としてい

きまして、水土保全林とか森と人との共生林を

順次ふやしていくように、政策的に誘導してい

こうと考えております。

参考までにお聞きをしたいんです○外山委員

が、山で木を切ったときに使えない木が大分あ

ると思うんです。今、パルプ材として使われて

おるんですか。

従来、広葉樹がよ○楠原山村・木材振興課長

くパルプ材に使われておりましたが、今は、も

ちろん広葉樹も出ておりますが、非常に県内か

らの広葉樹のパルプは減少しております。た

だ、今技術が上向いて、針葉樹からもたくさん

紙をつくっています。宮崎からは針葉樹パルプ

を相当、熊本の製紙会社、あるいは四国に出荷

されております。

製紙メーカーによって、針葉樹を○外山委員

使うメーカーと針葉樹をほとんど使わないメー

カーがあると聞いておりますが、日南の王子製

紙は針葉樹を使うメーカーですか。

王子製紙の日南工○楠原山村・木材振興課長

場は、広葉樹を使って非常に上質な紙をつくっ

ていらっしゃいまして、杉などの針葉樹は使っ

ておりません。

杉、ヒノキをパルプに使う場合○外山委員

は、熊本の日本パルプに行ってるんですか。

私たちが今聞いて○楠原山村・木材振興課長

いますのは、針葉樹は、八代の十條製紙、それ

から四国のほうで王子製紙絡みのところもつ

くっていらっしゃると聞いております。

針葉樹はもともとはパルプ材とし○外山委員

て使ってなかったですね。針葉樹を使う特別な

技術というか特許というか、そういうものがメ

ーカーによってはできてきたということです

か。

今申し上げたのは○楠原山村・木材振興課長

杉のことなんですが、松材はよくパルプ材に使

われておりまして、広葉樹と針葉樹は繊維の長

さが違うと言われていまして、強度を必要とす

るものとか、使う樹種が違っております。特に

日南工場は、広葉樹と、オーストラリアのユー

カリがたくさん入ってきていると聞いていま

す。

杉なんかをパルプの原料として○外山委員

持っていった場合、お金になっているんです

か。

現在、トン当た○楠原山村・木材振興課長

り3,700～3,800円という値段で取引がされてお

ります。大手の製材工場は、柱をとった残りの

３割ぐらいはパルプになっていくんです。丸太

を１立方買ってきまして、６～７割が製材品に

なって、残り３割はパルプである程度引き取っ

てもらう。それでも使えない分は燃料とかに

なっていくんですが、パルプで安定的に取引さ
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れるというのは大きくなっております。

この議会ではパルプ材としての議○外山委員

論というのはほとんどしたこともなかったし、

聞いたこともなかったんですが、結構プラスに

作用しておるというのを、きょう始めて聞きま

した。結構です。

221ページですけど、木のある暮○蓬原委員

らし創出推進事業、「木育」という言葉が使っ

てありまして、私は初めて見ました。難しい内

容を聞くんじゃないんです。「食育」という言

葉が、今、法律ができたりしてかなり浸透して

きました。ここにきて「木育」という言葉、目

新しい言葉として印象に残ったものですから、

木育という言葉でいろいろやっていくというの

はいいんじゃないかなと感じましたので、食育

に対抗するわけじゃないんだけど、もっといろ

んなところで木育という言葉を使って、そのこ

とで木の需要拡大を図っていくみたいなことが

いいんじゃないかと思ったので、部長の壮大な

考えがあればと思ったんですが、突然ですから

……。食育に対する木育。

木育という言葉ですが、○髙柳環境森林部長

県産材の需要拡大というのは、本県はこれだけ

の豊富な資源がありますので、これをいかに有

効に活用して、本県の経済力あるいは林業、そ

れが山村地域の振興につながるかということ

で、資源をいかに活用するかというのは大きな

課題になっております。新エネルギーの問題に

してもそうですし、バイオマスにしてもそうだ

ろうと思うんですが、ある意味ではキャッチフ

レーズという視点も今後検討していく必要があ

るかなと思っています。今後、木育もひとつ大

いに参考にさせていただいて取り組んでいきた

いと思っております。

先ほど蓬原委員から御質○飯干自然環境課長

問がございましたシカの捕獲のことなんですけ

ど、私、勘違いをしておりましたので、訂正さ

せてもらってよろしいでしょうか。

目標の生息密度を、保護を優先する地域、例

えば国立公園、国定公園、鳥獣保護区では１キ

ロメートル四方５頭をめどにすると。それから

農用地や林業地、いわゆるシカをコントロール

する地域を１キロメートル当たり２頭として、

被害の防除、生息環境の管理、個体数の管理を

やっていくというふうにしております。訂正さ

せていただきます。

先ほど八代の工場○楠原山村・木材振興課長

を十條製紙と言いましたが、日本製紙です。申

しわけございません。

韓国向けの輸出が２倍になっ○黒木副委員長

てきたということですけれども、今の経済状況

によって、細島港に行きましたら、ぴたりと輸

出向けがとまったという話を聞きました。それ

から中国木材の進出に関しましても時期がはっ

きりしないような状況になってきました。これ

は景気の状況によってはまた新たなスタートが

切られるのではないかと思うんですけれども。

有馬先生にお尋ねしたいと思いますけれど

も、将来的に住宅着工戸数も減少するというこ

とが予想されております。いろんな使用方法を

含めて、杉の将来性、可能性について、お考え

をお伺いしたいと思います。

杉の将来性○有馬木材利用技術センター所長

ということでございますけれども、資源問題が

基本にございます。この資源問題が、ただ単に

木材という資源だけではなくて、エネルギー問

題なんかとも絡んできているわけであります。

そういうことを考えますと、少なくとも、木材

資源というものを持っている日本、特にこの宮

崎の役割というのは、資源の一番重要な位置づ
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けに位置していると思っております。そういう

点では、経済的に厳しい状況があることは十分

考えられることでありますけれども、少なくと

も資源という視点から考えますと、この重要さ

というのは落ちることはないだろうというぐあ

いに考えられます。

そのときに、どういったところから影響が出

てくるかということは、現在の場合には、どう

しても国際的な問題、景気の問題でかなりいろ

んなものが厳しさを生じていることも事実であ

ります。ただ、いま一度考えなくちゃいけない

視点は、資源というものを見据えて考えなくて

はいけない時代に入ってきていると思っており

ます。

そういうことから考えますと、木材資源が生

産できる場というのはそう多くないんです。特

に宮崎、南九州の位置づけというのは、日本国

内においても極めて重要な資源の位置づけにあ

る。またそういう土地を持っているということ

だと思いますし、現実にその実力があった。そ

れは幾つかの理由がありますけど、気象条件が

ありますし、土地の条件があります。もう一つ

は、そこを維持してきた先人たちの知恵という

のがここにはあった。しかもそれを生かすため

にやってきた、例えば林道の整備などを考えま

すと、かなり大きな役割をこの宮崎は持ってい

ると思っております。

それがどういった展開をするかといったとき

に、今後、住宅着工は当然減ってくると思いま

す。人口も減ってまいりますし、空き家が15％

ぐらいありますので、住宅着工という点から考

えますと徐々に減ってくることだけは間違いな

いです。ただ、それでは建築が本当に厳しい状

況にあるかとなりますと、決して皆さん方がい

い居住環境を求めることをあきらめたわけでは

ありませんので、まだまだ居住環境としては上

げなくてはいけない状況にあろうかと思いま

す。そういったときに、居住環境を上げる場合

の資材として考えて、しかもその資材が持続性

を持っているかどうか。それからエネルギー、

地球環境問題などを総合的に考えたときに、木

材の位置づけというものが下がることは恐らく

ないだろうと思います。そのときに、どういっ

た手だてをもって商品として提供できるか。こ

れが山側あるいは木材側の果たすべき役割では

なかろうかと思っております。

そういう点では、住宅だけではなくて、現

在、宮崎でも非住宅の建築物に木造建築が展開

してきておりますし、土木なんかも展開してき

ております。先ほど例がありましたけれども、

韓国ではむしろ杉は非住宅で受け入れられてい

るという状況でございます。そういうことを考

えますと、木材の位置づけというものが、私は

木材利用技術センターというところにおります

ので、ひいき目かもしれませんが、決してひい

き目ではなくて、木材推進、木造推進というこ

とが 御承知のとおり、最近、長期優良住宅―

普及促進法ができましたが、あの中でも、木

材、特に国産材の利用を推進しようというのが

全会一致で認められて始まっておりますので、

そういうことから考えますと、資源として非常

に重要な位置づけになると思いますし、宮崎、

特に南九州が果たす役割というのは極めて大き

いだろうと思っております。

副委員長の質問に関連して伺いま○松田委員

す。宮崎県が有する知的財産権ですが、先ほど

先生がおっしゃった木材利用技術センターが

持っていらっしゃるんでしたか、過去に特許取

得をしたものが幾つぐらいございますでしょう

か。
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15だと思い○有馬木材利用技術センター所長

ます。

その中で、実際経済効果を生んで○松田委員

いるような事例はありますでしょうか。

これは大変○有馬木材利用技術センター所長

重要な御指摘だろうと思っておりますが、た

だ、私どもの特許取得の目的には幾つかござい

ます。その中で特に重要なのは、木材を使う場

合の展開をどこかがやるときに、邪魔しないよ

うに、あるいはとられないようにというプロテ

クトの意味というのは非常にございます。した

がいまして、それで直接経済効果を生むという

よりも、むしろ、何かをやられたときに、えら

くお金になってしまったと。ところが、私ども

のところがとってなかったがために、皆さんが

不利益をこうむることがないように、こういう

パテントが非常に多うございます。したがいま

して、直接、工場を始めるというのは比較的少

ないような感じがいたしております。

具体的な例を申し上げますと、最近出してい

る私どものパテントの中には、今まで廃棄物的

に扱われていたものを生かすというような、例

えば杉を乾燥するときに蒸気として捨てている

やつがございますが、その中から杉のにおいの

成分を取り出す、それを使って新しい製品をつ

くる、こういうようなものもあります。これは

今まで捨てていたものに役割がある。積極的に

使っていこうというパテントの類に相当します

のは、接合関係です。木材をつなげる関係のも

のは、展開をしようというパテントだろうと

思っております。独占するためではなくて、む

しろ皆さんに使っていただくために出している

ものが多いと御解釈いただければと思っており

ます。

先ほどの杉の精油、以前新聞で、○松田委員

ゴキブリの忌避剤の可能性があるというのを見

ましたが、そういったものを使っての消臭剤と

か、伊豆大島がやっております和菓子の原料と

しての桜の葉っぱ、あるいは千葉県だったと思

いますが、日本のイチョウの葉が米国の製薬企

業から高値で取引されている、あるいは高知県

の葉っぱビジネス等々ありますので、建築材と

して需要が望めないのでしたら、身近なところ

で研究等々進めていただきたい、このように要

望いたします。ありがとうございます。

ほかにございませんか。○宮原委員長

それでは、ないようですので、その他で何か

ございませんか。

先ほどいただいた資料について伺○野辺委員

いたいんですが、外山委員からもありました

が、広葉樹のチップ材が大量に入ってますが、

丸太、製材品、合板のほかチップ材は別という

ことですね。これは木材だけということです

か。

そのとおりです。○楠原山村・木材振興課長

チップは19年で丸太換算で約2,550万立方ほど

入っております。8,000万強の中の2,500万立方

は外国からのチップ、紙用が入っております。

北洋材はロシア材が大半だと言わ○野辺委員

れました。米材とか南洋材はずっと減ってきて

おりますが、丸太で考えてみますとロシア材は

余り減っていません。そこで、先ほど申し上げ

たんですが、ロシア材の関税が近く80％に引き

上げられると、ほとんど入ってこないという記

事を読みました。そうなると国産の自給率が一

挙に30％を超えてしまうということになると、

日本の自給率の面から価格等で相当な変化が出

てくると思うんですが、その辺の諸外国の関税

についての見通しは、林務次長さんにお聞きし

たいんですが、わかりませんかね。
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諸外国の関税○寺川環境森林部技術担当次長

はわからないんですが、北洋材（ロシア材）に

つきましては、御指摘のように、本来であれ

ば、この１月に針葉樹丸太を80％に引き上げる

ということが１年間延期をされたということ

で、そのアナウンスが大分きいておりまし

て、20年につきましてはかなり減少してきてお

ります。したがいまして、ロシア材について

は21年度以降もかなり減っていく形になるだろ

うと思われますが、かわりにといってはなんで

すが、円高が進んだときもありまして、今、若

干おさまっておりますが、特に欧州材の製品と

かホワイトウッド、レッドウッド等がどんどん

入ってくるような情勢になってきておりまし

て、なかなか国産材時代が素直に来ないという

中で全体の需要が減っていくということで、課

題がいろいろあるという状況は引き続きあるか

と思います。

関税はロシアでは大きく変わっております

が、他国ではそんなには大きく変わっていない

んじゃないかと思います。

まだなかなか厳しい状況にあると○野辺委員

いうことだと思うんです。わかりました。

先ほどの針葉樹のチップは、福島の港からも

八代に送っておるんですが、これとおが粉の割

合はどんなになってるんでしょうか。畜産の関

係で。

おが粉の量は把握○楠原山村・木材振興課長

しておりません。基本的には、製材工場で製材

する段階でできるおが粉のほとんどは畜産農家

に行っていると言われています。つい最近です

けど、高原町かどこかだったと思うんですが、

のこくずの需要が非常に高まっているものです

から、余り使われていない安い材とか製材工場

の端材、板切れを買ってきて、わざわざのこく

ずをつくって販売されているところもありま

す。つい先般も、相当の融資を受けられまして

１万立方単位での増産体制にしてのこくずをつ

くるところもあります。ちょっと古いデータ

で16年のデータですが、県内では７万4,000ト

ンぐらいおが粉が生産されております。

大きな工場ではないと思うんです○野辺委員

が、県内には端材をおが粉にする工場があちこ

ちあるんですよね。だから、杉材のチップとの

比較、チップが3,000何ぶとか言われましたよ

ね。おが粉はどれぐらいになるのか。また教え

ていただきたいと思います。

次長の話でも、国産材時代の到来はなかなか

厳しいという見通しでもあるようでありますけ

れども、近い将来に国産材時代が来るというこ

とを期待しながら、ひとつ林業行政に取り組ん

でいただきたいと思っております。

一点だけ。山の売買というか権利○蓬原委員

移動が、県内は傾向としてどうなっているかを

知りたいんです。田舎におりますと、代々移っ

てきて権利も錯綜して、だんだんと地元にいな

くなって、中には自分の山がどこにあるかさえ

知らない、持っていることさえ知らない。そう

いうことがあって権利移動ができにくいという

状況があります。一方では、私どもの身近なと

ころでは、島津山林という殿様の大きな山が

あって、何千ヘクタールという山が売買をされ

たと。総合農林とかいう東京のほうの会社のよ

うですが、将来的には炭酸ガスの排出権取引等

の関係があって、企業が山を買う傾向にあるや

に聞いています。地元で心配されたことは、将

来、外国の企業が山を買えるのか。極端なこと

を言えば、中国は大変なバブルでしたけど、中

国の企業が、自分のところは山がない、今伐採

に歯どめをかけている。日本の山を買う。その
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ときどうなるんだ。責任がないから山が物すご

く荒れるんじゃないか等々心配があったんで

す。農地の場合は農地法でしっかり守られてい

るし、５反歩以上の農業者台帳を持たないと買

えないというのがありますから、日本人じゃな

いと買えないということになるんでしょうけ

ど。

質問の第１点は、山の権利移動、売買という

のがどういう状況に宮崎県はあるのかというこ

と。島津山林に端を発したことで、山が安い中

で、山を持っている企業や地主さんが大変な赤

字を出したり、お金にならない。山づくりも金

がかかる、売ってしまおうというようなこと

で、大きな取引がされてしまうことが傾向とし

てある。それにＣＯ の排出権取引等々が絡ん２

できた場合に、日本の場合、外国籍の企業が山

は買えるのか。農地は買えませんよねという話

なんです。その辺の法的なことと、２点教えて

いただくとありがたい。

売買の状況で○寺川環境森林部技術担当次長

すけれども、大きな売買が幾つかあったという

のは聞いておりまして、今おっしゃったように

島津山林が日本総合農林に買われたというのも

聞いております。あとは、個人で伐採をすると

きに、素材生産業者に山の立木を売るわけです

けれども、土地ごと買ってくれということで、

素材生産業者の一部に集積がされていると。そ

の業者は、植えて次世代の山をつくる場合が多

いので、それは森林資源としてそんなに心配す

る状況ではないと、大ざっぱに考えておりま

す。

外国については、勉強しないとわかりません

けれども、今のところは規制があるとは聞いて

おりませんが、外国の企業が買ったという事例

も聞いたことはございません。

例えば、長崎県の対馬、釜山から○蓬原委員

大変近い。あそこから釜山の火が見えるところ

ですが、今、竹島とかいろいろ絡んで、対馬も

韓国領だと言い出して、ただでさえも韓国から

来られている方は非常に多いし、交流もあるん

だそうです。文化的にも過去影響を受けてい

る。最近は韓国の人たちが対馬に宅地を買って

いるのかどうか、そこまではわかりませんが、

だんだんと土地を買い占めて、そのうちここは

韓国領だと言い出すんじゃないか、そういう説

もあるんで、もし日本の山を外国の企業が買い

あさり始めたときに、先ほど、宮崎県の山は安

全だ、安心だ、将来性があるんだと言いなが

ら、実際はそこを収奪していく外国の企業が

買った場合に、果たしてそれが宮崎県のために

なるのかなということがあるので、ぜひそこ辺

は調べていただいて教えていただくとありがた

いと、希望しておきたいと思います。

エコクリーンプラザ問題でお伺い○松田委員

いたします。今回の議会でも、公社理事長の告

訴、県の告発ということで大変物議を醸したん

ですが、きのう宮崎市議会のほうで、宮崎市か

ら公社のほうに派遣している職員を３年ぐらい

をめどに順次引き揚げるというような答弁が

あった、このように新聞報道を見ました。これ

が本当に引き揚げということになったら、エコ

クリーンプラザの運営にどのように影響を及ぼ

すのかお伺いいたします。

宮崎市から派遣職○道久環境対策推進課長

員、現在７名いらっしゃいます。以前から、宮

崎市のほうとしては、運転が始まった場合には

市の派遣職員を減らしたいという意向は持って

いらしたということは、我々のほうも承知いた

しております。先般もそういうお話を宮崎市の

ほうからお伺いをいたしました。ただ、私ども
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のほうとしては、現在、公社の運営体制をどう

するのかといったあたりが今後検討されると。

その検討を踏まえて対応を考えてもらいたい。

また、私どものほうとしても一緒に協議をさせ

ていただきたいというふうにお話を申し上げた

ところでございます。

市の答弁の根拠になったのが、他○松田委員

県の事例を調査いたしまして、他県の同等の施

設ですと、県とプロパーの構成で運営している

ということだったそうですが、県のほうがプロ

パーを養成するということも考えられるので

しょうか。

そのお答えをいたし○道久環境対策推進課長

ます前に、１つだけ申し上げておきたいと思い

ます。新聞報道によりますと、市のほうが調査

いたしまして回答いただいた14施設について、

ほとんどの施設が県とプロパーでやられている

というふうな報道だったと思いますけれども、

私どものほうが調査した結果では、指定センタ

ーとして指定されているのが19ございます。そ

のうち実際に稼働しているのが10でございま

す。その10につきまして きょう資料をお持―

ちしておりませんので正確なところは申し上げ

られませんけれども、ほとんどが産業廃棄物を

処理しているところ。一般廃棄物の許可は受け

ているんですけれども、現実的にはほかのとこ

ろで焼却されたものを持ち込んで最終処分して

いるような施設、または全く一般廃棄物の許可

を持っていないというようなところがほとんど

でございまして、その結果として、現実的には

県の職員と県ＯＢ、またはプロパーの職員で構

成されているところがほとんどであるというの

が、私どもの調査結果でございます。

それから、御質問のプロパーを育てていくか

どうかにつきましては、確かにその考え方もあ

ろうかと思います。ただ、問題として、私ども

が認識いたしておりますのは、エコクリーンプ

ラザにつきましては、15年間ということを地元

の方に御理解いただいてお話ししているところ

でございます。既に３年半経過いたしておりま

すので、今後、プロパー職員として雇ったとし

ても、その後どうなるのかといったあたりがご

ざいますものですから、そこらあたりも踏まえ

てこの問題については対応していかなければな

らないと考えております。

了解いたしました。ありがとうご○松田委員

ざいます。

いかんせん、次から次、この問題に関しまし

ては不安要素が出てくるものですから、県民、

市民が動揺、また新たな疑問を持たないよう

に、早くの対策とその広報のほう、徹底をお願

いしたいと思います。

ほかにございませんか。○宮原委員長

それでは、先ほどありました、その他の報告

事項の「予定価格の事後公表について」、まず

公共三部で一つの方向を示さないと次の委員会

に進めないと思っておりますので、農政水産

部、県土整備部と調整をしていただきまして、

あす10時から再開ということでよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、あす10時から引き続○宮原委員長

き委員会を再開いたしたいと思いますので、本

日のところは、以上で環境森林部を終了させて

いただきます。

執行部の皆様、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時51分休憩

午後４時54分再開
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委員会を再開いたします。○宮原委員長

あすの委員会は10時から、その他の報告事項

の結果をいただくということで再開したいと思

いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。

なお、所管する課のみが出席するということ

で、よろしくお願いをしたいと思います。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

何もないようですので、以上を○宮原委員長

もちまして本日の委員会は終了させていただき

ます。

委員の皆様、お疲れさまでした。

午後４時54分散会
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平成21年３月11日（水曜日）

午前９時59分再開

出席委員（９人）

委 員 長 宮 原 義 久

副 委 員 長 黒 木 正 一

委 員 外 山 三 博

委 員 坂 口 博 美

委 員 蓬 原 正 三

委 員 野 辺 修 光

委 員 満 行 潤 一

委 員 松 田 勝 則

委 員 長 友 安 弘

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 髙 柳 憲 一

森 山 順 一環境森林部次長
（ 総 括 ）

寺 川 仁環境森林部次長
（ 技 術 担 当 ）

飯 田 博 美部 参 事 兼
環 境 森 林 課 長

計 画 指 導 監 森 房 光

自 然 環 境 課 長 飯 干 利 廣

森 林 整 備 課 長 徳 永 三 夫

山村・木材振興課長 楠 原 謙 一

木材流通対策監 河 野 憲 二

工 事 検 査 監 濵 砂 金 徳

農政水産部

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

西 田 二 朗農政水産部次長
（ 総 括 ）

伊 藤 孝 利農政水産部次長
（ 農 政 担 当 ）

太 田 英 夫農政水産部次長
（ 水 産 担 当 ）

岡 崎  博
部 参 事 兼
農 政 企 画 課 長

郡 司 行 敏農 水 産 物
ブランド対策監

地域農業推進課長 上 杉 和 貴

担 い 手 対 策 監 山 内 年

営 農 支 援 課 長 吉 田 周 司

農業改良対策監 佐 藤 吉 史

消費安全企画監 八反田 憲 生

農 産 園 芸 課 長 串 間 秀 敏

畜 産 課 長 押 川 延 夫

家畜防疫対策監 山 本 慎一郎

農 村 計 画 課 長 原 川 忠 典

国営事業対策監 桐 山 和 人

農 村 整 備 課 長 矢 方 道 雄

工 事 検 査 監 西 重 好

水 産 政 策 課 長 桑 原 智

漁港漁場整備課長 那 須 司

漁港整備対策監 今 西 宏 美

総合農業試験場長 村 田 壽 夫

県立農業大学校長 米 良 弥

畜 産 試 験 場 長 荒 武 正 則

水 産 試 験 場 長 関 屋 朝 裕

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 大 野 誠 一

政策調査課主査 坂 下 誠一郎

委員会を再開いたします。○宮原委員長

予定価格の事後公表について、再度執行部の

説明を求めます。

昨日、委員会報告事項の○徳永森林整備課長

予定価格の事後公表につきましては、委員会で
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の御指摘を受け、公共三部で検討を行いまし

て、検証に不十分な点がありましたことから、

一部内容を見直し、委員会資料の21ページを差

しかえさせていただくことにいたしました。

その内容でありますが、２の試行の検証の

（１）積算せずに入札する業者等の排除を「入

札の状況」ということで状況だけをあらわすこ

とに改めるとともに、その下の建設工事の上段

の丸につきましては、積算せずに入札するよう

な業者の排除に一定の効果が認められるという

表現をしておりましたが、この表現につきまし

ては削除いたしまして、報告とさせていただき

たいと思います。以上でございます。

説明が終了いたしました。○宮原委員長

委員の皆様から質疑はございませんか。

それでは、訂正いたしま○徳永森林整備課長

した内容につきまして、もう一度説明をさせて

いただきます。

委員会資料の21ページをごらんください。訂

正する前ですが、２の試行の検証の（１）のタ

イトルが「積算せずに入札する業者等の排除」

がどうだったかということを検証するというこ

とでタイトルをうたっていましたが、これを

「入札の状況」という表現にしております。そ

の下の「建設工事」、差しかえ前は、「事後公

表価格帯においては、予定価格超過の者が増加

しており、積算せずに入札するような業者の排

除に一定の効果が認められる」と報告いたしま

したが、今回、訂正いたしまして、「事後公表

予定価格帯においては、予定価格超過の者が増

加している」ということで、今後時間をかけて

内容について検証していきたいと考えておりま

す。以上でございます。

再度、丁寧に説明をいただきま○宮原委員長

したが、差しかえの分、御理解いただいたで

しょうか。

では、質疑があれば出していただきたいと思

います。特段ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

ないようでありますので、以上○宮原委員長

をもって環境森林部を終了いたします。

執行部の皆様には御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時３分休憩

午前10時12分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

当委員会に付託されました平成21年度当初予

算関連議案等について、部長の説明を求めま

す。

おはようございます。農○後藤農政水産部長

政水産部でございます。よろしくお願いいたし

ます。

座って説明をさせていただきます。

それでは、早速でございますけれども、お手

元の環境農林水産常任委員会資料を１枚お開き

いただきまして、右側の説明項目をごらんいた

だきたいと思います。今議会にお願いしており

ます平成21年度当初予算に係る議案等について

でございますが、Ⅱにございますように、本

日、農政水産部からは、議案といたしまして、

議案第１号から72号までの７件と、委員会報告

事項２件を予定いたしております。

それでは、議案第１号から11号までにつきま

して、部全体の概要につきまして御説明させて

いただきます。

資料をめくっていただきまして、１ページを

ごらんいただきたいと思います。説明項目のⅠ

の部分でございますけれども、「平成21年度農

政水産部予算編成の基本的な考え方」を先に御
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説明申し上げたいと思います。平成21年度の当

初予算編成に当たりましては、農水産業・農漁

村を取り巻く情勢及び課題等について、１及び

２のところで整理いたしておりますが、農政水

産部といたしましては、３にありますように、

本県農水産業を取り巻く「向かい風」と「追い

風」を的確にとらえながら、高コストに耐え得

る収益性の高い生産構造へ転換していくため

に、１つには、環境・人・技術・農地をフルに

活用しながら、２つには、原点に立ち返りまし

て、生産現場に軸足を置いた機動性のある産地

対策を実行することによりまして、農水産業者

の所得向上と生産拡大を進めまして、これによ

り農水産業を核とした地域経済の活性化を図る

ことを基本方針といたしております。

右側、２ページになりますが、具体的な取り

組みといたしまして、中段にございますよう

に、１つ目には、所得向上につながる生産・流

通販売システムの構築による農水産業の収益性

の向上を図りますために、具体的には、その下

に掲げてありますように、みやざきブランド対

策の強化、流通・販売等の改革や農商工連携の

一層の強化、農業法人等の経営力強化や他産業

の参入を促進してまいります。

２つ目には、地球温暖化への対応と自然エネ

ルギーの有効活用による環境負荷低減のため

に、１つにはハウス暖房等において脱石油型エ

ネルギーへの転換や、本県に大量にある木質、

畜ふんなどのバイオマス資源の活用を促進して

まいります。

３つ目には、輸入資源への依存度を低減し、

食料供給力をさらに強化しながら食料自給率向

上に貢献するために、具体的な取り組みとして

は、飼料米や米粉の生産拡大、水田裏等をフル

に活用した農産物の生産拡大、さらには食物残

渣等のエコフィードの利用促進を進めてまいり

ます。

４つ目は、本県農業・農村の基盤を支える人

材、土地などの農業資源を有効に活用していく

ために、担い手づくりや多様な人材の活用を

図ってまいりたいと考えております。２番目に

は、総合的な人づくり、具体的には、みやざき

モデルの食育あるいは地産地消の推進等の応援

団ということになろうかと思っております。３

番目には、優良農地の面的利用集積と耕地利用

率の向上を進めてまいりたいと考えておりま

す。

さらに、一番下の段に、各施策の柱ごとに関

連します平成21年度の主な新規事業を列記いた

しております。お目通しいただきたいと思いま

す。

１枚めくっていただきまして、３ページをお

開きいただきたいと思います。第六次宮崎県農

業・農村振興長期計画及び宮崎県水産業・漁村

振興長期計画に位置づけられました、柱ごとの

重点推進分野をお示しいたしております。

４ページをごらんいただきたいと思います。

平成21年度当初予算についてでございます。

（１）平成21年度歳出予算課別集計表につきま

しては、その上に掲げております、議案第１号

「平成21年度宮崎県一般会計予算」から議案

第10号、11号、72号「平成21年度宮崎県一般会

計補正予算（第１号）」を一括してこの表に計

上いたしております。なお、上の４、議案第72

号につきましては、御案内のとおり、国の第２

次補正予算に伴う雇用・就業機会の創出のため

の予算として追加上程するものであります。

まず、この表でございますが、議案第１号の

一般会計予算につきましては、表の左側から３

列目、平成21年度とありますＡ欄の当初予算額
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の網かけをしております部分、一般会計の合計

の欄にございますように405億9,790万円をお願

いいたしております。また、議案第10号、11号

の特別会計予算につきましては、同じ列、Ａ欄

の下から２段目の合計欄にありますように５

億8,065万9,000円をお願いいたしております。

次に、議案第72号の一般会計の追加補正予算

等についてでございます。表の左から４列目Ｂ

欄、補正額の一般会計の欄にありますとおり、

地域農業推進課におきまして623万1,000円の増

額補正をお願いいたしております。この結果、

当初予算額と補正額を合わせました一般会計予

算額は、表の中ほどＣ欄、補正後の額の一般会

計の網かけしております合計の欄にありますよ

うに406億413万1,000円となり、対前年比95.7

％となっております。また、特別会計を合わせ

ました農政水産部全体の補正後の予算額は、一

番下の段の網かけの欄にありますように411

億8,479万円となりまして、対前年比95.8％と

なっております。

以下、ただいま申しました当初予算の詳細、

この資料の５ページ、６ページにあります債務

負担行為、７ページの議案第21号、８ページの

議案第27号、９ページの議案第35号、11ページ

からの委員会報告事項「これからの農業大学校

のあり方について」及び「予定価格の事後公表

について」につきましては、各課長から説明さ

せていただきます。

私からは以上です。よろしくお願いいたしま

す。

部長の概要説明が終了いたしま○宮原委員長

した。

これより、農政企画課、地域農業推進課、営

農支援課の審査を行います。農政企画課から順

次説明を求めます。

なお、委員の質疑は、３課の説明がすべて終

了した後にお願いをいたします。

農政企画課でございま○岡崎農政企画課長

す。

お手元の平成21年度歳出予算説明資料の青い

インデックスのところ「農政企画課」、281ペ

ージをお開きください。農政企画課の平成21年

度当初予算は一般会計のみで、23億660万4,000

円をお願いいたしております。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

めくっていただきまして、283ページをお願

いいたします。まず、一番下段の（事項）農業

情報・技術対策費の9,204万8,000円についてで

あります。めくっていただきまして、284ペー

ジの２の産学官連携による宮崎県農水産試験研

究機能発揮促進事業につきましては、産学官連

携による共同研究体制を整備し、より重点的、

戦略的な技術開発の加速化を図りますととも

に、現場ニーズに基づく緊急性の高い28件の研

究課題に取り組みますことにより、本県農水産

業の優位性の確立を図るためのものでありま

す。

次の新規事業、地域産業活性化を担う農畜水

産試験場機能強化事業は、本県の試験研究を担

う試験場と商業・工業関係者等とのマッチング

の場の設定、意見交換を行いますとともに、各

試験場で１週間の試験研究ウイークを実施し、

公開講座や体験講座などを開催するものであり

ます。

次に、その下の（事項）新農業振興推進費

の5,085万4,000円についてであります。２の地

球温暖化対応産地構造改革モデル実証事業につ

きましては、昨年６月、総合農業試験場内に設

置いたしました農水産業温暖化研究センターを
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中心に、産業界や大学などとの連携を進めなが

ら、温暖化影響緩和対策の実証やＣＯ 削減等２

に向けた温暖化防止対策などを実施することと

いたしております。

次に、３の新規事業、「農・水産業振興長期

計画」後期計画策定事業及び４の新規事業、農

業所得向上のための新たな農・食産業システム

構築事業につきましては、後ほど別冊の平成21

年度予算案の主な新規・重点事業説明資料で御

説明いたします。

次に、その下の（事項）新みやざきブランド

推進対策事業費の4,296万円についてでありま

す。３の新規事業、環境と健康に寄与するみや

ざきブランド新戦略構築事業につきましても、

同様に後ほど御説明いたします。

次に、最下段の（事項）総合農業試験場管理

費の２億7,928万6,000円から、めくっていただ

きまして、286ページの最後の（事項）農業研

究機能高度化推進対策費の60万3,000円までに

つきましては、総合農業試験場の本場外４支場

等における管理運営費用や試験場で行う試験研

究費用などであります。

それでは次に、お手元にお配りいたしており

ます「平成21年度当初予算案の主な重点事業等

説明資料」で御説明いたします。めくっていた

だき、目次の欄は、本日、各課長が御説明いた

します新規・重点事業の一覧を掲載いたしてお

ります。また、次の１ページから３ページまで

は、農業及び水産業の長期計画の施策体系に基

づき、その柱ごとに各事業を整理しており、網

かけの部分の事業が、次の４ページ以降の説明

資料となっております。

それではまず、４ページをお開きください。

事業名、「農・水産業振興長期計画」後期計画

策定事業についてであります。

１の事業の目的ですが、本県農水産業の総合

的な振興方向を示す長計ビジョンとして、平

成17年度に第六次宮崎県農業・農村振興長期計

画並びに水産業・漁村振興長期計画を策定して

おりますが、平成21年度に中間目標年次を迎え

ますことから、近年直面している課題等に対応

し、高コスト構造からの改革を図るため、後期

５カ年の指針となる後期計画を策定するもので

あります。予算額は652万4,000円で、事業期間

は平成21年度の１年間であります。

次に、事業内容でありますが、①から③に記

載してありますとおり、プロジェクト班を設置

し、農政審議会の諮問・答申、さらには農業者

等への意見聴取を実施するとともに、前期計画

の実績と課題を踏まえた分析・評価を行い、そ

の検証結果等を踏まえ、平成26年度を目標とす

る後期計画を策定することといたしておりま

す。

なお、具体的な策定スケジュールにつきまし

ては、次の５ページの下段に示しておりますけ

れども、当長期計画の改定につきましては、

「宮崎県行政に係る基本的な計画の議決等に関

する条例」に基づきまして県議会の議決が必要

でありますので、環境農林水産常任委員会にお

きまして、定例会ごとに適宜報告してまいりた

いと考えております。

次に、６ページをお開きください。事業名、

農業所得向上のための新たな農・食産業システ

ム構築事業についてであります。

まず、１の事業の目的ですが、他産業からの

多様な視点や革新的な技術を融合させた新たな

生産・流通システムへの構造改革を進めていく

ために、農業関係者以外の民間等も巻き込んだ

検討を行い、これまでの既成概念にとらわれな

い新たなシステムづくりの提言を行うものであ
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ります。予算額は386万円で、事業期間は平

成21年度の１年間を考えております。

具体的には、７ページの資料の左下にありま

すように、他産業からの新たな視点や革新的な

技術を導入するために、大学や経済界、流通業

界等の各界の専門家等で構成いたします「新た

な農・食産業システム検討会議」を設置し、今

後の本県農業の構造改革を進める上で、例え

ば、円の中心に列記してあります、生産技術、

販売流通、新産業創出等における新たな課題等

（円の中心よりちょっと外側）につきまして横

断的なプロジェクトにより検討し、「儲かる農

業改革プラン」を策定、農業者や関係機関、関

係業界等に対して提案することといたしており

ます。そして資料右側のように、次年度以降の

次のステージ２では、この改革プランに基づ

き、新たな発想、革新的な技術を取り入れなが

ら、産地の主体的な取り組みを促し、各産地に

波及していくことをねらいといたしておりま

す。また、ステージ３では、県の各施策の集中

による効果的な施策の展開により、もうかる宮

崎農業への構造改革を実現していきたいと考え

ております。

次に、めくっていただき、８ページをごらん

ください。事業名、環境と健康に寄与するみや

ざきブランド新戦略構築事業についてでありま

す。

１の事業の目的ですが、全国的に高まりつつ

あるみやざきブランドの認知度を生かした農産

物の有利販売による農家所得の安定確保に向

け、これまでに構築した残留農薬検査体制など

の安全・安心への取り組みをベースに、「環

境」と「健康」をキーワードとした新たな販売

対策の構築に取り組むことといたしておりま

す。予算額は1,182万5,000円で、事業期間は平

成21年度から23年度の３年間であります。

事業内容は、９ページの資料の下段にありま

すように、１の「機能性分析を活かした販売戦

略の構築」では、これまでの機能性成分の分析

結果を販売戦略に活用するため、表示方法や機

能性成分の含量確保のための栽培法の検討、さ

らには、今後新規に登録される農薬などの分析

手法の開発による安全・安心への取り組みを強

化してまいります。

次に、２の「環境貢献（ＣＯ 削減）をキー２

ワードにした販売戦略の構築」では、二酸化炭

素の排出量表示、いわゆるカーボンフットプリ

ントの導入を検討するなど、環境対策への取り

組みを消費者へアピールし、ブランド力の向上

に取り組んでまいります。またあわせて、安定

的な取引を確保するための契約取引の推進に、

関係団体と連携しながら取り組んでまいりま

す。

主な重点事業等については以上であります。

続きまして、「公の施設に関する条例の一部

を改正する条例」について御説明いたします。

提出議案第27号になりますけれども、内容につ

きましては、別冊の環境農林水産常任委員会資

料で御説明させていただきます。

委員会資料の８ページをお開きください。ま

ず、改正理由でありますが、当該施設は、現

在、南郷町に設置されておりますが、平成21年

３月30日の日南市、北郷町及び南郷町の合併に

伴い、施設の位置の表示を変更するものであり

ます。

改正の内容は、宮崎県総合農業試験場亜熱帯

作物支場及び宮崎県南那珂農業改良普及センタ

ーの位置を、「南那珂郡南郷町」から「日南市

南郷町」に変更するものであります。

施行期日は、合併期日であります平成21年３
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月30日であります。

農政企画課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

地域農業推進課でご○上杉地域農業推進課長

ざいます。

お手元の平成21年度歳出予算説明資料の287

ページをお開きください。地域農業推進課の当

初予算額は、一般会計で33億999万6,000円、特

別会計で１億6,795万9,000円、合わせまして34

億7,795万5,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

同じく、21年度歳出予算説明資料の289ペー

ジをお開きください。一般会計でございます。

まず、中ほどの（事項）農業会議・農業委員会

費１億4,765万2,000円についてであります。こ

れは、県農業会議や各市町村農業委員会が実施

する農地の利用調整や新規参入者、農業法人等

に対する指導活動促進のための国からの交付金

等であります。

次の（事項）青年農業者育成確保総合対策事

業費１億712万7,000円についてであります。こ

のうち、次のページの４農業大学校を核とした

農業・農村を支える人づくり総合事業は、農業

大学校を核として、消費者と生産者の交流促進

により、農業・農村及びその担い手の応援団を

育成するとともに、新たな就農意欲の掘り起こ

しに取り組み、チャレンジ精神のある、たくま

しい実践力を備えた人材育成の強化と、それら

の者の積極果敢な挑戦を支援するものでありま

す。

なお、後ほど、本事業に関連しまして、今後

の農業大学校のあり方について、報告事項とし

て御説明をいたします。

次の（事項）女性農業者育成総合対策事

業1,020万4,000円についてであります。これ

は、農業・農村の担い手育成・確保の観点か

ら、女性農業者を対象とした各種研修会の開催

等により資質向上を図るとともに、女性農業者

の経営参画を促進するなど、活気ある農業・農

村づくりの推進を図るものであります。

次の（事項）中山間地域活性化推進費10

億1,478万8,000円についてであります。これ

は、中山間地域等におきまして、農業生産の維

持を図りつつ農業・農村の持つ多面的機能を確

保するとともに、耕作放棄の防止を図るため、

集落等に対する直接支払い等を実施するもので

あります。

次に、（事項）農業経営構造対策事業費４

億519万円についてであります。これは、地域

の担い手となる経営体の育成・確保を図るた

め、生産・加工・流通等の施設を総合的に整備

するもので、平成21年度は宮崎市のトマトハウ

ス等５地区の実施を計画しております。

次に、（事項）担い手育成総合対策事業

費2,802万9,000円についてであります。291ペ

ージをごらんください。このうち、３の第58回

全国農業コンクール開催支援事業につきまして

は、本年７月に本県で予定しています第58回全

国農業コンクール全国大会の開催を支援するも

のであります。

次に、（事項）農業大学校費２億6,8 9 9

万1,000円についてであります。これは、これ

からの本県農業を担うすぐれた農業経営者や農

業指導者を養成するための研修教育や、県民の

農業に対する理解を深めるための体験学習等を

行うものでございます。

次に、（事項）構造政策推進対策費２

億3,000万9,000円についてであります。このう

ち３のみやざき優良農地面的集積推進事業と４



- 71 -

のみやざき発・業務用農産物生産拡大事業につ

きましては、後ほど別の資料で御説明をいたし

ます。

次に、（事項）農地保有合理化事業費６

億853万円についてであります。これは、農地

流動化の推進施策である農地保有合理化事業に

取り組む、県農業振興公社、ＪＡ等の農地保有

合理化法人の事業推進費及び事業に要する経費

であります。

次に、293ページをごらんください。農業改

良資金特別会計でございます。（事項）就農支

援資金対策費１億6,795万9,000円についてであ

ります。これは、就農希望者が新たに農業経営

を開始するために必要な資金を無利子により貸

し付けを行い、就農促進を図るものでありま

す。

次に、お手元の「平成21年度当初予算案の主

な重点事業等説明資料」で御説明いたします。

10ページをお開きください。宮崎優良農地面

的集積推進事業についてであります。

まず、１事業の目的ですが、農地の面的な利

用集積による規模拡大を推進するため、農地の

担い手への面的な集積を推進する面的集積組織

を全市町村に整備し、農地の利用集積や保全活

動を支援することとします。

具体的な事業内容につきましては、次のペー

ジの事業フロー図で御説明いたします。まず、

左上の１面的集積推進組織整備事業では、農業

委員会とＪＡ等農地保有合理化法人が一体的に

機能する①の「面的集積組織」を整備し、コー

ディネーターの配置や、②の県プロジェクトチ

ームによる活動支援を行います。

①の面的集積組織は、フロー図左下の２面的

集積基金事業で造成する基金を活用し、フロー

図右に示しております、新しい委任・代理方式

による農地の権利移動に取り組みます。具体的

には、面的集積組織が、例えば土地持ち非農家

や後継者のいない高齢農業者から農地の貸し付

け等について委任を受け、これらの者に代理し

て農地の利用者へ面的にまとまった形で貸し付

けを行い、仮にすぐに利用者が見つからない場

合には、ＪＡ等農地保有合理化法人が農地の保

全管理を行います。

次に、フロー図下の３基盤整備活用事業で

は、担い手への農地の面的な集積を効果的に進

めるため、①の新規基盤整備型の国営かんがい

排水事業地区等と、②の再整備型の、過去に基

盤整備を行ったものの分散錯圃が進んだ地区

や、園芸ハウスの団地化に取り組む地区を重点

地区として、土地改良区等の活動を支援するこ

ととしております。

続きまして、次の12ページをお開きくださ

い。みやざき発・業務用農産物生産拡大事業に

ついてであります。

まず、１事業の目的ですが、食品加工企業等

がＪＡや農業法人との提携や農業参入を進めて

いることを受け、多様な農商工連携の案件を具

体化する体制を整備するとともに、業務・加工

需要に対応できる農作業受託組織を育成するこ

ととします。

具体的な事業内容については、次のページの

事業フロー図で御説明いたします。フロー図上

段の産地育成推進事業では、本県が業務・加工

用需要に対応した戦略品目を選定するため戦略

品目検討委員会を設置するとともに、下段の農

業活性化ワンストップ窓口整備事業により、多

様な農商工連携を具体化する窓口を農業振興公

社に設置し、戦略品目検討委員会の事務局とし

て整備します。

次に、フロー図右側の生産組織育成支援事業
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では、①の支援事業により、実質的に水田を預

かっている農作業受託組織を、裏作を活用した

業務・加工農産物の担い手として誘導支援する

とともに、②の支援事業により、農業参入を志

向する建設業等と提携し、業務・加工農産物生

産に取り組む食品加工企業や農業生産法人の活

動を支援いたします。また、③のリース事業で

は、これら農作業受託組織が必要とする農業機

械や施設を県農業振興公社がリースする場合に

支援を行います。

次に、フロー図左側の契約販売促進事業で

は、食品加工企業等との新しい契約取引を拡大

していくために、農業団体と農業法人等が連携

した販売ロットの確保や施設等の共同利用活動

を支援するとともに、商談会や商品開発、試験

販売等を支援することとしております。

次に、資料がかわりまして、お手元の「環境

農林水産常任委員会資料（当初）」の５ページ

をお開きください。地域農業推進課から１件の

債務負担行為をお願いしております。表の一番

上の欄ですが、県農業振興公社が農地保有合理

化事業による農地取得等を行うために必要な資

金を金融機関等から借り入れるため、損失補償

として５億2,200万円を限度に債務保証を行う

ものであります。

続きまして、資料がかわりまして、お手元の

「平成21年２月定例県議会提出議案（議案第72

号）」の51ページをお開きください。地域農業

推進課の追加補正予算額は、一般会計で623

万1,000円の増額補正をお願いしております。

この結果、追加補正後の地域農業推進課の特別

会計も含めた合計予算額は、一番上の右から３

番目の欄ですが、34億8,418万6,000円となって

おります。

具体的な事業内容は、大変恐縮ですが、もと

の資料の「環境農林水産常任委員会資料（当

初）」の10ページをお開きいただきたいと思い

ます。宮崎農商工連携力調査事業についてであ

ります。これは国の緊急雇用創出事業を活用し

た事業で、本県の農業法人等を直接訪問し農商

工連携の案件を調査するもので、県農業会議に

調査員２名を雇用するものでございます。

続きまして、最後となりますが、委員会報告

事項について御説明をしたいと思います。同じ

く「環境農林水産常任委員会資料（当初）」

の11ページをお開きください。「これからの農

業大学校のあり方について」でございます。農

業大学校のあり方につきましては、昨年、部内

に検討会を立ち上げるとともに、関係者を含め

た有識者会議を設置して検討を行い、このたび

基本的方向を取りまとめたものでございます。

資料左側をごらんください。農業大学校をめ

ぐる情勢は開学時から大きく変化しており、農

業大学校のあり方について、これら時代の要請

にこたえるよう、今回、検討を行ったものでご

ざいます。

次に、農業大学校の現状等につきまして、入

学生の充足率等は、他県と比べまだ高いところ

でございますが、決して楽観できるものではな

く、アンケートによると、総じて、就農に向け

て真に役立つ実学について徹底した教育を期待

していることから、これらの期待にどうこたえ

ていくかが課題であります。

そこで、左側下段の「時代が求めている農業

大学校の姿」について、その役割を「就農に自

信と誇りの持てる学校」として掲げ、農業を職

業として選択し、実践的なレベルアップを求め

進学してくる者に、本県農業の中心となる担い

手として徹底した実践教育を施すとともに、就

農へと確実に導くことに集中して取り組むこと



- 73 -

とします。

この具体的な仕掛けづくりが右側となりま

す。まず、養成課程につきましては、農業を職

業として選択したあらゆる者にとって魅力ある

ものとなるよう学科を見直すこととし、あわせ

て、学校教育法に基づく専修学校化を図ること

とします。また、専修学校科により４年生大学

への３年次の編入が可能となることから、高度

な知識等を有する農業実践者の輩出に結びつく

ことが期待されます。一方、これまで指導者要

請を担ってきた専攻科につきましては、近年、

進学希望者も減少していること等もあり、その

役割を終えたとして、来年度、平成21年度の募

集を最後とし、平成25年度からは廃止を考えて

おります。

次に、研修センターにつきまして、これまで

の農業実践塾のノウハウを活用し、さらに研修

内容を強化する計画であります。また、附属施

設である農業科学公園において、地域と一体と

なって、農業科学館やうまい館等の施設を有効

的に活用し、農業・農村の理解促進に取り組む

こととします。

さらに、一番右端の欄にありますが、確実な

就農へとつなぐ仕組みの確立等により、意欲あ

る農業者への支援機能の強化を図ることとしま

す。また、教員の一層の資質向上等教育体制の

充実も図りながら、新規就農者年間270名の中

心となる105名の着実な育成を図っていくこと

としております。

以上が具体的な仕掛けづくりでありますが、

資料の中に「Ｈ21新規」とマークされている部

分が、先ほど御説明いたしました平成21年度新

規事業として取り組む部分でございます。

地域農業推進課からは以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。

営農支援課でございま○吉田営農支援課長

す。

お手元の歳出予算説明資料の295ページをお

開きください。営農支援課の当初予算額は、一

般会計分で24億5,289万5,000円、農業改良資金

特別会計が２億570万円、合わせまして26

億5,859万5,000円をお願いしております。

それでは、具体的に内容を御説明いたしま

す。

297ページをお開きください。中ほどの（事

項）農畜水産物加工体制確立対策費の２地域農

産物加工推進モデル事業622万2,000円について

でございます。当事業は、農村女性等が生産・

加工・販売関係者等と連携して地域農産物を活

用した加工開発に取り組む体制を構築し、企業

体として自立を目指す産業振興型加工グループ

への誘導・育成に向けた総合的支援を行うこと

により、加工活動を通じて地域産業の活性化を

図るものでございます。

次に、（事項）新農業振興推進費のうち、２

の改善事業、みやざきモデル食育・地産地消推

進事業につきましては、後ほど重点事業等説明

資料により説明をさせていただきます。

298ページをお願いいたします。３の地産地

消拠点施設整備事業3,600万円についてでござ

います。当事業は、安全・安心な食の確保や農

産物等の鮮度、低価格、本物志向等が求められ

る中、生産者と消費者が顔の見える関係で地域

の農産物等を購入できる直売施設の整備を支援

するものであります。平成21年度はＪＡのべお

かが取り組む予定となっており、この施設を拠

点に地産地消への取り組みを促進し、多様な担

い手を活用した産地づくりを推進することとし

ております。

次に、（事項）協同農業普及事業推進費のう
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ち、３の新規事業、目指せ「所得アップ」経営

・技術サポート作戦についてでございますが、

これも後ほど別の資料によって説明をさせてい

ただきます。

次に、（事項）農業改良普及活動特別事業費

のうち、１活力ある担い手・産地をつくる普及

活動強化事業912万6,000円についてでございま

す。当事業は、地域を支える担い手の育成、革

新的な技術導入支援、集落営農の推進等の課題

に的確に対応するため、直接農業者に接する普

及指導員の能力向上を図るとともに、普及指導

協力員の活用により、農業者ニーズの多様化や

高度化に対応した円滑な普及活動を展開するも

のでございます。

次に、299ページをごらんください。（事

項）農業経営改善総合対策費のうち、１の元気

な農家をつくる経営健康診断事業3,852万2,000

円についてでございます。当事業は、本県農業

を支える経営改善意欲の高い農家群に対して、

将来の経営の目標となる経営革新プランの作成

や、毎年の計画と実績を定期的にチェックする

経営健康診断の実施、及び経営コンサルティン

グに基づく重点指導の実施により、本県農業の

担い手の育成・確保及び経営体の強化を図るも

のでございます。

次に、（事項）農業金融対策費についてであ

ります。当事業は、各種農業制度資金の融資の

円滑化を図るための利子補給等に要する経費で

あります。このうち１の利子補給金・助成金の

（７）農業経営基盤強化資金につきましては、

資金需要が堅調に伸びていること等を勘案し、

融資枠を前年度より10億円増の50億円に設定し

ております。

次に、300ページをお開きください。（事

項）災害資金対策費のうち、２の改善事業、宮

崎県農業安全・安心対策資金利子補給金につい

てでございます。この利子補給金は、不慮の災

害や予期し得ないような経営環境の急激な変化

及び家畜等の伝染病等により農家経営に影響を

受けた農業者を支援することを目的として、農

業者が緊急に必要とする資金を効果的に融通す

るための利子補給金であり、融資枠を15億円に

設定しております。

次に、（事項）環境保全型農業総合対策費の

うち、２の「宮崎産なら安心」産地体制確立事

業1,799万8,000円についてでございます。当事

業は、本県農業全体を環境保全重視の農業に転

換しつつ、農産物の品質、安全性及び信頼性向

上を図るため、エコファーマーの認定や環境保

全型農業技術の集団的な取り組みを推進すると

ともに、適正な農業生産工程管理手法、いわゆ

るＧＡＰの導入を支援し、消費者が「宮崎産な

ら安心」とする産地体制の確立を図るものであ

ります。

次に、301ページをごらんください。（事

項）重要病害虫防除対策事業費のうち、２の野

生猿被害防止総合対策事業1,624万2,000円につ

いてでございます。当事業は、中山間地域から

平たん地まで広範囲に拡大している野生猿等に

よる農作物被害を防止するため、モデル地区を

設置し、野生猿対策専門のアドバイザー等の診

断に基づく地域ぐるみでの被害対策の実証及び

検討を進めるとともに、県内全域を対象に低コ

ストで効果の高い鳥獣被害防止施設の導入を支

援するものであります。

次に、（事項）農産物高品位生産指導対策費

の１農産物安全・安心日本一推進事業2,293

万4,000円についてでございます。本県が消費

者から信頼される食料供給県として重要な役割

を担うため、ポジティブリスト制度に的確に対
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応するとともに、適正な農薬使用の推進と安全

・安心な農産物を確保する産地体制の確立を

図ってまいります。

次に、302ページをお開きください。農業改

良資金特別会計でございます。（事項）農業改

良資金対策費２億570万ですが、担い手が農業

経営の改善を目的として新たな分野にチャレン

ジすることを支援するための無利子の資金とし

て２億円の融資枠を設定しております。

次に、新規・重点事業を御説明いたします。

資料がかわりまして、お手元の「平成21年度当

初予算案の主な重点事業等説明資料」をお願い

いたします。

14ページをお願いいたします。みやざきモデ

ル食育・地産地消推進事業であります。

当事業は、農業県宮崎にふさわしい食育・地

産地消を推進するため、民間等と連携した幅広

い活動や地域ごとの課題に迅速に対応できる推

進体制の再整備を図るとともに、県民の自発的

かつ継続的な取り組みを支援するものでありま

す。

具体的には15ページをごらんください。当事

業では、食育・地産地消を推進するに当たって

さまざまな背景や課題が生じている中、宮崎な

らではの食育・地産地消の一体的な推進を図る

ため、推進体制の充実・強化として、「みやざ

きの食と農を考える県民会議」の構成員に、民

間企業等を初め幅広い分野からの参画を誘導す

るとともに、これまで育成してまいりました食

育推進リーダーを核に地産地消推進協力員の

ネットワークの構築等に努めることとしており

ます。また、市町村段階におきましても、地域

に根差した継続的な取り組みの定着を図るため

に、新たに推進体制を整備することとしており

ます。

次に、具体的な活動内容につきましては、食

育・地産地消推進大会の開催等による県民への

意識啓発に努めるとともに、農業高校等の県有

施設を食育活動の拠点施設として位置づけ、各

種体験学習等を実施する宮崎ならではの食育の

推進や、学校給食における地域食材の安定供給

体制の構築や、「地産地消こだわり料理の店」

の取り組み促進など、地産地消の推進に努めて

まいりたいと考えております。予算額は1,647

万円をお願いしております。

次に、16ページをごらんください。目指せ

「所得アップ」経営・技術サポート作戦であり

ます。

この事業は、収量・品質の向上、生産コスト

の削減等による農家所得の向上を図るため、各

地域に課題解決のためのモデル部会を設置し、

県と経済連で構成するトータルサポートチーム

が重点的に支援を行うとともに、地域では、普

及部門とＪＡ等が連携し支援を実施するもので

あります。

17ページをごらんください。具体的には、地

域の課題に合わせたモデル部会を県内に25程度

設置いたします。内訳といたしましては、早急

に収量や品質の改善が必要で緊急的対策を要す

る部会が10部会、省エネルギー資材や低コスト

技術の検証を実施し、ひいては経営費を削減し

て所得向上を図る中期的対策を実施する部会

が13部会、また、脱石油の取り組みを検証する

部会が２部会となっております。これらのモデ

ル部会に対し、営農支援課広域指導担当と経済

連技術主幹が連携し重点支援を行うとともに、

地域でもサポートチームを組織しあわせて支援

することで、農家の技術力アップ、指導員の指

導力向上を図ってまいりたいと考えておりま

す。また、モデル部会でのデータを活用した低
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コストマニュアル及び低コスト経営指針を作成

し、地域への迅速な波及を行うことで、地域全

体の農家の所得向上を目指すものであります。

予算額は715万円をお願いしております。

最後に、債務負担行為について御説明をいた

します。

環境農林水産常任委員会資料の５ページをお

願いいたします。債務負担行為の追加になりま

す。営農支援課分でありますが、これは、平

成21年度における農業近代化資金等の各制度資

金の融資に対する、21年度以降に必要な利子補

給額を債務負担行為として設定するものでござ

います。

営農支援課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

説明が終了しました。○宮原委員長

委員の皆様から質疑はございませんか。

農政企画課284ページ、新農業振○満行委員

興推進費、２地球温暖化対応産地構造改革モデ

ル実証事業3,590万円、どんどん温暖化すると

いうことで、その対応をするということなんで

しょうけど、水稲の被害等がかなりあったわけ

ですが、日南、西都、周りも見てまいりました

けど、昨年。そういったものもこの中に入るの

かどうか。お願いいたします。

水稲ということだけでは○岡崎農政企画課長

入れてないんですけれども、そういうものも入

れた温暖化の状況については、すべてこの中で

やるというふうにしてございます。

イメージが浮かばないんですけれ○満行委員

ども、モデル実証事業というのは、いろんな作

物を一緒に扱うということですか。この事業の

中身を教えてください。

この中の事業でございま○岡崎農政企画課長

すが、１つ目には、宮崎県版の温暖化のシミュ

レーションを行いまして、気象、あるいは水産

では藻場の状況などをやっていきます。２つ目

には、温暖化による影響の現地調査ということ

で、近年の温暖化によります農水産業への影響

の把握を、普及担当、各試験場等と一緒に調査

して影響を把握してまいります。同じく水産に

おきましては、藻場の調査ということで、県内

の藻場の繁茂状況の実態を調査していくという

ことでございます。

それから、技術開発のプロジェクトといたし

ましては、研究課題の公募をいたしまして、今

年度、「温室暖房への地熱利用ヒートポンプの

応用」、それから「温暖化による水産養殖と漁

業資源の影響と将来展望」という２課題を決定

いたしております。

それから、産学官連携技術の開発実施という

ことで、１つ目には、施設園芸のプロジェクト

ということで、木質ペレットハウス暖房機の普

及に向けた検討などを行っております。２つ目

には、バイオマスの利活用プロジェクトという

ことで、畜ふんペレットハウスの暖房機の開発

支援などを行っております。３つ目が、バイオ

ディーゼル燃料サイクルの構築ということで、

菜種とかヒマワリ、ナンヨウアブラギリ等のバ

イオディーゼル化システムの燃焼試験や適地試

験を行っております。４つ目といたしまして、

新たな産学官連携技術の開発実施ということ

で、新たな技術の開発に向けた現場ニーズ、企

業、大学のシーズのマッチングなどを行ってい

るところであります。

口頭では全然浮かばないんですけ○満行委員

ど、委員会説明資料というのはないんですか。

後ほどわかりやすいもの○岡崎農政企画課長

を配付させていただきます。大変失礼しまし

た。
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いろんな事業を説明していただ○宮原委員長

きましたから、資料をまた出していただきたい

と思います。よろしくお願いします。

（事項）新農業振興推進費は今年○満行委員

度5,000万なんですが、昨年１億6,000万、１

億1,000万減っているのは何か別な事業を削っ

たわけでしょうか。

大きな要因が２つござい○岡崎農政企画課長

ます。１つは、このうちの１億4,000万は、き

らり輝く山間地域農業活性化プロジェクト事業

というのをこの中に入れていたんですが、21年

度は実施に入ったということで、地域農業推進

課の事業のほうに移管したというのが大きな理

由でございます。

環境と健康に寄与するみやざきブ○満行委員

ランド新戦略構築事業、これはカーボンフット

プリントの導入検討となっているんですけど、

今、各メーカーがこれを取り入れようという前

段ですよね。行く行くは全部の商品にという話

なんでしょうが、まさか農産物にこれを取り込

もうという発想がわからなくて、これは画期的

な取り組みであるなと思うんですが、全国的に

は農産物にシールをつけるという動きがあるの

か。そこをお聞きします。

カーボンフッ○郡司農水産物ブランド対策監

トプリントにつきましては、直訳をしますと

「炭素の足跡」という意味で、地球温暖化対策

の一環として注目されている取り組みです。御

指摘のように、経済産業省が中心になって検討

しているんですが、この検討と同時並行で農水

省においても同じような取り組みがなされてお

ります。資料にありますように、今、この検討

の中では、排出量をどのように算定するのか。

農産物についてもこのような検討がなされてお

りまして、表示についても、削減率を表示する

のか、あるいは総量表示かというようなことで

検討がなされております。

今、この動きにつきましては、農産物につき

ましてもエコプロダクツ2008というのが２月に

行われまして、その中では、トマトや加工食品

についても試みとして表示したような事例がご

ざいまして、その流れからいくと、３月４日か

ら新聞では日清食品とかカゴメが既に商品の試

験販売を開始されたという記事がありますけれ

ども、近々、農産物についてもそのような取り

組みになるのではないか。県としては、この対

策にいち早く参加することによって、環境に貢

献する県としてのイメージを高めてブランド力

の強化に資していきたい、そんなふうに考えて

いるところです。

何でもですけど、ラナンキュラス○満行委員

みたい日本一を目指す。だれがつくったか、そ

ういうネーミングもあるので、ぜひそういうふ

うにやってほしいなという気持ちは十分あるん

ですけれども、ただ、ハウス園芸等が後で出て

くるので、関連があるから今質問しているんで

すが、そういう意味でいくと、かなりの重油を

真冬にたきながら、環境に全く優しくないこと

を一方ではやっている宮崎なので、この整合性

ですよね。私が言うのも変なんですけど、旬の

野菜を出す、なおかつ温暖な日照時間の長い宮

崎で出すということは、この表示からいくと他

の産地より優位には立つんだろうと思うんです

けれども、いかんせん、ハウスの話を考えると

なかなか厳しいのかなと。その整合性はどうい

うふうにお考えなのか。ハウスのブランドの価

値をどう認識されるか。お願いします。

今御指摘のと○郡司農水産物ブランド対策監

おり、露地の野菜とハウス栽培のものを比べる

と、重油を使っている分、ＣＯ の排出が多い２
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というのは現実だと思いますけれども、冬場の

野菜の生産ということで考えれば、同じ時期

に、他産地に比べ重油の消費量は少ないという

現実がございます。この時期に、ほかの供給を

考えると輸入ということになるんですけれど

も、輸入と比較しても、本県の二酸化炭素の排

出量は他産地よりも少ないということも言える

のかなと思ったりしています。また、さまざま

な環境対策の取り組みにより二酸化炭素の排出

量を削減していこうという取り組み、これは昨

今の重油高騰の中で取り組んでおります木質ペ

レットの取り組みやヒートポンプの取り組みも

ございます。削減率の数値表示ということにな

れば、私どもの県でも十分戦っていける戦略に

なるのではないか、そんなふうに考えていると

ころです。

301ページ、野生猿被害防止総合○長友委員

対策事業というのが1,600万円相当ありますけ

れども、これは地域とか規模というのは大体ど

んな感じになりますか。

20年度は宮崎市、都城、○吉田営農支援課長

西都、延岡、日之影とか、県下全域にわたって

おりますし、21年度も同じような御要望をいた

だいているところでございます。

主に野生猿につきましては、県と市町村で２

分の１ずつ出しまして、地元に御迷惑をかけな

いように進めておりますし、今、特措法が通り

まして国の事業が入れられるようになっており

ます。計画がちょっと進んでいないんですが、

この特措法で取り組みますと９割の補助、２分

の１の補助なんですが、市町村が出された２分

の１に対して８割の特別交付金が返ってきます

ので、実質、地元の市町村は１割を負担すれば

取り組めるという事業も入っていますので、大

型なものは国の補助事業で取り組んでいただい

て、少し小さいところ、きめ細やかなところは

県単でやらせていただこうかというふうに考え

ております。

その一つに、どこかで見たんです○長友委員

けれども、電気さくの電気に太陽光発電を使っ

てモデル的にやってみようというのがあったと

思うんです。そういう試みは考えておられない

のかどうか。

これも普及センターのほ○吉田営農支援課長

うが、国の10分の10の実証事業もございまし

て、展示等ができることになっておりますの

で、そういうところでいろいろ検討させてもら

えばと思っております。

技術的には、それでどれぐらいカ○長友委員

バーできるかというのはわからないんですけれ

ども、電力の関係、あるいはコストの関係でで

すね。だけど、宮崎は太陽光が豊富だというこ

とでありますから、もし採算がとれるようなこ

とであれば研究もしてもらいたいと思います。

ぜひ検討させてもらいた○吉田営農支援課長

いと思います。

それから重点事業等説明資料の11○長友委員

ページ、みやざきの優良農地面的集積推進事

業、そこで農地の面的集積を進めて活用してい

くということになれば、データベース化という

のが必要だろうと思うんですけれども、本県の

場合どの程度進んでいるのか、どんな感じで進

んでいるのか、わかれば教えてください。

先日、一般質問のと○上杉地域農業推進課長

きもあったかと思うんですけれども、ことしの

４月から全国農業会議所のほうがデータベース

化システムを本格的に稼働することになってお

ります。それで、本県の状況ですけれども、ま

さしく今、地元の農業委員会のほうに、貸した

い人、借りたい人の情報を集めて、それを全国
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農業会議所のほうに送るような作業をしている

ところでございます。

宮崎県の農地についても、今おっ○長友委員

しゃった機関でホームページ等に公表されると

いう感じになるわけですか。

システムが本格的に○上杉地域農業推進課長

稼働すれば、貸したい人、借りたい人という形

でアクセスすることができます。貸したい人

は、場所や農地の広さをデータベースに登録を

して、こういうのがあるのでだれか借りてくれ

ということができるようになるということでご

ざいます。

もう一点、議案第72号、農商工連○長友委員

携力調査事業ということで、金額的に623万円

でありますから、雇用といっても余り大した効

果はないなと思ったんですけれども、２名２期

ということで、これは期間的には半年ぐらいを

２期という感じなんですか。

半年ごとに２掛ける○上杉地域農業推進課長

２の延べ４人ということを考えております。

農業法人の数もたくさんあろうと○長友委員

思うんですけれども、大体その期間ですべての

農業法人に対しての調査は済むということです

か。

今、宮崎県に農業法○上杉地域農業推進課長

人が560法人ほどございますけれども、この560

法人について、訪問して、できる限り協力をし

ていただいて情報収集するといったことを考え

ております。

299ページの農業金融対策費につ○外山委員

いて、ここで聞いていいかどうか、各課にまた

がりますが、営農支援という立場からお聞きを

したいんですが、今、農家の経営が非常に厳し

いということが言われていますが、普通の企業

であれば税務申告をしますので、赤字か黒字

か、赤字企業がどのくらいというのはわかるん

ですが、農家の場合は個人経営が非常に多いわ

けで、ほとんど青色申告はしておられると思う

んですが、数字面からいって、農家の経営の実

情、実態はどういうふうにとらえておられます

か。

個別の農家の話になると○吉田営農支援課長

なかなか難しいんでございますが、私どもふだ

んから普及センターを通じて、地域の青色申告

の皆さんの中に入って経営健康診断事業等も

やっておるんでございますが、要するに赤字に

なって後で困ってどうこうするということでな

くて、その以前に経営を安定させてもらうよう

な方向で取り組みたいということでやっており

ますし、今までの負債等につきましても、経営

コンサルその他等で回復をさせてはきておると

ころでございますが、個々の農家のことになり

ますとちょっとですね。

単年度だけでは実態はわかりませ○外山委員

んので、過去３年ぐらいを見て、農家の経営が

赤字か黒字か、その辺の実態はどうなんです

か。

農家にアンケートといい○吉田営農支援課長

ますか、今どういうふうですかというのをとっ

てみますと、野菜等は、昨年からことしにかけ

て、重油が高騰したときを相当心配されたんで

すが、最近の状況を見てみますと、重油も少し

落ちつきましたのと、青果物等の価格が安定し

ておりますので、それほど悪くはなってないん

じゃないかと思っております。

私が聞いておるポイントについて○外山委員

の答弁ができんようですから、角度を変えて聞

きます。いろんな資金を融資してますよね。こ

の資金の回収不能というか不良債権は、ここ３

年ぐらいどんなになっていますか。
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最近の信用保証協会等の○吉田営農支援課長

あれでいきますと、どちらかというとふえてお

りません。順調にお返しいをただいていると

思っております。

ということは、不良債権というか○外山委員

貸し倒れはほとんどないというふうにとってい

いですか。

過去の改良資金等で負債○吉田営農支援課長

が残っている分はございますが、近年、債権が

滞っているのがふえているということはないと

思っております。

ＪＡ等関係団体が融資しておる分○外山委員

がありますね。これも同じような状況ですか。

信用保証協会のほうで債○吉田営農支援課長

権管理をずっとしておりますので、その分は

減っております。

農家の方々に聞くと、非常に経営○外山委員

が厳しいということを言って、中で過去何人か

脱落して、大きな債務を抱えて、家、土地まで

売って整理をせざるを得ない、そういう実態も

あるわけです。農業経営の実態が、今の話、融

資面から聞くとそんなに心配した状況じゃな

い。しかし、農家の方の雰囲気から見れば、非

常に大変だなと。何かギャップがあるんです

が、具体的にいろんな資金の借り入れ申し込み

があるときには、当然その経営実態調査をしま

すよね。調査するのは普及所が中心になってや

るんですか。

市町村に金融部会という○吉田営農支援課長

のがございまして、案件ごとに、私ども普及セ

ンターも当然入りますし、関係機関が入って審

査をして融資をさせてもらっております。

商工業の場合は保証協会が大概か○外山委員

みますよね。農家の場合は保証協会経由という

のはあるんですか。

農業の保証協会がござい○吉田営農支援課長

まして、無担保無保証で借りられるように、円

滑な融資ができるように、県からも信用保証協

会のほうに支援をしているところでございま

す。

一般的に我々の意識の中にあるの○外山委員

は県の信用保証協会、これとまた別個に農業向

けの保証協会という組織があって、この出資の

一番の大もとは県が全部負担してやっておると

いうことですか。

農業信用保証保険制度と○吉田営農支援課長

いうのがございまして、農業者の方がこういう

制度資金を借りる際に、農業信用基金協会の機

関保証を受けるということで、先ほど言いまし

たように、担保とか保証人に依存することなく

借り入れができるようなことでお願いをしてご

ざいます。69億ぐらいの出資金を持っておりま

して、その中で円滑な資金貸付ができるような

制度を持たせてもらっております。

そうしますと、こういう制度融資○外山委員

を実行する場合は、ほとんどこの保証協会を経

由して融資を実行しておるということですか。

ＪＡさんあたりは、この○吉田営農支援課長

保証がとれないと、逆に言うと貸さないという

ような感じです。要するにこれで保証をつけて

おります。

商工関係の保証協会の貸し倒れと○外山委員

いうか償還不能で、今、こういう景気ですか

ら、保証協会の負担が膨大にふえてきておるん

ですね。農業関係の保証協会の貸し倒れに対す

る負担というのは変わっていないんですか。

先ほども言いましたが、○吉田営農支援課長

代位弁償した件数を申してみますと、17年

度、18年度が28件ございました。19年度は35件

あったんですが、平成20年度は10月末で５件程
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度ということで、それほど多くはないというふ

うに認識しています。

今、話をずっと聞いておりまし○外山委員

て、意外に宮崎の営農者というのは健全経営と

いうか、きちっとした基盤でやっておられるよ

うな説明ですよね。そうであるなら安心できる

んですけれども、経営の基盤が大丈夫だと言え

るのか、非常に厳しいというふうになるのか。

基本的には農業は厳しい○吉田営農支援課長

んだろうとは思っております。そういうことで

今度、新規事業もお願いしていますけれども、

より農家に密着して、農家の手取りを上げるた

めの技術支援といいますか、先ほどちょっと言

いましたけど、価格は確かに青果物等上がって

おるんですが、悪天候というか天候不順で生産

力が落ちて、結果として上がっているところが

あります。私どもの県を見てみますと、幸いに

して、昨年度から比べても量的にそれほど落ち

込んでいないように感じていますので、ぜひこ

こは収量、生産力を上げて、先ほどありました

ように本県は温暖で有利な位置におるわけでご

ざいますので、省エネを図り反収を上げて、

しっかりそこは打っていって農家経営を安定さ

せたいと、そういう意味で、普及センター挙げ

て技術支援に取り組んでいる。また、金融の御

相談にも個別に応じている状況にあると思って

います。

大体実態はわかりました。当初か○外山委員

らずっと話が出ておりますように、社会の大き

な変化に合わせて農業情勢も変わってくる。こ

れから農業のあり方も当然変わってくるわけで

すから、これから時代がどう変わっていくかと

いうことを常に農家の方に認識をしてもらっ

て、どういう農業経営をやっていくかというの

は、今までより以上にそういう意識が必要に

なってくると思いますので、全庁挙げてひとつ

相談に乗ってもらったり、指導をお願いしてお

きます。

今、営農支援課長が申し○岡崎農政企画課長

上げましたけれども、非常に本県の農家は頑

張っていただいていると思っています。しかし

ながら、今、外山委員からも御指摘ございまし

たとおり、最近の肥料高、飼料高とか、全国的

な、あるいはグローバルな環境のもとで大変厳

しい状況下にあることも、これまた事実でござ

います。したがいまして、最初に部長が申し上

げましたとおり、今年度の事業に当たりまして

は、そういう向かい風、それから農業の持つ魅

力、あるいは産業としての農業の可能性、そう

いう追い風を十分に把握しながらやっていきた

いと思っていますし、先ほど御説明しましたよ

うに、21年度に新しい長期計画の後期計画のビ

ジョンを策定いたしますので、その中でも十分

分析をしていきたいと考えております。

常任委員会資料の１ページ、今後○坂口委員

の基本的な考え方の説明の中で、本県の農業を

高コストに耐え得る収益性の高い生産構造へ転

換していくという説明があったんですよね。今

までの本県の農業、数十年前は、感覚的に、宮

崎にはよその県からかなり農業の視察が入って

いたと思うんです。だから先進県だったと言え

ると思うんです。ところが、その当時は生産額

は余り自慢せずに、全国でも中程度だったと思

うんです。それを意識しだして、生産性だ、規

模拡大だ、効率化だと言ってきて、全国で８番

になり、６番になり、3,000億を超しというこ

とで、それを前面に出して優秀だ優秀だという

ことをずっと言い続けてきているんですよね。

全国中程度だったころの農家所得を見るとトッ

プ集団なんです。ところが、今は最下位と言っ
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ていいぐらい、農業を前面に出している県では

農家所得は低いんです。これは何を意味するか

というと、とにかく頑張って物をつくれと、た

くさん売れと、そのかわりあなた方の所得はな

いよと。だから、一発間違ったら倒産だよとい

うのが、代位弁済とか、倒産したときは何もか

もなくなって保証人までやってしまうという今

の実態なんですけど、これはそういった流れを

変えるということなんですか。それとも、それ

を持続しながら残る人だけを残らせるというこ

とか。この基本的な考え方というのはどういう

ことを意味するんですか。

委員からお話○伊藤農政水産部農政担当次長

ありましたように、本県の農業、どっちかとい

いますと、米からどんどん変わってきて、まさ

に施設集約型、畜産、施設園芸を中心に生産額

を伸ばしてきたということで、産出額も中位か

ら５位、６位までどんどん上がってきたという

実態がございます。

一方では、農家経営を見ますと、１戸当たり

の産出額もでかいんだけれども経営費もでか

い。産出額も北海道に次いで２番目にございま

す。いわゆる販売額もでかいんですが、経営費

のほうも北海道に次いで２番目と。トータルで

見ると所得は何番目かといいますと、50万以上

の販売農家で見ますと全国３位ぐらいという形

になっています。そういう意味では、施設集約

型に切りかえてきて、投資もして、金額も大き

くて販売額も大きいんだけれども、所得もまあ

まあ取ってきたということは言えるかと思いま

す。

今後は、そこの構造を、低コスト化といいま

すか、コストを下げながら所得を確保していく

かという構造に変えていくことが非常に重要で

はないかということで、今回、所得をまずはき

ちっと確保できるような、特に50万円以上の販

売農家は200万程度の所得しかございません。

ただし、主業農家で見ますと、大体500万を超

しています。１万2,000～3,000戸の主業農家

（昔の中核農家）で見ますと500万超していま

す。こういう農家は厳然としていらっしゃると

いうことで、今後の流れとしては、主業農家を

中心に地域農業を再編しながら、コストを下げ

ながら所得をきちっと確保していくことが大事

じゃないか。油も上がり飼料も上がりという中

で、もう一回経営を見直して所得を確保するよ

うな生産構造に変えていくことが重要じゃない

かということで、今回、こういう形で施策を打

ち出しているということであります。

専業農家というか認定農家という○坂口委員

か、その分はそれでいいと思うんです。ところ

が、宮崎の農業を支える、それの最たる畜産、

宮崎牛なんか見てみても、それを底支えするの

は兼業農家、１種、２種なんですよね。これが

飛んだら成り立たないんです。ところが、僕自

身の感覚で言えばそれを捨ててるんじゃないか

という気がするんです。所得は本当低いです

よ。農外所得で何とか生活しているということ

ですね。それから、家計の支出のいろんな見方

をすると、例えば生命保険をどれだけ全国で頑

張って掛けているかとか、遊興娯楽費をどれだ

け辛抱しているか、教育費がいかに少ないかと

いう分析をやったとき、宮崎の農家に一体何を

考えさせながら農業をやらせているのか。生命

保険の掛金が、無理してでも全国で高いという

のは考え物ですよ。何を最終的に腹決めさせて

いるか。だから、本当に今の考え方でいいの

か。勝ち残った組を勝たせるのは確かにその方

向ですよ。年間2,000万ぐらい上げるところも

あるんですから。だけど、今、次長も言われた
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ように、北海道と対比されたけど、１人当た

り、１戸当たりの面積だけですよ、北海道に負

けているのはですね。同格もいたけど。単位面

積当たりも全国１、労働時間も全国１、１人当

たりの生産額も全国１、だけど、生活のレベル

なんですよ、僕が言うのは。そこのところをこ

ういった基本的な考え方の中に持った上で整理

しないと、これは勝った人だけなんですよとい

うことでですね。ここで説明を求めるところま

では、きょうはいきませんけど。

そんなことを頭に置きながら、例えば重点事

業等説明資料の９ページ、「機能性分析を活か

した販売戦略の構築」とか上げられてますよ

ね。今の流れの方向で、先進県あたりではこれ

で成功している事例とか人寄せまでいっている

事例もあるんです。「機能性成分に着目した栽

培法の検討」なんていうのが入っているんです

けど、一体どこで機能性成分を研究していっ

て、それが薬事法なりいろんな法律の壁をどう

越えて、どこまでうたって、宮崎の有利な点は

どこにあって、そういったときにターゲットを

どういう品目に広げていくのか。決して農政水

産部内で完結できるものじゃないと思うんで

す。試験研究機関一つとっても、ハーブ類の機

能性成分をやっている野尻、そういったところ

をどこが抱き込んで、だれがリーダーシップを

とって、どう整理して取り組んでいくのかとい

うことです。中途半端にこれをぶち上げて飛び

つかせると、また農家は投資をしていって、投

資が回収できないままに方向転換を余儀なくさ

れるというようなことで、一つの方向を出すと

２きは相当慎重にいって、今の温暖化とかＣＯ

削減とかもそうですけど、今、投資をやれば何

百万か要るんです。そして数年間で償却しな

きゃということで、税制上の問題と。実際、農

家はそれをやるときは何十年スパンでしか回収

できないようなコスト計算ですよね。重油たく

のとペレットとどちらが得か。10年使えば何と

かとんとんかなというときに、信用保証制度の

話も出てたんですけど、あくまでも税制上の償

却期間、それに１年か２年の猶予期間を認めれ

ば上等ですよ。融資対象期間。コストは合わな

いんですよね、農家がやる計算と、実際、税制

とか制度資金の償還期間を見たときですね。そ

んなのをどう投資をしてやって、今、次長が言

われるように優秀な農家、リーダーつくってい

くんだ。農業の火を絶対消さずに。希望を持た

せるんだということと、それを支えるためにな

くしちゃならない小規模な農家をどうやるんだ

がセットでないと。この後で日向夏に絡めよう

と思ったんですけど、マンゴーを売るんだとか

日向夏を売るんだとか、売れて売れて売れ切っ

ているものばかりをやっていて、売れないもの

をどうするのかという視点がないと思うんで

す。だから、基本的な考え方の中にそこらはど

う入っているのかという説明をしていただきた

いなということで尋ねます。

坂口委員が言○伊藤農政水産部農政担当次長

われるとおりだと思います。中核農家という

か、優秀な農家だけで農業が成り立っていると

は思っていません。今説明した事業の中でも、

水田裏の露地野菜も昔は大根とかいろいろあり

ましたけれども、今、余り裏作をつくらない、

利用率も下がっているというようなところもご

ざいまして、今後は業務用、都城が特に焼酎用

カンショとかいろいろやっています。小規模な

農家も含めて集落法人を立ち上げて、経営とし

て何十町歩というような集団的な取り組み、あ

るいは何百町歩という法人も出てきていますけ

れども、そういった取り組みの中で小規模な農
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家もきちっとやっていくべきじゃないかという

ことで、12ページにありますように業務用農産

物を水田裏等を活用して集団的に参画していた

だいて、核となる農家も必要ですけれども、業

務用需要にも対応できるような生産をやってい

ただくような取り組みも取り込みながら、全体

としての所得を確保していくことが大事じゃな

いかと思っています。

本当そこら思うんですね。行き詰○坂口委員

まるところは生活のためにやっているわけです

から、農業をやっている人たち、１種、２種も

含めて。生活がどうなんだ、家計の状況がどう

で、苦労しているなら苦労しているで、どうい

うやりくりをやらされているのかというところ

まで見て、その生活をよくするために、大規模

な農家はどうやっていくんだこうやっていくん

だと。県の農政であったり、長計に向けての一

つずつの進捗であったりせんといけないと思う

んですよね。だから、余り小さい点にばかり目

をつけて、生産額を上げさせよう上げさせよ

う、そのために何が必要と突っ込んでいくん

じゃなくて、その結果何を求めているかという

と、いい生活を確保してあげようというところ

にいかないと、コストばっかりつぎ込ませて

いっているような気がして。

加工野菜にしてもそうです。一時期、畑作土

地利用型、契約型ということで、品種改良まで

セットでやっていったですよね。色だ、形だ、

栽培のしやすさだということ。その後、生産が

あのときの目標と照らしたときどうなっている

のかというと、それはもう終わってしまったよ

うな感じなんですよね。そこが肝心だと思うん

です。長計の中でやっていったものを、何年後

にはこれをどれだけの作付をやって、どれだけ

もうけて、営農累計までやった長計の中での農

家所得をどう確保させるんだ。だから、最終的

な農家の生活がどうなったんだというところま

で見ないと、どんどん時代を追わないと、負け

てそこで淘汰されるんですけれども、農家の所

得はどうなっているかなという意識が何かない

ような気がしてですね、この基本的な考え方と

いう中に。どうも出てこないような気がしたも

のですから、これはこれでやめておきますけ

ど。

何点かお伺いします。○松田委員

まず、委員会報告事項の中の農業大学校のあ

り方の部分で１点お伺いします。去年のこの委

員会で外山委員がかなり詳しく突っ込んで農業

大学校のことをお聞きになられまして、位置づ

けが、農業大学校というのは農業改良助長法に

基づく研修施設だということを聞いたのを覚え

ております。専修学校化ということが先ほど出

ました。21年度入学生がストップして、25年度

から専攻科廃止というふうに伺ったんですが、

専修学校化はいつぐらいからをめどにしている

のかお伺いします。

専修学校化につきま○上杉地域農業推進課長

しては、平成22年度からを想定しております。

そうしますと、それに対する費用○松田委員

はどのような計上をしておりますでしょうか。

専修学校化するに○上杉地域農業推進課長

は、学校教育法上、国または都道府県が設置す

る学校が専修学校化する場合には、特段の認可

は必要なくて、「この学校が専修学校化する」

とすればなります。そういうような手続ですの

で、専修学校化するためにどれぐらい費用が出

るのかというのはよくわからないところがある

んですけれども、いずれにしましても、専修学

校化した場合には、ほかの大学の３年次に編入

することになりますので、ほかの大学との関連
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で、取得できる単位とか整合性をとれるような

形でカリキュラムの見直しをしていかないとい

けません。その関係で必要な手続が発生します

ので、そこら辺でどのぐらい費用が要るのかと

いうことになるかと思います。

了解しました。○松田委員

スムーズに名称が変わるというふうにとらえ

たんですけれども、その場合、県内の高校生

が、実際、県外の農業専門学校等にどれぐらい

行っているのかというデータはおとりでしょう

か。

ことしの状況ですけ○上杉地域農業推進課長

れども、２名ほかの県の農業大学校に行ってい

るという状況です。

わかりました。２名というのは意○松田委員

外と少なかったなと思うんですが、県外に出て

いく高校生の動向も踏まえながら募集活動を広

げていただきたい、このように思います。

また、農業大学校の姿ということで、「就農

に自信と誇りの持てる学校」、「就農」という

ふうに帰結すれば、まさにもうかる農業という

部分に行きつくんだろうと思うんですが、委員

会資料（当初）の１ページから伺っていきま

す。予算編成の基本方針というところで、「向

かい風」と「追い風」というキーワードが出て

きました。追い風のところが２つあります。こ

の中で、よく県外の農業関係者から聞く追い風

が知事を発端とする宮崎ブーム、これを使わな

い手はないんだが、宮崎県はＰＲがおくれてい

るというようなことを聞くんですが、今、知事

が「ブームから定着へ」というふうに言ってい

る今の宮崎ブームを、ここで言うところの追い

風としてとらえることはなかったのでしょう

か。

今、松田委員の御指摘の○岡崎農政企画課長

あった部分が、「みやざきブランドへの注目」

ということで表現してございます。

ブランドへの注目、確かにそうな○松田委員

んでしょうけれども、実際、宮崎ブームでマン

ゴーとか地鶏というところは喧伝されて、それ

以外はという格差が大きいようなことを聞いて

いるんですが、改めて伺います。みやざきブラ

ンドへの注目現象が起こった中で、どの品目が

格段に、確かにこのみやざきブランドに乗った

なと言える品目になりましょうか。

ブランドの認○郡司農水産物ブランド対策監

知度向上の調査をやっているんですけれども、

その中で19年度と20年度を比較しますと、全国

平均で宮崎の認知度は12.4％から19.7％という

ことで、7.3ポイントほど上昇しているという

状況です。１年で７ポイントを超えるというの

は、分析機関によると非常に大きいということ

です。品目ですけれども、最も特徴的なの

が、19年度27.4％であった完熟マンゴー「太陽

のタマゴ」が１年間で71.6％と、一気に45％も

向上したということが代表例になるんでしょう

けれども、どうしてもマスコミへの露出度が多

かった完熟マンゴーとかみやざき地頭鶏、宮崎

牛、日向夏あたりが認知度も50％を超える状況

になっております。もう一つ言えば、「みやざ

きブランドを一つも知らない」といった回答

が19年度は29.6％あったのが、20年度には10.1

％と、３分の１になるという結果も出ておりま

す。一方、野菜類については、なべて10％前後

ということで、それほど認知度が上がっていな

いと。先ほどお話にもあったように、品目に

よって差があるという実態がございます。

ありがとうございます。○松田委員

今、認知度のポイントを示していただきまし

たが、その認知度の向上が実際、販売、売れ行
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きに直結しているという事例はどれぐらいあり

ましょうか。

ブランドにつ○郡司農水産物ブランド対策監

いては、宮崎産品の購入度というものをはかっ

ておりまして、これが昨年26％程度であったも

のが、ことし35.5％という数字が速報で入って

います。１年間で10％伸びるというのは、実際

の購入行動につながっているということが言え

るのかなと思っております。ただ、やはりこれ

も一つ言えることなんでしょうけれども、注目

度という話ですが、これまで潜在力が非常に

あった商品については、光が当たる中で爆発的

に売れてきているという現実はありますけれど

も、一方、注目されることで、少しでも産地に

問題があると、そこが逆にたたかれるというよ

うな事案もありまして、注目されるということ

の光と影を見た昨今ではないかなという気はい

たしております。

今まで10年、20年にわたる県関係○松田委員

者、生産者の努力がようやく実って、そこに知

事という光が当たっての相乗効果だというふう

に私たちも認識をしております。今出てきまし

た、ブームが起こればそれに対するという見方

もありましたが、マンゴーは他県でもかなり、

宮崎県に追随するようにというような動きも見

聞しております。台湾のほうもそうです。関西

地方の県でもマンゴーに大変着目をしているよ

うですが、マンゴーに関して言えば、他県の動

向、リサーチはなされておりますでしょうか。

マンゴーにつ○郡司農水産物ブランド対策監

いても、他県の状況については把握しながら、

新しい取り組みもいろいろやりながら、商品力

の向上に努めておるところです。今の市場の分

析では、「太陽のタマゴ」という基準以上のも

のについてはトップブランドということで位置

づけができているのではないかと思っておりま

す。と同時に、この商品が非常に有名になる中

で、他産地のマンゴーも価格を引き上げている

という現状があるようで、沖縄さんからも、

「先に宮崎が頑張ってくれれば、後は引き受け

ます」なんていうことも言われるので、そうい

う意味ではカテゴリー全体の力は上がってきて

いるということも言えるのかなと思ったりして

いるところです。

大変、マンゴーというのは各県が○松田委員

注目をしておりまして、一時のミカンみたいな

状態にならないといいなと思っております。

トップブランドとしての地位を確立できるよ

う、維持できるよう御努力をお願いしたいと思

います。

次に行きます。重点事業等説明資料のほうで

参ります。４ページ、「農・水産業振興長期計

画」の中でポイントになるのが「高コスト農水

産業からの脱却を目指した構造改革」というこ

とで、よく見てみますと、プロジェクト班の設

置とか意見聴取活動といった、専門家あるいは

生産者との意見交流ということになるかと思う

んですけれども、具体的に高コスト農水産業か

らの脱却というのは、木質ペレットとかヒート

ポンプとか先ほどからも出ておりますが、どこ

辺をポイントにしているのか詳しくお聞かせい

ただけますか。

基本的には、今、委員が○岡崎農政企画課長

おっしゃいましたように、木質ペレット、いわ

ゆる石油等のエネルギーからの脱却というのが

一番のねらいになっております。一方で、使わ

れていない、例えば水田裏の農地の有効活用と

いうのも、ある意味では資源の有効活用、高コ

ストへの脱却ということで連携していると思い

ますので、そのあたりを総合的に見ていかない
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といけないと考えています。

同じ資料の５ページに提示してあ○松田委員

ります農業産出額の推移というところです。昭

和60年と平成19年の推移が対比してあります。

宮崎県の順位が16位から６位に上がった。しか

しながら、産出額が約2,000億弱落ちていま

す。昭和60年から平成19年の約20年の間に、産

出額を伸ばしたもの、落としたものというのが

あるんじゃないかと思うんですが、それがわか

ればお教えをいただけますか。

端的に言いま○伊藤農政水産部農政担当次長

すと、畜産、野菜これがぼんと伸びて、米のウ

エートがかなり減ったということでございま

す。畜産なんかが非常に伸びているというのが

実態であります。

ありがとうございます。○松田委員

米というところで参ります。12ページになり

ます。みやざき発・業務用農産物生産拡大事業

ということで、「業務用」というカテゴリーが

出てまいりました。すべての品目に行き渡るか

と思うんですが、その中でも重点的にこの産物

が業務用として消費量が伸びるんじゃなかろう

かという目星、検討等はつけていらっしゃいま

すか。

今回の業務用農産物○上杉地域農業推進課長

生産拡大事業の中で戦略品目というのを定めて

いくことになります。資料の13ページに、戦略

品目検討委員会というのが真ん中にございます

けれども、その中で今後伸ばしていく戦略品目

を検討します。今後の話ですので、具体的にど

れが戦略品目になるかまだ決まっていないんで

すけれども、候補としては、業務用加工野菜と

して、春ニンジンとか新タマネギ、キャベツ、

白ネギ、カリフラワー、ブロッコリー、そう

いったものが戦略品目になり得るんではないか

というふうに今のところ考えております。

青果物の家庭消費向けが○串間農産園芸課長

減少して、加工業務用向けが55％を占めるとい

う時代になっております。そして野菜で言え

ば、家庭で消費するのは98％が国産なんですけ

れども、加工業務用になりますと32％が輸入に

なっておるという状況ですから、加工業務用の

野菜を重点的にこの事業で取り組んでいきたい

と考えておるところです。特に、この事業組み

立てに当たって、カリフラワーとかブロッコリ

ー、今言われましたニンジンとかキャベツの寒

玉系とか９品目ほど候補として上げて、先ほど

言いました委員会で検討していきたいと考えて

おるところでございます。

次、14ページに参ります。みやざ○松田委員

きモデル食育・地産地消推進事業、地産地消が

叫ばれて長いんですが、事業内容の③学校給食

地域食材活用促進事業ということで、学校給食

における地産地消というのはかなり前から叫ん

でおります。延岡でも一校一農なんてことを

やっているんですが、これは毎回委員会でも聞

くんですけれども、安定供給体制の中でメーン

となる品目がありましたらお教えいただけます

か。

品目は幅広くやっていか○吉田営農支援課長

なくちゃいけないんでしょうが、例えば土もの

類とか、先ほどありましたタマネギとか、要す

るに加工・業務用だろうと思います。ただ、今

までは各中学校、小学校にある程度の補助をし

て入れてくださいというのをやってたんです

が、今回は、県下に４つのモデル校を置いてそ

こに重点的にやろうと。例えば延岡あたりでは

ミカンをある農家とか、そういう感じでありま

すので、そういうことも含めて地域のＪＡ、農

家と一緒になってやれることをやりたいので、
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品目はいろんなものに広がっていくんじゃない

かというふうに期待しております。

先ほど20年間で売り上げを落とし○松田委員

た米というものがありましたが、宮崎県で米飯

給食の完全化、これは議会でも何回か出ており

ます。えびの市が取り組んでおりますが、そう

いった部分に米を供給するということ。もう一

つ、これは課は違うんでしょうが、魚ですよ

ね。地元の魚が食べたいけれども、小骨が多い

とかコストの面、あるいは安定供給の面で魚が

なかなか安定して学校給食に上ってくることが

少ない。冷蔵施設、冷凍施設等々の関係もある

んでしょうけれども、そういった部分も考慮し

ながら、ますます米飯給食あるいは地場産が給

食に登場しますように、御努力、御配慮いただ

きたいと思います。以上です。

まだあるようでありますから、○宮原委員長

もう12時になりますので、１時再開ということ

で休憩をしたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後12時０分休憩

午後１時１分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

午前中、満行委員のほう○岡崎農政企画課長

から要求のありました資料につきましては、今

お手元のほうに差し上げておるところでござい

ます。概要につきましては、21年の予算案の概

要の後ろのほうに載っておりますので、これを

つけております。それから、先ほど私のほうか

ら口頭で説明いたしましたものをＢ４、２枚で

取りまとめておりますので、ごらんいただきた

いと思います。以上でございます。

説明がありましたが、よろしい○宮原委員長

でしょうか。

では、質疑を受けます。どうぞよろしくお願

いします。

ちょっと教えてほしいんですが、○野辺委員

県下の農業委員の数はどれぐらいか。

農業委員の役割は、３条、４条、５条の許認

可の審査等もですが、農業情勢が変わってきて

大変重要な役割を担っていただいておると思う

んですが、最近の農業委員の主な役割というの

はどういうことでしょうか。

農業委員会の農業委○上杉地域農業推進課長

員の数につきましては、昨年、選挙がございま

して、昨年の８月１日現在で554名となってお

ります。そのうち選挙による選挙委員が404

名、学識経験者などいわゆる専任委員が150名

という内訳になっております。

農業委員の役割ですが、御案内のとおり、農

地法に基づく３条許可が農業委員会の許可に

なっております。その他、例えば転用の場合に

は、農業委員会は進達か何かする業務があった

と思いますけれども、農地行政全般について、

引き続き業務を行っているところでございま

す。

今後の農業委員会の業務ですけれども、御案

内のとおり、今通常国会に農地制度改革法案が

出されておりまして、その中で農業委員会の果

たす役割が極めて重要な位置づけになっていま

す。具体的な例は耕作放棄地対策です。今、農

地パトロールなどの日常的な業務は農業委員会

がやっておりますけれども、今回、農地法案の

中で、毎年１回耕作放棄地の調査を必ず農業委

員会がするといったような権限が位置づけられ

ておりますので、今後、農地制度を実施する現

場部隊として農業委員会は極めて重要な位置づ

けになっています。片や、市町村合併が進んで

おりますので、農業委員会が働く区域が広がっ
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ています。定数が削減になったり、農業委員会

交付金が三位一体の改革でどんどん減らされて

いる中で、国のほうも、農業委員会の機能をこ

のまま発揮するためには何らかの対策を打たな

いといけないという危機感はあるところです。

県の農業会議ですよね。いろんな○野辺委員

事業等にも農業会議というのが出てくるんです

が、県の農業会議の主な役割、それと市町村の

農業委員会との関連がよくわかっていないもの

ですから、教えていただきたいと思います。

市町村の農業委員会○上杉地域農業推進課長

は、御案内のとおり地方自治体の独立行政委員

会という位置づけになっております。都道府県

農業会議というのは、農業委員会法に基づいて

設置されております特別な認可法人です。解散

規定とかもなかったと思いますけれども、特別

な認可法人という形になっております。県の農

業会議の業務は、どちらかといえば、いわゆる

建議です。具体的に言えば、国への建議など、

法令上の業務というより建議とかを行うのが主

流な業務になっております。

県の農業会議と市町村の農業委員会との関係

ですけれども、上下の関係というのは農業委員

会法上は位置づけてなかったと思います。指揮

命令監督関係にはなかったと思います。ただ、

同じ農業委員会系統組織として、市町村の農業

委員会を、必要に応じていろいろな情報提供を

行うとか、事実上の指導みたいなことはやって

いると考えております。

農業会議のメンバーの中に代表の○野辺委員

農業委員会会長が入っていらっしゃる。ほとん

ど入っていらっしゃるということではないんで

す。代表が入っていらっしゃる。

県の農業会議の会議○上杉地域農業推進課長

員は、基本的に市町村の農業委員会会長がなら

れておりまして、それ以外に、農協や農業共済

連合会の学識経験者という形で入っていただい

ております。

先ほどの外山委員の御意見です○野辺委員

が、課長から、今、農業の融資の償還は順調に

いっておると言われたんですが、実態はそうな

のかなというのがあるんです、正直言いまし

て。私の周りにも、結局、農業保証協会の裏づ

けがないと、資金を流しておったためにそう

なったのかもしれませんけれども、ＪＡ等が負

債整理という形で離農させたり、処分をさせら

れた農家というのは結構いるんですよね。そう

いう面からすると、順調に償還なされておると

いうのは、実態を正確に把握されていないん

じゃないかなという気もするんですが、そのあ

たりどうでしょうか。

確かに厳しい農業情勢な○吉田営農支援課長

ものですから、今まで借り換えというか負債整

理の資金も出しています。ただ、畜産の関係が

相当厳しいようですが、私どもの課で扱ってい

る負債整理資金については、タイムラグがある

んだろうと思うんですが、去年、ことしにかけ

ては、燃油高騰その他で、例の300万、２回

目600万まで出していいよという無利子の緊急

支援資金等も出しまして、そちらで救っている

と。そういうのがあって負債整理資金がそれほ

ど出ていないというのはあろうかと思います。

従前の改良資金の直貸の時分のものがありまし

て、農協も入り、個別に求償していっている部

分もあるわけでございますが、資金等につきま

しては、厳しい経済情勢の中では、猶予期間を

延長して対応させてもらっているという状況に

はございます。

ということは、改良資金の範囲内○野辺委員

での答弁だったということですか。



- 90 -

全体的にもそうですし、○吉田営農支援課長

ただ改良資金は直貸の部分があるので、１億近

く持っていまして、それ等につきましては直接

農協等も挟んで保証人の方々とも御協議をさせ

てもらっているという場面があるという話でご

ざいます。

ということは、ＪＡから、農業信○野辺委員

用保証協会の裏づけのない資金は余り貸し出し

ていないということになるんですか。

近代化資金も一応70億の○吉田営農支援課長

枠を構えていますが、今年度も50数億あります

し、19年度の保証の申し込み件数も667件、20

年度で466件ということでやってございます。

それとＬ資金につきましても、当初40億でした

のを55億まで伸ばすというようなことで、私ど

ものほうでは代位弁償もしっかり保証をつけて

資金需要には対応させてもらっていると思って

おります。

そこで、改良資金ですが、昨年は○野辺委員

余り活用されてなかったと思っているんです。

この資金は原資は国のほうですね。だから会計

検査の対象になるというので、近代化に回って

しまうのが多いと思うんです。しかし、せっか

く無利子の資金ですから、1,700万が限度だっ

たと思いますが、これは国のほうで決まってお

るんですか。例えば、大きくこれを3,000万と

かして、活用する人がいなければ、どうせ会計

検査が来るんであれば、大きな資金だったら借

ろうかなというのもあると思うんですが、その

辺は。

確かに改良資金は無利子○吉田営農支援課長

でございますし、大いに借りてほしいと思って

おります。枠は決まっておるんですが、ただ、

御承知のように平成19年から、500万を超える

ものについては３年間無利子という近代化等Ｌ

資金がありますので、どうしてもそちらが優先

されたんだろうと思っています。短期の運転資

金であれば、私どもが出しました300万もござ

いましたんですけど、そうはいっても２億のう

ち、今年度7,000万の需要がございました。ヒ

ートポンプその他無利子でお使いをいただきま

したし、補助残の融資にもお使いをいただきま

した。無利子の資金というのは非常に貴重なも

のでございますから、21年度も２億円の枠でお

願いをしているところでございますし、この活

用は大いに図っていきたいと考えております。

余計なことだと思うんですが、議○野辺委員

案第27号、環境森林部でも出たんですが、４月

１日から「南那珂郡」というのはなくなるんで

すよね。だから、南那珂農林振興局とか南那珂

農業改良普及センターというのは、今後、「宮

崎県南部」とか「日南・串間」とか名前を変え

ていかんとおかしいことになると思うんです

が、その辺はどうなるんですか。

総務部のほうで最終的に○岡崎農政企画課長

決断することになると思いますけれども、今、

委員の御指摘のようなことも踏まえて今後検討

する必要があるかと思います。ただ、「南那

珂」という名前もまた捨てがたいのかなという

気はしております。

農業大学校の今後のあり方という○蓬原委員

のはわかりましたけど、ちょっとお尋ねしてお

きたいんですが、農業大学校のあり方について

の検討の中に５つ問題がありまして、「背景

各県農大校の厳しい現状」とあるんですけれど

も、何が厳しいんですか。

「各県農大校の厳し○上杉地域農業推進課長

い現状」と申しますのは、例えば、全国的な流

れとしてなかなか生徒が集まらない背景があり

ます。そういったものを踏まえているところで
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ございます。

平成22年、専修学校化するという○蓬原委員

ことだったですね。何のために専修学校化をす

るんですか。

今回の見直しの中で○上杉地域農業推進課長

考えておりますのは、まず、農大校の位置づけ

は何なのかということをしっかり考えないとい

けないと思います。農業者になるための実践的

な教育を徹底してやりたいというところでござ

います。そういった中で、今、専攻科というも

のがございますけれども、専攻科につきまして

は、もともと改良普及指導員の受験資格が取れ

るといったメリットがあったので人が入ってい

たところがありますが、なかなか人が集まらな

い中で、実践教育に徹底するということで、こ

のたび廃止の方向性を打ち出しました。１～２

年間実践教育をする中で、さらにステップアッ

プした専門的な知識を身につけたいといった者

が出てきた場合には、専修学校化をすることに

よって、ほかの大学の専門的な３年目、４年目

に入学できるような道をつくったらよいのでは

ないかと。なおかつ、就農キャリアカルテとい

うのをつくりまして、将来的には宮崎県に就農

する形で戻ってくるようなシステムを同時につ

くることによって、新規就農につなげたいとい

うところでございます。

新規就農ですよね。実際、農業の○蓬原委員

後継者になる人を育てるという目的がもともと

あって、入ってくる人たちが少ないから、何か

魅力をつくって、さらにステップアップした上

のほうの学問的なことをやるような専修学校化

することによって人を集めよう。言うならば農

業のホワイトカラーをつくるための養成学校に

なってしまう傾向にあるんじゃないかというこ

とですよね。だから、現場で農業をする後継

者、田んぼを耕して作物をつくるんじゃなく

て、失礼な言い方だけど、机の上の農業者をつ

くるだけで、結果的に実践的農業者をつくるこ

とにつながらなくなっていってしまう傾向があ

るんじゃないか。そしてこの「厳しい現状」と

いうのは、とりもなおさず、この農業大学校と

いう組織を残さんがための組織改編であって、

本来の目的とするところの、農業者をつくる、

宮崎県の農業を次につないでいく人たち 現―

場という言い方は失礼だけれども、そういう人

をつくることになっていかないと、学問的に一

生懸命する人がいて、結果的には農業者は育た

ない、いわゆる間接人員だけがふえていく農業

ということになってしまって、このあたりはど

うなのかなという疑問を感じます。年間２億幾

ら使いますよね。このあたりの考えはどうなん

ですか。

我々がこれを検討す○上杉地域農業推進課長

るに当たって、御指摘のような、例えば専修学

校化することによって、ほかの大学に編入する

ことを目的として農業大学校に入って、編入し

た結果、就農しないのではないか、そういった

弊害が生じるのではないかという懸念もあった

ところでございます。

ただ、基本的に、就農に向けた実践教育とい

う位置づけを明確にして、今後、就農に向けた

徹底した教育をやっていく中で、さらに勉強し

たいという人が出てきた場合には、そういう人

たちの道を閉ざすのではなくて、ほかの大学に

進ませることによって、なおかつ、就農に向け

た一貫した就農キャリアカルテ等に基づいた、

いずれ戻ってくるようなシステムを整えること

によって、両面から就農を支えるという考え方

でこれを仕組み化したところでございます。

卒業生の中で、実際就農している○蓬原委員
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人というのは、ここに５割ぐらいと書いてあり

ますけど、５割ぐらいですか。

現在の状況ですと、○上杉地域農業推進課長

平成20年度につきましては51％です。全国平均

が30％台なんですけど、比較的全国的にも高い

中に位置づけられております。

手段と目的ということを私、いつ○蓬原委員

も考えるんだけど、次の世代の農業経営者をつ

くるということが一番の目的であって、その手

段としての農業大学校。ところが、えてしてこ

の人間社会というのは、手段が目的化してし

まって、農業大学校という組織がある、歴史が

できた。これを何とか残さないといけないとい

うふうに動いてしまって、目先を変えて組織を

変えて、その組織の存続が目的化してしまう。

組織が肥大化していってしまって、本末転倒と

いうか、本来の目的から外れて組織の存続を図

ることが目的化してしまうということがあると

思いますので、あくまでも農業大学校の目的と

するところは、後継者、就農者をつくるという

ことを絶対忘れないようにやってほしいという

ことを強く要望しておきます。

御指摘、極めてご○上杉地域農業推進課長

もっともなところで、我々といたしましても、

とにかく位置づけは、就農に向けた徹底した実

践教育を行う場と考えておりますので、就農に

向けた仕組みをしっかりつくってフォローアッ

プするような形でやっていきたいと、御指摘を

重く受けとめてやっていきたいというふうに考

えております。

せっかくでございま○米良県立農業大学校長

すので、思いを込めてお話をさせていただきた

いと思います。

御指摘のとおり、これまでの農業大学校は、

先ほど申し上げましたように、指導者養成と農

業経営者養成を２本の柱でやってまいりまし

た。農業経営者の育成というのも、基本的には

農家の子弟を育てていくということを大前提に

従来からやってきております。ただ、今の状況

を見ますと、農業後継者も少なくなってきた。

あるいはいろんなところから農業に参入する機

会もふえてきた。こういうものを勘案して、将

来の農業経営者は、もうけて自立できる農業経

営者を育てる学校にしたいということで、この

見直しを図ったところでございます。そういっ

た意味では、求める学生像として、一番下のほ

うに書いておりますけれども、農業を職業とし

て選択した学生、これは農家、非農家を問わ

ず、こういう学生を積極的に受け入れて、そし

て農業者としての基本的な訓練をしていきたい

と考えております。

ただ、いろいろ勉強する中で、例えば花とか

果樹を自分のところで育種していきたいとか、

多様な品目を探していきたい、あるいは企業化

を今後していきたい、そういうニーズもござい

ますから、すべてを農業大学校でカバーするこ

とはできませんので、その選択肢の一つとして

４年生大学に進学できる道もあったほうがいい

だろうということで、専修学校化というのが出

てきたところでございます。そういった意味で

は、先ほどから委員もおっしゃいましたよう

に、この学校の目的というのは、これからの農

業経営者を育てるということに集中してまいり

たいと思っております。

先ほど松田委員、それから蓬原委○外山委員

員、質疑がありました農業大学校、この前、私

も委員会でちょっと取り上げたんですが。この

前も言ったと思うんですが、農業大学校の敷地

が100ヘクタールちょっとありますね。求めら

れる新しい大学像を見ていくと、やっぱり学校
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ですよね。畜産科があるから家畜も要る、飼料

作物つくる畑も要る、実践圃場も要りますが、

あそこをずっと校長に案内してもらって見て

回ったとき、多分、今の流れで職員の数も減っ

ておると思うんです。あそこは大学として使う

必要があるところ以上の広大な広さがある。そ

の管理がなかなかできない。大学のものだから

管理をほっておくわけにいかないので、先生と

か職員の人たちが、本来する仕事とは別個にそ

ういうところまでやらざるを得ない。この広さ

が負担になっておるような気がするんです。だ

から、適正な広さに区切って、あとは別個に利

用するとか、管理をどこかがやるとか、そうい

うことを考えないと非常に負担じゃないかと思

うんですが、どうですか。

おっしゃるとおり、○米良県立農業大学校長

農業大学校を入れて103ヘクタールほど敷地が

ございますけれども、その中で現在、10ヘクタ

ール程度の未利用地がございます。これはもと

もと農業大学校の学科用の用地ではなくて、ア

グリトピア構想に関連する事業で使う予定で確

保しておいたものでございますので、今直接に

は使っておりませんが、先ほど課長の事業の説

明の中でもありましたように、今後いろんな新

しい技術の導入とかを、農業者あるいは関係者

と一緒になって実証するとか、新たな使い道と

いうものも、農業大学校の学部とは別に、県畜

センター等含めて考えていきたいというふうに

は考えております。

校長としては、そんなに要りませ○外山委員

んとはなかなか言えないでしょうが、畜産科が

あるから家畜は必要だろうけど、多頭数養う必

要はないと思います。このままだと大学の職員

の方々がね あそこの裏のほうへ行ってみる―

と管理ができてないんですよ。今のように農業

大学に全部任せておったら負担が大き過ぎると

思いますから、農政全体でこの100ヘクタール

の使い方の検討をしていただくように要望して

おきます。

今回の新規事業の中○上杉地域農業推進課長

でも、例えば農業大学校における最新技術のデ

モンストレーション機能、デモをするような形

で使うとか、または既に就農した人たちが最新

の技術を自分の経営規模で実証する取り組みが

できるか検討しています。そういったものをや

りながら敷地を有効に活用したいと考えており

ます。

専修学校化したら、運営は、教育○坂口委員

委員会でなくて農政水産部ということになるん

ですか。

今までどおり農政水○上杉地域農業推進課長

産部となります。

前から課題になっていた、教育委○坂口委員

員会サイドでの農業高校ですよね。あそこは中

学校からの募集が……。卒業しても直接農業に

従事するのはごくわずかというのがある。後で

総括で聞こうと思っていたんですけど、海員養

成校も、漁業サイドのほうで同じように悩みを

抱えていると思うんです。そんな中で産業開発

青年隊は指定管理者にぼんと行ってしまったと

いうことで、農大校をどうするかという問題も

大きい問題ですけれども、ことごとくが時代の

変化にようついてこなかったというところが大

きい反省材料としてあるんじゃないかと思うん

です。

具体的に、農大校で聞くんですけれども、７

割ぐらいが農業高校から来る子供たちだという

ことで、そこからより入りやすく、高校の専攻

科みたいなコースに持っていこうという工夫も

あるんでしょうけど。県内の場合は、すべての
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市町村が「農業は我が町の基幹産業」と言って

いるんですよね。あそこにどの町からはいつも

多いとか、日之影あたりも毎年１人ぐらいずつ

入る。空白のところはことごとくゼロなんで

す。その町が、農業が基幹産業だ、最重要産業

だと言っていないかというと、そうでないし、

人材育成とかリーダー育成とか言っているんで

す。市町村との連携、あなたの町で将来モデル

農家として、あるいは今後地域を引っ張ってい

くような経営者として指導しようというような

人たちをぜひうちに送り込まないか、期待にこ

たえる教育をやれますよというようなものが果

たしてあったのかなというのと、もしないとす

れば、その工夫を１回市町村としっかりやり

合って、反省すべきは反省して改善をしていく

という工夫をもう一工夫やらないと、どうも

今、蓬原委員が言われたように、集めやすいよ

うに、出しやすいようにということで。

専攻科にしても、あそこで具体的に役に立つ

よなというと、一つには資格があるんですけれ

ども、どういう資格を取らせてたのか。農業改

良普及指導員。今、農業改良普及職というもの

が行政の中でどういう位置づけかといったら、

これは将来ない方向ですよね。資格を生かすと

いう点ではですよ。人工授精師はやってるんで

すかね。これなんかもやったにしても、自分が

看板出そうとしたときに、ストローがもらえ

る、もらえないという整理はどうやるんだとか

ですね。

だから、今指摘されたように、だれをどう育

てて、何に貢献させようとするのか。特に市場

が全然マッチしてないんですよね、やっている

ことと。だから、そこらを踏まえてこういう見

直し案をつくったのかというのと、そこを避け

てつくれば、また新たな考え方も同じことを繰

り返すと思うんです。そこらはしっかり検証さ

れた上での間違いないという方向なんですか。

これは。

まず、市町村等との○米良県立農業大学校長

関係ですけれども、今でも推薦入学が半分以上

ございます。それぞれの高校から推薦いただく

んですけれども、推薦状には市町村長の意見を

つけることにしております。ただ、その意見も

それぞれの部署で書かれるというのが現状で

しょうから、委員おっしゃいましたように、今

後は市町村の中で、自分ところの農業を担う人

材、あるいはこれからの担い手をどうするの

か、どう育てていくのか。これは農業団体とも

一緒になって検討して、小中学校のときから囲

い込んで、高校と連携して確保していくという

ようなことをしていきたいと考えております。

そういった意味で、農業高校との連携強化にも

努めていきたいと思っております。

ただ、今の保護者や学生のニーズがどこにあ

るのか、その辺をアンケート調査した結果、技

術を徹底して学びたいというのがございますけ

れども、そういったものが今の農業大学校の中

で満足できるような状態になっているのかどう

かということも反省をしまして、今、少子化の

中で、専門学校とか学生の奪い合いになってい

る厳しい状況がございます。そういった意味で

は、農業を魅力ある産業としてやっていくとい

う農業全体の政策とも絡めながら、将来の担い

手を幅広く集めていくということもやっていか

なくてはいけないんじゃないかなというふうに

思っています。

本当そこだ思うんです。さっきホ○坂口委員

ワイトカラーなのというのもあったけど、ホワ

イトカラーかブルーカラーか。教育委員会と目

標が違うんだということで、農政サイドでやっ
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ていく学校だとなればブルーカラーかなと思う

んですけど。

農業高校の推薦を市町村長がすると。だけ

ど、農大校に行きたいとなったら、「町長の判

こをもろてこい。推薦で入れるが」というのが

現実なんですよね。そうじゃなくて、「うちの

町からはぜひこの生徒を農大校に進めてくれ。

これは将来うちの人材なんだ」というような逆

が機能するともっと違ってたと思うんです。だ

から、入りやすいための推薦じゃなくて、育て

る人はだれなのか、その人を受け取るための推

薦の工夫が一つなかったのかな。そうなると結

果的に、農業高校からじゃなくても、資質があ

れば、首長さんが推薦すれば、全く違うところ

から入れるという工夫も今まであってよかった

んじゃないのかなということなんです。それら

も今後生かしながら、もうこれに移行されるん

でしょうけれども、中身を大事にしていただき

たいという気がするんです。

同じく農業大学校のあり方で、校○松田委員

長に伺います。海外研修生の受け入れ、これは

何回か質問が今まで出ました。知的財産権とか

種苗の関係があって難しいという答弁をいただ

いたように記憶しているんですが、実際、県内

でも海外研修生を受け入れている民間団体は多

うございます。これから先、海外研修生の受け

入れについてはどのようなお考えかお聞かせく

ださい。

海外研修生の農学部○米良県立農業大学校長

への受け入れというのは今までないんですけれ

ども、農業者への研修をやる部署として研修セ

ンターというのがあります。そちらのほうでは

要望があれば受け入れられることになっており

ますし、これまでも16人ほど受け入れた経緯が

ございます。いわゆる農家の中に入っていく農

家研修制度とは別に、いろんな技術とか情報を

学びたいというのであれば、いつでも受け入れ

られる状況にはございます。

ほかにございませんか。○宮原委員長

それでは、ないようでありますので、以上

で、農政企画課、地域農業推進課、営農支援課

の審査を終了いたします。

入れかえのため、暫時休憩いたします。

午後１時37分休憩

午後１時40分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

これより、農産園芸課、畜産課の審査を行い

ます。農産園芸課から順次説明を求めます。

なお、委員の質疑は、２課の説明がすべて終

了した後にお願いいたします。

農産園芸課でございま○串間農産園芸課長

す。

お手元の歳出予算説明資料303ページをお開

きください。農産園芸課の当初予算額は21

億2,595万7,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

305ページをお開きください。まず、中ほど

にあります（事項）農産物流通体制確立対策費

であります。４の新規事業、みやざき発・業務

用農産物生産拡大事業ですが、先ほど地域農業

推進課長が「平成21年度当初予算案の主な重点

事業等説明資料」12～13ページで御説明した事

業のうち、④の契約販売促進事業分について、

農産園芸課で計上したものでございます。事業

内容は、先ほどの説明のとおり、農業団体と農

業法人等が連携し食品加工企業等との新たな契

約取引の拡大を支援し農家所得を確保するもの

で、予算額は1,150万円をお願いしておりま
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す。

続いて、８の新規事業、みやざき農産物鉄道

輸送拡大推進事業ですが、農産物輸送の主流で

あるトラック輸送から、鉄道輸送の利用を促進

し輸送コストの削減を図るとともに、鉄道輸送

利用促進に必要な集荷体制や販売先の集約化等

も推進し、恒久的に利用可能な体制づくりを支

援するものでございます。予算額は393万4,000

円をお願いしております。

次に、306ページをお開きください。一番上

の（事項）強い産地づくり対策事業費でありま

す。この事業は、国の強い農業づくり交付金関

係の事業でありまして、農産物の高品質化、高

付加価値化、低コスト化等の生産条件の整備促

進、産地活動の強化を図るため、野菜や果樹及

び畑作物の産地競争力強化対策整備事業とし

て10億4,371万7,000円をお願いしております。

次の新規事業、（事項）挑戦！みやざき施設

園芸産地改革事業費については、資料により後

ほど説明いたします。

続いて、（事項）新みやざき園芸産地再生事

業費についてであります。この事業は、施設野

菜で重要な産地内の技術伝承と規模拡大による

後継者確保に着目した支援を実施し、施設野菜

産地の維持・拡大を図るためのものでありま

す。1,608万円をお願いしております。

続いて、下から２番目の（事項）活動火山周

辺地域防災営農対策事業費についてでありま

す。この事業は、桜島の降灰による農作物への

被害を防止するため防災営農施設の整備を行う

ものであります。降灰防止、降灰除去施設等整

備事業として5,397万3,000円をお願いしており

ます。

なお、309ページにあります活動火山対策農

地保全整備活用事業費につきましては、事業内

容は本事業と同様ですが、国の農地保全整備事

業を活用するものでありまして、別事項で計上

しております。

次に、戻っていただきまして、307ページ、

（事項）みやざき米政策改革推進対策支援事業

費についてでありますが、この事業は、米政策

改革大綱の趣旨を踏まえ、地域の特色を生かし

た水田農業経営の確立を図るため、関係団体の

指導推進体制の整備、水田農業の担い手育成の

ための条件整備、さらには、市場ニーズに応じ

た米の生産体制の整備などを進めるためのもの

であります。予算額は9,197万円をお願いして

おります。

次に、（事項）元気みやざき園芸産地確立事

業費についてでありますが、この事業は、認定

農業者など意欲ある担い手を中心に産地の構造

改革を推進し、輸入に打ち勝つ競争力のある産

地を確立するために、低コスト化や高付加価値

化、効率化に向けた施設・機械整備や産地育成

を図るものであります。予算額は１億4,491

万1,000円をお願いしております。

次に、一番下の（事項）青果物価格安定対策

事業費についてであります。４の新規事業、野

菜産地が連携した生産・販売体制強化事業です

が、この事業は、生産販売体制の強化を進める

ことで生産者の所得を向上させることを目的と

して、計画出荷に取り組む野菜産地に対し補て

ん率の強化を行うものであります。予算額

は1,500万円をお願いしております。

続いて、308ページをお開きください。中ほ

どの（事項）花き園芸振興対策事業費について

であります。これは、本県の特性を生かした花

き総合産地づくりを目指し産地体制の整備を図

るとともに、新品目のオリジナル品種開発・普

及や生産組織の充実強化、県産花きの需要拡大



- 97 -

を推進するものであります。予算額は2,876万

円をお願いしております。

続きまして、（事項）果樹農業振興対策事業

費についてであります。宮崎を代表する果樹と

なりました完熟マンゴーの栽培技術を確立する

とともに、日向夏などの特産果樹の条件整備を

進め、安全・安心なブランド確立を推進するも

のであります。新規事業、宮崎ならではの果樹

産地構造改革推進事業につきましては、資料に

より後ほど説明します。予算額は3,679万6,000

円をお願いしております。

一番下の（事項）茶業奨励費についてであり

ます。２の新規事業、みやざき茶品質向上対策

事業ですが、みやざき茶の品質向上を図るた

め、みやざき茶推進会議において、熟練技術者

による加工技術向上対策や近赤外分析計を利用

した生葉品質向上対策に取り組むとともに、高

品質茶等の販売戦略を検討することにより、荒

茶単価の向上、ひいては茶生産農家の経営安定

を目指すものであります。予算額は330万3,000

円をお願いしております。

次に、（事項）特用作物生産改善推進費につ

いてですが、葉たばこ、原料用カンショの特用

作物を主幹作目とする土地利用型の農業経営体

に対して、経営基盤強化を支援し、畑地帯にお

ける特用作物の生産振興及び農家経営の安定向

上を図るものであります。予算額は734万1,000

円をお願いしております。

最後に、（事項）食糧管理対策費でありま

す。１の新規事業、県産米粉生産利用体制整備

事業についてですが、米の消費拡大や食料自給

率の向上を図るため、農商工連携による米粉の

新たな需要創出を図るとともに、本県に適した

米粉用の多収品種による契約栽培の推進や、本

県産米粉の生産体制の整備により、県産米粉の

低価格化と安定した供給体制の確立を目指すも

のであります。予算額は500万1,000円をお願い

しております。

それでは次に、21年度の新規・重点事業につ

いて説明させていただきます。

お手元の「平成21年度当初予算案の主な重点

事業等説明資料」18ページをお開きください。

まず初めに、新規事業、挑戦！みやざき施設園

芸産地改革事業についてであります。

重油価格高騰を受け高コスト構造に陥ってい

る施設園芸を、持続的生産が可能な環境に優し

い脱石油型農業への転換を促すものでありま

す。

右の19ページに示しておりますとおり、本県

の施設園芸は、重油高騰による所得の減少、高

温性品目が多い生産構造、普及が進まない省エ

ネ設備等の問題があり、さらに重油を使用しな

い技術の展開と代替エネルギー技術の導入が必

要となっています。

まず、さらに重油を使用しない技術の展開と

して、省エネ化促進支援事業により、骨材が不

要な内張り空気膜カーテン等の新しい技術によ

る省エネ設備の整備や循環扇等の一体的導入支

援を実施します。また、重油を使用しない品目

・作型への転換を図るため、構造転換促進支援

事業により、作型変更や新規導入品目に必要な

機械等の導入支援によるモデル産地育成を実施

します。さらに、代替エネルギー技術の導入を

図るため、クリーン園芸促進支援事業により、

バイオマス熱源などの新暖房機の実証や、モデ

ル的に導入された新暖房機への支援を実施しま

す。あわせて、普及が進みつつあるヒートポン

プや木質ペレット加温機等の導入につきまして

は、ＮＥＤＯ事業等を活用してまいります。

本事業により、重油高騰に負けない園芸産地
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育成が図られるとともに、品目転換を目指すモ

デル集団の育成と経営改善が図られるものと考

えます。

事業期間は21年度から23年度の３年間で、21

年度の予算額として5,850万円をお願いしてお

ります。

次に、20ページの宮崎ならではの果樹産地構

造改革推進事業についてであります。

本県の果樹産地は、生産者の高齢化等により

果樹園の遊休化が進んでいる一方、市場価格の

伸び悩みの中で生産費の高騰等が大きな負担と

なっていることから、果樹産地の構造改革と省

力・低コスト果樹経営の確立を進めるものでご

ざいます。

事業内容につきましては、他県との競合が少

なく、本県原産である日向夏を核にしまして、

受粉作業が不要な日向夏の品種や、加工・業務

向けの梅の新品種などの導入支援による、省力

で低コストな経営を進めます。さらに、鮮度保

持のための低温貯蔵庫などの導入による流通面

の整備を進めることとしております。

あわせて、本県における認知度は高いもの

の、宮崎市内で発見されて以来180年の歴史に

もかかわらず、まだまだ県外での販売には苦労

しております日向夏につきまして、需要拡大の

ための活動支援や流通コストの低減を進めてま

いります。さらに、需要が拡大しつつあります

加工・業務用に向けた栽培をユズや日向夏で進

めてまいることとしております。

事業期間は、平成21年度から23年度の３年間

で、21年度の予算額は700万円をお願いしてお

ります。

農産園芸課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

畜産課でございます。○押川畜産課長

お手元の歳出予算説明資料の311ページをお

開きいただきたいと思います。畜産課の平成21

年度当初予算額は、一般会計で37億7,343

万4,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明していき

たいと思います。

313ページをお開きいただきたいと思いま

す。下から２番目、（事項）畜産経営環境保全

事業費であります。１の耕畜連携による資源循

環型農業確立事業の1,784万2,000円についてで

あります。この事業は、良質堆肥による安全・

安心な農畜産物生産のための堆肥舎整備や、マ

ニュアスプレッダー等の堆肥散布機の導入に取

り組むこととしております。また、畜産環境ア

ドバイザー等の養成を図り、家畜排せつ物の適

正処理や指導を推進し、環境に配慮した資源循

環型農業を展開していくものでございます。

次に、２の良質たい肥生産利用機能強化事業

の2,558万3,000円についてであります。この事

業は、耕種農家の堆肥の多様なニーズに対応で

きる家畜排せつ物の堆肥化処理技術や、的確な

情報、迅速な供給体制を整備し、堆肥の利用促

進を図るものであります。

次に、314ページをお開きください。下段の

（事項）肉用牛改良対策費であります。１の肉

用牛総合改良推進事業の4,938万4,000円につい

てでありますが、新規事業の（６）宮崎牛資質

向上緊急対策事業2,720万につきましては、後

ほど主な新規・重点事業の説明事項の中で説明

させていただきます。

次の（７）の新規事業、全国和牛能力共進会

連覇対策事業531万8,000円についてでありま

す。この事業は、平成24年に長崎県で開催され

る第10回全国和牛能力共進会での連覇に向けた

事業でありまして、21年度は４月早々に県推進
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協議会を立ち上げまして、出品牛作出のための

計画交配や飼養管理の指導に取り組んでまいり

たいと考えております。県としましては、生産

農家や関係団体、行政が一丸となって再び日本

一をかち取ることにより、宮崎牛の知名度をま

すます高めていきたいと考えております。

次に、２の優秀種雄牛安定確保対策事業の１

億4,483万3,000円についてであります。この事

業は、本県肉用牛生産の基盤である繁殖雌牛の

改良や、優秀な肥育素牛を生産するために、候

補種雄牛の発育等を見る直接検定及び候補種雄

牛の産子による産肉能力等を見る後代検定など

を実施いたしまして、すぐれた種雄牛を安定的

に確保するための事業でございます。

次に、４の改善事業、ＤＮＡ情報を活用した

「宮崎牛」育種改良定着化事業497万8,000円に

ついてであります。この事業は、肉用牛の脂肪

交雑に有効なＤＮＡマーカーを利用して、基礎

雌牛や種雄牛の的確な選抜及び改良速度を速め

ようとするものであります。

次に、その下の（事項）肉用牛生産対策費で

あります。３の肉用牛繁殖基盤強化対策事業の

１億1,078万1,000円についてであります。この

事業は、遺伝的能力の高い繁殖雌牛の県内保留

推進や、受精卵移植技術を活用した改良促進に

より肉用牛生産基盤の強化を図るものでありま

す。

次に、一番下の（事項）酪農振興対策費であ

ります。316ページをお開きください。７の酪

農経営活性化事業の4,421万2,000円についてで

ありますが、主な事業は、学校給食用牛乳の安

定供給や食育の推進等によりまして、県産牛乳

の消費拡大並びに飲用牛乳の定着化を図ってい

くものでございます。

次に、下の（事項）養豚振興対策費でありま

す。３のエコフィード活用促進事業の１

億3,082万5,000円についてであります。この事

業は、飼料自給率の向上及び生産コストの低減

のため、食品残渣等の未利用資源を飼料化する

２施設を整備していくものでございます。

次に、４の肉豚生産効率化施設整備事業の１

億38万についてであります。この事業は、川南

町を中心とする養豚グループが、母豚300頭、

肥育豚1,500頭規模の施設を建設し、グループ

内では母豚2,100頭規模の一貫生産体制を整備

していく事業でございます。

次に、下の（事項）養鶏振興対策費でありま

す。３の改善事業、「みやざき地頭鶏」全国

トップブランド対策事業の1,072万8,000円につ

いてであります。この事業は、みやざき地頭鶏

の品質や販売をさらに強化し、ひな供給を50万

羽から80万羽生産体制を目指しまして、さらに

全国トップブランドまで押し上げることを目的

にしております。昨年10月に生産者みずから設

立しました「みやざき地頭鶏事業協同組合」が

行う品質管理や販売強化の調査、指導、ＰＲの

取り組みに対する支援、それから、みやざき地

頭鶏普及促進協議会が行うブランド体制の戦略

方針の決定、生産農場や指定店等の基準策定等

の検討を行う支援をやってまいりたいと考えて

おります。

次に、317ページをごらんください。（事

項）食肉鶏卵流通対策費の３の改善事業、宮崎

県産牛肉流通販売対策事業1,327万8,000円につ

いてであります。この事業は、従来、よりよき

宮崎牛づくり対策協議会により進めてきました

宮崎牛ブランドづくりに、新たな取り組みと海

外戦略を加え、さらに宮崎牛のブランド向上を

図るものであります。また、宮崎牛以外の県産

牛肉を活用したブランド化に取り組むグループ
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にも支援をしてまいりたいと考えております。

次に、（事項）飼料対策費の４の新規事業、

飼料自給率向上対策事業の689万7,000円につい

てであります。この事業は、集落営農やコント

ラクター組織が、農地集積や耕作放棄地の利用

及び堆肥の活用により、低コストで効率的に飼

料用米等の飼料作物の生産拡大を図り、飼料自

給率の向上と輸入飼料に依存しない畜産経営を

目指すものでございます。

次の５の新規事業、エコ資源を活かした「宮

崎の畜産」創造事業720万につきましては、後

ほど主な新規・重点事業説明資料の中で説明さ

せていただきます。

次に、一番下の（事項）公共畜産基盤再編総

合整備事業費であります。１の畜産基盤再編総

合整備事業の６億1,808万4,000円についてであ

ります。この事業は、飼料基盤に立脚した畜産

経営体の育成を図るため、西諸地区及び霧島南

部地区の都城地区、それから西都・児湯地区、

宮崎中央地区で草地整備や牛舎整備などを行う

ものであり、21年度は、１ヘクタールの草地改

良と22件の牛舎及び関連施設等を建設してまい

ります。

次に、318ページをお開きください。一番下

の（事項）家畜衛生技術指導事業費についてで

あります。７の新規事業、産業動物関連獣医師

確保対策事業222万5,000円についてでありま

す。近年のペットブームを背景に、新卒の獣医

師の約半数が小動物臨床志向にありまして、産

業動物の診療等に従事する獣医師が不足してい

る現状がございます。このため21年度から、イ

ンターンシップなどの就業体験、修学資金の給

付を行いながら産業動物獣医師の確保に努めて

まいりたいと考えております。

次に、（事項）家畜保健衛生所費でありま

す。３のみやざきの畜産を衛る家畜保健衛生所

機能強化事業の１億92万8,000円についてであ

ります。委員の皆様には、２月19日に宮崎家畜

保健衛生所にお出かけいただき検査等を見てい

ただきました。バイオハザードに対応した検査

機能の強化が図られたところでございまし

て、21年度は解剖棟を建設してまいりたいと考

えております。

次に、資料がかわりまして、「平成21年度当

初予算案の主な重点事業等説明資料」の22ペー

ジをお開きいただきたいと思います。宮崎牛資

質向上緊急対策事業についてでありますが、１

の事業の目的のところに書いてございますよう

に、地域の繁殖雌牛群をレベルアップするた

め、各地域に「宮崎牛資質向上地域協議会」を

設置しまして、低能力雌牛群を優秀な繁殖雌牛

群に更新させることで、宮崎牛の資質向上と子

牛価格の低下防止を図っていこうというもので

ございます。

23ページのフロー図を見ていただきたいんで

すが、真ん中の下段の事業主体は、先ほど申し

ました宮崎牛資質向上地域協議会となってまい

りますが、地域の繁殖雌牛の繁殖成績や産子成

績をデータベース化していく状況をつくってい

きたいと思っております。地域の雌牛の改良を

図っていく中で、左の項の下段に示しました、

子牛市場価格を低下させる原因となっておりま

す、遺伝的能力の低い雌牛を緊急的に更新して

いこうと考えております。更新につきまして

は、真ん中の上段に示しておりますように、県

とＪＡ等が２分の１負担して基金を造成してま

いります。１頭当たり５万円を助成する仕組み

となっておりまして、22ページの（４）事業内

容の②牛群レベルアップ促進事業で取り組んで

まいりたいと考えています。
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こういう取り組みによりまして、フロー図の

右に記載しておりますように、繁殖雌牛や子牛

の資質向上が図られ、県内でも一番高い宮崎中

央農協のように、子牛が高値で取引される体制

を早期に構築していこうというものでございま

して、事業費2,720万を予定したところでござ

います。

次に、24ページ、25ページをお開きいただき

たいと思います。エコ資源を活かした「宮崎の

畜産」創造事業についてであります。

資源循環型社会の実現を目標に、畜産分野で

の取り組みといたしまして、本県が有しており

ます家畜排せつ物などの豊富なバイオマス資源

を活用して、資源循環型農業と環境に優しい宮

崎の畜産を進めてまいりたいと考えておりま

す。

事業内容でございますけれども、25ページの

フロー図をごらんいただきたいと思います。下

段の①新エネルギーの開発事業では、家畜排せ

つ物の焼却、メタン発酵によりまして、熱、電

気、ガス等のエネルギー化の検討を行ってまい

りたいと考えております。

また、上段②の食品リサイクル事業では、食

品工場やコンビニエンスストア等から出る食品

廃棄物を家畜の飼料としてリサイクルするエコ

フィードを促進するために、簡易な施設整備や

エコ飼料による銘柄豚づくりに取り組むグルー

プを支援してまいりたいと考えております。事

業費は720万を予定しております。

なお、中段③の資源循環促進事業につきまし

ては、既定事業の中で対応してまいりたいと考

えております。

畜産課の主な事業につきましては以上でござ

いますが、次に、債務負担行為につきまして御

説明させていただきます。

お手元の環境農林水産常任委員会資料の５ペ

ージをお開きいただきたいと思います。一番下

の項、畜産課の欄でございますが、１つ目は、

平成21年度に金融機関が宮崎県農業振興公社に

整備事業資金を融資したことによって損害を受

けた場合の損失補償をするものでございます。

２つ目と３つ目は、平成21年度における畜産特

別資金融通助成事業等の利子補給につきまし

て、期間及びその限度額を設定するものでござ

います。４つ目は、先ほど御説明しました新規

事業でございますけれども、平成21年度産業動

物獣医師確保修学資金給付事業におきまして、

獣医系大学の学生に給付する修学給付金の債務

負担をお願いするものでございます。

畜産課は以上でございます。よろしくお願い

したいと思います。

説明が終了しました。○宮原委員長

委員の皆様から質疑はございませんか。

305ページ、農産園芸課の（事○満行委員

項）農産物流通体制確立対策費の○８みやざき新

農産物鉄道輸送拡大推進事業ですけど、ここに

書いてあるとおりだと思うんですが、環境の問

題とかいろいろあるだろうとも思いますけど、

これに入るのかどうかわからないですけど、ト

ラックの速度規制があって、その対応がこの中

に入っているのか。１から８までありますけ

ど、８の説明と、速度制限の対応がこの中にあ

るのかお尋ねします。

この事業の内容には含ま○串間農産園芸課長

れておりません。内容は、今まで農業団体

が5,000トン程度鉄道輸送をしていたんです

が、こういう時代ですので、１万トンを目標に

プラス5,000トン積み上げをやってもらおう

と、その積み上げの分について運賃助成になる

ように予算を組んでおるところでございます。



- 102 -

農産園芸課の予算の中には、ト○満行委員

ラック輸送のスピードリミッター対応というの

はないということですね。

はい、ございません。○串間農産園芸課長

次、306ページ、○挑戦！みやざ○満行委員 新

き施設園芸産地改革事業費、戻りますけど、農

政企画課の先ほど説明いただいた3,600万円の

地球温暖化対応産地構造改革モデル実証事

業、20年度の成果が上がっており、21年度も引

き続いてやるのかなと思うんですが、ここにま

た省エネ促進等で3,000万出ているんですけ

ど、これとの関係はどうなっているのかなと思

うんですが、農政企画課の部分は実証実験とか

モデル事業で、これは実際の支援ととらえてい

いのかお伺いします。

そのとおりでございまし○串間農産園芸課長

て、農政企画課については試験研究段階、開発

という側面が強いと思いますが、我々のほうは

現場で普及に向けた取り組みというふうに整理

をしております。

その説明資料18ページ、事業の目○満行委員

的に「重油価格高騰を受け、高コスト構造に

陥って」云々となっているんですけど、高コス

ト構造なので、コストを下げるということでこ

うなっていると思うんですが、右の19ページを

見ると、重油の使用量が多い、環境に優しくな

いので、「環境に優しい脱石油型の園芸への転

換」というふうになるわけですよね。説明で

は、高コスト構造の対応というのじゃないと思

うんです。実際、バイオマスの木質ペレットと

かエアコンというのは、加温機は２倍、３倍も

するという状況もあって、高コスト構造は変わ

らないというか、さらなるコスト構造なので、

それを落とすために補助事業をする事業という

ふうに見ればいいんでしょうか。

現在は油価格は65円と、○串間農産園芸課長

ピーク時に比べるとかなり落ちついております

が、将来をにらんだときには、国際機関でもか

なり高くなるという予測も出しておるところも

ございます。例えば今後の方向性の①のところ

に導入しやすい省エネ設備というのがあります

が、まさにこれは、低コストな資材を入れて油

代を下げて低コスト化につなげようという話で

あります。また、バイオマス等については、初

期投資は高いものの、年度当初の常任委員会で

も報告いたしましたように、85円程度ではペイ

するというようなデータが実証圃で出ておりま

すので、環境に優しいエネルギーでもあると同

時に、将来をにらんだ低コスト化に向けた取り

組みというふうに我々はとらえております。

代替エネルギーというか、加温○満行委員

機、暖房機の価格というのはかなり高いわけで

すよね。驚くぐらい値段が高いので、どこも自

前で入れられない。更新するときには補助事業

をもらわないととてもやれないという状況だと

思うんですが、85円でペイするというのは、補

助を入れて85円でペイするという計算ですか。

補助金はなしで試算して○串間農産園芸課長

おります。

そのことはまた聞きますが。○満行委員

307ページの青果物価格安定対策事業費、１

の事業は１億9,000万ほどなんですけど、全部

で２億7,900万、これは県単ですね。これは国

庫の事業じゃないんですね。自前で県としてや

るという事業でよろしいんですね。

これは国庫と県単と書い○串間農産園芸課長

てあります。例えば１の野菜生産出荷安定資金

造成事業は、指定野菜、流通量も多くて大事な

野菜、キュウリとかピーマンなどですが、それ

は国が60、県が20、生産者が20という負担割合
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で資金を造成しましょう。その分の県の積み増

し分をここに１億9,000万上げてあります。一

番下の５は純粋の県単で、県と経済連、農協、

市町村、生産者でそれぞれ積みましょう。県の

分が4,060万という整理でございます。

畜産課315ページ、肉用牛生産対○満行委員

策費、寄附金が１億入っているんですけど、こ

の事業とこの１億円の関係をお願いします。

この１億円の寄附金につきま○押川畜産課長

しては、家畜改良事業団から受ける寄附金でご

ざいます。この寄附金を活用いたしまして、肉

用牛繁殖基盤強化対策事業の中で優秀な雌牛の

保留確保を図っていこうというところでござい

まして、15万円で666頭の保留対策費を打って

ございます。

寄附する側に何かメリットがある○満行委員

ということですか。

このメリットと申しますと、○押川畜産課長

宮崎県の肉牛改良の基礎となります350頭を基

礎雌牛群と設定してございます。この中から県

内の繁殖雌牛群の改良も行っていきますし、産

子から種雄牛をつくってまいりますので、そう

いったところでメリットがあります。

316ページ、養豚振興対策費、エ○満行委員

コフィード活用促進事業１億3,000万ですけ

ど、エコフィード活用促進事業というのは養豚

に限るんですか。

ここでエコフィード活用促進○押川畜産課長

事業と申しておりますのは、焼酎かす等を使っ

て液状のものを流していく施設をつくって、養

豚施設で使うという形になっておりますから、

ここの事業の中で整理させていただいておりま

す。

それで、国２分の１、事業主体２○満行委員

分の１はわかるんですが、国２分の１、市町村

２分の１というのはどういう事業なんでしょう

か。

市町村の事務費を10万円ほど○押川畜産課長

予定しておりますので、こういったものでござ

います。

お伺いします。306ページ、強い○松田委員

産地づくり対策整備事業で３つあります。野菜

・果樹・畑作物産地競争力強化ということがう

たってありますが、具体的にどういうようなこ

とで産地競争力を強化するのかお聞かせくださ

い。

産地競争力強化は、今回○串間農産園芸課長

の事業はほとんどが低コスト化につながったも

のが多いんですけれども、低コスト耐候性ハウ

スとか、契約販売の取り組みとか契約的な産地

育成、それと品質向上対策、この３つに整理さ

れております。

低コスト化はこの絵にもうたって○松田委員

あるんですが、もっと具体的に、どうやったら

低コスト化につながるのかお教えいただけます

か。

今回の事業費との関連で○串間農産園芸課長

申し上げますと、低コスト耐候性ハウスの希望

が大半を占めております。品目はマンゴーが多

いんですけれども、鉄骨ハウスに比べて７割程

度のハウスということで、低コストのハウスを

つくっていると。

もう一つ、付加価値をつけると言いましたけ

れども、補正のときに断念したところもあると

言いましたが、その農業団体が産地に加工施設

をつくってやっていこうと、その周辺に原料野

菜をつくっていこうという取り組みがありまし

て、それが１年おくれましたけど、それがこと

しこの事業の中に、再度チャレンジで希望計画

で上がっております。加工的な取り組みで契約



- 104 -

的な取り組みでやっていくということでござい

ます。

低コスト化は、低コストハウスへ○松田委員

の助成が今回の主体だということですか。

主体になっております。○串間農産園芸課長

次、同じ306ページ、新みやざき○松田委員

園芸産地再生事業費の施設園芸農家の２世代に

よる家族経営を実現するために整備支援という

ことは、施設園芸農家に限って２世代家族経営

を支援する事業になりましょうか。

本県の主力であります施○串間農産園芸課長

設園芸、キュウリ、ピーマンといった農産地

で、後継者にしっかり技術を継承しながら２世

代経営により産地を維持発展させていこうとい

う趣旨の事業でございまして、そのためには技

術研究会なるものをつくって勉強会をやって、

例えばピーマン農家の御子息がよそから帰って

も、順調に研修を受けながら引き継いでいって

産地が維持拡大していくという趣旨の事業でご

ざいます。施設野菜でやっております。

後継者の育成とか技術の継承とい○松田委員

うのは全課にわたることかと思うんですが、畜

産課のほうは、同じような、２世代ということ

に特化した事業等々行っておられますでしょう

か。

２世代を意識した事業は展開○押川畜産課長

しておりませんけれども、従来、両親が肉用牛

経営されていて、それを息子さんが継承される

というような形の中で、畜舎建設とかの支援は

やっていくという形はとっております。

309ページ、桜島の降灰がきのう○松田委員

からニュースに出ておりますが、活動火山対

策、これはエリアが限定されているというふう

に聞いたんですが、この事業費の適用されるエ

リアをお示しください。

南那珂地域と北諸県地域○串間農産園芸課長

になっております。

昨年もエリアの拡大等についての○松田委員

要望があったように覚えているんですが、何か

前進、進展はありましたでしょうか。

この事業につきまして○串間農産園芸課長

は、３年間の整備計画というものを樹立しまし

て、国に承認をもらって、その整備計画にのっ

とって事業を実施しております。第９次整備計

画が20年度から22年度になっておりまして、そ

ういった御要望等については23年度から第10次

計画に向けて検討を進めなければいけないだろ

うと考えます。そのときのポイントとしまして

は、産地における被害率が10％というものがク

リアできることが条件となっております。

同じく309ページ、食糧管理対策○松田委員

費で県産米粉の普及・定着というのが大きく出

ておりました。500万ですね。今、県産米粉は

どういったところが需要が多いんでしょうか。

県内で30トン程度の実績○串間農産園芸課長

があるんですが、そのうち25トンは学校給食用

の米粉パンでございます。残り５トン程度は普

及啓蒙のためにいろんな加工施設で使っても

らったり、試作品を提供したり、そういったこ

とで使っております。

319ページの家畜衛生技術指導事○松田委員

業費の７産業動物関連獣医師確保対策事業とい

うことで、産業動物獣医師が不足だという御説

明がありました。実際、どれぐらいの数で推移

しておるんでしょうか。

本県獣医師の就業状況で申し○押川畜産課長

上げます。平成18年と平成６年との比較という

形で見ていただきたいと思うんですが、公務員

の場合には、平成18年が203名でございまし

て、平成６年との比較は31名マイナスになって
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おります。それから産業動物診療に携わる獣医

は82名でございまして、マイナス24名という状

況がございます。それから、犬猫診療に関しま

しては85名いらっしゃいまして、30名ほどふえ

ているという現状がございます。現在、1,000

名程度の獣医師が出てまいりますけれども、そ

の半数が小動物に行かれるということでござい

ます。また、獣医学部に入ってくる学生も女性

がかなり多くなってきているという状況の中

で、大動物に従事する獣医師が少なくなってき

ているというのが現状でございます。

将来性を見据えて獣医師確保の対○松田委員

策が必要だということで、この予算を組まれた

というふうに理解してよろしいでしょうか。

宮崎県は畜産県でございます○押川畜産課長

から、やはり産業動物獣医師をきちんと確保し

ていかなきゃいけないというのは大きな課題だ

ろうと考えております。また、我々公務員関係

も、先ほど申し上げましたように非常に少なく

なってきていると。今後、団塊の世代がやめて

いきますと、公務員でも50歳以上が半数に上っ

ております。そういったものも確保していくと

いうところも視野に入れた対策というふうに考

えております。

最後に314ページ、肉用牛改良対○松田委員

策費の中で第10回の共進へ向けた全国和牛能力

共進会連覇対策事業、勝たんならんための事業

なんですが、具体的にどのようなことを考えて

いらっしゃるんですか。

基本的には、９回全共も、今○押川畜産課長

の段階から、どの牛を出品させようということ

で具体的に交配から入っていきます。そういっ

たものをやっていくためにも、３年前から始め

ていかなきゃいけない。種つけして子を産ませ

て、その牛が肉になる段階まで持っていくとい

うところは、今の時点でスタートしていくとい

う話ですから、きちんと今から体制づくりを

やっていかないといけない。それと、連覇をし

たいということでございまして、今回は、選ぶ

もとになる牛群の枠を広げて、大きなところか

らいい牛を選抜していこうという気構えでやっ

ていこうという考えを持っています。また、受

精卵移植技術を取り入れながら、より選抜の形

を進めようかとか、よくしていこうかというよ

うな取り組みを具体的に始めようとしておりま

す。

関連してお尋ねしたいんですけ○坂口委員

ど、産業動物関連の獣医師確保ですよね。１つ

には、ニーズに物すごく偏りがあると思うんで

す。必要な獣医師さんの数を何ぼか予測する

と。というのが、突発的に伝染病関係が出たと

きには、短期間で集中的に必要になるとか、食

肉衛生関係での常時必要とか、相手方に合わせ

た必要とか、物すごくニーズに変動があるの

と。公的な立場からでしかいけない部分と市場

原理でいく部分とで、市場原理の調整というの

はなかなか難しいと思うんです。そこらのとこ

ろをどうクリアするかというのはすごく難しい

と思うんですけど、幾らこれで獣医師さんたち

の卵を育て上げても、食うパイがなければ、そ

こで成り立たないことになりますよね。

あとは、県の職員の人たち、市町村の職員の

人たちが、どこまで公務員の中で確保できるか

というのと、情報を持つという意味での資質と

いうか技術力というか、常にリアルタイム型で

対応できるような高度な部分から、検査なら、

昔、見て判断できてた、今でも大丈夫だという

レベルのものまで幅も広いし、ニーズが時と場

合によって変わっていくという難しい部分があ

ると思うんですけど、これへの対応というのは
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ひとつ考えないといけないんじゃないかなとい

う気がするんですけど、どんなですかね、そこ

らのところは。

例えば、共済組合等に勤めら○押川畜産課長

れている獣医さん方を見ますと、先ほど申しま

したように、県職員と同じように50歳以上が半

分という状況に来ていますので、その方たちが

やめられても10年ぐらいはやっていただくとい

うところがございますから、その間に解決する

部分があるだろうと考えています。宮崎県とし

ては現状の畜産状態は維持していくように努力

してまいりたいと考えておりますから、こうい

う状態の中でどれだけの獣医さんが必要なのか

きちんと共済連あたりと話し合いながら、じゃ

確保をどうしようかと。共済連あたりも、この

事業の中で同時に取り組んでいくという形に

なっておりますので、そういった対応をしてい

く。

それから、先ほど申し上げられました、家畜

伝染病が発生したときの獣医の対応という形に

なりますと、例えば今回、愛知県で発生しまし

たけれども、我々から言わせれば、対応の仕方

が少し甘いんじゃないかなという感じを持って

います。我々が口蹄疫の経験に基づきまして、

おととしの鳥フルに対応させていただいたとき

には、早急にばっと公務員の獣医が集まって陣

頭指揮をやる。その配下に置く人間も県職員の

中である程度訓練しておいたというところが今

回につながったんだろうと思いますので、そう

いった訓練は中でやっておくべきかなと。それ

を外にいらっしゃる獣医さんにも少し広げてい

くというところもやっておかないと、我々だけ

では対応できない部分が今後は出てくる可能性

もございますから、そういったところも前向き

に検討してきたいと考えています。

例えが余りにも違い過ぎるかもわ○坂口委員

からんけど、消防ですよね、人海戦術のときも

あるし、長期戦もあるし、プロフェッショナル

が必要なときもある。まず、職員消防というの

が常設でありますよね。場合によっては消防団

がある。あるいは自営組織みたいなのまで加わ

るとか、ニーズと質に応じて柔軟に、しかしな

がら肝心なときは対応できているよというよう

な考え方と、その中での専門的な訓練が必要な

人、そうでない人というのがあってやっていか

ないと、物理的な限界があるんじゃないかなと

いう気がしたものですから、また今後そこらを

研究していただいて。

例えばブロイラーの場合に○押川畜産課長

は、インジケータごとにそういったものができ

るような体制もあるんじゃないかと考えており

ます。役割分担という世界が今後できてくると

考えておりますから、例えば、西都市の消防団

とか、日本ホワイトファームさんの消防団とか

いう形でつくっていくことも可能じゃないかな

と考えておりますから、その辺の検討もあわせ

てやっていきたいと考えております。

引き続いて畜産課長に、さっきの○坂口委員

に補足して教えていただきたいんですけど、肉

用牛繁殖基盤強化対策事業で15万円を666頭対

象、改良事業団に寄附するメリットはというこ

とで、そこにつながるから成り立つという説明

だったんですけど、ここのところをどう判断す

るか難しいと思うんですけど、結局、家畜改良

事業団のＤＮＡにつながるものしかメリットに

ならないか対象にならないという枠の中で、

今、子牛価格もブロック別にすごく差が出て、

児湯郡あたりはなかなか大変なんですよね。そ

こをたぐっていくと、ストローの配給が地域限

定にならざるを得ないというのと、本県の場
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合、育種を事業団一本でやっているということ

で、民間ブリーダーが育っていない。育ってい

ないところで、話が戻りますけど、受精師あた

りも経営がやれない、極端に言ったら世襲制で

しか今後いかないんじゃないかというぐらい狭

き門。家畜の獣医さんもですけど、受精師と

セットでなら、ひょっとしたら山間部でも成り

立つかもわからない。そこらも含めて、長い目

で本県の畜産を今後維持発展させていくために

この仕組みを変えるというのは冒険でもあ―

るし、今までしっかりしたもとで管理してきた

品種なり育種というのが成功してきての日本一

には間違いないんですけど、でも、仕組み的に

ちょっと疲労しかけているかなという気はする

んですけど、そこを何かお感じになっていた

ら、今後の考え方とか聞かせていただけると。

寄附金の問題、どういった形○押川畜産課長

の貢献という話になってまいりますけれども、

基本的には種雄牛は県有牛でございまして、県

有牛であれば県が全部とっちゃっていいんじゃ

ないかという話になっていくだろうと思いま

す。ただ、事業団を設立した背景というのは、

今後、宮崎の肉用牛をどうやっていこうかとい

うところから始まっているだろうというふうに

思っておりまして、各地域で個人的にやられて

いた種雄牛を全部県に一本化してしまったとい

う経緯がございます。そういった流れで県有牛

という制度ができ上がってきました。事業団の

立ち上げのときには、果実は事業団の運営に

使っていただいて結構ですというシステムで

ずっと来ていて、精液が１本500円で長くやっ

てまいりました。であれば、ランクによって分

けていくべきじゃないかというような形

で、5,000円の精液ができたり、1,000円の精液

が出てきたり、500円の精液。それは農家から

集めてきたお金という形になりまして、それを

県のほうに寄附いただくという形になってまい

りましたので、そういったところで、県がいた

だいて、県内の肉用牛の改良に使えるような形

で基礎雌牛をきちんと整備していこうというよ

うな形でお返しして、その中からまた種雄牛が

でき上がってくるというような形で回っていっ

ているんじゃないかなと考えております。

そういう事業団設立の背景から、かなり世襲

制のものもございまして、３世代に移っている

ところがございます。宮崎牛がこうやって統一

しやすかったのは、その精液の流れ、宮崎牛づ

くり体制がこの三角でぴしっとでき上がってい

たからだと考えておりますが、これだけ農家の

方たちの技術力もついてきた中では、人工授精

をやられる農家の方もいらっしゃいますので、

そういったところの取り扱いを今後どうしてい

くかもひとつ検討していかなければならない問

題ではないか。それとあわせて、家畜改良事業

団の今後の方向性、どういった形で運営してい

くのかというのも、40年がたとうとしておりま

すから、そういったものの検討を今後やってい

くべきじゃないかと考えております。

それから、山間地域は非常に肉用牛が少な

い、そういったところで獣医さんたちも少な

い、なかなか獣医だけではやっていけないとい

うところも確かにございます。診療施設と人工

授精施設という形でやっていただければ、ある

程度の収入をもって経営ができるという場面も

できてくるんじゃないかと思っておりますの

で、そういったものもやっていくスタイルでは

あるかなと考えています。いずれにしても、こ

れまで先人が築かれた宮崎牛づくりの形は、い

い悪いは別として、長い年月の間で、先ほど民

間が育ってきていないというお話もございまし
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たので、そういったものも含めて検討する時期

には来ているんじゃないかなと、私も考えてい

るところでございます。以上でございます。

本当に今言われたように、この○坂口委員

前、宮日「牛歩」に出てたですけど、年１

産、10カ月300キロですよね、経営の境界が。

それを目指すと、近くにいて種つけできるタイ

ミングを的確に判断できる体制整備、現に山間

地の高齢農家が年間に１頭か２頭の子牛を小遣

いがわりにというのが、まだまだ本県の畜産を

支えているという現実をしっかり見ていく必要

があるのかな。

今、言われたようにブロックごとのストロー

を今後どうするかの問題ですけど、県が開発は

してきたんですけれども、やっぱり民間ブリー

ダーなんですよね。県外から500万ぐらいの可

能性の高い雄牛を買ってきて種雄牛に育ててい

く。しかしながら、10年に１本しか出ないわけ

ですから、民間が開発した5,000万の牛を買っ

てきてストローを配っている、仕組み的にはそ

うだと思うんです。形が県が開発しているとな

るけど。だから、宮崎は民間ブリーダーのノウ

ハウを反映してきていることには間違いないん

ですよ。実態の上では。仕組みの上で、完全に

県行政が、あるいは団体とという見かけになっ

ているけど。なおかつ、今、こんなぐあいで地

域差が出始めたわけでしょう。今回、外からの

雄牛の子牛買いはやらないんですよね。昔みた

いな。

一応500万ほど予定しており○押川畜産課長

まして、いれば購入してこようというような形

は考えております。

どちらにせよ、買わない方向が一○坂口委員

たん出たのかなと思うんです。買うなら買う

で、いればということでしょう。いい牛を買う

じゃないとだめだ思うんですね。今まで確率

が10分の１なんですね。5,000万で買うのと一

緒なんですよ。500万で安い牛を買ったってい

うけど、そうじゃないんですよ。5,000万。し

かも買った牛は何年間か、判定でだめだとなる

までは飼養管理の経費がかなりかかってるんで

すね。だから、億を超すような種牛なんです

よ。実際つながれているのは。そこを考えたと

きに、民間でこれだけのいろんなものを持って

いる人たちがいる。実際それで飯食っているわ

けですから。そのノウハウを生かす生かさない

というのは大きいと思うんです。その選択眼の

中に、必要だと、１頭買おうというとき

に、500万で全国のどの牛を買ったらいいのか

という情報の収集とか整理、ここらも含めてぜ

ひ大きく判断を見直すというか、一たん検証し

て、また同じ方向でもいいんです。それも含め

た大きい節目に来ているんじゃないかなという

気がするものですから。

委員おっしゃいますとおり、○押川畜産課長

私といたしましては、宮崎県の雌牛のレベルと

いいますか、種雄牛をつくっていくレベルはか

なり高くなってきていると判断しています。今

回も予算化はしておりますが、具体的にそう

いったことをきちんとやっていこうという対応

ではございません。各地域の改良を進める方た

ちの集まり、肉用牛部会とか組織がございます

が、こういったところでいろんな検討をされて

要望されるということであれば、それには対応

していきたいと考えております。

今、各県との精液を交換し合って種雄牛をつ

くっていこうかというような動きも具体的に出

てきておりますから、そういうものを活用しな

がらやっていけば、500万円使う必要はないん

じゃないかなというふうにも考えております。
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よろしくお願いをしておきます。○坂口委員

引き続いていいですか。農産園芸で308ペー

ジです。教えてほしいんですけど、一番上のバ

イテクの対策事業費の中の優良種苗利用促進事

業というのと、下のほうの花き園芸振興対策、

どちらもバイオ苗に係るものかなと思うんです

けど、この違い、特に苗の供給についての違

い。上は試験研究の分野だけになるんですか。

まず、バイテク種苗増殖○串間農産園芸課長

総合対策事業費の優良種苗利用促進事業のほう

ですけれども、わかりやすく言いますと、１が

試験場の隣にありますバイテクセンターの運営

費でして、あそこで健全育成した種苗を増殖し

て産地の農協に配付するわけですが、その一歩

手前の総合農試で育種保存、親株保存、バイテ

クセンターに持っていく前の部分を２の優良種

苗利用促進事業で行うという流れになります。

これはバイテクの総合対策事業の○坂口委員

中の１と２の違いですね。

そうです。○串間農産園芸課長

バイテク苗を農家に普及していく○坂口委員

というのが、花き園芸振興対策事業の中のラナ

ンキュラスとか、これはバイオ苗だと思うんで

すけど、これとの違いがどんなになっているの

かを。

今だ！ラナンキュラス日○串間農産園芸課長

本一産地づくり事業につきましては、バイテク

センターからもらった苗を、高千穂なら高千穂

の農協あたりが農家に渡す前にもう一回増殖を

して ラナンキュラスは１個から３個にしか―

ふえないという非常に増殖率が悪いので、それ

をいかに産地でふやして安い球根を農家に提供

するかという部分と、そのほかに、ラナンキュ

ラスはハウスでつくりますので、ハウスの整備

とか、そういったものまで花き園芸振興対策の

中で組んでおります。

その中の苗の部分だけ、バイオの○坂口委員

部分だけ見ていきたいんですけれども、こっち

は県から生産者に直渡しで、一方は農協からの

委託を受けて、苗を何個うちでつくってあげま

しょうという受託関係か何かが成り立って、ま

た農家に渡っていくという仕組みなんですか。

ラナンキュラスは。

ラナンキュラス苗は、バ○串間農産園芸課長

イテクから直でやりますと非常に球根代が高く

て農家の負担が非常に大きいので、ワンクッ

ション置いて増殖をして渡そうという仕組みに

しております。

そこなんです。非常に高い、とり○坂口委員

わけメリクロンあたりからとる苗というのは、

これが出荷されたときはどれぐらいの生産量が

上がるという逆計算やってきているから、もう

けのほとんどはバイオ苗のパテント代で取られ

るというようなことが結構あるんですよね。シ

ンビなんかがそうなんです。同じ管理をやって

同じコストをかける。でも、高く売れる花は苗

が１本1,000円もそれ以上もしてたり、安いの

は200円ぐらいだったり、その中でオリジナル

を何とかやっているのもあるんですけど。そこ

の工夫が生かせないか、農家の利益につながる

ような。難しい話ですけど、開発やって登録で

押さえて供給していくというもの。ここのとこ

ろでメリクロンあたりのパテント料をそれから

排除してあげれば、かなり有望なものはあるん

ですよね。そこにかなり持っていかれている部

分がある。ラナンキュラスはたまたま成功した

わけですよね。だから、大衆花の切り花できれ

いな花が販売できるようになったと思うんです

けど、全体に見れないかなという気がするんで

すよ。全体は限界があるでしょうけど、もう
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ちょっとこれを広げて、先ほど言われた、ハイ

コスト、ハイ生産だったでしょう、基本的な考

え方が。小所得でしょう。やっぱり所得、利益

を広げてあげる。ラナンキュラスは民間に任せ

ていたら、球根なら何十円単位かもわからんけ

ど、苗で花を咲かせる直前までばっとやるぐら

いだったら、100円、150円あるいは200円ぐら

い要る思うんです。そこのところの技術料、パ

テント料として持っていかれる部分、うまい部

分をとにかく農家に持ってこれないか。これで

終わられるのか。横並びをずっと見て、こうい

うことで農家支援になるものがあれば、積極的

に今後介入していかれるのかということです。

御指摘の点は、今農協と○串間農産園芸課長

いうことになっていますけれども、検討する必

要があると思います。ただ、ラナンキュラスの

事例で申し上げますと、種苗の育成者から直接

買うともっと高くなったんだろうと思うんです

が、幸い、県内在住の育成者と県との話し合い

がうまくできておりまして、提供していただい

て本県オリジナルということでしておるという

ことで、そこでもかなりコストダウンに成功し

ておりますので、そこ辺も含めて検討させてい

ただきます。

そこもあったんです。例えばシク○坂口委員

ラメンなんて小林には日本一の人がいましたよ

ね。遊んでましたよね。もたもたしている間に

キリンビールにとられてしまった。そういうの

があるから言っているんです。だから、今後の

検討課題としてやってほしいということで。

果樹生産ですよね。日向夏、マンゴーと上

がっていますけど、日向夏の説明資料をいただ

いたから。ここで、宮崎ならではの果樹産地を

つくろうというタイトルのもとで、中身は他県

との競合がないから日向夏なんだという説明な

んですよね。競合に勝てるようなものにやって

いかないと、この分野なら競争せんでいいから

という消極的なものなのかなと。宮崎ならでは

というなら、違う意味だったと思うんです。宮

崎の土地の広さとか、まだまだ優秀な技術力と

か気候とか、そんなものを有利に生かしてやっ

ていくぞか思ったら、原種が宮崎で、120年の

歴史を持って、よそと競争せんでいいから日向

夏なんだという説明だから、それじゃなと思っ

て。

実は、全国にミカンがだ○串間農産園芸課長

ぶついて、ミカン園転という言葉がありまし

て、全国的にブーム的に改植の対象品目が不知

火、いわゆるデコポンになっているという状況

もありまして、数年後にはまたそれが暴落する

んじゃないかという懸念があります。そういう

ときに、日向夏というのは我が県の財産であり

まして、非常に価値のある品目だと考えており

ます。午前中に「宮崎ブーム」ということがあ

りましたが、この宮崎ブームをまだ生かし切っ

ていないというのが実態でございます。先ほど

認知度は高いと言いましたが、購買につながっ

ておらないというのが実態です。といいますの

は、昨年度の実績でも経済連は県外送りを19％

しか扱っていない。ほとんどが県内市場です。

ことしは裏年にかかわらず豊作型ですから、地

元市場でやや安い傾向にあります。やはり県外

に一般消費でどんどん打っていくような体制を

つくりたい。今まではブランドということで、

贈答用の初荷を化粧箱でという非常に限定的な

ものだったんです。それを大衆がどんどん食べ

るように持っていきたい。それを県内の産地に

結びつけたい。

それと、贈答用は贈答用としてあって、一般

用があって、もう一つは、宮崎大学医学部の産
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婦人科の先生が骨粗鬆症に効く成分があるとい

うことを発表されました。我々と宮大農学部、

医学部と一緒に研究会をつくりまして、これは

一つの材料だと、絞りかすからでも医薬品がで

きるという段階になっています。そういった追

い風もありますし、ジュースにしてもいいとい

うことですから、加工用と贈答用と一般用とい

う３つのすみ分けができて、一般用と加工用は

非常に低コストで大規模栽培に結びつく、受粉

も要らないということでですね。非常にこれは

起爆剤になると考えていまして、昨年の12月に

第１回研究会をやりまして、継続的に医学部と

連携をとって進めていきたいと考えておりま

す。こういった材料を宮崎ブームに乗っけて全

国に浸透させていきたいと考えておるところで

す。

その宮大の先生には、骨粗鬆症も○坂口委員

ですけど、そういう視点から見れば、マンナム

成分が多いからですよ、蒟蒻畑の何とかじゃな

いんですけど、あの白皮はマンナム成分がある

から、肥満とか、ダイエットになりますよとい

うのも先生に教えてあげるといいですよ。これ

は余談ですけど。

宮崎で現に経営として果樹農家が生産してい

る果樹で、なおかつ県内消費を県外から輸入し

ているもの、例えばナシ、ブドウ、県外からた

くさん来てますよね。ここらは一般的にやろう

と思ったら県内どこでもできますよね。逆に、

宮崎でどうしてもできない果樹、だから県外に

頼らざるを得ない。県外がどうしても生産がで

きずに宮崎に頼っているもの、これは大まかに

どんな状況になってますか。輸出をして輸入し

ている、輸入して輸出している、輸出のみ、輸

入のみというのが、100あるとしたら何割ぐら

いでしょう。漠然でもいいんですけど。

宮崎でできないのはリン○串間農産園芸課長

ゴとかだろうと思いますけれども、日向夏で言

いますと、日向夏は宮崎県内でも寒地ではでき

ないわけですね。す上がりということで。

それは聞いてないんですよ。○坂口委員

では、結論を言います。宮崎はほとんどの果

樹ができるんですね。サクランボなんかも劣化

を避ければできるんです。リンゴもリンゴ狩り

もあるんです。だから、ほとんどできるんです

よ。できるけれども、県内消費分ですら生産し

ていないということですね、宮崎の果樹は。だ

から、力を入れれば、もっともっと県内だけで

も消費できる分に生産をつなげられるんじゃな

いか。そんなときにマンゴー、当時から売り切

れていて規模拡大をどうやるかというやつが

あってたですよね。それで「宮崎、果物」とい

うイメージつくったのは大きいと思うんです。

ここで日向夏でなくても、ほかに生産できてい

るものはいっぱいある。ブドウでも開発はワイ

ンまでいったじゃないですか。そういったもの

もあるけれども、高齢化と後継者がいないとい

うものに行政がちょっとここで目を向ければ、

このブームに乗っかって何とかやれるんじゃな

いの。せっかくできるもので技術も持っている

ものを、今後、県外に頼る輸入県になるのか。

それともちょっと力を入れて輸出県になれない

のか。

ここでこれだけのタイトル「宮崎ならでは」

と打ちながら、他とは競合しない、宮崎だけし

かやらない。まだ日向夏は県内でも食べない人

いるんですよ、余り詳しく知らずに。今、お医

者さんにも相談した、骨粗鬆症にいいんだ。コ

ンニャクはなぜやせるかといったら、マンナム

成分ですよ、消化も吸収もしないからです。日

向夏なんて皮のまま食べるじゃないですか、あ
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れはマンナムですよ。だから、そういう工夫を

出して、もうちょっと幅広く、先ほどのラナン

キュラスでも一緒ですけど、農家が知恵を出し

合いながらいろんなものをやってきてますよ

ね。外山先生は京野菜のことを指摘されたこと

もあったですけど、そんなのはいっぱいあるん

ですよ。これ横並びで見て、よし、今思い切れ

ば、宮崎のブドウは県内生産にいけるぞとか、

これは県外に明け渡さんとしようがないという

判断もやりながら、これを県内で持っていくた

めには今後何が必要だ。それはだれがどういっ

たぐあいに役割分担するのか、行政、生産者、

団体、流通、それに乗っかったり加工乗っかっ

たりで連携もやっていくというわけでしょう。

今後どうやるんだというものがあってもいいん

じゃないんですかということを言っているわけ

ですよ。だから、日向夏の小さいところにこだ

わっているんじゃないんです。考え方の一つが

日向夏だっただけで。

日向夏にこだわらず幅広○串間農産園芸課長

く検討してみないといかんということだろうと

思いますので、そのように検討していきたいと

思います。ブドウとかナシ、カキ、リンゴ等は

観光園で今は成り立っていますけど、将来性を

にらみながら検討を幅広く進めていきたいと思

います。

ぜひそこらはですね、ちょっと何○坂口委員

かが足りんからだけで、実際、今、ミラクルフ

ルーツとかサクランボでも劣化しないものと

か、北方の桃とか日本一早いとかいっぱいある

わけですよね。「宮崎ならでは日本一早い」と

か、さっき言われたように、全国厳しい中で農

大校で専門の学生を教育する機関まで持ってい

る、宮崎ならではというのはたくさんあるじゃ

ないですか。そういうもののならではであっ

て、ほかのところが持っていないから独占市場

だよというんじゃ、僕らの感覚では違うな。だ

から、消極的か積極的かのならでは判断で、な

らではを積極的に、東国原知事がいるぞという

のも宮崎ならではかもわからないし、そういう

ことを今後もう一回、高いところから鳥瞰して

もらって何かを講じてほしいなと思うんですよ

ね。これは要望でもいいです。

肝に銘じて検討していき○串間農産園芸課長

たいと思います。

まだあるようですが、３時にな○宮原委員長

りましたので、10分間ここで休憩をとりたいと

思います。よろしくお願いします。

午後３時０分休憩

午後３時８分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

引き続き、質疑を受けます。

先ほどの日向夏談義に関連して伺○松田委員

います。当初予算の20ページ、日向夏県外需要

拡大対策事業で300万円、２つ項目がありま

す。県外需要のための活動支援、もう一つが流

通コスト低減のための取り組みを支援というこ

とですが、この２つ並べるとほとんど300万が

コスト低減のために使われるのかなと思うんで

すが、内訳、比率はどのようになっております

でしょうか。後ほどでも結構です。

次に移ります。21ページに、事業の主なイメ

ージ、「日向夏を核とした省力低コスト経営の

確立 成功の鍵は、生産と販売が一体となった

取組」というふうに大きくうたってあるんです

が、今、地域固定型の野菜、果樹等で築地の市

場等で注目を浴びているブランドというかカテ

ゴリーがあるのは御存じでしょうか。例えば野

菜というと、ほとんどどこも供給過多になって
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新しいブランドをつくることが難しいんですけ

れども、その中で、官民一体となってこういっ

た路線で売ると成功事例が出ているといった分

野があります。

サクランボとかは非常に○串間農産園芸課長

目についていると思っております。

「京野菜」という言葉が先ほど出○松田委員

ました。それから大阪も取り組んでおります。

あと加賀野菜、能登野菜といった伝統野菜とい

うんでしょうか、そういったものが大変頭角を

あらわしているんですが、日向夏も野菜とは別

に伝統産物になるかと思います。そういったブ

ランドの箔づけとして伝統的な宮崎県の産物と

いう売り方もあるんじゃないかと思うんです

が、宮崎県で伝統野菜といった範疇に当てはま

るような野菜、果物、日向夏は当然そうだと思

いますけれども、調査とかはなされております

か。

伝統野菜につきまして○串間農産園芸課長

は、野尻町にあります地域作物センターが窓口

になりまして県内の産地を調査しまして、有望

なものはあそこで選抜したり育種して産地に返

すという取り組みをしております。代表的なも

のは西米良村の米良大根、いわゆる糸巻き大根

ですね。それから東臼杵郡の地ギュウリ、イラ

カブ、それから沿海地帯で名高いのは佐土原ナ

ス、これは全国の育種親に昔使われたほどの優

秀な品種でございます。それが見直されて、今

地場で売られて、非常に味がいいということで

好評いただいております。

日向夏は伝統野菜の範疇に入りま○松田委員

すでしょうか。

伝統的な果樹ということ○串間農産園芸課長

では、立派に通用するんじゃないかと。やはり

「日向」という名前をいただいているわけです

から。それがもとになって、高知県に行って枝

がわりで小ぶりの「小夏」になったり、静岡に

行って「ニューサマーオレンジ」、そちらが先

に関東市場を席巻したために、宮崎は180年の

歴史にもかかわらず後塵を拝しているというよ

うな状況ですから、一生懸命やらにゃいかんタ

イミングではないかと、最後のチャンスではな

いかと考えているところです。

九州でしたら晩白柚、文旦（ザボ○松田委員

ン）といったものも歴史的背景をかなりうたい

ながら売っていますので、日向夏もうんちくを

見ながら楽しめるような果物として販売のＰＲ

をしていただけたらと思います。以上です。

305ページの農産物流体制確立対○外山委員

策費、新規事業のみやざき農産物鉄道輸送拡大

推進事業、この委員会でもちょこちょこ貨物輸

送の必要性ということが議論になってきて、こ

こで初めて県の事業として新規事業で、おくれ

ばせながらというか、ちょっとおくれたと思う

んですが、非常に必要な事業だと思うんです。

そこで、輸送拡大ということはどういうことを

イメージしておられるんですか。

青果物におけるＪＲ貨物○串間農産園芸課長

の利用実績は、過去３年を見てみますと、経済

連扱いで4,000トンから6,000トンの幅、平成19

年度が5,072トン、平均的に5,000トン程度で、

モーダルシフトと言われる中にあっては横ばい

で来ております。今回の事業ではこれを倍増、

１万トンにしていきたい。この上積みの5,000

トンを輸送拡大というふうにとらえまして、そ

のためには、今までなぜできなかったか。コン

テナを満杯にするとか、オフレールの佐土原に

４時までに着かないといけないので、集出荷場

で前倒しの作業が要るとか、いろいろ課題があ

る。それを解決する一助の事業等もしたいとい
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うことで、上積み分について運賃助成をしてい

きたいということでございます。

これは事業者がＪＲ貨物株式会社○外山委員

ですね。事業者がその気にならないことには、

こっちだけでは輸送がうまくいかないんです

が、ＪＲ貨物の認識はどうなんですか。

ＪＲ貨物としては、まだ○串間農産園芸課長

余裕があるということでどんどん運んでくれと

いう姿勢ですから、それは大丈夫だと思いま

す。

阪神、大阪市場まで運ぶときに、○外山委員

トラック輸送と時間差はどのくらいあるんです

か。

関西の場合ですと、ト○串間農産園芸課長

ラックが14時間、ＪＲコンテナですと24時間か

かっております。10時間長くかかるということ

です。

東京まで行くとどのくらいになり○外山委員

ますか。

トラックですと京浜ま○串間農産園芸課長

で20時間、ＪＲコンテナですと30時間強、やは

り10時間ほどＪＲコンテナがかかるということ

になっております。

10時間ぐらいおくれるということ○外山委員

は、運ぶ農産物の種類の限定がありますよね。

急ぐものはこれじゃ向かない。そこで、ＪＲ貨

物で輸送していくときに、スピードアップは、

ＪＲ貨物は限界なんですか。

在来線優先ということ○串間農産園芸課長

で、貨物貨車自体をスピードアップするのは非

常に難しいという状況のようでございます。

そうであるならば、運ぶものが限○外山委員

定されるということがあるんですが、時間をか

けてもいいものがいっぱいありますよね。そこ

で、今、延岡から発着してますよね。県央部に

貨物駅をつくっていけば全然違ってくると思う

んです。これはＪＲ貨物との話でしょうが、そ

の辺の将来展望はどういうふうに考えておられ

ますか。

荷主側としては、物流懇○串間農産園芸課長

話会で企業等も含めていろいろ検討されていま

すが、ＪＲ側としては、今の積み荷が６割程度

であると、まずこれを満杯にしてくれという言

い方をされています。それを受けて物流懇話会

でも、民間企業、農業団体をあわせて、まず物

流をふやそうというような動きになっておると

いうことでございます。

県央部に持ってくるとしたら、貨○外山委員

物を積みおろしする駅が要りますよね。北九州

のＪＲ貨物に一度行っていろいろ現場も見た

し、話も聞いてきたんですが、もしそういう貨

物駅をつくるとしたら、地元負担というか、県

なり市なり農業団体等々、運ぶのは農産物だけ

でもないですよね。ＪＲ貨物としては、荷物が

集まるめどが立ったときに投資までのってくる

かどうかということはどうでしょう。

ＪＲ貨物のほうで検討さ○串間農産園芸課長

れておるのが、駅を佐土原に復活する場合に、

整備費に１億円、運営費に１億円、２億円かか

るという試算をしておるようでございます。検

討開始するには、その前の段階として、先ほど

申しました６割の貨物を満杯にしてくれと、そ

れからそういう検討にいくだろうという姿勢で

ございます。

整備費に２億円というのは、えら○外山委員

い安いですね。広大な土地が要りますよ。ＪＲ

貨物が積算して２億円、だったらすぐでもでき

ます。

佐土原駅の復活というこ○串間農産園芸課長

とでの試算となっております。
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ということは、佐土原駅に相当広○外山委員

い眠った敷地があるということですか。

全然私、関係ないんですけれ○押川畜産課長

ども、佐土原駅は、昔、日通の後ろのほうはコ

ンテナ基地でございまして、あそこで積みおろ

しをやっていました。それであれば、１億円ぐ

らいでいけるんじゃないかと私は考えておりま

す。

私は、最低何十億か、下手する○外山委員

と100億ぐらい金が要るのかなと思って、つく

ろうよという話はしなかったんですよ。今の話

聞きましたら、その気になれば、ＪＲとして

も、既存の日豊線を走ってくるだけですから、

別に金がかからない。県だけでも２億円出すよ

と言ってもいいぐらいの金額ですよ。これ以上

議論してもしようがないから、ＪＲと少し突っ

込んで、県央部につくるときにはどのくらいの

荷物を集めればいいのか、つくるという一つの

プログラムというか計画を想定しながら、ぜひ

検討をしてみてください。以上です。

309ページ、特用作物、葉たばこ○蓬原委員

と原料カンショなんですが、林務でキノコのこ

とを特用林産物と言います。特用作物というの

は、要するに食用以外の嗜好品、たばこと原料

カンショ、焼酎、これを限定して特用と呼んで

いるか。まず言葉の解釈を教えてください。

カンショの中では、原料○串間農産園芸課長

カンショ、焼酎カンショが特用作になります

し、葉たばことかお茶、そういったものになり

ます。

お茶を入れた３つだけが特用です○蓬原委員

か。

本県で生産に入っている○串間農産園芸課長

のはそれぐらいになっております。特用作物で

統計とっておりますのはですね。

特別な用途ということでしょう○蓬原委員

ね。

それで、たばこと原料カンショなんですが、

熊本に抜かれて２番になったというお話。かな

り減反も進んで、農家も減っていきつつある。

反収も昔からするとかなり下がっていると。特

に健康増進法ができてかなり向かい風である等

々あるようですね。この前、地元でたばこをつ

くっている若い農業青年８人にうちに来ても

らっていろいろ話を聞いたんですが、ここに、

葉たばこ、原料カンショと書いてありまして、

彼らは、たばこだけでは最近どうもうまくいか

ないので、一緒にカンショをつくっているよう

でした。あと野菜、園芸ですね。大体原料カン

ショが主だったんですが、葉たばこの現況と、

将来どうなるんだと非常に不安を持っています

よね。昔は60万、70万。今は35万だとかいう話

で、昔は何千万農家というのがいっぱいいたん

ですけれども、かなり今売り上げも下がってい

る。そのために農家も減っているということな

んですが、これからどういうふうにたばことい

うのは向いていく、あるいは国の政策というの

はどうなっていくんでしょうか。

確かに言われるとおり、○串間農産園芸課長

３年続いて気象災害等の影響を受けて、反収

減、品質低下ということがありました。ことし

は、一昨年、その前よりはよかったんですけれ

ども、やはり気象災害の影響を受けて思ったほ

どの生産が上がらなかったという実態でござい

ます。それを受けまして、来年度の作付農家戸

数も895戸と、やはり減少傾向が続くように

なっております。ただ、今県とＪＴの事業で全

戸アンケート調査をやっておるんですが、その

辺で拾い出してみますと、こういう年でもすべ

てがＡタイプで非常に反収を上げている例もあ
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ると。個人差が非常に大きいというのがアンケ

ート調査結果で出ております。それは病害対策

だけでなく、品質、収量含めてですけれども。

土地利用型の非常に大事な作物でありますか

ら、そういったデータを分析しながら、優良事

例等をフィードバックしていきながら生産対策

についても万全を期していきたいと思っており

ます。

ただ、気象災害の一つで疫病が非常に大きい

問題でしたけれども、これにつきましては新し

い農薬も使えることになりましたので、一つは

朗報がありました。意外に、堆肥づくりとか基

本的なつくり方も個人差が非常に大きかったの

で、その辺は指導をもう一回徹底する必要があ

るかと思っているところでございます。

ということは、反収が下がったと○蓬原委員

いうのは、自然条件だとか災害だとかであっ

て、政策的に買い入れ価格が下がったとか、そ

ういうことではないんですね。

買い入れ価格につきまし○串間農産園芸課長

ては、来年の買い入れ価格が26年ぶりに3.52％

引き上げるということで、例えば本葉のＡタイ

プでキロ単価が80円引き上げられると、これも

一つの朗報ではないかと思っています。

わかりました。引き上げられる方○蓬原委員

向で行くということですね。全国ベースでいく

と、最終的にたばこになったときに５兆円ぐら

いの税金を確保できるんですが、先ほど言いま

したように健康増進法との関係がありますよ

ね。葉たばこ生産ということについての逆風で

すよね、このあたり厚生労働省との関係がある

んでしょうけれども、このままずっと葉たばこ

生産が将来にわたって続けられるのかという見

通し、５年先になるか10年先になるかわかりま

せんが。というのは、今、たばこを一生懸命つ

くっていらっしゃる若い人たちは、将来に備え

てやらないといけないわけですね。そのため

に、昔は葉たばこだけだった人たちが、カライ

モをつくったり、芋つくったり、ゴボウつくっ

たりしているわけですよ。リスク分散を図り始

めているわけですけどね。いろいろ語ってみる

と、機械もかなり大がかりな物すごい機械を入

れているわけですよね。将来ずっと続けられる

のか、後継者はどうするんだ、自分の子供に継

がせるかということまで出てくるわけですね。

そのあたりの見通し、どうなのかということを

お尋ねしたいんです。

私もたばこを○伊藤農政水産部農政担当次長

吸うものですからあれなんですが、基本的に

は、全国的にたばこの面積はかなり減ってくる

と思います。これは、需要状況、周りの環境含

めてなってくると思うんですが、ただ、今話が

ありましたように、ＪＴと耕作組合、生産者団

体との安定面積構想というのがございまして、

その枠の中でたばこの生産をやっていくという

方向になっています。今申し上げましたように

厳しくなることは間違いないんですが、ＪＴと

の間では、規模の大きな将来的に意欲を持って

やろうとする農家を残していこうという考え方

になっています。何年前か、高齢農家あるいは

小規模農家を中心にやめていただくという形で

廃作奨励金を出すという話がございました。基

本的にはそういう流れがあると思うんですが、

ただ、きちっと経営として意欲のある農家は残

していくという考え方になってくると思いま

す。

本県の実態を見ますと、多いときは2,500ヘ

クタールぐらいあったんですが、今、2,000ヘ

クタールの1,000戸を切ったという状況がござ

いますが、１戸平均で見ますと２ヘクタールご



- 117 -

ざいます。ここ３年ぐらい収量が悪くて30万ぐ

らいにしかなっていませんけれども、平年作で

いきますと40～50万はとれます。となると２ヘ

クタールで800～1,000万、所得率がたばこの場

合は６割あると言われていますので、たばこだ

けで大体600～700万の所得があると。我々サラ

リーマン以上の所得があるという状況がありま

すので、基本的には意欲のある農家をきちっと

残していくという方向での展開になってくる

と、そういう方向で県としてもきちっと経営と

して成り立つたばこ農家をつくっていく方向で

展開していきたいと思っています。

関連して、カンショについて、一○蓬原委員

生懸命つくって１反12万だそうです。１町つ

くって120万。地域限定になりますけど、高城

にカライモを貯蔵する施設がある。貯蔵が悪く

てかなり芋が腐れたということもあるんだそう

です。そのせいなのかどうかわかりませんが、

いわゆる価格安定ということ、芋をつくりま

す。苦労するわけですが、出す日によって、芋

の確保量によって値段がかなり変動するという

話を聞いていまして、焼酎ブームの中で今こう

やってカンショをつくっているわけですけれど

も、カンショの価格安定の対策は何かあってい

るのかなということを感じましたので、やって

おられればお知らせください。

それと、この前、鹿児島の焼酎メーカーの社

長に聞くと、全国的に焼酎はサチュレーション

の状況に来たと、一応これで満杯だろうと。カ

ライモの需要もこれからちょっと減っていくん

じゃないかというような見通しの話も聞きまし

た。たばこをつくりながらカライモをつくって

いる。ところが、価格が安定しないと、労多く

して何とかで、なかなか経営上も大変だという

ことになるわけですが、特用カンショの価格安

定策はやっておられるでしょうか。

原料用カンショは２つあ○串間農産園芸課長

りますが、でん粉原料用については価格安定対

策が昔からの制度としてございます。焼酎原料

用につきましては、実需者と生産者団体の契約

取引で推進しようということをやっております

ので、業者との安定的な契約取引を推進してい

きたいと考えております。

わかりました。○蓬原委員

では、話を変えます。同じサツマイモなんで

すけど、今、都城で「すいおう」というポリ

フェノール成分を含んだ芋があると。琉球大学

の先生がそれされて。これを一生懸命つくっ

て、お茶にして、いわゆる健康食品、健康ブー

ムの中でこれを売り出そうとやっている人がお

ります。他産業への転換ということもあって、

建設業からそちらに移管してかなりの広い面積

で「すいおう」をやっておられるんですが、こ

れは葉っぱにそういう成分が含んでいて、食用

にもなると。こういう健康飲料というか健康食

品用につくる作物、カライモはカライモなんで

すけど、葉っぱです。こういうのも、あなた方

が行われる宮崎県行政の特用作物の対象になる

のかどうか。

「すいおう」について○串間農産園芸課長

は、都城の畑作園芸支場のほうでいろいろ試験

をしてまして、葉っぱで食べられるという試験

成績を出しております。今言われたようなお茶

にするということになりますと、十分特用作物

としての位置づけになると思っております。

そうなった場合に、販売ですよ○蓬原委員

ね。そうなると商工観光労働部かもしれません

けど、販売戦略というのはなかなか大変なんで

すが、そのあたりについての援助といいますか

支援、そういうことも農政水産部としては考え
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られるんでしょうか。

県内で農家の方が一生懸○串間農産園芸課長

命つくった品を加工して販売するということで

すから、農商工連携とか６次産業化という言葉

もある時代ですから、十分検討に値する話では

ないかと考えております。

ほかにございませんか。○宮原委員長

それでは、ないようですので、以上で、農産

園芸課、畜産課の審査を終了いたします。

入れかえのため、暫時休憩いたします。

午後３時37分休憩

午後３時42分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

先ほどの松田委員の農産園芸課に対する質疑

があったようですので、答弁を、農産園芸課

長。

先ほどの松田委員の宮崎○串間農産園芸課長

ならではの果樹産地構造改革推進事業の質問

で、事業内容の①と②の内容はどう違うのかと

いうことでした。①の生産対策につきましての

生産コスト削減につきましては、加工・業務向

けの苗木等の導入に対する支援ということでご

ざいます。②の事業につきましては流通対策の

ほうで、流通コスト削減のためのＰＲなりソフ

ト活動の支援ということで、違いがあるという

ことでございます。

これより、農村計画課、農村整○宮原委員長

備課の審査を行います。農村計画課から順次説

明を求めます。

なお、委員の質疑は、２課の説明がすべて終

了した後にお願いいたします。

農村計画課でございま○原川農村計画課長

す。よろしくお願いいたします。

お手元の平成21年度歳出予算説明資料の321

ページをお開きください。農村計画課の当初予

算額は52億7,196万3,000円をお願いしておりま

す。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

資料の323ページをお開きください。まず、

中ほどの（事項）公共工事品質確保強化対策費

でございますが、1,341万8,000円をお願いして

おります。これは、公共工事の品質を確保する

ため、施工体制監視チームによる施工現場の重

点点検を実施し、適切な現場指導を行うことに

より、発注者及び受注者双方のさらなる技術力

の向上と適正な品質の確保を図るものでありま

す。

次に、下段の（事項）公共農村総合整備対策

費でございますが、１億7,567万8,000円をお願

いしております。これは、農業生産基盤と農村

環境基盤を計画的かつ総合的に整備するための

計画策定や農業の一層の発展を図るため、総合

的に整備された国営造成施設等を適正に管理す

るものでございます。

まず、１の農村振興整備計画につきまして

は、県営中山間地域総合整備事業を実施するた

めの実施計画を策定するものでございます。

次に、２の国営造成施設管理体制整備促進事

業につきましては、土地改良区が管理する国が

造成した施設の管理体制の強化と、国が造成し

た農業用ダム等の操作体制の整備を図るもので

ございます。

324ページをお開きください。次に、３の基

幹水利施設管理事業につきましては、市町村が

管理するダムなどの大規模な国営造成施設に対

しまして、農業用水の安定供給や農村地域の防

災、環境保全等の機能強化を支援する事業でご

ざいます。
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次に、中ほどの（事項）国土調査費でござい

ますが、７億6,310万円をお願いしておりま

す。これは、土地に関する最も基本的な調査で

ある地籍調査事業を実施することにより、土地

所有に関する権利の保全や明確化を図るもので

ございます。

次に、（事項）土地改良計画調査費でござい

ますが、5,687万6,000円をお願いしておりま

す。これは、土地改良事業に関連する各種調査

や事業計画策定に関する事業でございます。

まず、２の県営ほ場整備等計画費補助につき

ましては、県営土地改良事業の計画を策定して

いる市町村へ助成する事業でございます。

325ページでございます。９の新規事業、み

やざき優良農地面的集積推進事業、及び10の新

規事業、農業用水の自然エネルギー利活用促進

事業につきましては、後ほど別冊の「平成21年

度当初予算案の主な重点事業等説明資料」で御

説明いたします。

次に、（事項）大規模土地改良計画調査費で

ございますが、1,212万8,000円をお願いしてお

ります。これは、大規模な土地改良事業の円滑

な推進を図るため、各種調査や地域農家への畑

かん営農の啓発推進を行うものでございます。

次に、（事項）土地改良事業負担金でござい

ますが、35億2,552万4,000円をお願いしており

ます。まず、１の国営土地改良事業負担金につ

きましては、大淀川左岸地区外６地区の国営土

地改良事業に係る県及び地元の負担金でござい

ます。次に、２の緑資源機構事業負担金につき

ましては、都城区域の緑資源機構営事業に係る

県及び地元の負担金でございます。

次に、（事項）農地調整費でございます

が、473万7,000円をお願いしております。これ

は、農地の売買や賃貸借などその権利移動に係

る利用関係の調整を行うことにより、優良農地

の確保を図るものでございます。

次に、（事項）農業経営基盤強化事業事務費

でございますが、686万4,000円をお願いしてお

ります。これは、自作農財産（国有農地等・開

拓財産）の管理・処分及びこれに伴う債権の管

理、徴収事務等を行うものでございます。

次に、主な新規・重点事業を御説明いたしま

す。

お手元の重点事業等説明資料の10ページをお

開きください。みやざき優良農地面的集積推進

事業についてでございます。

地域農業推進課のほうから全体の事業内容が

説明されたところでございますけれども、２の

事業の概要、（４）事業内容の③基盤整備活用

事業の最初のポツでございますが、「畑地かん

がい整備を契機とした農地の利用集積に取り組

む土地改良区を支援」について、農村計画課で

予算計上したものでございます。

事業内容は、農地の面的な利用集積を効果的

に進めるため、国営かんがい排水事業地区で土

地利用調整等を支援することで、需要に即した

高度な畑かん営農の実現を目指すものでござい

まして、予算額は880万円をお願いしておりま

す。

次に、26ページをお開きください。農業用水

の自然エネルギー利活用促進事業についてであ

ります。

１の事業の目的でございますが、農業用水の

自然エネルギーとしての利活用を促進するた

め、マイクロ水力発電のタイプ別の課題検討や

技術手引などを作成し、農業用水の管理者であ

る土地改良区等への情報提供や啓発普及を行う

ものでございます。

27ページの上の「現状・課題」にありますよ
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うに、本事業では、採算性等の課題や技術的知

見の不足、さらには水利権協議等の諸手続など

を検討する必要があると考えております。この

ことから、具体的には、その下の（１）にあり

ますように、地形条件、施設配置、さらには諸

手続等や需要施設との接続課題などを組み合わ

せ、タイプ別にその可能性及び技術的課題の検

討を行います。また、（２）にありますよう

に、検討委員会を設置しまして、発電タイプ別

の技術検討において専門家の助言を受けなが

ら、県内普及のための課題や技術手引等の検討

を行います。これらの取り組みの成果を踏まえ

ながら、市町村や土地改良区とも連携し、国庫

補助事業を活用した施設整備の検討を進めてい

くこととしております。

26ページの２の事業の概要にありますとお

り、予算額790万円をお願いしております。事

業期間が平成21年度から22年度となっておりま

す。

農村計画課の当初予算につきましては以上で

ございますが、最後に、常任委員会資料の13ペ

ージ、14ページに「予定価格の事後公表につい

て」を添付しておりますが、昨日の環境森林部

の説明に対する委員会での御指摘を受け、公共

三部で検討を行い、一部内容を見直し、13ペー

ジを差しかえさせていただいております。内容

につきましては、環境森林部より御説明があっ

たと思いますので、この場での説明は省略させ

ていただきます。

農村計画課からは以上でございます。

農村整備課であります。○矢方農村整備課長

お手元の平成21年度歳出予算説明資料の327

ページをお開きください。農村整備課の当初予

算額は157億5,781万3,000円をお願いいたして

おります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

329ページをお開きください。２番目の（事

項）公共農村総合整備対策費であります。これ

は、農業・農村の一層の発展を図るため、農業

生産基盤や農村環境基盤を総合的に整備するも

ので、７億3,921万8,000円をお願いいたしてお

ります。その中の２農村振興総合整備事業では

宮崎市の佐土原地区外３地区で、４の中山間地

域総合整備事業では小林市の須木地区外５地区

で実施することといたしております。

次に、330ページをお開きください。３番目

の（事項）農地集団化事業促進費であります。

これは、農用地の集団化や土地改良財産の譲与

を促進するもので、11億129万5,000円をお願い

いたしております。その中の３県営土地改良事

業換地清算金でありますが、これは、換地の結

果やむを得ず生じた不均衡や不平等を補完する

ため、土地改良法の定めにのっとり金銭の支払

いや収受を行うものであります。

次に、331ページをごらんください。１番目

の（事項）県単土地改良事業費であります。こ

れは、小規模団地の土地基盤等を整備するもの

で、５億5,518万8,000円をお願いいたしており

ます。その中の１県単独土地改良事業でありま

すが、これは、国庫補助の対象とならない農地

や農業用施設等の整備を行うものであります。

５の農地・水・環境保全向上対策事業につき

ましては、後ほど別冊の資料で御説明をいたし

ます。

次に、その下の（事項）公共土地改良事業費

であります。これは、用水路や排水路の新設・

改修及び圃場整備等を行うもので、60億2,943

万1,000円をお願いいたしております。

その中の３県営畑地帯総合整備事業につきま
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しては、後ほど別冊の資料で御説明をいたしま

す。

その下の４県営経営体育成基盤整備事業で

は、都城市の東水流地区外17地区で実施するこ

とといたしております。

次に、その下の（事項）公共農道整備事業費

であります。これは、農業経営の近代化及び農

村環境の改善を図るために農道の新設、改修を

行うもので、20億2,335万円をお願いいたして

おります。

332ページをお開きください。１の県営広域

営農団地農道整備事業では、串間市の沿海南部

４期地区外３地区で、また、２の県営基幹農道

整備事業では、清武町の船引２期地区外６地区

で実施することといたしております。なお、こ

の事業は、国の事業再編に伴い、農林漁業用揮

発油税財源身替農道整備事業（通称農免農道）

が廃止され、基幹農道整備事業が創設されたも

のでございます。

次に、その下の（事項）公共農地防災事業費

であります。これは、農地や農業用施設の崩壊

侵食及び自然災害の発生を未然に防止するた

め、排水路やため池等の整備を行うもので、15

億7,450万5,000円をお願いいたしております。

２の県営特殊土壌対策事業では都城市の月野原

第２地区外５地区で、５の県営ため池等整備事

業では宮崎市の備後上・下地区外18地区で実施

することといたしております。

次に、333ページをごらんいただきたいと存

じます。下の（事項）耕地災害復旧費でありま

す。これは、農地・農業用施設の災害復旧事業

費として29億5,909万1,000円をお願いいたして

おります。

続きまして、平成21年度の新規・重点事業に

ついて御説明をいたします。

別冊の「平成21年度当初予算案の主な重点事

業等説明資料」の28ページをお開きいただきた

いと存じます。農地・水・環境保全向上対策事

業であります。

この事業は、社会共通資本である農地・農業

用水等の資源や環境を良好な状態で保全するた

め、地域ぐるみの効果の高い共同活動と、農業

者ぐるみでの先進的な営農活動を、一体的かつ

総合的に支援するものであります。営農支援課

と合わせまして１億6,197万9,000円をお願いい

たしております。

次に、30ページをお開きいただきたいと存じ

ます。県営畑地帯総合整備事業であります。

この事業は、畑地帯において、水を活用した

大規模な産地づくりや施設園芸の導入など、多

様な営農形態への対応を図るために畑地かんが

い施設などを整備するもので、24億6,645万円

をお願いいたしております。平成21年度は、宮

崎市の七野・八重地区外23地区で実施すること

といたしております。

次に、債務負担行為について御説明を申し上

げます。

資料がかわりまして申しわけございません

が、別冊の環境農林水産常任委員会資料の６ペ

ージをお願いいたします。農村整備課の欄の、

まず、土地改良負担金償還平準化事業でありま

す。これは、土地改良区が借り入れる農業基盤

整備資金の償還を後年度に繰り延べる際に発生

する利子について、国、県が助成するものでご

ざいまして、限度額として59万2,000円をお願

いいたしております。

続きまして、下の県営基幹農道整備事業の２

件であります。限度額として合計５億円をお願

いいたしておりますが、和田２期地区、北今泉

３期地区とも、21年度から22年度までの工期で
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発注予定の橋梁上部工に伴うものでございまし

て、限度額としてそれぞれ１億5,000万円及び

３億5,000万円、計５億円をお願いいたしてお

ります。

次に、７ページをお開きいただきたいと存じ

ます。議案第21号「県営土地改良事業分担金及

び負担金徴収条例の一部を改正する条例」であ

ります。

今回の改正内容は、県営土地改良事業の事業

再編等に伴うものであります。

２の改正の概要をごらんいただきたいと存じ

ます。１つ目は、新たに事業を実施することに

伴う事業名、負担率の追加によるものでありま

して、「基幹水利施設ストックマネジメント事

業」及び「農地集積加速化基盤整備事業」を本

県で新たに実施するもので、それぞれ第３号、

第８号に条文を新設するものであります。

２つ目は、国の補助事業廃止に伴う削除によ

るものであります。現行の第３号「基幹水利施

設補修」及び第８号「緊急野菜産地育成農業水

利総合点検整備」を削除するものであります。

３つ目は、国の事業再編に伴う事業名変更や

名称等の整理でありますが、国の事業再編に伴

い、農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業

が廃止され、基幹農道整備事業が創設されたこ

とに伴いまして、現行の第18号「農林漁業用揮

発油税財源身替農道整備」を「基幹農道整備」

に変更し、あわせて事業名称等の整理を行うも

のでございます。

施行期日は、21年の４月１日からでありま

す。

最後に、９ページをお開きいただきたいと存

じます。議案第35号「農政水産関係建設事業執

行に伴う市町村負担金徴収について」でありま

す。

これは、平成21年度農政水産関係建設事業に

要する経費に充てるために市町村負担金を徴収

することについて、土地改良法第91条第６項等

の規定により、議会の議決に付するものであり

ます。このページに載せております20の事業に

ついて、それぞれ右側に記載した市町村負担を

予定しております。なお、この負担金の設定に

当たりましては、あらかじめ対象となる市町村

の意見を聞き、同意を得ているところでござい

ます。

農村整備課につきましては以上でございま

す。

ありがとうございました。○宮原委員長

説明が終了しましたが、質疑はあす10時から

受けたいと思いますので、本日のところはここ

で終了させていただきたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後４時４分休憩

午後４時６分再開

委員会を再開します。○宮原委員長

あすの委員会は10時から、農村計画課、農村

整備課の質疑から行いたいと思いますが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

何もないようですので、以上を○宮原委員長

もちまして本日の委員会を終了いたします。

委員の皆様、お疲れさまでした。

午後４時６分散会
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平成21年３月12日（木曜日）

午前10時０分再開

出席委員（９人）

委 員 長 宮 原 義 久

副 委 員 長 黒 木 正 一

委 員 外 山 三 博

委 員 坂 口 博 美

委 員 蓬 原 正 三

委 員 野 辺 修 光

委 員 満 行 潤 一

委 員 松 田 勝 則

委 員 長 友 安 弘

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

西 田 二 朗農政水産部次長
（ 総 括 ）

伊 藤 孝 利農政水産部次長
（ 農 政 担 当 ）

太 田 英 夫農政水産部次長
（ 水 産 担 当 ）

岡 崎  博
部 参 事 兼
農 政 企 画 課 長

郡 司 行 敏農 水 産 物
ブランド対策監

地域農業推進課長 上 杉 和 貴

担 い 手 対 策 監 山 内 年

営 農 支 援 課 長 吉 田 周 司

農業改良対策監 佐 藤 吉 史

消費安全企画監 八反田 憲 生

農 産 園 芸 課 長 串 間 秀 敏

畜 産 課 長 押 川 延 夫

家畜防疫対策監 山 本 慎一郎

農 村 計 画 課 長 原 川 忠 典

国営事業対策監 桐 山 和 人

農 村 整 備 課 長 矢 方 道 雄

工 事 検 査 監 西 重 好

水 産 政 策 課 長 桑 原 智

漁 業 調 整 監 山 田 卓 郎

漁港漁場整備課長 那 須 司

漁港整備対策監 今 西 宏 美

総合農業試験場長 村 田 壽 夫

県立農業大学校長 米 良 弥

畜 産 試 験 場 長 荒 武 正 則

水 産 試 験 場 長 関 屋 朝 裕

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 大 野 誠 一

政策調査課主査 坂 下 誠一郎

委員会を再開いたします。○宮原委員長

昨日、農村計画課、農村整備課からの説明を

受けたところで終わっておりますので、委員の

皆様から、ただいまより質疑を受けたいと思い

ます。よろしくお願いします。

農村計画課の農業用水の自然エネ○蓬原委員

ルギー利活用促進事業について、マイクロ水力

発電の導入に向けた課題の検討、利活用検討委

員会では３年間かけてやるとなっています。確

かにこれを導入する場合は、水利権等々あって

簡単にできないことは承知しています。ただ、

発電という技術そのものはかなり汎用的な技術

であって、くるくる回るのを発電機で発電する

わけですから、３年もかかるかなという気が、

一晩つらつら寝て考えるに、むしろ１年ぐらい

で結論出して、２年目からは実施に移るという

ぐらいあってもいいが、検討というのは何を検
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討するのか、なぜ３年かかるのか、そのところ

を教えてもらいたいんです。

資料は重点事項の26ペー○原川農村計画課長

ジ、27ページでございますけれども、事業の実

施期間は21年度と22年度の２カ年を予定してお

ります。

27ページにございますように、農業用水路を

活用したマイクロ水力発電の場合、幾つかのタ

イプがあると思っていまして、５タイプやりた

いと思っています。その中で、初年度は３タイ

プ、２カ年目に２タイプということを思ってい

ます。一方で、今、国のほうが農業用水路を

使ったマイクロ水力発電の建設を補助する事業

を来年度に制度要求していますので、２カ年待

つのじゃなくて、初年度３タイプである程度成

果が出ましたら、22年度から国の補助事業のほ

うにのせていきたいと思っております。

去年の11月ごろでした。東京電力○蓬原委員

の子会社の方がお見えになりまして、古川代議

士の紹介もあったんですが、私どもの都城盆

地、串間、小林のほうも入っていたかと思いま

す。そういう話がありましたので見に行きまし

た。私は三股町ですから、３カ所ほど見に行き

ましたけれども、結果としては、串間のほうを

環境省が対象としてやるんだという報告を東電

のほうから受けています。なぜ東電かというの

は、いずれ完全自由化になりますよね。という

ことは東電さんもこちらのほうにそういうもの

をつくって、自由化に備えて水路を利用した発

電をやろうということのようなんですが、さっ

きも言いましたように技術的には確立された世

界で、発電の会社というのはあるわけだから、

行政が検討することと、実際設計というのは機

械的にばっとやっていけば済むことであって、

そこあたりの兼ね合いというのがもっと早くで

きないかなと思ったんです。一番問題になるの

は水利権だとかが問題であって、技術的には

いっぱい発電の技術というのはあるわけだから

と思ったんでこの質問だったんですが、実現の

可能性の見通しというのは、22年度からやると

いうことであればどのように考えておられる

か。可能性の見通しについてお聞かせくださ

い。

今、委員のほうから御指○原川農村計画課長

摘ありましたけれども、発電そのものの技術に

ついては民間のほうである程度蓄積があるとい

うふうに聞いています。ただ問題は、採算性の

問題とか、農業用水路なので年じゅう水が豊富

にあるというわけでもございません。水田の場

合は夏場は比較的ありますけれども冬場は水が

少ない。効率が若干悪いということで、採算性

の問題とか、技術以外の検討する課題が多いん

じゃないかということで、タイプ別にいろいろ

検討していきたいと思っております。

わかりました。どういう結果が出○蓬原委員

るか楽しみにしておきたいと思います。

もう一つ、お願いしておきたいのは、マイク

ロといっても、結構大きな採算性を言うような

発電ですから、今いろいろ話があるのが、超マ

イクロというか、マイクロのマイクロ、小さな

水路を利用した、例えば風力を利用したコンマ

何キロワットの風力発電とかありますよね。あ

あいう感覚で、非常に小さな、自転車の発電機

よりもちょっと大きいけれども、簡単な、近く

にある水路にぽんと沈めて、その水路を利用し

て発電して街灯をともすとか、デモンストレー

ション的な発電になるけれども、そういうもの

も開発していろんなところに広めていくという

のも、こういう御時世ですから、おもしろいん

じゃないかなと思いましてですね。企業局の技
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術屋の皆さんとはプライベートではそういう話

をしていまして、できたらそういうことも将来

的に検討の中に入れていただくとおもしろい結

果が出てくるんじゃないかなと思いましたの

で、提案ということで、ついでながら話をさせ

ていただきました。

基本的なことで、国土調査費が７○長友委員

億余りついておりますけれども、これはどれく

らいの進捗率か。また、どれくらいまでかかり

そうなのか。概略でいいですが。

地籍調査の進捗率ですけ○原川農村計画課長

れども、20年度末で約59％でございます。20年

度の進捗率が1.4％でございますので、仮に20

年度の事業量で計算しますと、あと30年程度と

いうことでございます。

それから農地調整費、農地管理情○長友委員

報の調査、これは農業委員会等を中心にいろん

な情報というのは集まっているんじゃないかと

思いますけれども、どんな感じで調査して整理

されていくということになりますか。

（事項）農地調整費の３○原川農村計画課長

農地管理情報調査費につきましては、国からの

委託事業になっておりまして、それを県が実施

しているということでございます。内容としま

しては、実際、農地の権利移動については農業

委員会がいろいろやっております。農地転用に

ついても農業委員会、これは県のほうの同意が

要るわけでございますけれども。そういうもの

をきちんと取りまとめて国に報告するという事

業内容でございます。実態調査でございます。

これはデータベース化というか、○長友委員

それにのせていく、関連させていくというよう

なものではないんですね。

県内の権利移動、農地転○原川農村計画課長

用の実態を調査して国のほうに報告して、国の

ほうでデータ整理をされているというような内

容でございます。

その下の標準小作料改訂事業とい○長友委員

うのがありますけれども、これは全県下的に小

作料は基本的なものが出ているわけですか。

標準小作料の額につきま○原川農村計画課長

しては地域地域で違いますけれども、標準小作

料を定めるということは農地法に規定してあり

ますので、定めることは全県やっております。

その差というのは、地価とかいろ○長友委員

んな経済状況があるんでしょうけれども、幅的

にはどれくらいありますか。例えば10アール当

たりで。

県内の平均でございます○原川農村計画課長

けれども、水田で言えば上田、中田、下田とい

うランクがありまして、上田の場合が約１

万5,000円、中田の場合が約１万1,000円、下田

の場合が7,500円程度でございます。

教えていただきたいんですけ○坂口委員

ど、330ページ一番下の段の換地処分等促進対

策事業、土地改良法に伴うというやつですけ

ど、これは具体的にどういうところに対してど

んな性格で使っていかれることになるんです

か。

県営で行う土地改良事業○矢方農村整備課長

につきましては、県と地権者の間で換地の清算

事務をやるということが法に規定されておりま

して、今回お願いしているのは、処分を抱えて

いる圃場整備をした９地区でございまし

て、534ヘクタールを予定いたしておるところ

でございます。

換地に係る事務費の部分、結局事○坂口委員

務費になるんですね。

換地は、土地の用途とか○矢方農村整備課長

地積、等位と減歩率でやっていくわけですけ
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ど、その条件に合わないときには不均衡や不平

等が出ますので、その分の足したり引いたりの

分の清算額ということでございます。

換地で場所が移動するのは、基本○坂口委員

的に等価交換でしょうけど、そのときの価格面

での差が生じたときの調整費みたいな感じなん

ですか。

そういうことになると思○矢方農村整備課長

います。

結局、最後の年度あたりにそうい○坂口委員

うことで終わっていくということ 予算が前―

もってわかるのがなぜかなというのがあってで

すよ。そういった調整というのは最後の最後の

詰めで、それなりの理由があってですね。財産

の交換ですから、多寡があっては絶対いけない

ことですよね。個人の財産に公金が入ってもい

けないことですよね。そうなると、最後の最後

で理論立てられたところに入っていく性格かな

というのが一つと。それがあらかじめ、９月ご

ろから始まるヒアリングの中で、予測がどんな

ぐあいになされるのかなというのが、今の方法

わかりづらかったから、事務費に係る部分かな

と思ったりして尋ねたんですけど。

圃場整備の場合、最終的○矢方農村整備課長

に換地の処分という事務がございます。最終年

度になろうかと思いますけど、その換地の処分

の公告が終わった後に清算金が生じますので、

その分の清算金ということで、今回、予算を計

上させていただいております。

９地区がほぼ最終年度になってき○坂口委員

ていると、実際の作業は最後になってくるとい

うことなんですね。

そういうことでございま○矢方農村整備課長

す。

それから、工事関係で332ページ○坂口委員

の農道関係ですよね。結構大きいから、特に改

修あたりですけど、これには舗装工事のたぐい

は入っているんですか。

公共農道整備事業につき○矢方農村整備課長

ましては、改良、改修すべての農道の整備費が

入っております。

これは舗装工事もあるんですか。○坂口委員

農道の打ちかえ工事ですね。

舗装工事も当然入ってご○矢方農村整備課長

ざいます。

本当は県土整備部なんでしょうけ○坂口委員

ど、その中の打ちかえでの切削して舗装をまた

新たにやる、切削オーバーレイというたぐいの

工事はあるんですか。

ここに計上いたしており○矢方農村整備課長

ます事業につきましては、新たに改良したり新

設する事業でございますので、基本的にはそう

いうことはございません。

これは新たな部分とすれば、舗装○坂口委員

の切削オーバーレイ工事なんかは農政水産部で

も持たれることはあるんですか。切削して舗装

を打ちかえるという。

補助事業の中ではそうい○矢方農村整備課長

うたぐいはやっていないと思います。

とにかくカットして舗装をやり直○坂口委員

す工事は、農政水産部では持たれないというこ

とでいいんですか。

事業の中ではやっていな○矢方農村整備課長

いと思っております。

伝わっているのか伝わっていない○坂口委員

のかわからんですけど、道路でも舗装でも耐用

年数、劣化してきますよね。そのとき打ちかえ

ることが必要になってくるけれども、もう打ち

かえはやらない、農政サイドでは舗装を新たに

修繕することはないんですか。
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基本的には、県営で事業○矢方農村整備課長

した場合は、市町村に財産を譲与いたしまし

て、管理のほうを市町村でやっていただくこと

になっていますので、そういう維持管理の部分

については市町村の分野かなということで承知

いたしております。

農免農道なんかもそうかな。切削○坂口委員

の機械を使うような工事は農政サイドでは持た

れないんですか。水産方も含めて。

漁港関係の事業では、○今西漁港整備対策監

切削での舗装というのはございません。

切削の機械を使う事業は農政サイ○坂口委員

ドでは持たれないですかね。

そうでございます。○矢方農村整備課長

戻って、323ページです。真ん中○坂口委員

あたりの公共工事品質確保強化事業に関してで

す。まず、1,300万は工事検査のための推進機

構での監視強化への委託事業費ということでい

いんですか。

県土整備部のほうに予算○原川農村計画課長

を分任しまして、施工監視チームを置く建設技

術推進機構と県土整備部が一括して委託契約し

ている分でございます。

２名で1,341万8,000円、林務と同○坂口委員

額ですよね。林務と農政で４人出して合計８人

体制ということですけど、監視を強化するとい

うことで、現場の監視になるわけですけど、ど

ういう現場を監視されることになるんですか。

この監視対象となる工事○原川農村計画課長

の要件が幾つか決まっておりまして、例えば１

次下請者が元請契約の過半を占めているとか、

等級上位の業者が下請の業者になっていると

か、一定の基準以下で落札された工事とか、発

注元がその他必要と認めた工事、そういうもの

を対象としてやっております。

発注元が必要とする判断の中で、○坂口委員

今のは、一つには半分以上を下請に出す工事で

すね、最初の条件が。その次は、いわゆる上請

というような表現をされるやつ。３番目が、落

札率が一定以上に低かったということですね。

客観的なのは３番目の落札率かなと思うんで

す。半分以上下請に出したからといって監視の

強化の必要が出るかというと、一括下請防止法

なり建設業の登録制度なりに保証されたもの

を、県が書類審査してオーケーを出していくわ

けですから、その時点でオーケーですよね。だ

めなときはそこでとまりますよね。今度は、自

分より大きいところに出したと。よく上請批判

されて、いかにも違法的な表現されるんですけ

ど、そうじゃなくて、むしろそのほうが、品確

あたり、専門工種なんかについては、実質的な

関与が元請業者ができれば何も問題ないですよ

ね。だから書類審査で終わることですよね。そ

こになぜ監視強化をあえて これは新規、最―

近始まった事業ですよね。全く以前なかった、

新たな投資が始まったわけですね。そこに一つ

疑問生じるから、客観的に言えば、落札率が低

い工事は、これはやばいかなと。あらゆること

が今まで起こってきて、現実にやばい工事です

よね、監視を強化しなきゃならない。むしろそ

このところかなと思うんです。客観性、今の説

明を聞いて。なるほど必要だなと思えるのは。

それで、公共三部で、昨年度、これが立ち上

がった年、あるいは２年目に入ってでもいいん

ですけど、何カ所ぐらい対象箇所はあったんで

すか。対象箇所の中で、価格が安いからという

ことで対象にした工事現場というのが何カ所あ

るんですか。

農政水産部の平成20年度○原川農村計画課長

１月末時点の依頼件数で見ますと、362件依頼
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件数がございます。その中で落札率が一定以上

少なかったものが351件でございまして、今委

員が指摘されたとおり、価格の面で対象になっ

た工事がほとんどということになっておりま

す。

その中で監視をやった箇所が何カ○坂口委員

所ありますか。

通常、依頼がありまし○原川農村計画課長

て、その翌日に施工監視チームがやっておりま

す。そういう意味で言いますと、１月末に依頼

があった件数に対して２月までにやった割合

が、農政水産部では88％となっております。

結局、品質を確保するために必要○坂口委員

な監視強化でしょう。それが、ここの現場危な

いんだよなといってその翌日に行く、翌月に行

くとしたとき、現実にその現場に時間的に、延

べ人日でもいいです。１つの現場でどれぐらい

見られるわけですか。２人で80何％も見れると

なると。

基本的にはチームとしま○原川農村計画課長

して２人１組で１日でございます。

２人１組で１カ月に300カ所見れ○坂口委員

ますか。

済みません。先ほど○原川農村計画課長

ちょっと説明が足りなかったと思いますが、今

年度２月までに点検した延べ数が362件の88％

ということでございます。

余りくどくなってもいかんから。○坂口委員

工期というのは最短３カ月ですよね、長いのは

１年ですよね。

債務負担行為をとらない○原川農村計画課長

工事については１年以内。

それはどうでもいいんですけど、○坂口委員

１日で終わる工事じゃないですよね。何月何日

のどのときにやる工事が危ないんだよというの

をわかっていて監視されるわけなんですか。１

日行っているか行っていないかの計算だと思う

んです。１年365日ですから、休みがかなりあ

るわけですから、今のは帳じりが合わないと思

うんですよね。

長い工期の中でいつ行っ○原川農村計画課長

ているかということにつきましては、下請業者

を含めまして現場での施工体制が確立した時点

とか、工事が最盛期ということで。機構のほう

に聞きましたら、工期が半分行ったか行かない

かぐらいのときが実際多いと聞いております。

それじゃ品確とつながらないと思○坂口委員

うんです。施工体制は組んでお互いが施工計画

を協議するわけですから、その時点でそれが組

まれていますかと、本当にそういう体制ができ

ますかということぐらいか、どういう体制組み

ましたかという検査しかできないと思うんで

す。ピーク時といえば一番工事がふくそうする

ときなのか。どういう定義でピークをいうかも

わかりませんけど、肝心な工事が詰めに入った

時点かわからないけど、とにかく300数十カ所

を300何日しか出ないということは、フル稼働

しても１日に１現場しか見れないということ

で、言われたように債務負担を含めれば３年。

１つの現場の工期平均が５～６カ月だと思うん

です。150～160日あるいは200日の中で１日

行って品質の確保が強化できますかということ

です。品質を確保するために監視が役に立って

ますかということです。どんな思われますか。

現在、計８名でやってお○原川農村計画課長

ります。農政水産部については計２名でやって

おります。現実的な問題として、数カ月の工期

の中で、対象件数に選ばれたら当然100％を目

標にやっていかなきゃいけない。日数の関係も

あるということで、十分かと言われれば、もっ
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と日にちをかけて複数回やるほうが確かに効果

は上がると思っています。ただ現時点は、抜き

打ちで行きまして幾つかの改善を指示している

という状況でございます。

そういうレベルじゃない思うんで○坂口委員

す。精神的なことを聞いているんじゃないんで

すよ。品質を確保しなければならんというのは

行政の義務ですよ。法律でもそれをしっかり義

務づけてるんですよね。今の話では、品質の確

保というのは、１日抜き打ち検査をやったから

といって確保できるものじゃないというのは素

人にでもわかりますよ。まして求めに応じてと

なれば、現場を休んでいればどうしようもない

から、その日行くことが相手は何らかでわから

ないと、行って無駄足を踏むような、極めて窮

屈な中でそんなばかなことをやっちゃいかん

し、そのときは元請も下請もしっかり現場にい

ろと、あらゆることをあんたらに点検するとい

うことがなければ、行って無駄足なんて、足り

もしない人が。

長くなるからよしますけど、一般競争入札を

始めた。そして競争が激化しだした。このまま

じゃ、彼らはまともな工事をやってくれるのか

な、心配が出た。監視しなきゃだめじゃない

か、監視チーム組んだ。とてもじゃないけど、

これをやろうとしたら本課体制より要ります

よ。あらゆる現場、段階的に確認にも行かんと

いかん。そんな予算、県民が許すわけがない。

我々は一般競争入札で安くいいものを提供して

もらうと勘違いをさせているから、県民に。そ

うじゃないんだ、極めて危ないことを我々はや

り始めたから、今まで以上の監視、専門家が必

要ですよということが生じた。ほうっておくわ

けにはいかんから何人かずつ出し合おうか

と、1,000万か2,000万の金でやってみよう

か。10人雇用できるわな、８人だわな、やろ

う。抜き打ちやれば相手がぴりぴりするが。常

に緊張するかもわからんが。やった結果、点数

はどうですか。我々が関与したんだからよく

なってますよで、平均が75点が80点に上がった

か、70点が80点に上がったかわからんけど、完

成検査というのは客観的なものじゃないです

よ。しかもまだまだ入ってますよ。マークシー

トじゃない。それがゆえに業者からクレームが

来て見直したら、自己評価した点数のほうが高

かったですね。専門家がやったのを変えますよ

という事例もあるじゃないですか。質疑応答で

点数を変えてしまったのも。それぐらいこれは

根拠のない検査なんです。品質の確保はできて

ないです。

だから、やるとすれば、そういうことの必要

のない適切な価格で受注させるように何らかの

誘導策を考えるか。これはあくまでも金は考え

ない、幾らかかっても行政としての品質の確

保、責任を果たすんだという体制をとるか。ど

ちらかしかないと思うんですけど、これ深刻な

問題と思わないですか。これから先何十年も

使っていく施設、受益者も受益負担をやって信

頼して受け取っているんですよ。何年かたった

らだめでしたわとエコクリーンみたいなことで

いいんですか。しかも起債なんかを踏んでいる

のは、20年かかってこれから税金で払っていく

んですよ。その間にエコクリーンみたいなこと

が起こってもいいんですか。監視体制を何十

人、何百人でとる必要が僕はあると思うんです

けど、監視をなくすとなったら、今の入札制度

の過当競争、品質が確保できる制度を即実行す

る必要があると思うんですけど、どうですか。

これは要望じゃ終わらんですよ。見解を聞いて

おきます。
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今まさに委員が御指摘の○原川農村計画課長

とおり、特に農政水産部でやる工事につきまし

ては、事業費の一部に農家の方の負担というも

のがございます。また、できた後、農家の方み

ずから管理していただくという部分がございま

す。そういう意味で、まさにきちんと品質があ

るものをつくらなきゃいけないということは、

我々発注者の責務だと思っています。

それで、今、委員の御指摘がございましたけ

れども、競争が激化して価格が下がっていると

いう話がございます。最低制限につきまして

も、国のほうも今、いろんな経済状況を考えて

見直しの方向を検討しております。我々も施工

監視の品質の確保というのも、今の入札契約の

あり方の一つの重要なパーツとして、全体の中

できちんと公共三部で検討していかなきゃいけ

ないことだと強く認識しております。

国の見直しは、それは一つで理由○坂口委員

にはなる思うんですね。その前に、そういう危

険性があるということは認識しておられるんで

すかということです。最低制限価格に入る前

に。今の価格じゃいけないなと、監視しなきゃ

とんでもない、保証できないなという認識が

あっての、本当に必要に迫られた新たな財政出

動ですかということです。この監視体制の強化

というのは。

特に近年、公共投資の額○原川農村計画課長

が激減しております。それに伴って競争性がか

なり高まっております。さらに、最近は特に経

済状況が厳しいということで、建設業の経営も

かなり苦しくなっていると思います。そういう

経営が苦しい中では、やはり品質の面というの

は懸念が大きいということで、この施工監視チ

ームを含めて品質の部分については、まさに力

を入れていかなきゃいけないと思っています。

それは通常の行政の範囲でやれな○坂口委員

いことなんですか。他県もそういうことを始め

ていますか。あるいは、本県が従来どおりのそ

ういう心配のない人たちを事前に選んで指名で

出していたら、そういうことは必要になってき

ますか。一般競争入札に移行したことが引き金

じゃないんですか。社会情勢がどうだろうと、

業者の経営がきつかろうと、そういうものを事

前に審査をしなさいということを言ってますよ

ね。品確法ではあえてうたってますよね。事前

審査の義務を行政、発注者に課してますよね。

だから、変な業者に入札に参加させるなよ、受

注機会を与えるなよ、事前に審査をしていっ

て、しっかりした人たちで談合を排除しながら

競争させて、適正な価格で契約をしなさいとい

うことをうたっているでしょう。だから、今言

われた社会情勢の変化とか、業者が厳しくなっ

てきているから何をするかわからんといった

ら、そういう業者は事前に排除しなきゃならな

いんですよ。競争に参加させたら。だって、予

定価格そのものが、ごく一般的な条件のもと

で、平均的な業者が平均的な技術力を持って正

しい施工条件の反映された設計なり予定価格の

中でやっていけば、これで経費は出ますよとい

う金額を予定価格に組んでいるわけでしょう。

逆に言ったら、それでしっかりやりますよとい

う業者を事前に審査して、だから、その一つと

して基礎的な審査、判断材料に経営事項の審

査、ランクづけというのをやるじゃないです

か。そして競争させなさいというから、それは

理由にならないと思いますよ。そういうこと

じゃこの予算は通らないと思いますよ。その前

に責任を果たしなさい、そういう社会情勢の変

化に対応できる人たちで参加させてから仕事を

任せなさいとなる思うです。全都道府県やって
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ますか。これは低入札に対しての監視強化で

しょう。予算を認めることが難しくなると思い

ますよ、そういう理由だったら。もっと知恵を

出せ、銭を出すなと言いたくなると思います。

この施工監視チームでご○原川農村計画課長

ざいますけれども、平成19年度から取り組んで

おります。先ほどよその県の状況、質問があっ

たと思いますが、これについては長崎県のほう

ではやられていると思っています。17年３月に

品確法ができました。発注者としての責任が明

確になったということ、あわせて19年度からの

一般競争の導入、それに伴って競争性の高まり

と落札率も下がってきている。そういうもろも

ろの背景で、これを19年度からやっているとい

うことでありまして、確かに全体の入札制度の

中で落札率が下がっている中で、この監視チー

ムだけで品質が確保できるのかということはあ

ると思いますけれども、発注者の責任として、

何らかの形で品質を確保するための体制という

ものは必要ではないかと思っております。

だから、その必要があるというこ○坂口委員

とを認めているんですよ、僕も。原因は一般競

争入札、とにかく落札率によって判断していく

ということが基本でしょう。先ほど310何件と

か言われたけど、平成19年度は202カ所やって

るんですよ。それが次の年100になったという

のは、僕はそのことを指摘して、それが軽く

なってきただけじゃないかなという気がしま

す。落札率はそう変わってないですもん。

その中で、さっき言われたような元請だ、下

請だが決まってどうのこうのというのは、余り

にも合理性を欠いた判断基準ですよ。どういう

工事をやられるかというのを現場に行って見

て、悪いところを正させる以外に手抜きを防止

するというのはないわけですよね。品質を確保

するというのは。書類ではできないですよ。だ

から、現場に行くことですよ。肝心なときに。

配筋本当にやっているのか、あるいはステコン

は打ったのか、あるいはセメントのかさ上げの

ときは表面はちゃんと接着剤入れたか、モルタ

ルを敷いたか、高圧洗浄やったか、そういうと

ころを見ていくのが品質の確保ですよ。あるい

は代理人は常駐しているか、法律を守っている

か。

ところが、そういうことをやった、そんな現

場の代理人でさえ発注元に打ち合わせに呼んで

いるじゃないですか。「現場代理人は工事の現

場に常駐させなければならない」と自分らが義

務づけ、法律で求めておきながら、「代理人は

ちょっと出てきてくれ、あの現場どうなってい

るんだ」と呼んでいる。工事とめてますか、そ

のとき。とにかく大変な状況に、作業量はふや

したわ、品質には心配が出たわ、ノイローゼ、

パニック寸前になっているということですよ、

今。

だから、品質の確保なんて、僕は信用しない

ですよ。１回行ってから、「やっているか」

「やってます」、「よきにはからえ。検査は半

年後だな。また来るよ」「よかったよかっ

た」、そんな甘いものじゃないですよ、品質の

確保は。だから、品質の確保の必要性が出てき

たんだから、責任を果たすためにしっかりした

監視強化チームを必要なだけやれ、効果のない

ようなことならよせと言っているんです。効果

があるなんてだれも思わないですよ。今のよう

な状態なんですよ。１年目は200数カ所必要な

現場があって、102カ所しか行ってないんです

よ。それも１日しか。それを今度は300何カ所

ということは、ちょっと現場が減ったと考えて

もいいですよ。300何カ所行けだしたというこ
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とは、平成19年より頻度が落ちたということで

すよ。それだけ監視強化の人たちの技量が１年

で上がったということを言いたいかもわからん

けど、その人たちは30年間、特に中で検査畑を

やってきた人たちですよ。工事が裏表から見え

る人たちだから、１年経験積んで技量が上がっ

たなんてものじゃなくて、左うちわでそのこと

ができるぐらいの人たちですよ。だから１年目

でフル稼働していると思うんです。そして落札

率で決めるというのが客観的で、ことごとくの

対象物件がそれぐらいになっていくと思うんで

す。工事箇所は。そんなになっていくと思うん

です。だから、そこをどうやるんだ、これで本

当に県民の皆さん安心ですよ、競争させだした

ですから安くでできましたよと言えるのか。し

かもこれは県単でしょう。長崎と宮崎ぐらい

だったら、単費でしょう。補助金はもらわな

い、単費は要りだしたけど、国のお金は節約し

てあげましたよ。そういうことを今県民にしっ

かり伝えるべきですよ。公共事業のあり方の大

転換期に来てですね。それはこれで終わってお

きますけど。

その中で総合評価方式を導入されたですよ

ね。これはやばいなと、余りにも安くなりだし

たなと、何とか上げる方法はないだろうかとい

うことを一つ含んでいる思うんですよ。点数に

差があれば、入札が安い人と高い人を比べてみ

て、評価点を加算してポイントで出して、この

人のほうが評価点が高くなった。この人が価格

的には高いけど、評価点が高いからこの人が契

約相手ですとやったわけでしょう。ところが、

それはかさ上げにならないでしょう。現実的に

は最低制限価格をねらってきますよね。おれが

最高だ、あいつが最低だ、50点差があるから、

１億のときに500万ぐらい高く入れてもおれに

来るわなんて甘い世界じゃないです。あれとお

れは50点差があるけれども、49点のやつがだれ

かおるかもわからん。１点差しかないから、

やっぱり最低制限価格だなとここが来るから、

独占市場になっていく危険性を持って、しかも

最低制限価格は余り遠ざけられない。やっぱり

そこでぎりぎりでいくしかないということで、

価格は上がらなかった思うんです、結果的にで

すね。

そこに、いわゆる品確法ですけれども、物は

価格だけじゃないですよ、いろんな要素を総合

的に評価して契約してもいいですよ。だから、

価格が逆転することもありませんよという精神

ですから、今までの予定価格より高い人と契約

しますよ。そのためには県民に、技術力でこの

人よりいいものをつくれる業者なんです、過去

の実績を見ると。そういうことも監視しなきゃ

だめなわけですよね。この人は過去の実績が80

点あった。70点だった。現場代理人も80点の技

術力を持っている。70点の技術力しかないとこ

ろよりこちらがいい品物をつくるだろう。だか

ら、高いけどこの人を相手に選びましたという

ことだから、その80点の仕事をさせなきゃだめ

なわけです。税がたくさん出されているんで

す。おれは安くやりますよと言った人、しかも

最低制限価格を割っていない人よりも高い人と

契約しているわけですよね。だったら、その高

くなった分を県民に還元しなきゃだめですよ。

工事の品質とか地域貢献で。ＩＳＯを評価しま

す。ＩＳＯの現場指定はやってないじゃないで

すか。資格を本社が持ってますよ。障がい者評

価します。これは社会で雇用の評価はあっても

いいかもわからんけれども、雇用で評価するな

らほかにもまだいっぱいありますよ、評価すべ

き雇用貢献というのは、県政に対しての。で
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は、バリアフリーの設計やってないじゃないで

すか。障がい者の人たちのノウハウを生かす、

貢献させようとすれば、その現場はバリアフリ

ーにすべきです。そしたら県民はそのサービス

を受けられます。高く発注してもらっただけ

の。だから、全然中に整合性がないんですよ

ね。

そういうことはいいとして、総合評価で、あ

んたには高く発注したからその分いい仕事をし

てもらいますよという視点からも、監視強化な

り指導が要るじゃないですか。その視点はどう

なっているんですか。せっかくつくったこうい

うチームに。でないと県民納得しないですよ。

あんたのほうがいい、こういう理由だというこ

とで高い人と契約しているんですから。それは

どうしたの、現場でそうなったの、だれすらわ

からんとですよ。それじゃ納得できない思うけ

ど、せっかくつくった監視チームで、そういう

ことが見れる人たちですよ。なぜ総合評価に対

してそういう評価をしないんですか。工事の品

質の確保で、今言われたようなことでの確保よ

り、むしろ総合評価的な視点からのほうが具体

的に貢献できるかもわからないですよ。だけ

ど、そういうことは入ってませんわ。それは絶

対必要と思わないですか。高い人と契約するな

んてとんでもない、目からうろこがはげるぐら

いのことなんですよ、納税者側にとったら。一

体どうするのといったとき、高くやっただけの

いいものをつくらせますよというものがないと

だめなんですよ。でも、それは全然担保されて

ないですよ。

今、総合評価について幾○原川農村計画課長

つか御意見いただきました。一つは、落札した

ものにつきましては、総合評価やっても、実際

の結果から見ますと、やっぱり最低制限付近に

張りついているということで、一件一件の工事

については逆転が起こっているケースもござい

ますが、総体として率が高くなっているかと

いったら、確かに委員がおっしゃるとおりでご

ざいます。そういうことで逆転が起きていると

いうことは、一番低いところより高いところと

契約することになることも事実でございます。

それで、農政水産部のほうは19年度に８件、

総合評価をやらせていただきました。20年度

は、全体400程度発注している中で64件やって

おります。１年前に委員から指摘されまして、

農政の事業というのは一般土木と違うから、そ

の辺をきちんと踏まえて評価項目も考えるべき

だということで、ことしから農政独自の総合評

価の評価項目をやっていきました。そういう中

で試行で改善するべき点は改善すると。ただ、

現在も評価項目についてはいろんな御意見いた

だいております。今後、まさに量的にもふやし

ていかなきゃいけないし、中身も改善していか

なきゃいけない。そういう過程の中で、施工監

視チームの現場での点検のあり方もそことリン

クさせた形で充実していかなきゃいけないと

思っております。

だから、結論づけて言うと、特に○坂口委員

受益者負担事業というのは、受益者自体も高い

金で契約させられているんですよね。なおさら

農政は総合評価に対しての責任は重いと思うん

です。しかしながら、そこから出てくるもの

は、一つには最低制限価格を離れることができ

ないということですよね。まず独占市場になっ

ていくということです。一番点数の高い人が一

番有利な入札ということ。それは当然ですよ

ね、そういうものを評価して入札。でも、結果

としてそれは工事に反映されてないとなれば、

そこは問題ですよ。あんたが一番総合的に見て
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いいだろうから、高くてもあんたが選べる。そ

ういう意味での公平性を確保した競争だからや

りなさい。そこが最低制限価格でくれば独占に

なるということですよね。しかもこの前やった

トンネルのように、コストのかかる提案は標準

型ではないんだ、高度技術提案型なんだ、法律

の趣旨からいってもそうなんだと言うけど、あ

えてやられてあそこに上げられた提案というの

は、直工で7,000万も8,000万も、あるいはそれ

を超すかもわからない。経費まで入れれば１億

数千万超したと思うんです。そういう新たなコ

ストがかかるものも評価対象として提案させ

た。一方では、我が国の法律では会計法で、予

定価格を発注者がつくって、それは固定しとけ

と、上げることはならんぞと言いながら、品確

法なんかをつくったものだから、地方は混乱し

てしまって、価格も上げられるんだ、設計価格

に反映することができるんだ。一方では設計価

格を変えないという中でやったから、一番点数

のある人が点数をもらおうとしたことが、逆に

最高の提案、これ以上ないよというぐらいの提

案、世の中にこれ以上の提案はあり得ないよと

いうコストのかかるものまで含めてやったか

ら、結果は何かというと、最低制限価格ぎりぎ

りで品質が本当に大丈夫なのというようなもの

をやった上に、まだそれから１割近くも下のほ

うで新たに設計すれば。だから、失格も失格、

大失格の人たちと契約をしてしまったというこ

とですよ。ああいうコストのかかる提案は。法

の趣旨から言ったら。そういうことを平気で

やっているんですよ。そういったガス抜きのた

めに監視強化チームをつくって、しっかりやっ

ていきますよとかやっているというのが現実。

だから、僕はこのことは国土交通省にも、標

準型提案と高度技術型提案の違いを国交省は

ちゃんとしなきゃだめだと、法解釈が要るとい

うことを前もって言っていた。半年ぐらいおく

れて、どうもこれはいけないかなと。しかし、

メンツがあるからだめだということは言ってこ

ない。今の最低制限価格のあり方だって明治23

年ですよ。それを会計法が縛っているから県も

ようやらないわけでしょう。国土交通省がどう

もそのことはまずいよなとようやく動き始め

て、それを見直そうという空気だけは伝わっ

た。それはいけるかなということで県は飛びつ

こうとしたけど、４月１日からやる保証もなけ

れば、90という保証もないんですよ。財務省と

のまだにらみ合いです。会計法、予決令、地方

自治法での80％は取っ払ったから国に倣っても

いいかなで。昔は国に倣ってなかったんで

す。80～60％の範囲内の工事、製造に限るだっ

たんです。それを取っ払った。だから、地方の

独自性は地方自治法の中でやられているけど、

会計法の決める85～66.6％、10分の8.5から３

分の２範囲内、それ以上・以下はその中にはめ

込めというものがこわくてやれない。やる必要

が出てきたわけですよね。理論立てられたわけ

ですよね。証明できるわけですよ。会計法も会

計検査院も怖くはないわけです。会計検査院が

指摘した都道府県が何ぼかありました。特に農

政は間接補助事業なんかで団体なんかがごっと

りやられたものもありますよ。最低制限価格を

高く設定し過ぎだということで。それは理論的

に証明できなかったからですよ、説明できな

かった。会計検査院というのは、適切な補助金

を的確に計上して的確な法にのっとってやった

かどうかですよ。この数字より高いから返せ

じゃないです。それは県はできなきゃおかしい

んですよ。一般競争入札をやって最低制限価格

をはめるということになれば、そういうことは
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わからない、でもやっちゃうではだめなんで

す。それが整って初めて責任が持てるんです。

４月１日に見直さなかったら県は先行してや

りますか。90％でやっていて、国土交通省が95

％と言ったらどうされるんですか。89％だった

らどうされるんですか。また合わせるんです

か。最低制限価格というのは、これ以下ではだ

めだと、自治法にのっとった運用の中でぴちっ

と法にのっとって決める数字ですよ。よそ様に

合わせるんじゃないんですよ。だから、自治法

の中では、都道府県によって同じ工種、工事金

額のものが、最低制限価格が変わっても、Ａ

県、Ｂ県で率が違った。しかしそれは違法性は

ないんだと、自治体の考え方でいいんだという

ことをちゃんと許してますよね。

だから、最低制限価格でしか張りつかない、

そこで手抜きをされる心配がある。ああ、これ

はもう自治法の精神にもとる、最低制限価格は

そういう心配がないところで決めろとなってい

るんですから。ちょっと問題が出てきた。監視

強化が出た。とてもじゃないけれども、責任持

てる体制じゃないよ。どうしようか、今のまま

じゃ県民に説明できるお金の支出じゃないよ

な。じゃ、納得してもらえるだけの体制組んで

しっかり確保しようかとか。もういいと、責任

は持たないぞと、やりっ放しでやれ、これなく

すか。２つに１つじゃないと中途半端過ぎると

僕は思うんですけど、率直にどうですか、これ

で責任持てますか、今やっていることに。僕は

余りにもいいかげん過ぎると思うんです。県民

喜んでますよ、２割も安くできだしたと。あっ

ぱれあっぱれと、頑張れ頑張れと喜んでいる。

まさか子供が使うときにこの道路が壊れるとは

思わんかった。橋が落ちる可能性があるとは思

わんかった。しかもそんなお金を裏で使ってい

るとは思わんかった。どうしたことなのと怒り

ますよ。そういう予算なんですよ、これは。だ

から、僕らはこれを通過させるか、断るか判断

困りますよ。ここでしっかりそれに対しての説

明を果たしてもらわないと。

できた施設の品質をしっ○原川農村計画課長

かり確保するという意味で、引き続き県として

も責任を果たしていかなきゃいけないと思って

おります。そのために、ある一定の要件に該当

する 今は価格がほとんど決まっておりま―

す。そういう工事につきましては、引き続き県

が、今、機構のほうでも公共事業の経験も豊か

な技術力ある人が８名おりますので、その方を

使った形で県としての責任も果たしていかな

きゃいけないというふうに思っています。

ただ、今、委員からいろいろ御指摘あったよ

うに、その能力のある方をどういうふうに使っ

て、どういうふうなチェックの仕方をすればよ

り効果が上がるのかというところは、我々自身

でどうするかとは言えませんけれども、公共三

部の中でそういう問題意識を持って、より効果

が上がるようにこの予算が使えるように考えて

いかなきゃいけないと思っております。

今のは何ぼ詰めていってもここで○坂口委員

説明できるものじゃないというのはわかってい

るから、これでよしますけど、そういう状態だ

ということでですね。監視体制の強化は余りに

も中途半端だから、僕はここを充実される必要

があると思うんですよ。責任を持つためにも。

そのことを説明すればいいわけですよ。こうい

うことで必要だということで。

どういうことかというと、結果的に、報告、

きのうも事後公表の検証結果の差しかえもあり

ましたけど、不調、不落というのがたくさん

あったじゃないですか。不調、不落なんていう
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のは、今のように80％で入札してきて、そこで

１円を競争している中で、ある工事に限って、

すべての一般競争入札で来る何十社という業者

全員がそれより２割高いところよりもまだ高く

なってしまうと。これは業者が間違いじゃない

と思うんです。県が予定価格を間違っていると

思うんです。だからそんなことが起こる。まし

て不調なんていったら、そんなばかなことかか

わり合わんぞと、今、パイが少なくなって仕事

がないから業者は苦しい言われたけど、そんな

中で、嫌、こんなもの手出さないぞというの

は、縦覧される設計図書を見たときに、こんな

いいかげんなことでやれるかよと、とんでもな

いぞということでだれも手を出さない。だから

不調になってしまうか。不落になってしまうの

は、そんなのに手を出してしまったと。これだ

けかかるわな、それ全部、あんたらが通常やる

より２割以上高く入れてしまった 予定価格―

をちょっと超しているだけなんでしょうけど。

現実的には、それだけ競争して仕事を奪い合う

中で、予定価格まで上の値段を入れるというこ

とは、それがことごとく業者の責任じゃないと

僕は思うんです。だって、県が予定価格を間違

えていた事例というのはたくさん、これは認め

ないとしようがないわけですから。こういう間

違いがあった、ああいう間違いがあったという

のがちゃんと通知来ているでしょう。それを出

して問題あるいは誤りを共有しようということ

で。各部がそれを持っているということは。そ

のトータルもちゃんと内部では把握されている

と思うんです。

不調、不落が起こっている中で、結果的には

その工事はやっている。小手先を使ってやって

ますよね。ちょっと工夫を凝らして正しい設計

にして予定価格を見直して再度やってみたり、

義務づけている配置予定技術者、現場代理人を

条件を変えて持たせたりとか、ランクを２段階

下まで入れさせるとか、そういう工夫をやって

いるけど、こういう問題が出てきたということ

は、小手先で逃れてはだめなわけですよね。何

が問題だったんだ。

さっき切削オーバーレイの話をして、切削機

がないかといって、こちらでないと言われたか

らいいけれども、今後舗装を打ちかえる必要が

出てくる思うんですけど、県内にはあの機械は

１台しかないんですよ。それをことごとく県内

の最寄りの土木事務所からの距離でしか運搬費

を見てないということ。こんなことをやってい

ると、それで覆ってしまうということですよ。

落札者がですね。調査をして、一番近くにある

機械をその期間中に運び込めるかどうかによっ

て発注者側は積算をしていかなきゃならんわけ

ですよね。船舶なんかはそうやっておられます

よね。最寄りの港にないとき。そんなものが一

つある。

それと、今度は明許繰越とかいろんなものと

か、特に農政あたりは工期の都合で夜間仕事を

せざるを得ないことが前もってわかっている現

場もあるでしょう。これだって通常の労務費と

か歩掛かりを適用されているけど、あらかじめ

施工時間を予測して、その施工時間、夜間作業

させるなら夜間の労務単価、あるいは夜間のも

ろもろの必要な経費を見て発注しとかないと、

今のような状況で、ただでさえこんな値段で工

事ができるのかよ、手抜きせんかよという心配

がある中に、まだ新たに設計漏れというものが

たくさんあったり、解釈違いがあって、それ以

上の金が見えるとしたら、まだまだそういう心

配は本当は潜在してるんです。そこにたった８

人体制ぐらいで１日しか行ってなくて満足して
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いると。これは絶対満足しちゃいけない、品質

確保はできてないと思うべきです。これは真剣

に考えて、この方針をあくまでも貫くんなら、

そういうことを起こす物理的な条件を排除して

あげるか。それができなければ、しっかりした

監視体制を何十人かかろうと早急に組むべきだ

と思うですがね。その責任がある思うんです。

部長もこれに対して三部で真剣に検討してほし

い思うんですけど、そういう必要性は感じられ

た思うですよ。どんなですかね、部長。聞いて

おられて。

今いろいろ御指摘ござい○後藤農政水産部長

ました。確かに一般競争入札を導入した結果、

品確をどういうふうに進めていくかということ

でこの事業ができているわけですけれども、御

指摘のように半端な体制で運営されて、しかも

目的を達しないということであるならば、当初

の目的に沿うような形の進め方が今後必要に

なってくるだろうと基本的に思います。

ただ、委員、御指摘のように、農政だけとい

うお話ではなさそうでありますので、しばらく

お時間をいただければと思います。

本当なら県土整備部で言うべきこ○坂口委員

とですけど、委員会がここだし、公共を持って

おられるから今言ったんですけど。

とにかくそういう状況だったんです。一般競

争入札への移行というのは何だったのかという

と、官製談合を排除しようということだけだっ

たんです。談合をなくそうと、迫られた具体的

な理由というのは。官製談合は起こすにも起こ

せないし、あり得ない状況にはなれたんですけ

ど、そのほかで、最も肝心な、いい品質のもの

をいい業者と契約をして、一番有利な価格で県

民に寄与していこう、税金を使うのに最も県民

のためになる支出の仕方を図ろうという前提

に、そのための一つに談合をなくそうというの

があるんです。だから、その大前提というの

は、しっかりした品質のものを設計書どおりの

仕事をさせて、一番安い業者に、しかもそれを

できることがあらかじめわかっている業者に契

約者となってもらって工事を履行してもらお

う。そこがないがしろになっているわけです

よ。結果、業者は倒産をするわ、品質は確保で

きているかどうかわからないわ、いつ何が起こ

るかわからんわと。やるべきことはやれなく

て、そのやるべきことを達成するためのたった

一つの手段ですよ。公平に競争させようとい

う。それだけは確かにしっかり確保できた思う

んですよ。しかし、それは自己防衛じゃないで

すか、我々がそんなことに巻き込まれるのを防

ごうという。税金納めた人、使用した人、そん

なのは二の次、三の次、枠の外だというのが今

の実態です。これは物すごい反省を僕は促しま

すよ。責任を果たしてないです、行政は。自分

らの保身を図ってます。20年先、30年先まで金

を払い続けたり、安全だろうと思ってそこを使

う人たち、できたから、後は標準的な維持管理

費しか要らないだろうと思っていたら、突発的

にぼんと、あるいは耐用年数が来る前に使えな

くなりました。ひびが入りましたとなってです

ね。

何が今起こっているかというと、課長にここ

までは言いたかないけど、例えば防眩工事なん

ていうのも一律85％下にしてる。これなんて会

計検査院とけんかすれば一番説得しやすい工事

ですよ。防眩工事が85％でできますか。原価割

れ価格でしょう。建設業法の第19条の４に違反

しているでしょう。こんなものでも理論武装で

きないんですか、検査院と。やっぱり怖くて85

％以下にと。結果的に何が起こるかといえば、
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全部85％で計算していってから、材料代から１

円まで出ます。くじ引き回避できないです。ド

ンゴロスの何とか負債と僕らは田舎で言うんで

すけど、１カ所ふさげばまた次から水が漏れ

る、こんな状況です。自分たちは安全なところ

におって、談合にはひっかからんぞ、それだけ

です。これは猛省を促します。遅くとも４月１

日からのここに対しての改善は求めておきま

す、ここで。プロ集団ですから、専門家ですか

ら、それができないわけがないですよ。以上で

終わります。

坂口委員から十分意見は出たと○宮原委員長

思いますが、部長のほうからもありましたよう

に、農政水産部だけではなくて公共三部にまた

がることだと思いますが、ここでそういう提案

がありましたので、品質の確保ということも重

要だと思いますし、入札改革の中で県内の建設

業が置かれている現状というのも大変厳しい。

きちっとした方針が出ない中で、建設業を営ま

れている方にとっては非常に不安な中で仕事を

やられながら、下手すると、受注されながらも

倒産に追い込まれているという状況があるとい

う話も聞いておりますので、そのあたりを公共

三部の中で十分検討していただいて、坂口委員

のほうから４月１日からということもありまし

たが、速やかに改革できるところは改革してい

ただいて一つの方針を立てていただきますよ

う、お願いしておきたいと思います。

そういうことで、とりあえずよろしいでしょ

うか、坂口委員。

ほかにございませんか。

２～３お尋ねします。332ページ○野辺委員

の県営ため池等整備事業、これはどういう整備

をやるんでしょうか。ちょっと教えていただけ

ませんか。

ため池につきましては、○矢方農村整備課長

緊急的に整備の必要な箇所ということで５カ年

計画を立てておりまして、その中から計画的に

整備に取りかかっているところでございます。

災害が起こったための事業という○野辺委員

ことじゃないわけですね。起こり得る可能性が

あるということですか。

災害が起きた場合につき○矢方農村整備課長

ましては、災害復旧ということで整備の方法が

ございます。このため池等整備事業で行ってい

るため池につきましては、それぞれ市町村の中

から緊急的に整備の必要な箇所ということでの

計画に基づいたものから整備を進めているとこ

ろでございます。

１件当たり2,000万ぐらいかかっ○野辺委員

ておるみたいですけど、しゅんせつの要望も結

構あるんですが、これらは対象になるんです

か。

事業の中ではしゅんせつ○矢方農村整備課長

は対象になっておりません。ただ、県単事業の

中でしゅんせつの部分を手当てしてはおりま

す。

土砂が堆積して用を足してないと○野辺委員

いう箇所を結構聞くんです。県内には相当ある

と思うんですが、畑かん事業とかでパイプライ

ン引いて、こういうため池はだんだん少なく

なってきているんでしょうか。

基本的には、水田地帯の○矢方農村整備課長

場合は水利組合等で管理を続けていらっしゃる

ところもありますが、都市部等につきまして

は、転用等で農地の面積が少なくなったり、国

営かんがい排水が来たとか、そういった事情も

ございまして廃止される部分もございます。

そういう場合、環境との問題です○野辺委員

が、水辺空間というか、いやしの水辺みたいな
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感じでの事業というのはないんですか。

補助事業といたしまし○原川農村計画課長

て、ため池を親水空間として整備する事業はご

ざいます。ただ、今、宮崎県では700ぐらいの

ため池がありまして、その中で老朽ため池も結

構ございます。そういうため池が仮に台風とか

来たときに決壊しないように、事前に補強・補

修するというニーズが現段階では高いというこ

とで、制度としてはございますが、基本的には

老朽ため池の補強・補修を中心に事業を実施し

ているということでございます。

漏水とか、さっき言いました土砂○野辺委員

が堆積しているという要望が結構多いんです

が、県営ため池整備事業では事業費としてどれ

ぐらいから上の事業になるんですか。

県営事業の場合は、危険○矢方農村整備課長

ため池で800万以上でございます。

負担を見ると、ほとんど地元は10○野辺委員

分の１か10分の0.5になっています。ただ、い

ろいろと相談を受けた中では、地元の負担が多

くて、結局は断念したというのが結構あるんで

すよね。そこの事業費が少なかったためだと思

うんですが、そういうのを救済というか、該当

させる事業はないんですか。県営のため池整備

の下の事業といったらどういう事業があります

か。

国庫事業にのらない場合○矢方農村整備課長

については、県単事業のため池の事業が、先ほ

ど申し上げましたしゅんせつも含めてできるよ

うにはなっております。

332ページの上のほうの県営シラ○野辺委員

ス対策事業で串間市第２秋山地区外２地区とい

うのはどこでしょうか。

秋山第３地区と灰ケ野地○矢方農村整備課長

区でございます。灰ケ野地区は宮崎市でござい

ます。

失礼いたしました。３地区はすべて串間市で

ございまして、第３秋山地区と上本城地区でご

ざいます。

332ページの一番上の広域農道○野辺委員

が、説明の中では、今後、県営基幹農道整備事

業に変わると言われたんですが、その辺もう一

回。

広域農道が変わったわけ○矢方農村整備課長

ではございませんで、以前、農免農道と言って

おりました事業が、揮発油税が道路特定財源と

いうことでございましたが、今度一般化される

ということで、国のほうの事業制度が農免農道

整備事業から基幹農道整備事業に変わったとい

うことでございます。

広域農道はかなり延長が長いんで○野辺委員

すが、基幹農道整備事業というのは制約がある

んでしょうか。

延長の縛りはなくなりま○矢方農村整備課長

した。ただ、受益面積が50ヘクタール以上とい

うことと車道幅員が４メーター以上というの

が、以前の農免農道の事業の採択基準と同一で

ございます。

331ページ、県単土地改良事業の○松田委員

中で３点お伺いします。説明の１県単独土地改

良事業２億2,700万、長いことこの事業続いて

いると思うんですが、採択基準はどうなってい

るのかお教えいただきたいと思います。

採択基準は、受益面積が○矢方農村整備課長

１ヘクタール以上、関係戸数が２戸以上という

ことでございます。

国庫補助のある事業もあったかと○松田委員

思うんですが、１ヘクタール以上で受益面積何

ヘクタールまでの縛りというか、県単ですと何

ヘクタールまでというのは明記されているんで
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すか。

基本的には国庫事業の下○矢方農村整備課長

限値がございますので、上限は縛りはかけてお

りませんけれども、補助事業で救えない分を事

業化したいと考えております。

国庫補助事業の部分が、かんがい排水事業で

申しますと20ヘクタール以上ということになっ

ておりますので、その未満ということになろう

かと思います。

20町歩以下で２戸以上の該当区域○松田委員

ということでしょうが、今年度何地区ぐらいを

想定していらっしゃいますでしょうか。

97地区ほどを21年度にお○矢方農村整備課長

願いいたしております。

後ほどその地区をお教えいただき○松田委員

たいと思います。

最後になります。いつぐらいまで県単独土地

改良事業というのが継続されるのか、めどはつ

いておられるかお教えいただきたいと思いま

す。

農業・農村整備事業につ○矢方農村整備課長

きましては、大きさとか地域の実情とかござい

ますので、大きいところは国庫補助事業により

ますし、その部分で救えない部分については県

単事業で整備していくということであれば、終

期は今のところ考えておりませんけど、計画的

な事業の執行に努めていきたいと思っておりま

す。

単独改良事業といいますと、圃場○松田委員

整備とか排水路の整備、暗渠といったようなこ

とが主になるかと思うんですが、県内どこに行

きましても大体圃場整備というのは進んでいる

ような感じがいたします。国庫補助、県単でど

の程度までをめどにというのが出てないものな

んですか。

圃場整備事業につきまし○矢方農村整備課長

ても、県内の水田の整備率を見てみますと、20

アール以上ぐらいで考えますと41％程度でござ

います。以前、10アール区画とか８アール区画

でやられた耕地整備事業につきましては、７割

とか８割ぐらいの整備率になっているのではな

かろうかと推測いたしておりますが、条件が許

せば、生産コストを下げるためにも、担い手に

集積するにしても、面の広がりを進めていくこ

とが必要ではなかろうかと考えております。

初歩的なことで、議案第35号の市○長友委員

町村負担金についてですが、これは議案として

上がってきておりますけれども、例年に比べて

負担率が変わるということがあるんですか。

基本的にはほぼ一緒でご○矢方農村整備課長

ざいますが、今回、改正して率の変更が生じた

ものにつきましては、５番目に掲げております

経営体育成基盤整備事業におきまして、「100

分の10以上100分の20以下」ということでござ

いましたけど、「100分の１以上100分の20以

下」に変更させていただいた１カ所でございま

す。

これは変更もできるということで○長友委員

すけれども、負担率を決めるときの法的な根

拠、また今言われた経営体育成基盤整備事業、

非常に幅がありますね、100分の１から100分

の20以下ということで。どういう基準でこう

なっているんでしょうか。

法的な根拠につきまして○矢方農村整備課長

は、土地改良法あるいは地方財政法の規定によ

りまして、その事業で直接利益を受けるような

市町村から負担金を徴収して、その事業の財源

の一部に充てることができるということになっ

ておりまして、事前に市町村長から、当該年度

の事業に対して負担の同意を求めているという
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ことでございます。

そのときに、100分の１以上100分○長友委員

の20以下となると幅があるので、取り組む市町

村の財政状況とかいろんなことで、そことの話

し合いでそのときによって変われるということ

ですか。

やる年度の事業の内容等○矢方農村整備課長

もありますし、市町村の財政状況等もございま

すことから、それぞれの市町村の首長さんから

意見を聴取して今回の議会に上程させていただ

いているということでございます。

本来、各自治体で行う事業という○長友委員

のは、県が行うということで負担をお願いしな

くちゃいけないということになろうかと思うん

ですけど、負担金の問題につきましては、今、

知事と国のほうでいろいろ問題が起こったりし

ておるものですから、我々がこれを採決して、

市町村負担金これでいいですよという判断を下

すときに 市町村との話し合いは十分できた―

上で提案されていると思うんですけれども、で

きるだけ根拠がはっきりしておったほうがいい

なということでお尋ねしたという状況でござい

ます。

これで市町村は納得をされているわけです

ね。

そういうことで首長さん○矢方農村整備課長

からは同意を得ておりますから、今回、議会の

ほうに上程させていただいたところでございま

す。

農村計画課、小水力発電、私も質○満行委員

問させていただきました。期待をしております

ので、成果が上がるようによろしくお願い申し

上げたいと思います。

323ページ、農業振興費、農業振興地域整備

促進事業、この事業の概要についてお伺いしま

す。国の補助なのか交付金なのか、そのあたり

も含めてお願いいたします。

農業振興地域整備促進事○原川農村計画課長

業につきましては国からの委託事業でございま

す。都市計画法上の市街化区域、もう一方で農

振法上の区域がございます。都市計画法は国土

交通省、農振法は農林省がやっております。そ

この線引きの調整が国同士で必要だということ

でこの調査がございまして、実際の調査が県の

ほうに委託されているということでございま

す。

委託事業ということは、契約書を○満行委員

作成する、そして県は県の実績調書も作成をし

ないといけないと。事務的には書類を作成して

保存ということになるわけですね。

国と委託契約を結びま○原川農村計画課長

す。当然、成果品についても国に報告するとと

もに県のほうでも保存しておりまして、県の中

でもその成果を各市町村の都市計画法と農振法

の線引きの調整に使わせていただいておりま

す。

この予算、16万で委託契約をしな○満行委員

いといけないのかという問題提起をしたいんで

す。16万円のためにかなりの書類をつくらない

といけない現状はあるだろうと思いますが、無

駄ゼロじゃないんですけれども、こういうのは

交付金でも交付税でも移行できないのかなと、

これがなければ都道府県は国が期待する事業は

しないよということにはならないと思うんです

けれども、いかがなんでしょうか。

委託契約を結ぶという事○原川農村計画課長

務手続はございます。この事業の内容につきま

しては、先ほど申しましたとおり、市街化区域

と農業振興地域の線引きの調整ということで、

それが国の機関同士行われると。そういうこと
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で国が必要だということで県に委託をお願いさ

れていると。実際県においても、これは各市町

村の線引きの調整に有効に活用できますので、

これはむしろ県にとっても有効な事業ではない

かと思っております。

325ページに農地調整費、４標準○満行委員

小作料改訂事業というのがありますけれども、

これも国の委託でしょうか。

これは国の委託じゃなく○原川農村計画課長

て、国費100％の事業でございます。

これは補助事業ということです○満行委員

か。

そうでございます。○原川農村計画課長

４万3,000円のために、１億だろ○満行委員

うと10億だろうと同じ書類はそろえないといけ

ないと。当然これは保存も期限も切られている

わけで、それなりに扱いもしないといけないの

で、これを申請をしないといけないのか。４

万3,000円を県単でやれば、それだけ事務手間

も省けるのではないかと思うんですけれども、

いかがでしょうか。

これについても国の事業○原川農村計画課長

でございますけれども、県から申請してやって

おります。標準小作料につきましては、農地法

に基づいて標準小作料を設定しなきゃいけない

ということで、各農業委員会が３年に１回見直

しをやっています。それに対する事務経費でご

ざいます。現在、農地法の改正が議論されてお

ります。その中で公的に決める標準小作料を廃

止しまして、実勢の借地料を広く情報提供でき

るようなシステムに変えるということで改正が

議論されておりますので、この予算の執行につ

いては、当面、その結果が見えるまで保留した

いと思っております。

事業は実施してもちろんいいんで○満行委員

すけれども、補助金ということは、国に対して

補助申請をして、実績報告をつくって、完了の

報告書をつくって保存するという、すごい手間

がかかるわけですよね、４万3,000円のため

に。補助金を申請しなければ、自前でやればそ

こまで煩雑な手続も不要だと思うんです。とり

わけこれが法律に基づくものであればこそ、

しっかりやらないといけないことはわかってい

るわけで、申請をしないとこの事業ができない

ということではないかと思うんですけれども、

国からやってくださいと言われて申請をしてい

るというのも自治体にはいっぱいありますよ

ね。そういう部類なのかなという思いがあって

聞いているところです。

少額の国からの補助金で○原川農村計画課長

ございますが、これは100％ということで、仮

に国の補助金がなくても３年に１回改訂を行わ

なきゃいけない農業委員会が存在します。それ

についてはかなり公的な価格ということで、県

のほうもいろいろ事務的な指導をやっておりま

す。仮にこの事業がなくても県はやらなきゃい

けない。今、地方分権でいろいろ議論されてい

ますけれども、現時点では100％いただけると

いうことで、県としても財政面でもいいことだ

ろうということで使わせていただいておりま

す。

ぜひ見直しの方向でですね、煩雑○満行委員

なことは、大変ですから、皆さん方の職場もで

すね。書類が山積みになっている現状だろう

し。きょうは予算なのでもうあれですけれど

も、本当は19年度実績とか20年度実績の帳票を

見たいんです。たかだか４万3,000円だけれど

も同じ書類がないといけないわけで、大変だろ

うと思います。ぜひ来年以降、見直しも含めて

検討いただければありがたいなと思っていま
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す。以上です。

ほかにございませんか。○宮原委員長

ないようですが、先ほど331ページの県単土

地改良、松田委員のほうから97地区の事業箇所

をということでありましたが、出せますか、後

ほどで構いませんが。

後ほど提出させていただ○矢方農村整備課長

きたいと存じます。

要望ですので、よろしくお願い○宮原委員長

をします。

それでは、ないようですので、農村計画課、

農村整備課の審査を終了いたします。

入れかえのため、暫時休憩いたします。

午前11時35分休憩

午前11時38分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

これより、水産政策課、漁港漁場整備課の審

査を行います。水産政策課から順次説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は、２課の説明がすべて終

了した後にお願いいたします。

水産政策課でございま○桑原水産政策課長

す。

お手元の平成21年度歳出予算説明資料の335

ページをお開きください。水産政策課の当初予

算額は、一般会計で16億3,071万2,000円、沿岸

漁業改善資金特別会計で２億700万円、合計

で18億3,771万2,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

337ページをお開きください。初めに、中段

（事項）漁業基本対策費の説明欄２の離島漁業

再生支援交付金事業1,935万5,000円についてで

ございます。この事業は、農業の中山間地域直

接支払制度の水産業版と言えるもので、本県で

は延岡市島野浦島の漁村集落が対象となってお

ります。離島集落の維持及び離島漁業の再生を

図るため、離島集落が行う植樹、魚つき林の整

備、海岸・海底清掃などの漁場の生産力向上に

関する取り組みや低未利用資源の活用など、創

意工夫を生かした新たな取り組みなどを支援す

るものでございます。

次に、（事項）水産金融対策費の説明欄１の

漁業近代化資金利子補給金１億940万9,000円に

ついてでございます。この事業は、基幹漁業の

振興、担い手の確保等本県が推進する重要施策

を資金面から支援する漁業近代化資金貸付のた

めの利子補給金でございます。

次に、338ページをお開きください。一番下

の（事項）水産物流通加工対策費の説明欄３、

次のページになりますが、「みやざきの魚」販

売力強化・情報発信事業934万9,000円について

でございます。この事業は、本県水産物の付加

価値向上と販路拡大を図るため、消費者評価の

検証に基づくブランド認証品等の効率的な販売

方法の検討及び効果的な情報発信への取り組み

を支援するものでございます。

その下の説明欄４の魚価確保のための新しい

流通づくり推進事業518万4,000円についてでご

ざいますが、この事業については、後ほど別の

資料で御説明いたします。

次に、（事項）地域漁業経営改革対策

費1,404万円についてでございます。地域漁業

の活性化を図るため、地域の漁協、意欲ある担

い手グループ等が相互に連携し、地域漁業全体

として行う新たな操業・生産体制の導入による

収益性の向上や経営の規模拡大に向けた取り組

みを支援するものです。

次に、340ページをお開きください。一番上
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の（事項）漁業取締監督費４億1,791万1,000円

についてでございます。まず、説明欄３の宮崎

県内水面振興センター経営基盤強化対策資金２

億8,000万円でございます。この事業は、財団

法人宮崎県内水面振興センターに運転資金とし

て無利子の短期貸付を行うものでございます。

なお、同センターの財務状況等が改善してきて

いることから、昨年度より3,000万円減額して

お願いしております。

次に、４の密漁防止体制強化対策事業9,021

万7,000円についてでございます。この事業

は、内水面の秩序維持や流通の適正化を図るた

め、県が行うシラスウナギの密漁取り締まりの

補助的業務及び「うなぎ稚魚の取り扱いに関す

る条例」に基づく立入検査等の補助的業務を内

水面振興センターに委託するとともに、センタ

ーがみずから行う内水面秩序維持に関する取り

組みを支援するものでございます。

次に、（事項）水産業試験費１億4,06 8

万3,000円についてでございます。これは、水

産試験場の本場及び小林分場の試験研究に関す

る経費でございます。水産資源の持続的利用や

消費者ニーズに合った安全・安心な水産物を供

給するため、資源の効率的な利用技術、種苗生

産技術、藻場造成技術及び鮮度保持技術など29

の課題に取り組みたいと考えております。

次に、342ページをお開きください。沿岸漁

業改善資金特別会計２億700万円についてでご

ざいます。この特別会計につきましては議案

第11号として提出させていただいております

が、このページで説明させていただきます。

沿岸漁業改善資金特別会計は、沿岸漁業改善

資金助成法の規定に基づき昭和54年に設置した

ものでございます。この資金は、沿岸漁業従事

者等に対しまして、経営等改善資金、生活改善

資金及び青年漁業者等養成確保資金を無利子で

貸し付けるものでございます。なお、貸付枠は

２億600万円をお願いしております。

次に、新規事業について御説明いたします。

お手元の主な重点事業等説明資料の32ページ

をお開きください。魚価確保のための新しい流

通づくり推進事業について御説明いたします。

右の図をごらんください。まず、漁業の現状

でございますが、魚価の低迷、燃油価格高が続

く中、魚価にコスト上昇が反映していないな

ど、漁業を取り巻く情勢は依然として厳しいも

のとなっております。そこで、資料に記載して

おりますように、産地と消費者をつなぐ多様な

流通経路の構築を図り、漁業者の所得を確保し

たいと考えております。

右側の事業の内容でございますが、１の調査

検討事業では、漁連などで構成する魚価確保対

策調査検討協議会を設置し、専門家のアドバイ

スを受けながら新たな販売モデルを検討・決定

し、２の実証事業において、１で決定された新

たな販売モデルの実証試験を実施します。ま

た、１の調査検討事業では実証試験の評価と改

善策の検討も行うこととしており、モデルケー

スの実証と評価及びこれらを踏まえた改善を繰

り返すことにより、新たな販路確立を図ること

としております。なお、新たな販売モデルとい

たしましては、県漁連または漁協が実施する直

接販売、漁協間の連携による安定的な供給体制

をもととした販路開拓、加工業者との連携によ

る付加価値向上や販路開拓などを想定しており

ます。

左のページの２事業の概要をごらんくださ

い。予算額は518万4,000円をお願いしておりま

す。事業期間は３年間で、補助率は、調査検討

事業、実証事業ともに３分の１です。
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次に、債務負担行為について御説明いたしま

す。

お手元の常任委員会資料の６ページをお開き

ください。上から２つ目の枠の水産政策課のと

ころに掲げてございますが、平成21年度漁業近

代化資金利子補給外４件について、期間及びそ

の限度額を設定するものでございます。

歳出予算説明資料の338ページの「みやざき

の魚」販売力強化・情報発信事業のところで、

私、「934万4,000円」と申し上げなければいけ

ないところを「934万9,000円」と申し上げてし

まったようでございますので、訂正をさせてい

ただきたいと思います。失礼いたしました。

水産政策課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

漁港漁場整備課でご○那須漁港漁場整備課長

ざいます。

お手元の平成21年度歳出予算説明資料の343

ページをお開きください。漁港漁場整備課の平

成2 1年度の当初予算額は、一般会計で3 9

億6,852万6,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

345ページをお開きください。下から２つ目

の（事項）漁場保全対策費の471万8,000円でご

ざいます。これは、漁場環境に影響を及ぼす水

質汚濁などを監視し漁場環境の保全を図るほ

か、改善事業でございます４の養殖安全ランク

アップ事業では、持続的な養殖生産と安全な養

殖魚の供給を図るため、養殖漁場の実態調査や

生産管理状況調査の実施、漁協が行う環境モニ

タリングの指導を行うとともに、養殖魚の魚病

蔓延防止や医薬品適正使用に関する巡回指導の

実施などを行うものでございます。

次に、346ページをお開きください。（事

項）内水面漁業振興対策費の6,618万6,000円で

ございます。これは、内水面における漁業資源

の維持を図るため、アユやウナギ、ヤマメ等の

稚魚の放流を行うほか、改善事業であります２

の健全な内水面域づくり実践事業では、内水面

域の持つ漁業生産力や多面的機能を十分発揮さ

せるため、内水面資源や生態系の維持回復に係

る啓発普及や、新規技術を導入した外来魚駆除

等の実践活動を支援するとともに、コイヘルペ

スウイルス病の蔓延防止のための指導・監視対

策や、発生時の回収処理等の迅速な対応を図る

ものでございます。

次に、（事項）栽培漁業定着化促進事業費の

１億466万5,000円でございます。これは、「つ

くり育て、管理する漁業」を推進するため、財

団法人宮崎県水産振興協会において、マダイ、

ヒラメ、カサゴ等の種苗生産や放流を実施する

ほか、藻場の回復試験のための事業を実施する

ものであります。

なお、新規事業でございます５のカワハギ量

産化技術開発事業につきましては、重点事業と

いたしまして後ほど別資料で御説明いたしま

す。

次に、一番下の（事項）種子島周辺漁業対策

事業費の２億6, 3 5 7万 3 , 0 0 0円でございま

す。347ページをごらんください。これは、ロ

ケット実験に伴う影響緩和のための漁業用施設

整備に対して助成するもので、昭和21年度は南

郷地区の水揚げ荷さばき施設整備などを予定し

ております。

次に、下から２つ目の（事項）水産基盤（漁

場）整備事業費でございます。これも後ほど別

資料で御説明いたします。

次に、348ページをお開きください。２つ目

の（事項）県単漁港維持管理費の１億2,283
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万3,000円でございます。これは、漁港区域内

施設の維持補修や航路、泊地のしゅんせつを行

い、漁港施設の機能回復を図るものでございま

す。

次に、349ページをごらんください。（事

項）水産基盤（漁港）整備事業費でございます

が、これも後ほど別資料で御説明いたします。

次に、350ページをお開きください。（事

項）公共海岸保全漁港事業費の１億3,850万円

でございます。これは、津波や高潮等から漁港

区域内の海岸を防護し、国土の保全と背後地住

民の民生の安定や財産の保全を図るもので、平

成21年度は、土々呂漁港外４港において護岸や

陸閘等の海岸保全施設の整備や耐震調査などを

行うものでございます。

次に、一番下の（事項）漁港災害復旧事業費

の１億7,422万8,000円と、次のページの（事

項）水産施設災害復旧事業費の6,859万4,000円

でございます。これらは台風等で災害が発生し

た際の調査費や復旧工事費に要する経費をそれ

ぞれ計上させていただいております。

歳出予算説明資料の説明は以上でございま

す。

続きまして、平成21年度の新規・重点事業に

ついて御説明いたします。

別冊の「平成21年度当初予算案の主な重点事

業等説明資料」の34、35ページの見開きをお開

きください。カワハギ量産化技術開発事業でご

ざいます。

35ページの資料で御説明いたします。まず、

県内海面養殖業の現状でございますが、ブリ、

カンパチを中心に生産されておりまして、近

年、カンパチでも単価がキロ当たり700円台と

総じて安く、養殖経営は厳しい状況にございま

す。そこで、今回取り上げましたカワハギでご

ざいますが、単価がキロ当たり2,500円前後と

高くて、カンパチなどでは商品サイズになるの

に２年程度かかりますけれども、やや小さいな

がら１年で300グラム前後の商品サイズに成長

するという特徴がございます。しかし、その稚

魚は天然種苗に現在依存しておりまして、本格

的な養殖生産に結びついていないのが現状でご

ざいます。水産試験場では、平成18年からカワ

ハギの種苗生産技術開発に取り組みまして、数

百尾程度の生産に成功し、一定の基礎知見を得

ることができております。しかし、カワハギの

卵は、マダイやヒラメ等の浮上する卵と異なり

まして、砂地などに付着して産みつけられま

す。また、ふ化した稚魚の口が小さいために新

たな小型生物餌料の生産技術導入が必要で、量

産化への新たな課題がございました。

そこで今回、右に示しました３点について、

カワハギ量産化技術を開発しようと考えており

ます。まず、一番上の高品質卵量産化技術開発

でございます。大量の受精卵を安定的に確保す

るための親魚養成技術の開発、及び高いふ化率

で品質の高い受精卵を確保するための技術開発

を行います。

次に、種苗量産化技術開発でございますが、

小型生物餌料の生産技術を導入し、その餌料を

用いた量産化技術の開発を行います。すべての

魚種で言えることですけれども、ここが一番の

ポイントとなります。カワハギ養殖の大量生産

時の初期減耗防止技術の開発に全力を集中した

いと思っております。

次に、ある一定の数量が生産できましたら、

養殖魚としての種苗性の評価を行います。これ

は一般的な養殖飼育と同じように海上生けすで

の飼育を行い、病気の発生、成長・形態異常等

の確認を行うものでございます。
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期待される効果でございますが、安定的な種

苗の供給が可能となれば県内養殖業の振興につ

ながります。また、ほかの魚種との混合養殖を

行うことで経営の多角化が図られまして、こぼ

れたえさや生けすの付着生物を食べるというカ

ワハギの特徴から、養殖環境の向上にもつなが

るものではないかと考えております。

なお、前後しますけれども、隣の34ページに

示しておりますように、予算額は1,200万円、

事業期間は平成21～25年度の５年間、事業主体

は県でございますが、熊野江にございます県水

産振興協会に委託し実施する予定でございま

す。

続きまして、36、37ページに移ります。水産

基盤整備事業でございます。

37ページの資料で御説明いたします。まず、

左の漁港整備事業でございます。１つ目の安全

と機能性の高い漁港整備では、漁業者の財産保

全、港内の静穏度確保のために防波堤や岸壁等

の整備を行うほか、既存施設の長寿命化では、

老朽化施設の更新コスト平準化や縮減を図るた

めに、漁港施設の機能保全計画策定や機能保全

工事を行います。また、働きやすい漁港づくり

では、高齢漁業者や女性漁業従事者の作業負担

軽減のために、浮き桟橋や暴風さく等の整備を

行うとともに、次の快適な漁村生活環境の創出

では、緑地広場や漁業集落排水施設等の整備を

行うものでございます。

次に、右の漁場整備事業でございます。１つ

目の効率的な漁場の整備では、安定的な漁獲や

燃油等のコスト削減を図るため、高層魚礁や浮

き魚礁を用いた漁場整備を行うほか、基礎生産

力の向上のための漁場整備では、えさ環境の向

上や資源の増大を図るため、マウンド型魚礁に

よる増殖場整備を行うこととしております。

具体的には、36ページに戻りまして、２の

（４）事業内容にありますように、①の地域水

産物供給基盤整備事業では、地域の水産物の生

産及び流通機能の強化を図るため、都井漁港外

１漁港において防波堤や岸壁等の整備を行うこ

ととしております。

また、②の広域水産物供給基盤整備事業で

は、広域的に水産物の生産及び流通の拠点整備

を図るため、日向灘地区におきましてカツオ、

マグロ等を対象とした魚礁の設置、また、川南

漁港外６漁港におきまして防波堤や岸壁等の整

備を行うこととしております。

さらに、③の水産物供給基盤機能保全事業で

は、老朽化により更新が必要となった漁港施設

の長寿命化を図るため、北浦漁港外５港におき

まして漁港施設整備のための調査や整備を行う

こととしております。

そのほか、④の漁港環境整備統合事業、⑤の

漁村再生交付金事業、⑥の漁業集落環境整備事

業、⑦の港整備交付金事業の事業により漁港施

設の整備を行うこととしております。

なお、２の（１）に示しておりますが、平

成21年度の予算額は、これらの７つの事業を合

わせて27億1,830万円をお願いしております。

最後に、議案第35号「農政水産関係建設事業

執行に伴う市町村負担金徴収について」でござ

います。

委員会資料の９ページをごらんください。漁

港漁場整備課分は、下の表にありますように、

水産基盤整備事業と海岸保全漁港事業に要する

経費に充てるため、市町村負担金を徴収するこ

とにつきまして、地方財政法第27条第２項等の

規定により議会の議決に付するものでございま

す。この負担金の設定に当たりましては、あら

かじめ対象となる市や町の意見を聞き、その結
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果、異論がないとの回答を得たものでございま

す。なお、負担金の割合は、両事業とも事業費

の10分の１としております。

それから、先ほど種子島事業で間違えまし

て、平成21年を「昭和」と言いました。あわせ

て訂正いたしておきます。

漁港漁場整備課は以上でございます。失礼い

たしました。

説明が終了しましたが、12時で○宮原委員長

すので、質疑は午後に受けさせていただきたい

と思います。

暫時休憩いたします。

午後12時０分休憩

午後１時０分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

水産政策課、漁港漁場整備課の説明が終わっ

たところでありますから、委員の皆様からの質

疑を受けたいと思います。

２点聞きたいんですが、１点は、○外山委員

水産政策課、338ページの水産物流通加工対策

費に関して、魚の需要が低迷しておるし、価格

が上がってこない。一番大きな原因は、魚離れ

というか魚に人気が出てこないというところが

非常に大きいと思うんです。魚の嗜好を上げて

いくには、学校給食で魚を子供たちに食べても

らう、そういうところから入っていくのが一番

大きいと思うんですが、給食の現場で、「宮崎

は水産県で魚がいっぱいあるから、何で使わな

いか」という話をしますと、外国から入ってく

るものは大体カットしてすぐぱっと調理ができ

る切り身なんかになっておるが、宮崎県の魚を

使おうと思えば、丸のままで仕入れて給食の現

場で調理をしなくちゃいけない。ところが、給

食の現場も人件費その他でそういうところまで

はなかなか手が回らないですね。だから加工し

た魚が入るようになれば相当使えると。

ですから、宮崎の魚の需要を上げていくため

には学校給食に使う。そのためには、県内の漁

連あたりが加工場を持って魚を３枚におろすな

り切り身にして納品できるような体制。調べて

みると、鹿児島、長崎あたりが、漁連が中心に

なってそういう加工場を持ってね。ですから学

校で使う給食用の魚は相当宮崎なんかよりも多

いんですね。そういうところに目をつけて、加

工した切り身が流通する。そうなれば、一般家

庭の主婦なんかも、今、丸のまま買ってきて調

理を自分ところでするというのは、ある程度年

配の方はしますが、若い人はほとんど、出刃包

丁も刺身包丁も多分ないでしょう。まな板まで

ないという家もあるようですからね。そこのと

ころに切り込んでいくというかね。民間では宮

崎県の場合そういう動きはないんです、残念な

がらね。門川の業者１社だけ、魚のミンチをつ

くって少しやっておるところはあるようです

が、ほとんどの民間でも魚を加工するという意

識がないというか、そういう業者がいない。そ

このところを何とかできんものかなと思ってお

るんですが、いかがでしょうか。

この問題に関しまして○桑原水産政策課長

は、以前、委員のほうから、学校給食と県産水

産物消費拡大という観点から調べてみてはどう

かいう御助言をいただいて、その後、関係市

町、漁協、女性部、栄養教諭の方々とも意見交

換もしながら、本県におけるどういう課題があ

るのかということについて調べているところで

ございます。

その中で、今委員からおっしゃったような問

題は確かにあるわけでございまして、まず、さ

ばくほうに関しましては、学校の調理場ではさ
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ばくような行為はしていないようでございまし

て、骨を除去するとか内臓等をきれいに除いて

おくとか、すべて加工した上で持ち込んで、基

本的には包丁等でさばくことなしに、加熱した

り味つけをする直前の段階まで処理して持ち込

むと、衛生上の観点からそうしているというこ

とでございました。

そのために、今委員のおっしゃったような前

処理ということが必要になるわけでございま

す。前処理ということに関しまして、今現在

行っている漁協もありますし、民間の業者もあ

るようでございます。漁協でやっている場合

は、直販レストランがあるところとか、一定の

加工処理施設を持っているような漁協では一部

取り組まれておりまして、地元の魚を仲買から

買って、地元の魚屋さんがある程度さばいて処

理をして学校におろしているといったケース、

こういった形で取り組まれているようでござい

ます。現時点そこでとどまっているケースとい

うのは、処理のために相当手間がかかる作業で

ございますし、学校給食の魚といいますとおか

ずの単価自体が定まっております。本県の場合

のみならずと思いますけれども、漁獲する時期

と好・不漁の問題があって、保存しておく冷蔵

庫、冷凍庫等の施設が必要であるとかいった課

題が幾つかあったようでございます。

課題はすぐわかるわけでございますが、解決

ということになると、対応策を考えていかなけ

ればいけないわけでございますが、そのことに

つきましては、課題の抽出自体は大分できたわ

けでございますので、再度関係者とも話をしな

がら、対応策があればいいんですけれども、少

なくとも現状をまとめた上で現場に知らしめて

いきたいと考えております。

魚普及という意味では大事なとこ○外山委員

だと思いますから、今言われたようなことを関

係の皆さん方頭に置いて、漁業関係者、学校関

係者、常に協議をしてもらうように要請をして

おきます。

ついでだからちょっと言っておきます。総括

の範囲に入りますが、農産物も同じなんです

よ。これも学校現場に聞くと、カットして、で

きたら２次加工までしたものを入れてもらえば

相当使えると。宮崎県は地産地消を言っておる

けど、学校現場ではもっと使っておるかと思っ

たら、全国で13位ぐらいですね。宮崎は大生産

県でありながら10番にも入らないぐらいの学校

現場の使用ということは、納品体制が欠けてお

るということで、農政サイドの方もぜひ頭に置

いて前向きに検討していただきたいと思いま

す。

学校給食についてで○八反田消費安全企画監

すけれども、魚については従前から、メヒカ

リ、アユ、チリメン等が活用されています。つ

い最近の動きといたしまして、学校給食会のほ

うでマグロメンチカツという新しいメニューを

開発いたしまして、３月16日、今度の月曜日に

学校給食会の交流会で学校に行きまして、そこ

でＰＲをするということになっております。

次に、340ページの試験研究費に○外山委員

関連してちょっとお尋ねをしたいんですが、つ

くる漁業という方向に漁業もシフトしてこざる

を得ない、そういうふうになってきております

ね。そこで、この前も坂口委員がちょっと話に

出されました、高付加価値の魚類、例えばイセ

エビとかアワビ、ウナギ、こういうものをいか

に養殖できるかというところに入っていく必要

があると思うんです。アワビについてはもうあ

りますよね。宮崎県やっとるのかな。ところ

が、大きくなるまでが難しくて、このくらいま



- 150 -

ではできるけど、大きいやつはなかなか難しい

と。いろんな条件があるんでしょう。イセエビ

も、この前、三重の水産試験場に行きまして現

物を見てきました。ところが、ふ化まではし

て、ちょっと小さいんですが、これが大きくな

るところの技術がなかなか難しいという話をし

ておりました。それから、宮崎県にとって大き

なのはウナギのシラス、稚魚ですね。これが宮

崎でふ化して育てることができれば物すごい財

産になると思うんです。ウナギのいろんな問題

が一挙に解決しましたらね。ウナギの試験は水

産試験場ですか、それとも小林、担当はどっち

でしょう。

ウナギの人工種苗生産技○関屋水産試験場長

術につきましては、国の独立行政法人の水産総

合研究センターと静岡県が取り組んでおりまし

て、数尾という単位では、養殖した親の卵を成

熟させて、それから卵をとってふ化させて成魚

まで育てることについては一応成功しておりま

すが、まだ本当にわずかな量にとどまっており

まして、これが採算ベースに合うような段階に

至るまでにはまだかなり時間がかかるのかな

と。非常にハードルの高い課題でありますの

で、先生がおっしゃったように価値の高いもの

ではあるんですけれども、１県で取り組むには

難度の高い課題かなというふうに考えていると

ころでございます。

難しいからまだ実現がしていない○外山委員

んでね。ということは宮崎県では全然やったこ

とはないということですか。

下りウナギなど天然ウナ○関屋水産試験場長

ギがどのような成熟度合いにあるかという調査

はしておりますけれども、それから先について

は取り組んでおりません。

私は、困難なものであればあるほ○外山委員

ど、それを追いかけていく姿勢が大事だと思う

んですよね。だから、国がやればいいというも

のじゃない。三重県はちょっとやっておるとい

うような話だったですが。

静岡県でございます。○関屋水産試験場長

宮崎はウナギ県だし、ぜひ本格的○外山委員

に取り組んでもらいたいんです。そしてウナギ

の子供が生まれるのが南洋のほうの海だという

ことであれば、宮崎県は立派な調査船がありま

すからね。今行っていないのかな、赤道直下ま

で前はカツオ、マグロの調査に行っておりまし

た。あそこ辺まで行く船があるから、そういう

のに研究者が乗って、何回でもウナギを追いか

けていって、そういう研究から入って、生態を

調べて何とかこれを物にしようという ここ―

にも若い職員の方がおられるから、だれかそう

いう夢を追いかけてみたいなというそういう人

材をぜひ出してほしいと思うんですよ。できな

いじゃなくて、日本で一番先に宮崎県が実現す

る、そういう意欲と夢を持ってウナギの研究に

も取り組んでほしいんですが。

せんだって国のほうで、○関屋水産試験場長

さっきお話がありましたように、産卵前後の成

体を捕獲したわけですけれども、これについて

も莫大な経費をかけて調査研究なされているわ

けです。今、国が力を入れて取り組んでおりま

すので、その研究の推移を見守りながら、それ

を県で取り組むかどうかについてはまた研究し

てまいりたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。

費用のことはあるにしても、宮崎○外山委員

県の中でできる研究はあると思うんですよ。川

に行けばいっぱいおるわけだから。それから調

査船に乗ってウナギを追いかけていくとか、ぜ

ひこれは要望しておきます。テーマとして、
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ずっと私も議員でおる間は言っていきますか

ら、お願いいたします。

私ども非常に関心を高く○関屋水産試験場長

持っておるわけですけれども、国における研究

の進展も今のような状況でございますので、そ

の辺の情報を収集しながら研究してまいりたい

と思いますので、よろしくお願いします。

今、ホルモン注射をやって産卵、○坂口委員

ふ化まで成功したですよね。白鳳丸が懸命に

なって国を挙げてやっているのがプランクトン

調査、餌料調査思うんです、究極の目的という

のは。もちろん全体生態系だけど。親ウナギま

でホルモン処理で産卵させたのをふ化させて成

鰻までいったというのは、実際そこまでいった

ウナギはいるんだったですかね。僕はいない

思ってたら。

詳細には覚えておりませ○関屋水産試験場長

んが、まだ量的には多くありませんけれども、

成鰻までいったという情報を得ております。

僕の認識違いかな。今一番進んで○坂口委員

いるのは、この前の親ウナギ数尾ですよね。そ

れと、前のほうでは生後３日目のシラスを何百

匹か一遍に捕獲したことがあるんですよ。それ

が画期的な１回目だったんですよね。マリアナ

海溝で３日以内というのを黒潮の速さ等で特

定、それで証明づけられた。画期的だと言われ

たのが、腸内容物、最初のえさが何か。そこで

プランクトンが特定できなかったというところ

まで、卵に近いほうはですね。その後の記録

は、人工給餌をしたやつは40日前後、それは更

新されたかもわからないけど、その時点でのえ

さがマリアナ海溝で産卵するサメの卵の乾燥粉

末だったと思うんです。その後進んでいるとい

うことですか。

私、養殖研に行って○那須漁港漁場整備課長

現物を見ました。そのとき研究者の方から見せ

ていただいたのは、これくらいの大きさのやつ

で、これが育ったやつですということで、数尾

が水槽の中におりました。ですから、今委員が

おっしゃいましたように、通常のマダイとかヒ

ラメとかのじゃなくて、粉末ですね。ちょっと

細かい話ですけど、レプトケパルスというのは

口とは全然違うんです。歯みたいなのが出てい

るんです。プランクトンの小さいのを食べるん

じゃなくて、食いちぎるような習性。海底の深

いところにおるから、プランクトンとかじゃな

くて、そういう食性が少しずつ解明されて、ヒ

ラメとかマダイの餌料系列の延長上じゃなく

て、全く新しい形での種苗生産だというふうに

聞いております。私たち種苗生産に携わった人

間からすれば、極めてすばらしい技術だと思っ

ております。

代替の栄養源によって、48日ぐら○坂口委員

いのが更新されて５匹ぐらいまた新たにやった

んだろうなと思うんです。言われたように、レ

プトケパルスになる前に数日間は丸なんです。

丸がレプトケパルスに変わって１カ月ぐらいし

てつくわけですから、変わり目での歯が何を意

味するか、そこに研究者は興味を持っていると

思うんです。やっぱりプランクトンと思うんで

すよね。そこらで県の調査能力の限界、それと

白鳳丸が今まで何十億投資してきてやっとそこ

かということですよね。そこの役割分担という

のは、もうちょっとしっかり説明が要るんじゃ

ないかなと思ったですね。

それとか、水研機構だったですか、国の特別

な事業で、成功したら返しなさいよ、だめだっ

たらチャラにしてあげますよと。丸紅か何かの

ベンチャーに何億だか貸してえさを見つけさせ

えつけをやらせた。だから、そういうレベルだ
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ということはやって、その中で今質疑されたこ

とに対して、県はウナギの先進県としてどうい

うことをやっていこうというので。今の体制は

僕も中途半端と思いますよ、宮崎のウナギに関

してはですね。今のはちょっと僕もわからない

ことを聞いたんですけど、スイッチ切りかえて

おきます。

何点かお伺いいたします。○松田委員

まず、337ページ、漁業基本対策費の中で離

島漁業再生支援交付金事業、延岡市の島野浦島

で特定で運用していただいて、ありがたく思っ

ております。これは何年事業で、あと何年残っ

ているのかお教えいただけますか。

この事業は平成18年度か○桑原水産政策課長

ら21年度までの実施でございます。

最終年度を迎えるんですが、この○松田委員

事業の対象となるのが、植樹であったり、魚つ

き林の整備、あとは海岸清掃と伺ったんです

が、今、島野浦の地元で望んでいるのが、魚つ

き林へ行く進入路、道路がないということで希

望が上がっております。魚つき林の整備という

一環で、リヤカー道程度でいいという話なんで

すが、道路整備することは可能でしょうか。

道路という言葉自体の定○桑原水産政策課長

義は難しいところがあるんですけれども、現

在、委員御指摘のとおり、里道といいますか遊

歩道に近いようなものを地元でつくられている

ところでございます。今おっしゃられた、いわ

ゆるメーンの道路といいますか、通常の主要幹

線道路に接続していいかどうかということでご

ざいますけれども、これは以前、もしかしたら

お答えしたかもしれませんが、地元のほうから

本当につけたいんだとか交差させたいんだとい

う話があれば、私どものほうに言っていただけ

れば、関係部署のほうにそのような話をつなぐ

というふうなことを考えておりますけれども、

地元のほうからそこまで県のほうには上がって

きてなかったような状況でございますので、そ

の後特段の対応はしておりません。

地元のほうではまだ、どこに上げ○松田委員

ていいかがわからずに、地元の常会の中で話が

とどまっている程度なんですが、これが県の事

業、あるいは公共の事業でできるのであれば、

土地を提供してでも早く道をつけたいといった

声も聞いておりますので、声が集約できるよう

に私も地元で諮りますが、声が上がってきたと

きには対応をよろしくお願いしたいと思いま

す。

道路関係の規制がよくわ○桑原水産政策課長

からない部分がございますので、話をまずお伺

いした上で、関係部署のほうに、この事業を

使ったそのような話があるということを伝えて

まいりたいと考えています。

どうぞよろしくお願いいたしま○松田委員

す。

次に参ります。339ページ、水産物流通加工

対策費で、水産物のブランド化や消費拡大等に

要する経費で、３「みやざきの魚」販売力強化

・情報発信事業と、４の新規事業、魚価確保の

ための新しい流通づくり推進事業の違いがいま

いちわからないんですが、お教えいただきたい

と思います。

まず、「みやざきの魚」○桑原水産政策課長

販売力強化・情報発信事業でございますけれど

も、中身は、ブランドの認定とか、地産地消に

近い部分、例えば地元の漁協が行う直販レスト

ランとか、地元の魚のＰＲといった部分でござ

います。４の魚価確保のための新しい流通づく

り推進事業と申しますのは、その域を少し超え

まして、例えば大手の量販店、市内にも地元の
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スーパーマーケットとチェーンがあるスーパー

マーケットございますけれども、そういうとこ

ろを念頭に置いて新しい流通をモデル的に構築

いたしまして、魚価確保、漁業者の所得確保を

目指していこうという事業でございます。

「みやざきの魚」販売力強化のほ○松田委員

うはプロモーション事業ととらえておりまし

て、その中に流通も入っているのかと思った

ら、流通のほうには力を入れずに、ブランドづ

くり、地産地消といったところが主力だったと

いうわけですね。

流通は念頭に置いており○桑原水産政策課長

ましたけれども、県内に限って申しますと、今

おっしゃったような比較的漁村に近い部分に焦

点を置いて事業が実施されてきたという経緯が

ございます。

資料のほうで魚価確保のための新○松田委員

しい流通づくり推進事業、こちらの図を見ます

と、一番右の事業の内容、まず調査検討事業と

いうことが先に立ちます。その中で魚価確保対

策調査検討協議会というのがメーンだと説明の

中で受けたようにとらえておりますが、この中

心となるのが漁連さんだということでした。漁

連は今までこういったことを再三再四繰り返し

てきて、今からこういうことを受けても、どう

いう知恵が出るんだろうかといった声も聞こえ

てくるんですが、こちらの検討事業のメーンの

協議会は漁連メーンでやっていくことは変わり

ないんでしょうか。

漁連が中心になることは○桑原水産政策課長

御理解のとおりでございますけれども、この中

に、先ほど申し上げた流通とか小売業者さんと

の関係におきまして、直接取引に関するアドバ

イザー的な経費でございますとか、また、県内

の大手量販店さん等との関係、いろんな話し合

いの場の構築でございますとか、そのようなこ

とも含めて行おうというふうに考えております

ので、漁連のみが単独で考えて実施するという

わけではなく、ほかの有識者の方々の意見も参

考にしながら検討していきたいと考えておりま

す。

流通の部分で外せないのが直販の○松田委員

大手スーパー等々もありましょうけれども、や

はり宮崎県にとってみますと、大阪、それから

築地の魚市場というのが外せないと思います。

北浦あたりの漁連も独自に乗り込んでいって販

路を開拓しているんですが、これから漁連、漁

業者任せじゃなくて、県の担当者もますます市

場のほうに売り込みをかけるという意気込みは

ありますでしょうか。

直接的な民間部門での販○桑原水産政策課長

売自体は、本来、漁業関係者の方が自主的な取

り組み、みずからやらなければいけない問題と

いうふうに思っておりますので、直接県職員が

販売を行うといったようなことは考えておりま

せんけれども、この事業の中の県推進事務費の

ほうで県の旅費も見ていただいておりまして、

県のほうも先進地域の調査等行う中でいろんな

助言はしてまいりたいと考えております。

県としてブランドづくりに今取り○松田委員

組んでいらっしゃるところですが、今までいろ

んなブランドをつくりましたよね。カンパチ、

灘アジ、金鱧、サバといったもの、次から次に

新しい魚のブランド化でうれしく思っているん

ですが、そういうブランドを宮崎県の職員が市

場のほうに携えてプロモーションをかけるとい

うことはなさらないということですか。

県の水産部局のほうとい○桑原水産政策課長

たしましては、直接というわけではございませ

んが、このような事業の活用を通じましたり、
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知事の情報発信力等を通じましていろんな助力

をしているところでございます。

プロモーショ○郡司農水産物ブランド対策監

ンに関してはもちろん民間のことなんですけれ

ども、農産物でも、県も一緒になってＰＲする

というところで信頼感が生まれたりすることは

ありますので、漁業についても、課長が今おっ

しゃったように、トップセールスの場とか、我

々も一緒になって売り込みをするとかいう場面

は、今後機会を見てチャレンジしていきたいと

考えているところです。

東京で、宮崎県産ショップのＫＯ○松田委員

ＮＮＥを中心に宮崎県の農産物は大変知名度が

高くなったんですが、海産物に関しますと、ど

うしても加工品しか置けないスポットなもので

すから、お隣の広島県と比べても宮崎県は海産

県だというイメージがあんまり都民の方にない

と認識をしております。そういった意味におい

て、海産物に対しましてもプロモーションの一

層の御努力いただきたい、このように思いま

す。

次に参ります。346ページ、栽培漁業定着化

促進事業の中で２つお伺いします。４の藻場回

復支援事業、かなり長期にわたって藻場回復を

図ってこられたんですが、私たちも去年、視察

でウニの対策とかいろんなことを伺ってまいり

ました。実際、藻場の回復に回復支援事業はど

れぐらい寄与しているのでしょうか。

今、委員おっしゃい○那須漁港漁場整備課長

ますように、藻場の回復については本県も重点

的に力を入れてやってきているつもりでござい

ます。しかし、現実問題としては、藻場が昔ほ

どの回復が進んでいないのが現状でございま

す。今の段階では、まず現状を知るということ

を大きな柱にしておるのと、積極的に藻場をふ

やす方法としては、本県に昔からございますク

ロメとかホンダワラの仲間の種をとってそれを

海に展開していくということで、基本的には藻

がつきやすい藻場礁の開発を含めて取り組んで

おるところでございます。

現状というお話がありましたが、○松田委員

地元では、藻場が育たないいろんな原因が取り

ざたされておりますが、県としては原因分析を

どのようにとらえていらっしゃいますか。

藻場が減少する要因とい○関屋水産試験場長

うのはいろんなことが考えられるんですけれど

も、私どもがずっと観察した中では、植食動

物、つまりウニとかアイゴ、ブダイ、イスズミ

による食害が大きいと考えております。最近、

冬期の水温が高目に動いているわけですけれど

も、海草類というのは低いときに成長しますの

で、成長するタイミングに食害に遭うか遭わな

いかが非常に大きい問題だと思っております。

そのうちウニにつきましては、今大分研究が進

みまして、こういう構造物でこういうところに

入れればかなり回復ができるというところまで

ある程度見えてきております。ただ、魚類につ

いては、大群で押し寄せてきて一気に食害を受

けるものですから、それについてはなかなか対

策が難しくて、魚の生態的なもの、どういうと

ころで食べられやすいのかとか、いつ魚群が来

るのかとか、定置網があるところでは食べられ

にくいとか、湾奥の水温が低目に推移するとこ

ろはある程度残るというようなこともございま

すので、生態、実態をよく観察して調べた上

で、どういう方法が有効に対策がとれるのかを

今検討しているところでございます。

ウニの対策につきましては、先年○松田委員

度、画期的な発明を水産試験場のほうで拝見し

たんですが、地元では、昔ながらの藻じゃなく
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て、ワカメとか、今、北浦のほうでシーズンを

迎えましたヒジキをかわりに使ったらどうかと

いう声も聞かれるんですが、そういった取り組

みというのは可能性ありますでしょうか。

海況の変動というのが非○関屋水産試験場長

常に大きいものでなかなか難しい点はございま

すけれども、ヒジキについてはいろいろな県の

研究がなされておりますけれども、養殖という

面では成功例もありますので、そういうところ

の技術も収集しまして、これが本県でどれだけ

応用できるかということについては検討してま

いりたいと思っております。

検討に値するということは、可能○松田委員

性としてはなきにしもあらずというか、そのよ

うにお考えいただくというふうにとらえてよろ

しいですか。

藻場の回復というのは非○関屋水産試験場長

常に大事なことだと思っていますので、どの種

類に限られるということではございませんの

で、可能性があるものについては積極的に取り

組んでまいりたいと考えております。

藻場に関連しまして魚礁ですね、○松田委員

こちらも長い取り組みになるんですが、魚礁に

大変多くの予算をつぎ込んでおります。結果と

してはどのような成果が出ているのかお教えい

ただけますか。

魚礁につきまして○那須漁港漁場整備課長

は、従来から海底に置く形のコンクリートとか

高性能魚礁がございます。もう一つは浮き魚

礁、カツオ、マグロを中心とした表面に置くや

つと中層に置くやつ、大きく２つございます

が、沿岸の魚礁につきましては、本県はどちら

かというと海岸線が単調ですので、そういった

形での魚礁の効果というのは大きいし、それに

よって沿岸の一本釣り等の有効な漁場になって

いると思っております。それから沖合につきま

しては、カツオ、マグロ等のひき縄等に関しま

しては、今、浮き魚礁なしには漁業が成り立た

ないような状況になっておりまして、漁業者か

らの希望もたくさん来ておりますし、本県沖合

にあります浮き魚礁につきましても、順次更新

してやっていこうと思っております。

お教えいただきたいんですが、来○松田委員

年度は魚礁に対してどれぐらいの経費、予算を

投下される御予定でしょうか。

６億1,400万、魚礁○那須漁港漁場整備課長

につぎ込む予定でおります。

来年度６億ということで、毎年６○松田委員

億ぐらいコンスタントに魚礁には予算がついて

いるものでしょうか。

公共事業の全体の圧○那須漁港漁場整備課長

縮がございますけれども、それ以上の金額は予

定しております。今までも実績としてございま

す。

長々魚礁について伺いましたが、○松田委員

県北では魚礁の成果が地元漁業関係者に見られ

ないという不満といいましょうか要望があるも

のですから、その辺また後ほど詳しくお伺いし

たいと思いますが、県がこれだけ力を入れてい

るということを地元に周知を図りたいと思いま

す。

次に参ります。カワハギの量産についてお伺

いいたします。カワハギ量産化技術開発事業と

いうことで、「カワハギが」という意外な思い

がありました。私たち延岡ではバカという名前

で、魚屋の店舗に並ぶような魚じゃなかったこ

のカワハギが大変高価で取引をされている。先

ほど伺いましたら、キロ当たりカンパチ750円

に対して３倍、４倍の2,500円という取引価格

ということでびくりしたんですが、カワハギに
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着目をされたその理由をお教えいただけます

か。

カワハギというの○那須漁港漁場整備課長

は、大体皆さん、海の魚の中でも姿が浮かぶも

ので、そういった面ではまず認知度が高いとい

うこと。それと昔はどこでもとれたんですが、

今はどちらかというと希少価値があって、活魚

として非常に生きがいいということと、昔は煮

つけとかその他だったんですが、今はお刺身で

食べられますし、活魚料理屋さんで特に胆の活

きづくりが非常に珍重されるようになりまし

て、市場の規模が高まってきたということが大

きなところでございます。

市場規模ということですが、関○松田委員

東、関西で嗜好も違うんですが、大きなマー

ケットどの辺になるんでしょうか。

マーケットというよ○那須漁港漁場整備課長

りも、現場からの要望ということがまずござい

まして、今のところ私たちがつかんだ範囲で

は、天然種苗を入れておるんですが、出荷は活

魚で各地に持っていっている。まとまった量が

ないものですから、関東、関西のほうに行くと

いうほど大きなパイプはございませんけれど

も、県内の活魚屋さん等に出している量で、今

のところ量的にも数トンレベルでの生産は養殖

としてあるのではないかと考えております。

他県でカワハギの養殖の事例とい○松田委員

うのはあるんですか。

九州各県、天然種苗○那須漁港漁場整備課長

がとれるところでは長崎、熊本その他ございま

すし、種苗生産をどこも考えておるところがあ

りまして、最近では愛媛県とか長崎県あたりが

その研究に着目しておりますし、私たちもそこ

と情報交換しながら進めていこうと思っている

ところでございます。

たくさんの研究課題取り組んでお○松田委員

られるんですが、延岡の栽培漁業センターのほ

うでも以前、カサゴとかアカアマダイ、青島で

したかホヤもやっていらっしゃいますよね。小

林でキャビアのチョウザメとかモクズガニでし

たか、今までたくさんの研究開発の取り組みを

聞いているんですが、過去のそういった魚た

ち、研究課題の対象物の成果はどうなっている

んですか。

委員、本当にたくさ○那須漁港漁場整備課長

ん御存じですけど、マダイとかヒラメにつきま

しては全国メニューでたくさんやっております

し、本県でもやっております。これについては

その放流効果を漁業者も認識して、特にヒラメ

なんか希望が多うございます。宮崎県独自でと

いいますと、オオニベという大きな魚がいま

す。これは昭和60年代に取り組みましたが、現

在、種苗の放流をやめております。何でかとい

いましたら、20トンぐらいとれてたのが、現

在100トン近くとれて、要するに種苗を放流し

なくても天然の再生産構造ができたのではない

かということで、一定の成果が上がったという

ことで、これは放流という栽培漁業の魚種とし

ては、宮崎県が全国に誇っていい成果だと思っ

ております。カサゴにつきましても、今その放

流効果なりいろんなことを調査しておりますけ

れども、これも毎年30万尾ぐらいの放流で沿岸

部に定着ができる魚種であろうと思っておりま

すので、それについても非常に漁業者の希望が

高いので、それも今進めておるところでござい

ます。

放流の成果が上がっていると聞い○松田委員

て、うれしく思いました。

少し路線変えるんですが、海産稚アユです

ね。県北では天然アユの漁獲が落ちていると、
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その原因の一つに海産稚アユの漁獲というのが

あるんですけれども、宮崎県だけがそれをやっ

ているというような 私もまだ情報を精査し―

ているわけではないんですが、海産稚アユの状

況がどうなっているのかお教えいただけます

か。

本県、アユの養殖業○那須漁港漁場整備課長

も非常に盛んな県でございますから、その種苗

としては、熊野江にございます県の振興協会と

か民間の人工種苗と、今委員がおっしゃいまし

たように天然のアユもございますので、資源の

有効活用を図るということで、特別に稚アユの

採捕期間を限定しております。現在、2.5トン

を上限に特別に許可を出しておるという状況で

ございます。ことしの場合も、現在、海産稚ア

ユは2.2トンほど採捕が報告されておりますの

で、2.5トンに達した段階で採捕は終了して、

基本的には川に自然に遡上させて、特に延岡の

五ヶ瀬川はアユの名産地ですので、天然の資源

の増大にも十分な量が上るように配慮しなが

ら、許可を出すといったことでバランスをとっ

ているところでございます。

2.2トンの上限ということでした○松田委員

が、地元では以前から禁止をしてほしいという

要望も都度都度上がっていたかと思いますが、

そういった声は県はどうとらえていらっしゃい

ますか。

アユ稚魚は大きな資○那須漁港漁場整備課長

源だと思っております。それを利用するにつき

まして、本県の場合、アユは海で育って川にま

た戻ってくるということで、内水面の漁協から

はとってくれるなという話がありますけど、海

におる稚魚、資源を有効利用させてくれという

ことですので、内水面の漁協の代表の方、稚ア

ユを特別採捕でとられる方、それと養殖業者の

方、３者の需給調整の会議を開きまして、その

中で３者の立場の違う意見を聞いた上で、調整

を図りながら数量を定めているところでござい

ます。

ウナギと同じくなかなか難しい部○松田委員

分があるんだという認識をいたしました。

カワハギに話を戻します。21年から25年まで

の事業期間があるんですけれども、こういった

目新しいものを、他県も情報を得て２匹目のド

ジョウをねらうということもあろうかと思いま

すので、いち早くこの栽培技術確立していただ

きまして、漁業者が喜ぶような新しい波になる

ことを期待しておきます。

もう一つ、これは要望になるんですが、県北

のことばかり申し上げますが、北浦、延岡、土

々呂といった漁業者は、去年の夏以来の不漁に

大変あえいでおります。ことしに入っても、正

月明けの初漁で少し量が見られただけで、後は

本当に低迷をしておりまして、鹿児島県あたり

では豊漁であるのに対して、宮崎県はとれない

のは潮目の関係かといったことで自分たちをい

さめている状態なんですが、なぜ魚がとれない

のかということを聞いて答えは出ないと思うん

ですが、しかし、あえて聞きます。なぜ今不漁

なんでしょうか。

今のは主にまき網という○関屋水産試験場長

ふうに考えてよろしいでしょうか。

はい。○松田委員

まき網が今不漁な状況に○関屋水産試験場長

あるというのは承知しております。20年の４月

ごろも非常にとれなかったんですけれども、こ

のときには黒潮が接岸という状態が非常に長く

続きました。そういうときには、来遊がないと

いうようなところが一つございます。

それと、今、まき網について非常に関心を
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持っているんですけれども、今、カタクチの群

れが足摺あたりまではあるということはわかっ

ているんですけれども、それが南下するかどう

かというのが一つのかぎかなと思っていまし

て、期待はしているんですけれども、今後の推

移を見守らなきゃいけないということが一つご

ざいます。

もう一つ、南のほうでサバがある程度定置網

に入っているということもあって、その群がい

つ北上するのかなということも関心を持って見

ているところです。

先ほどの魚礁の話に返りますと、日向灘の沖

合というのは非常に瀬礁が少なくてのっぺらぼ

うの海底地形を持っている。そこに近寄ってき

た回遊魚をいかに滞留させるかというのが非常

に大きな課題になっております。滞留する場所

をつくるというのも一つの大きな問題でありま

すのと、回遊している群がどのくらいのボリュ

ームを持っているのかというのは非常に大きな

問題です。特にサバについては卓越年級群とい

いまして、毎年毎年同じように生産されるので

はなくて、ある年に非常に大きな生産が起こ

る、そういうものを大事にとりながらいくとい

うのが一つの手法でもあるわけです。そういう

資源の動きには非常に関心を持って調査船が

やっているわけですけれども、私どもが思うよ

うに宮崎県の沿岸に近寄ってくれないというと

ころがございます。それについては早く来遊を

望んでいるわけですけれども、そういう群の動

きをこれからも情報収集しながら的確に伝える

ことができるようにしていきたいと思っており

ます。

あえてお伺いしました。漁業関係○松田委員

者もありとあらゆることをして、神頼みまでし

て、それでも今の現状、昭和33年以来の不漁だ

ということで、次の盆の支払いができるかと悲

嘆に暮れている状態なんです。

私が申し上げたいのは、どうしても県の存在

が遠いと、足は結構漁協に運んでくれるんです

が、貸付基金のことにしても何か人ごとのよう

だと、もっと親身になってという、ない物ねだ

りかもしれませんが、今、大変困窮している漁

業者の立場に立って、より連携をとって対応し

ていただきたい。そういう態度を県が示すだけ

でも、漁業関係者、大変活路を見出すのではな

かろうかと思っております。要望して終わりま

す。ありがとうございました。

関連してですけど、一つは藻場関○坂口委員

係です。今説明されたんですけど、魚の食害が

大きいとか、磯焼けがきっかけで始まって回復

できない。これまで指摘されて長年取り組んで

ますよね。食害に対してはアイゴにせよ、魚類

にしてはシールド工法、物理的な方法をやった

けど、これは日光不足でだめだったとか、かな

り検証されてきてますよね。その中で、あくま

でもクロメにこだわるんじゃなくて、海草の種

を変えていこうという方針は既に出されたです

よね。そのほうがいいだろうということ。本来

期待する藻を回復させるというのも同時に進め

られているわけだけど、違う藻に切りかえてい

こうと。じゃ、何にするのか。ホンダワラだオ

ニダワラだクロメだヒジキだカジメだというの

で。これらは今言われたように水深とか水温の

関係があるんですよね。だから、近場の藻、あ

るいは水深20メーター、30メーターの藻とか、

これは分けて研究課題を整理していっとかんと

おかしい思うんですよ、これだけ長く取り組ん

で。

そんな中で、さっき言われたようにシールド

工法で物理的な工法は日光不足だとなれば、一
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定以上の水深のところ、ここらの透明度が10メ

ーターとすれば、それから下は日光が足りない

とか、そんな整理は既にできていると思うんで

す。品種の分類をどう追い詰めていくかという

のと、あくまでももとの藻場をどう回復するか

で、食害だったら、理屈の上では簡単じゃない

ですか。発芽をさせて、ちっぽけなものは、１

匹の魚が何百株とえさとして要ります。そした

ら親藻を移動させる方法で、親藻は１つの藻に

何匹もの食害に耐え得るだけのえさを持ってま

すよ。それを接着剤も開発されている。あるい

は宮崎でも門川あたりは藻場が残っていて、磯

焼けだの自然の変化とすれば、その変化の海域

ですよ。そこで残っているところは、資源を維

持していくだけの親藻があれば循環できる可能

性はあると推しはかるべきです。そうなったと

きに、研究じゃなくて事業として、藻場をどの

海域にどうつくるんだと。だから、藻場造成と

いう試験研究じゃなくて、事業のほうで物を考

えるべきだと思うんです。

松田委員も遠慮されたんだと思うんですけ

ど、藻場に関して魚礁についてと言われたです

けど、魚礁についてもそういう反省を国も県も

やって、漁場漁港一体整備という方針に大きく

公共事業のあり方が変わったわけですわ。縦割

りだけじゃなくて横の効果も発揮していこう。

そんな中で魚礁については、藻の研究の中で、

親藻をつけた、流れていってしまった。活着さ

せるためにはどうやるかというと、一つは、接

着剤というものを三重の伊勢志摩の試験場だっ

たですか開発した。そして成功した。じゃ今度

は魚礁をどうやるかというのは、民間が幾らで

もデータ持ってますよ。砂浜に砂鉄とか少なく

なったということで、上流域からのミネラル分

なり金属類が少なくなったんじゃないか、リン

とかマグネシウムとか。そういったものを付着

させた魚礁の表面処理をやるとか。つけたもの

が流れやすいところというのは、のっぺらのと

ころから流れて角っこにはくっついていると

か。表面をつるつるに仕上げないで角の多い魚

礁をつくることはできないのか。がたがたにす

ることで表面積はかなり確保できるじゃないで

すか。それだけ根が活着する、抵抗する面積を

与えてあげて、しっかり潮の動きに耐えるよう

な活着のさせ方はできないかとか、そういった

トータル的なものがまとめられてないと思うん

です。毎年毎年同じことを繰り返していって、

ああ、ことしも魚にやられました。何が敵です

わ、何が悪さしてますわと、犯人を特定するの

に走っているみたいな気がして。こういうこと

だから、これにはこうやっていこうという方針

を出されていないような気がするんですよね、

藻場づくりについても。そこらは大きく今の質

疑で反省してほしいと思うんです。相変わらず

同じ説明が繰り返されてますもんね。

アワビにしてもウニにしても、磯の潜りの権

利を持っている人たちは、自分らの漁場に種苗

を持ってきて入れることもできないんですよ。

藻場を回復するまでということで。北海道あた

りでは、アワビなんかも若いときはワカメでえ

づけをやって真っ青なアワビになってしまうけ

れども、それを放流したときにはもとに戻る、

それで何千万と所得を上げているじゃないです

か。そういうことを導入して、栽培漁業センタ

ーに今、アワビ１個幾らで渡しているのかわか

らんですけど、そういったものをもっともっと

コストを下げてやって安い種苗を渡してあげる

とか、研究なり取り組みを経営にどう結びつけ

ていくかという視点が欠けている。そういった

基礎資料、あるいはさまざまな資料を組み立て
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ていって完成品をつくる時期、既に早く来てい

るんじゃないか。またそれがやれるところまで

来ているんじゃないかという気がするんです。

試験研究の成果を、県のもの、国のもの、全国

の自治体、あるいは民間が持っているものを総

ざらい集めて組み立ててみたらどうですか。こ

れだけ長年研究を繰り返して、まだそれを継続

して何とか試験研究費とか開発費で予算を計上

せざるを得んような予算についてはですよ。か

なり検証はできているものがあると思うんで

す。

６億幾らの魚礁を入れるなら、水深何ぼに入

れるかわからんけど、深くて50、浅ければ数メ

ーターでしょう。そこに海草類ありますよ。そ

ういったものが付着するようなものをつくった

り。ウニは忍者返しでしょうけど、上がってこ

んような、物理的にウニの侵入を妨げるような

ですね。こんな工夫を凝らせば、公共事業方に

も言いたいんですけど、魚礁なんて見栄えのよ

さで評価するなんて項目何も要らないんです

よ。海の中に沈めるものだから、あんなものこ

てで仕上げさせたりせずに、逆にほうき目をつ

けさせたりしてですね。強度が確保できればい

いんですよ。設計単価も安くなるんです。きれ

いに仕上げてつるつるに加工するより。そう

いった工夫を出すべきところに来ていると思う

んですけど、どうですか、１回検証されてみま

せんか、部長。かなりデータ持ってると思うん

ですよ。

私自身は、研究のこれま○後藤農政水産部長

での工程を詳細に把握しておりませんので、

今、委員御指摘の状況であるとすれば、その成

果の取りまとめ、そして今後の方向は、今おっ

しゃったようなことで、研究から実用化に向け

た、あるいは産業化に向けた取り組みの段階に

至らなければいけないというふうに考えます。

御指摘の点を踏まえまして、これまでの成果を

きちんと取りまとめて、また御提示する機会が

あれば御提示してまいりたいと思います。

僕はかなりな基礎資料は持ってい○坂口委員

る思うんです。どう組み立てるかでです

ね。100％解決せんでもいいです。１つずつで

も。ぜひそれは、改めて過去を振り返って、研

究成果、調査成果を組み立てられないかという

ことを一回やるべきだと思うんです。要望して

おいて。

もう一点いいですか。340ページの漁業取締

監督費のところですけど、１、２、３、４の中

の１と４の違い、どういったことを具体的にや

られることになるのかを、説明いただいたんで

すけど、改めてもうちょっと詳しく教えてくだ

さい。

１の漁業取締関係事業の○桑原水産政策課長

ほうでございますけれども、取締船「たかち

ほ」の関連経費になります。４の密漁防止体制

強化対策事業のほうでございますけれども、こ

れは内水面振興センター等のシラス関係の秩序

維持等に用いている経費が主なところでござい

ます。

４も内水面の秩序とか密漁といっ○坂口委員

た違法なことを防ぐというものですよね。１も

そうということは、海面と内水との違いだけ

で、中身はほぼ同じようなことという理解でい

いんですか。

１のほうは取締船でござ○桑原水産政策課長

いますので、今、委員がおっしゃったような、

ほとんど海面取り締まりの関係の経費になりま

す。４のほうはほとんど内水面、今おっしゃっ

たとおりでございますけれども、一部、関係の

漁協、漁連のほうに密漁防止のための助成をし
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ている分がございますので、それが若干入って

まいります。

というと、１のほうは広い区域○坂口委員

を4,700万余りかけて取り締まりをやってい

る。相手方も不特定多数のものが想定されると

いうことですよね、監視の対象とすべき要注意

者。４は限られてますよね。シラスが遡上して

採捕している場所ということで。ここで

の9,000万と4,700万の違いが一体どういったも

のなのかなというのが一つ。

それから、今、資源が枯渇する中で、本県の

漁場あるいは漁業権をしっかり守るというの

と、資源を絶対確保していくということは至上

命題だと思うんです。今のこの資源が乏しい中

で。こういったものに対して、これは予算的に

バランスがとれているのか。そこらはどんなな

んですか、実態は。

確かにこの金額だけ見ま○桑原水産政策課長

すと、広大な海と内水面のシラス等々の一部に

限られますので、そういう御印象を持たれるの

かなと思いながら今お聞きしておりましたけれ

ども、１の直接的な「たかちほ」の取り締まり

経費の関係で申し上げますと、現職の公務員が

やっている部分につきましては、別途ほかの職

員経費のほうに計上されますので、それを勘案

しますと、海面のほうにもこの額以上の取り締

まり関係の予算が投じられていると考えており

ます。

他の費目で出ている予算が上のほ○坂口委員

うはあるということでしょうね。そんなにして

いくと、密漁防止というのは、例えばこういっ

たことを取り締まるのに警察というのがあるん

ですよね。ここらは対応できないのか。それか

ら、逮捕権を持った職員も内部でも持っておら

れる。できないのか。それから、そういったと

ころに行政としてそういう行動をとれないのか

となると、その説明じゃ苦しいと思うんです。

そ こ ら は ど ん な 整 理 さ れ て い る ん で す

か。9,000万の中に公的な取締権と取締業務と

いうものはどうしている。公的なものは要らな

いよ、これは新たな経費でやっていくよという

考えなんですか。

内水面でありましても、○桑原水産政策課長

警察ももちろん取り締まっておりますし、司法

権限、漁業監督公務員等の資格を持っている私

どもも実際には行っているわけでございます。

内水面のお金に関しましてはそのうちの一部で

ございますけれども、漁業監督公務員、司法警

察員等が実際に取り締まりを行うに当たって、

小舟を出してもらったり、違法な網を引き上げ

るといった補助的な業務も入っておりますの

で、それも含めてやっているといったような形

でございます。

言われていることはわかるんです○坂口委員

けど、それなら海面漁業のほうも、県が直接こ

ういったものを雇用したり、それなりのところ

に委託してもいいわけで、どうもそれじゃ説明

つかないと思うんです。9,000万というのは

やっぱり巨額ですよ。やっているところは限ら

れている海域ですよね。新聞見ると、石崎川、

一ツ瀬川、小丸川、大淀川の河口付近というと

ころでしょう。１万円札をひいていったらかな

り密度濃くひけると思うんです。取り締まり、

監視している区域にですね。それだけのコスト

をかけていて、そして毎年やっているというこ

とは、余り抑止力はきいてないということだと

思うんです。毎年これだけのものが計上され

る。そしたらむしろ、県単でこういった専門の

ものを警察に置いてもらって専門的にやっても

らう方法とか、同じ9,000万かけるならです



- 162 -

ね。もっとプロフェッショナルが要ると思うん

です。ましてや内水面振興センターに委託料を

払って、そこはまた外注になっていくわけで

しょう。自分らがやるわけじゃないんでしょ

う。警備会社に発注していったり。それとも内

水面振興センター、それか県が直接……。とに

かく9,000万というのは何らかの形で発注され

ていくわけじゃないんですか。委託、受託、違

うんですか。

これは原則として直接内○桑原水産政策課長

水面振興センターのほうがやっておりまして、

私どもが取り締まり等する際の補助的業務につ

きまして、実際来たのが警備会社の職員だった

というようなことはございません。

9,000万は、監視をするために内○坂口委員

水面振興センターが受け取ることになるんです

かね。この9,000万の受取先はどこになるんで

すか。支出先は県ですけど。

内水面振興センターにな○桑原水産政策課長

ります。

期間的にはどれぐらいの期間行動○坂口委員

されることになるんですか。

主な時期といたしまして○桑原水産政策課長

は、シラス採捕の始まる時期からシラスの回遊

が終わる時期までが中心となってやっておりま

す。

どれぐらいになるんですか。○坂口委員

11月の当初から３月末ま○桑原水産政策課長

でになります。

採捕をそんなにやりますか。５カ○坂口委員

月ですね。

密漁取り締まりにつきまし○山田漁業調整監

ては、漁期前から始めまして漁期が終わった後

までやりますので、11月から３月いっぱい取り

締まりをやっております。

その取り締まり費用、この9,000○坂口委員

万というのは振興センターに支払われるわけで

すね。振興センターは何人体制で、そこの人件

費はこれだけになるんですか。振興センターの

実入りはどこから入ってくることになるんです

か。

振興センターの事業につき○山田漁業調整監

ましては、追加させていただきますと、9,000

万の内訳は、県の条例でうなぎの条例の登録等

がございます。それらの調査関係も入っており

ます。それは先ほど言いました取り締まり以外

の期間、夏場の調査になります。もう一つが、

内水面の秩序維持対策ということで、取り締ま

りをやらない時期の河川の密漁情報の収集もあ

わせてやっておりますので、この事業でほぼ１

年間いろんな事業をやっていただいているとい

う内容でございます。

そういうのこそあえてやらずに、○坂口委員

シーズン外はですね。具体的には成果は何も得

るものはないと思うんです。ましてや河川の

持っている潜在能力調査のどうのといっ

て1,400万とか、この項目の中にあったです

よ。河川のどうのこうのという事業費1,430万

とか、あれが潜在的な持っているいろんな能

力、河川の回復を目指した次のということで、

今のような海産資源の生態系調査なんていうの

は一方ではやっているわけですよね。内水面振

興センターからどれだけの報告があって、どれ

だけ貢献しているかというと、かなり疑問なも

のと思います。シーズン前にいろんな登録に係

ることをやるというけど、それもそう大したこ

とない思うんですよ。道具は何を使うのとか、

ここで何トン許可しようかとか、そういったも

ののための補助的な業務だと思うんです。何人

許可を出そうかとか。
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だから、本当に9,000万必要かなと思うの

と、内水面振興センターは去年１億2,000万く

らい水揚げされているわけでしょう。それは採

捕に携わった人たちの給料とか、買い上げた部

分もあるのかもわからん。買い上げの分は１

億2,000万また別に３分の１ぐらいずつのシェ

アだったですかね。内水面振興センターは何人

体制であって、どういうところから実入りが

あって、しかもこの9,000万はどういったぐあ

いに積算されて、取り締まりとか密漁の防止の

部分というのはどの程度かかっているのか。こ

れじゃ総括的な予算になってしまうじゃないで

すか。１年間かけて河川の状況を知ったり、事

前の調査をやったり、むしろ行政がやるべきこ

とも含まれているような気がして。

今、警備会社に外注している部分はないんで

すか。つい最近までは見てたですよね、警備会

社から来ている人たちを。

警備会社の経費入ってお○桑原水産政策課長

りますけれども、現地の河川のわきに密漁取り

締まりのための基地のようなものを時期的に建

てるわけですけれども、その建物の警備をお願

いしております。その経費が入っております

が、取り締まり活動の補助のための警備員とい

うわけではございません。

この中に警備に当たる査定した部○坂口委員

分は、具体的に密漁者を取り締まる だか―

ら、船に乗っかって取り締まりなり指導する

人、いわゆる取り締まりのためですね。採捕の

ための部分じゃなくて。そういうものが予算だ

から仕分けされないと、何もかもごったの予算

みたいな気がするんです。どれぐらい取り締ま

りに必要で、毎年毎年やっていて、同じように

取り締まりのための数千万、海面でさえ直接的

なその部分、「たかちほ」の人件費とか油代が

入っているかどうかしらん。そういうものを別

個にしても4,700万ぐらいで取り締まる。１の

ほうはそんなにしてシビアに見てあって、純粋

にこの部分が4,700万なんですよということな

んでしょう。

9,000万で１年間河川のいろんな資源調査も

やるんですわ、事前の必要なこともやるんで

す。その他もろもろもやるんです。自分たちが

警備のために拠点場所を守ってもらうためのガ

ードマンを守るガードマン代も入っているんで

すよというようなことで、僕もそこらのところ

ごっちゃになっているとは思わなかったんです

けれども、それにしても毎年それだけのものを

組んでいかないと河川の維持、秩序も保てな

い。効果が出てないということですよ、毎年こ

んなものを組まなきゃいけないということは。

あの狭い範囲でそんな抑止力も持たせられない

んだったら、仕分けをして、もっと別な方向に

投資していくべきじゃないかという気がするん

です。違反をさせないというのは大切なこと

で、費用対効果なんて単純にはかれないけれど

も、毎年毎年予算を計上して、ことしも同じよ

うにしていかないとあの狭い水域を守れないよ

ということ自体に工夫が要るような気がするん

です。

だから、そういった面でのものがどう使われ

ているのか。内水面振興センターの職員という

のは、ウナギをとる限りは要るんですよ、そう

いった取り締まりをやるやらないにせよ。だか

ら、それは基礎的な経費です。この行動をやる

ことによって膨れ上がる経費は取り締まり経費

で充てるべきです。それにどれぐらい要ってい

るのかがわからないですね。

現在の密猟者の取り締ま○桑原水産政策課長

り対策の委託のほうでございます。今、委員が
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おっしゃいましたけれども、河川の密漁対策の

関係で、無許可採捕の取り締まり強化をするわ

けでございますけれども、彼らが使うであろう

警備車両、県が行う取り締まりに対する妨害行

為があるかもしれないその防止のための助力、

密漁魚の回収等々の作業が約2,400万、2,350

万7,000円でございます。それとシラスの条例

の関係の調査とか聞き取り、立会人のようなも

のでございますけれども、これの関係の予算、

ウナギ密漁の流通対策の委託関係で1,92 3

万3,000円、約2,000万円でございます。残りに

関しましては……。

それはアバウトだから大体でいい○坂口委員

けど、それはまた資料として出さないとわから

んですね。

今の前のほうの部分、実際、違法行為を取り

締まるためのが2,000数百万、その中には、内

水面振興センター自体に妨害を加える心配があ

るから、そういうものをガードマン会社に委託

して出してます。そういうものをひっくるめ

て2,000数百万ということかなと思うけど、仮

にそこに妨害を加えるとしたら、行政が守れな

いのをガードマンが守れますか。逮捕権も何も

持たないですよね。現行犯は逮捕できるけど。

後のほうの1,200万とか言われた部分ですよ

ね。厳密に言えばうなぎの条例に係る部分だか

ら、25センチ以下のウナギがどう移動していっ

たかとか、そういった部分だ思うんです。池の

人に、「入れたウナギちゃんといますか。まさ

か移動してないですよね」とか、その域だと思

うんです。それは、「いや、いません」という

帳簿チェックぐらいだと思うんですよね。そう

いうことがやられて1,000数百万もそこに使わ

れていればですよ。この前の台湾のウナギだ

の、中国のウナギだの、それですらわかってな

いじゃないですか。そんな成果も出せないよう

なことにこれだけの投資をしてもいいの。投資

がまかりならんとは言わないですよ。期待する

ものは守らにゃいかんですよ、違法はさせちゃ

いかん。でも、効果が果たして上がっているの

かということです、そんなお金を出して。だか

ら、1,000何百何十何万というのは要らないけ

れども、投資している割には毎年同じことを繰

り返さざるを得んよな、そして何も上がってこ

なかったよな。たまたま違法操業を捕まえたけ

ど、ウナギも余り上がらんところで細々すくっ

ているおばちゃんを捕まえただけだったよな、

もうちょっと工夫できないかなというようなこ

と、元方をやれないかなというようなこと。や

れないですかね。

条例の関係の調査能力、○桑原水産政策課長

調査の質を上げるような工夫をするべきではな

いかといったような御趣旨の発言だったと思い

ますけれども、この委託事業の中の運用の面で

どのような情報収集ができるのかどうか、工夫

ができるのかどうか、情報の質をもっと上げら

れるのかどうかということにつきましては、検

討させていただきたいと思います。

もうこれ以上言いませんけど、僕○坂口委員

は限界があると思うんです。条例に基づいて

だったら、25センチ以下だろうと何だろうと、

池の中に入ったら終わりですよ。なかなか難し

いですよ、聞き取りぐらいじゃ。そこらも真剣

に、何をもってどうそういったものを排除して

いくかというのは、せっかく費用かけるんなら

工夫が要るんじゃないかなと思うですね。

先ほどの海産アユをどうするんだというの

は、権利の帰属と、自分たちの範疇に入るとき

に、それを生計に立てようというところだか

ら、しのぎを削るようないろんな要望が地元の
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議員にある思うですよ。それを３者で調整して

いって、調整委員会で諮ったものの捕獲を与え

ているという調整をやっているということです

よね。でも、2．何トンのアユをとらなかった

にして、それが将来河川の利益になっていくか

というと、種苗を放流するのと、自然に遡上さ

せるのとどちらが得かという検証なんかも、先

ほどの河川の検証の中では……。一番肝心なの

は遡上時期の河口閉塞です。海産アユをとらな

くても、遡上できなければ死んでいくんです

よ。そういうことを含んでいて、むしろ内水面

の人たちのためにも、海面にせっかくいる稚ア

ユですからとらせて、それを経営に資するよう

にさせて、そのかわり河川の潜在能力としては

親アユは何トンが許容範囲なんだ。河川が抱き

かかえられるだけの親アユの限界はあるじゃな

いですか。今は１キロ当たり20前後にまで膨ら

ませて放流やっているけど、昔はキロ当た

り300尾ぐらいのとったすぐの稚アユをやって

たですよね。１トン放流して800キロしか成魚

が育たないようなひどい河川もあったわけです

から。そういったものをもろもろにやっていっ

て、単純におまえたちの権利と権利を半分ずつ

だなんていう調整じゃなくて、今この稚アユを

すべて川に上らさせようとしたって、何月何日

にはどの河川は河口が閉塞します。その理由

は、例えば工業用水だけでこれだけ使ってし

まって降雨量がこれだけですとか、農業用水で

これだけ使う、これは権利を持っているから放

しませんとか。自然に堆積してますから、ここ

は潮が低いときは全然水路が抜けません。だか

らアユは遡上できません。そんなもろもろを調

整していって、一番将来的に自然に循環できる

ところにつながるような、あるいはせっかくの

資源が最大限付加価値を上げられるような河川

環境を目指す。

そのために、先ほどの1,400万は、今この河

川がどんな潜在能力持っているのか。恐らく調

査内容というのは水生植物・動物、あるいは河

川の形状とか、よく蓬原委員が指摘される浮き

石、沈み石とか、そういうところまでの調査に

なると思うんです。やっぱり目標を持たな

きゃ、縦割りの中で今度はこの研究課題に取り

組もうかだけど、さっきの藻場もですけど、ど

こで組み立てようとするのかというのを持たれ

ることが必要思うですよ。現場でも海面とか漁

業権の調整のときもですね、今、こういう調整

に皆さんが甘んじてもらえば将来ここに行き着

くんだというものがあってじゃないと。おたく

も１億権利があるんですよ、おたくは5,000万

あるんですよ。１億5,000万を３で割るから３

分の２あなたですよとか。だから、パイが１億

でなくて5,000万なら、２分の１だったら2,500

万、３分の１なら1,600万ぐらいになるんです

か。そういう分け方じゃなくて、もうちょっと

将来見据えてやっていく必要があるんじゃない

か思うんですけど、どうなんですか、今の警備

費、毎年疑問を持っているんですけど、費用対

効果を考えられたらもっと工夫があるんじゃな

いかと思うけど、どんなですか。

委員、今おっしゃったよ○桑原水産政策課長

うな資源の評価と漁獲規制の話は、アユとか幾

つか事例出されましたけれども、水産行政に携

わる者としてよく感じている部分ではありま

す。この魚種に限らずでございます。一般的に

アジ、サバも含めてすべての魚種、ＴＡＣとか

いろんな形で規制をしているわけでございまし

て、漁業者の方にその痛みを感じていただかざ

るを得ないことが多々あるわけでございますけ

れども、漁業者の方と話をしますと、資源を回
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復させるためであれば規制をされるのは理解は

するんだと。ただし、例えば10年我慢したらど

のぐらい資源がふえて、そのときには漁業者の

方たちがどの程度たくさんとれるようになって

いるのかという見通しはなかなか示してもらえ

ないですよねといったような現場の声を聞くの

は確かでございます。難しいなと思いますの

は、研究のレベルというものが これは県の―

問題ではなくて、回遊性魚種は国のほうでござ

いますけれども 必ずしも明確ではないと。―

漁獲の変動等があって不確定要素はたくさんあ

るわけでございまして、科学的な評価の不確実

性の中で、どうしても過去の漁獲量をベースに

規制をしている実態が、一般論として申し上げ

ればあるんだろうと思います。そういう観点か

らすると、今のは直接的なお答えにはなってな

いかもしれませんけれども、科学的な評価を

しっかりとやって、ある程度漁業者の方にそれ

を十分に説明をした上で、納得して規制を受け

入れていただくのが本来のあり方であろうとい

うふうには感じております。

そういうことだ思うんです。やっ○坂口委員

ぱり漁師の一つの楽しみというのは、ゼロが

あったり100があったりするのも一つは楽しみ

だけど、今、安定を望んできているというとこ

ろですよね。今度ゼロだったな、いつか夢をつ

かんでごっぽり御殿が建つよというのが昔は魅

力だったんですけど、今は平均的なもの、安定

的なものを望んでいくのが漁業の流れかなと、

今つくづく聞いてたんですけど。

難しいものとそうでないもの、先ほど言いま

すように、工夫が凝らせるものと、大きいバイ

オリズムの中でのアジだのサバだのイワシだの

という回遊性のものは、今言われるように予測

つかないと思うんです。予測つかない中でも、

最近、プランクトンの上昇海流を大きく誘発さ

せるような魚礁の組み立て方も工夫されてきて

ますしですね。せっかく情報提供で海域も的確

に流されるんですけど、50メーター水深の水温

がどうなんだ、100メーター水深がどうなん

だ、一度変化する部分にはどういう魚がどうな

んだとかですね。そういうところまで提供して

あげるとか、どうしようもない部分としようの

ある部分の工夫の仕方はあると思うんです。

何でもかんでもばんばん今言ったから、とり

とめなくしゃべったからわからなかったかもわ

からんけど、要は工夫が欲しいということと、

費用対効果を検証しながら、毎年同じもので計

上しては消えていくような予算というのは、

もっとほかに方法ないのかよとかですね。どう

いう理屈をつけようと、あの狭い水域で

の9,000万と広い水域での4,700万、給料が入っ

ていると、警察は何のためにいるんだとか、そ

ういったものが僕らとしては疑問があるという

ことは申し上げておきます。

そのほかありませんか。○宮原委員長

それでは以上で、水産政策課、漁港漁場整備

課の審査を終了いたします。

総括質疑の準備のため、暫時休憩いたしま

す。

午後２時24分休憩

午後２時29分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

先ほどの長友委員の質疑に対して訂正がある

ようですので、営農支援課長。

済みません。昨日、長友○吉田営農支援課長

委員に御説明いたしましたソーラーパネルの電

気さくの件でございますが、私のほうが認識を

間違っておりまして、実はバッテリー式だと
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思っておったんですが、従前はバッテリー式が

主でございまして、バッテリー式ですと１基当

たり３万5,000万ぐらいするんですが、ソーラ

ー式になりますと５万円から７万5,000円、

約1.5倍から２倍ぐらいの価格でございます。

ところが、バッテリー式ですと１カ月に１回充

電とかメンテナンスが発生します。ソーラーパ

ネルですと、基本的にはメンテナンスがござい

ませんし、最近のソーラーパネルよくなってま

して、２週間ぐらいの曇天でも機能が続くとい

うことで、私どものこの事業を活用していただ

いて、ソーラーパネルが今普及に入っていると

いうことでございました。訂正させていただき

たいと思います。

各課ごとの説明及び質疑がすべ○宮原委員長

て終了いたしましたでの、これから総括質疑を

行います。

農政水産部の当初予算関連議案全般につい

て、質疑はありませんか。

議案に対する採否をとらなくちゃ○長友委員

いけないものですから、説明を聞いておきたい

と思います。

議案第21号の県営土地改良事業の事業がえに

伴う事業名とか負担率の改正というところです

が、その８番、緊急野菜産地育成農業水利総合

点検整備、これは負担率が16.6だったのが、農

地集積加速化基盤整備と名前が変わりまし

て100分の20になっておりますけれども、内容

の違いと、負担率がちょっと上がっておるよう

な状況でありますけれども、どういうふうに

なっているか。

改正前の８番の事業につ○矢方農村整備課長

きましては国のほうの事業で、事業制度が廃止

になりまして、改正後の８番の事業について

は、本年度から事業が新たに追加されたもので

ございまして、全く別の事業でございます。

改正後の事業というのも国の事業○長友委員

ですか。

国庫補助事業でございま○矢方農村整備課長

して、圃場整備を実施する部分で面的集積の条

件が課せられた事業でございます。加速的に面

的事業を集積していくという事業で、国のほう

で新たな事業制度として創設されたものを、宮

崎県も21年度から導入しようということでの今

回の提案でございます。

ため池等整備とか用排水施設整備○長友委員

というのが、26番から29番もため池のほうに全

部変わって、一般型と災害危険工事とが分けら

れて、特に一般型は100分の20という負担率に

なってくるわけですよね。これは全部国から来

ているんですか。

いずれも国庫事業ではご○矢方農村整備課長

ざいますが、今回、ため池等整備事業につきま

しては、区分が左のようにまとめてありました

ものを、わかりやすく分類したものでございま

す。

区分を上げられたんですけれど○長友委員

も、例えば26番のため池のやつだったら、改正

前は100分の10という分担金の率、それが一般

型だけになってきましたら100分の20となっ

ちゃうわけですね。なかなか財政厳しい折に、

この事業を行う地方自治体にとってはかなり負

担率等ふえるなという気がするんですけど。

もともとため池の一般○矢方農村整備課長

型、災害危険防止型としてありましたものを、

今回、ため池の危険防止工事と一般型にわかり

やすく分類したものでございまして、もとも

と26番の改正前のものにつきましては災害危険

防止工事の負担率でございました。今回、同じ

く災害防止工事ということで、同率の10％で改
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正させていただくことにしたわけでございま

す。

もう一点、議案第72号、みやざき○長友委員

農商工連携力調査事業、これで結局調査員２名

ということで、事業主体も農業会議となってお

りますが、これは大変な力を持っている人でな

いとできないような気がするんです。各法人の

経営がしっかりわかってなくちゃいけないだろ

うし、また、商工ともつなげていけるような力

とかアイデアがないといけないと思うんですけ

ど、どういう人が選ばれますか。

法人の経営内容とか○上杉地域農業推進課長

農商工の状況を調査いたしますので、御指摘の

とおり、できれば既にそういった知識がある方

を募集して入っていただくことが一番いいかと

思います。面接を農業会議のほうがいたします

けれども、そこでそういった人たちを募集した

いと考えております。この事業をやるに当たり

まして、当然、県のほうも農業会議と一緒にな

りまして、調査をするに当たって、こういう観

点、着眼点でこういうことをやってください

と、そういった指導の中で、調査のやり方を伝

授するといったら変ですけれども、そういった

ようなこともやりたいと考えております。

大体こういう方という目安があっ○長友委員

てやっているという状況じゃなくて、今から選

ぶんですか。

募集自体は予算をお○上杉地域農業推進課長

認めいただいた後にやるんですけれども、今申

し上げたとおり、それなりに知識とか経験があ

る人が望ましいと思っていますので、そういっ

た方々が来てくれればいいなと考えておりま

す。

21年度の重点事項、新規事業を見○野辺委員

てみますと、ほとんどが国の補助のない単独の

新規事業等が多かったと思います。21年度から

国のほうでも新規事業がまた出ているわけであ

りますが、これを当初予算等で組み込むことは

難しいんでしょうか。

今回の当初予算に当たり○岡崎農政企画課長

まして、国の事業が組み込めるものについては

組み込んでおります。ただ今回、新規・重点事

業で御説明いたしましたものは、国の補助事業

のない県が取り組むべき事業が多いことから、

そういうこともあったかと思います。今後、国

のいろんな事業にのせかえられるものについて

は積極的にのせかえていくことになろうかと

思っています。

例えば、国産原材料供給力強化対○野辺委員

策事業というのが21年度から国のほうで新規事

業で取り組まれるようになってるんですよね。

全般にわたるのかどうかわかりませんけれど

も、今までの強い農業づくり交付金事業プラ

ス、ソフト事業が主だから、この取り組み方い

かんによってはこのソフト事業は 今、いろ―

んな協議会とか振興会に対する補助金は大分

カットされてきたから、そういう面ではこれを

うまく活用することによって、協議会とか振興

会の運営費というといけませんけど、そういう

方向に結びつけられることがあると思うんです

が、その辺どうでしょうか。

いろんな事業がございま○岡崎農政企画課長

すので、今、委員の御指摘のとおり、ソフト事

業でもできる限り、国の事業で組み込めるも

の、あるいは使えるものについては積極的に今

後とも使っていきますし、また当初予算の中で

も、途中でそういう事業にのせかえていくこと

も考えていきたいと思っております。

ハード事業よりもソフト面に国の○野辺委員

ほうも力を入れていこうというのが出てきてお
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るから、今回は当初だったけど、補正ででも組

み込めるものがあれば、早目に取り込んでいた

だくことによってソフト面の事業がやりやすく

なるんじゃないかと思っておりますので、これ

は要望でいいですけど、お願いしておきたいと

思います。

１点お伺いします。こうやって毎○松田委員

年、当初予算とか５年計画とかいろいろな形で

事業予算を組まれるんですけれども、毎年報告

書がありますよね。その報告書の内容について

お伺いしたいと思います。報告書、私たちも拝

見をするんですが、その中に、費用対効果と

いった数字の部分だけじゃなくて、県民の声、

漁業者、農業者、さまざまな方々のサービスを

受けた県民の声がどれぐらい反映されているも

のだろうか。あるいは現場の声というのはヒア

リングをされて報告書を作成していらっしゃる

んだろうか。お伺いいたします。

今、委員の御指摘のあり○岡崎農政企画課長

ました件ですけれども、県民に対するアンケー

トという形では、残念ながら現時点では実施し

ておりません。しかしながら、農政水産部にお

きましては、農林振興局、またその一部組織で

あります普及センター等におきまして実際に県

民の方と接触しておりますので、その意見等も

吸い上げながら報告書等で吟味してつくってい

るということでございます。

前年度の反省を生かして、ローリ○松田委員

ングというところで次年度に生かしていくこと

が大変大事なことなんですが、先ほど魚礁につ

いても６億円またことしも投下されると、そう

いったことが現場ではわかっていませんし、ま

たその成果が見えていない。細かいことで、県

が、県政が、県庁が遠いという声はよく聞きま

す。報告書ですから数字が一番でしょうけれど

も、机上の数字合わせではなくて、より県民の

声を取り上げるような形でおつくりいただける

と、県がやっていることも、県民の皆さん、特

に重点施策の対象になった方々が理解すること

ができるのではなかろうかと思います。手間の

かかることですけれども、今回の雇用創出事業

の中にも調査員を派遣して現場の声を聞く等

々、農業法人の声を聞く等々のことがありまし

たが、そういった部分により力を入れられるよ

うなおつもりはないでしょうか。

委員の御指摘のとおりだ○岡崎農政企画課長

と思います。農政水産部におきましては長期計

画を策定しているわけですけれども、毎年の工

程表もつくっておりまして、たしか差し上げて

いると思います。そういうのもやっておりま

す。それから、実際に農業者の方といろんな機

会に話をしております。特に私どもの事業の中

では、現場で語るミーティングということで、

それぞれの振興局単位に出かけていって、現場

の皆さんといろんな意見交換をしている、ある

いは厳しいおしかりを受けているというような

事業もありますし、先導的な農家の講演会とか

もやっております。ただ、それだけで十分であ

るとは思っておりません。今、松田委員の御指

摘のとおり、県民の方に県政のいろんな事業、

あるいは考え方をいろんな機会にお知らせす

る、また理解していただくということは非常に

大事だと思っていますので、今後どういう形で

さらにできるかを検証していきたいというふう

に考えています。

先日、宮崎大学のゼミの学生さん○松田委員

たちが、卒業間際の忙しいときに県の経済白書

をつくりまして、大変話題になっております。

私も拝見しまして、学生らしい見方とか、大変

おもしろいなというふうに思うんですが、県の
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報告書が巷間話題になるような内容のあるもの

をつくっていただけたら、大変ありがたいと思

います。

もう一点です。環境農林ということなんです

が、連綿として同じテーマを毎年毎年上げてい

らっしゃると思います。毎年のこういった書

類、企画書を見ますと、環境、健康、安心・安

全、みやざきモデル、ニーズ、カーボンフット

プリント、宮崎ならではとか、いろんな言葉が

出てくる中で、ことしこれはと思ったのが、

「儲かる農業」という言葉が出てまいりまし

た。最終的にここに行き着くと思います。もう

かる農業、もうかる漁業、もうかる宮崎県、で

は、もうかることとしてどうやって自分たちは

ついていったらいいのか。県がそういう旗を立

てるんだったら、現場にいる、実業界にいる私

たちもどういうふうに支援をしたらいいか、ど

うタグを組んでいいのかというところがいまい

ちわかりません。きれいな言葉、コピーの列記

ではなくて、もう少し、これをやりたいんだ

と、もうかるためにはこうしたいんだというこ

とを、それぞれの課長さんたち思いがあるで

しょうが、あえて部長に、「儲かる宮崎県」と

いうところでどういった意気込みであるのかお

聞かせいただきたいと思います。

委員の御指摘のとおり、○後藤農政水産部長

それからこの委員会、さらには前にありました

本会議等を通じてずっと思っておりましたけれ

ども、やはり最終的に農業は所得をいかに確保

するかということに尽きると思います。したが

いまして、我々も今年度の新規事業を編成しま

すときに、その視点として、資料の２ページに

なりますけれども、所得の向上、それを踏まえ

た上でなお生産を拡大していこうという大きな

方向性を持っております。これを具体的にどう

やってやっていくんだとおっしゃるわけでござ

いまして、それがそこの下に４つのカテゴリー

にくくっております、例えば収益性の向上とい

うところにぶら下がっています３つ、農商工連

携であり、法人参入であり、こういったことを

核にして、これをいかに地域の皆さんに理解し

ていただきながら今回の事業を実施していただ

くか、あるいは採用していただくかということ

を今後進めていきたいと思っております。一つ

一つに入りますと非常に範囲が広くてなかなか

一口では申せませんので、基本的な考え方がそ

ういうことであるということで御理解いただき

たいと思います。

なお、いろいろな考え方がありまして、一番

大事なことは、いろんな状況の変化がございま

すので、これにスピーディーにタイムリーに、

変化に即応できるような体制を常に確保してお

くことが一番大事であろうかと思っています。

よろしくお願いします。

「連携」「スピーディー」という○松田委員

確かに基本の言葉をいただきました。連携のと

ころで一つ思ったんですが、今回、この委員会

に当たって、環境に関しまして質問しました

ら、課がたくさん分かれておりますよね。環境

森林、環境管理、環境対策、自然環境といっ

た。たらい回しということではないんですけれ

ども、より深く聞こうと思うと、部課が、部署

が違うということなんですが、今、宮崎県、環

境で売ろうとしている、環境をビジネスチャン

スとしてとらえようとしておりますので、ここ

に聞けば環境のことはすべてわかるというぐら

いの総合的な部署というかポストをつくって

も、より県民の意識を啓発する上でも、また部

長のおっしゃったスピード感、連携という意味

でも資するのではないかと思います。ありがと
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うございました。

部長が答弁なさるのは、もしかす○蓬原委員

るとこの委員会で最後ではないか、そういうう

わさを聞きましたので、この際、同じ団塊の世

代として基本的なことを聞いておきたいなと

思っております。

意地悪で言うことじゃないんです。農業を振

興しなければいけないという立場で、農家のせ

がれとしても聞くところでありますが、県内Ｇ

ＤＰ３兆2,000億円、大ざっぱにですね。その

中で農業の総生産額3,200億円、約１割です。

それでも我々は農業のことを基幹産業だと、基

幹産業は農業であるというふうに言います。就

業形態から言えば圧倒的に２次、３次産業がふ

えました。金額で言えば、今言ったように１割

しかありません。それでもなぜ我々は農業を基

幹産業と言うのかという基本的なところを、

しっかり一回原点に返って踏まえておく必要が

あるのではないか。なぜ農業を振興しなければ

いけないのか、なぜ農業は基幹産業なのかとい

うことを、後輩の皆さんに対するメッセージと

してもぜひ、こうなんだというところをお聞か

せ願えたらありがたいと思ってます。

御配慮いただいて、大変○後藤農政水産部長

ありがとうございます。

まさしく私も思いますが、なぜ基幹産業なの

かということは、農政に所属する職員全部が同

じ意識でもって当たらなければ、やはり農業振

興はかなわないというふうに思っています。

ところで、なぜ農業が基幹産業なのかという

ことでありますけれども、基幹産業というもの

についての学術的な定義はないと思っておりま

すが、一般的にこの社会の中で重要な位置を占

める産業、これが基幹産業だというふうにまず

理解をしております。その中で基幹産業をどう

いう面からとらえればいいかと考えますと、一

つは、定性的な面からとらえることができるの

ではないかと思います。具体的に申しますと、

農業は食料生産を通じて人の健康と生命につな

がる産業だと思っておりまして、農業という営

みを通じて、あわせて地域社会の生活、文化、

伝統を維持していく大きな地域社会に対する貢

献という部分が定性的に図られるのではないか

と思います。

２つ目は、定量的にとらえることができるの

ではないかと思います。先ほどちょっと御紹介

ございましたけれども、宮崎県の農業生産額

は19年度で3,068億円だったと思いますが、全

国第６位と。宮崎県の農業生産の力強さという

ものは全国の中でも非常にウエートが高いもの

と思っておりますが、地域の基幹産業というか

らには、地域でどの程度のウエートがあるかと

いうことが大きな話だろうと思います。先ほど

御紹介ございましたけれども、３兆を超える宮

崎県のＧＤＰ、県内総生産です。産出額は積み

上げて3,000億を超えますけれども、ＧＤＰベ

ースで申し上げますと農業は1,750億程度とい

うふうに思っております。これは県内のＧＤＰ

の５％に相当します。これを産出するための従

事者、農業就業人口は６万3,000人ぐらいだと

思っていただいていいかと思いますが、これが

全体の11％に相当いたします。これを県内のほ

かの有力産業と比較いたしますと、製造業が代

表であると思いますけれども、製造業のＧＤＰ

は4,700億程度と理解しておりまして、農業の

約2.8倍ぐらいかと思います。ただ、そこに働

く従業員数は６万8,000人程度で、県内の雇用

従業者のうちの12～13％というふうに思ってい

まして、いわば生活の目線で見れば、農業は工

業に匹敵する経済的なベースがあると思いま
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す。

それから、県の農業の姿が産業の特化係数と

いうもので示されますけれども、全国平均１に

したときに3.6倍ぐらいだと思います。そう

いった意味からも非常に本県では農業に対する

ウエートが高いし、また農業に対する期待も大

きいと考えております。

そういったデータで示される部分を含めまし

て、農業というものが本県の基幹産業と言える

のは、固く間違いないことではないかと考えて

おります。現時点で、今申しましたような就業

人口であったり、生産額であったりするわけで

す。今後、この農業を引き続き基幹産業たらし

める努力が我々も必要だと思います。今議会を

通じましていろいろ御指摘ございましたけれど

も、まさに今後、農業をどういうふうにやって

いくのかというその根底には、農業がもうから

なければいけない、農業で所得確保できなけれ

ばいけない、農業で生活を支えていくことがで

きなければいけないと思っておりまして、その

ために行政も力を尽くさねばならないと思って

おりますが、一つの方向としては、農業の新し

いいろいろな取り組み、これを農業に従事する

皆さんが全体として目を向けていただきたい、

そして実践していただきたいということがあり

ますし、さらに、個々の農業者におかれまして

は、新しいものに目を向ける、新しいものに理

解を示す、そういった形での意欲を持っていた

だく、そしてみずからの農業の経営革新を果た

していただく、そういった視点で皆さんに取り

組んでいただきたいなというふうに思っており

ます。

冒頭ございましたように、私も最後だと思い

ますので、そういった視点で今後とも、御意見

等を賜りながら、関係の皆様ともいろんな合意

形成しながら、目指すべき方向に向けてしっか

りと頑張っていきたいと思いますので、よろし

くお願いいたしたいと思います。以上です。

ほかにございませんか。○宮原委員長

それでは、ないようですので、その他、何か

ありませんか。

予算のところで本当はお聞きをし○外山委員

たかったんですが、予算に計上してないものだ

から聞きようがなくてですね、その他のところ

で聞きますが、ずっとこの委員会でも私は言っ

てきたんですが、水産試験場の改築、建物はも

ちろんですが、それよりも中の機能充実、いろ

んな機器を含めた。時代が日進月歩で進んでい

る中で、相当おくれたものもあると思います

し、水産試験場の現地に行ってみると、あそこ

の作業所、本当に気の毒なぐらい、洗面器に

ちょっと毛の生えたぐらいのところでやってお

られる。あれではあそこで仕事をされる方も気

持ちは乗っていかないと思うんです。

宮崎県は海洋県ですし、さっきもちょっと言

いましたように、その中で漁業がちょっと衰退

ぎみ。宮崎の漁業を発展させるためには、試験

研究というか 顕微鏡をのぞいて基礎的な研―

究というのは大学とか国の試験場でいいと思う

んです。基礎的な研究から現場におろすための

中間試験が、県の試験場の役割だと思うんで

す。中間試験というか実証的な実験をやって現

場におろしていく。そのためにはそれなりの施

設がなければ、栽培漁業センターにしてもね、

思うような水産の発展につながっていかないと

思うんですが、21年度の予算計上に当たって、

試験場の改築に関しての予算要望は全然なかっ

たんでしょうか。これは、一度も発言の機会が

ない、水産担当の次長にお願いします。

水産試験場の○太田農政水産部水産担当次長
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状況につきましては、現場のほうに再々伺いま

して十分承知しておるつもりなんですが、水産

試験場の今後のあるべき姿を庁内で検討する過

程において、そのタイミングが県の財政状況が

非常に厳しいときに直面しまして、本来ならも

う少し長い視点で期待される機能を、全面的に

施設のやりかえという構想もあるんでしょう

が、当面今の施設の中で、建物そのものがかな

り老朽化いたしておりますので、まず、耐震

性、地震に対応できるような施設の改修を急ぐ

ということで、21年度につきましてはそれに必

要な予算をお願いしているところでございま

す。当面は施設の改修を重点的に行いまして、

試験器具につきましても必要な資材を計画的に

更新していく中で、今後のあり方というものも

中長期的な観点から見ていく必要があるんじゃ

ないかと、このように考えております。

以前に改築についての調査費とい○外山委員

うのは計上した年はあったんですか。

調査費につきましては本○桑原水産政策課長

年度予算でお願いをしておりまして、調査を終

えまして、本年度の補正でございましたけれど

も、耐震補強につきまして予算計上させていた

だいております。

耐震補強は、この試験場に限らず○外山委員

全庁的な問題ですから、特段この試験場だけの

話じゃないですね。今、予算の編成過程の透明

化を図らんといかんということで、要求の段階

から新聞等に出てきておりますね。農政水産部

としては、今、耐震の要求はしたという話です

が、機能充実を含めたそのほかの試験場の充実

の予算要求はされなかったんですか。

これまでも水利設備とか○桑原水産政策課長

水管等、関係の部分の補修・補強はしてきたと

ころでございますけれども、来年度につきまし

ては耐震補強ということで予算をお願いしてお

ります。

それはいいんですよ。耐震はいい○外山委員

んです。

はっきり言ってくださいよ。本当は要求した

んだけど、農政企画課長が「それはやめとけ」

と言ったとか、財政課長のところでとまったと

か、そこ辺を明らかにしていくことが非常に大

事だと思うんですよ。本当は要求されたんで

しょう。

正直なお話を申し上げま○後藤農政水産部長

す。実は、私どもも水産試験場については、先

ほど水産次長が申し上げましたように、いずれ

は改築という方向に行かざるを得ないと思って

ます。現時点でなぜしかなかったかといいます

と、実は、宮崎家畜保健衛生所の検査棟、次に

解剖棟というふうに箱物の整備を進めておりま

す。今、箱物が非常に厳しく制限されているわ

けですけれども、そういう中で２つ一緒に、あ

るいは同時並行でというようなことがなかなか

難しいという状況がございまして、水産試験場

につきましては要求はいたしておりません。

家畜保健所のほうはこの前見てき○外山委員

まして、機能を充実している。解剖棟はちょっ

としたところですからね。農政水産部が２つ要

求をするというよりも、ことし大体あっちは終

わったわけですから、先ほど蓬原委員もちょっ

と部長に言われたように、ぜひやりたいと、や

る必要があると、水産試験場の機能をきちっと

していくことが宮崎県の水産の振興に絶対必要

だということを、ここで部長がきちっと言われ

て退職されたら、将来、やっぱり部長が言った

と、あれを一生懸命おれたちがやらんといかん

と、後に続いてくる後輩が頑張りますから、一

言思いを言ってください。
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直轄負担金ではありませ○後藤農政水産部長

んけれども、後年度負担になるようなことをこ

の場では申し上げられませんが、気持ちとして

申し上げれば、昨年の９月議会でしたか、外山

委員のほうから水産試験場の新しい機能を付加

した中での今後の展開というようなものも必要

ではないかというふうな提言もございまして、

私もその点はそのとおりだと考えております。

それから、きょうの委員会の議論の中でも、

やはり、研究だけではなくて、県の研究は応用

研究というところが基本にあるわけですから、

いかに産業に近い場でこれの力を発揮していく

かという観点から考えても、試験場の機能とい

うものについては今後十分検討する余地がある

んだろうなというふうに考えております。

そういった認識に立った上で、新しい時代に

対応した新しい試験場というものは必ず必要な

ときが来るというふうに申し上げたいと思いま

す。よろしくお願いします。

部長は、必要だと。ただ、今すぐ○外山委員

ということはなかなか言えないんでしょうが、

後に続いていく職員の方々、部長の思いは引き

続いてやっていただきたいと思います。

以上で私は終わります。

水産試験場は調査までやったんで○坂口委員

すよ。適地調査。あそこは取水口がよくない、

だから場所として甚だ疑問だ。ゴーという直前

になって財政状況が悪くなってなんですよ。だ

から、衛生検査所と比較するんだったら、それ

は全く違うんです。後発も後発。前に着手しな

ければだめだったんです。必要だという方向を

出して調査やったんですから。100億構想が

あったんですから。それは農大校、アグリトピ

アと同じ並びですよ。だから、今の答弁は

ちょっと違うんです。後輩の皆さんはそこを勘

違いしたらだめですよ。金がないからやれな

かったんですよ。やる必要があるというところ

までやって、調査までかけて。課題もいっぱい

あるということも既に県は認めて、それは県民

には示しているんですよ。行政は継続している

んですよ。

これまでの件につきまし○後藤農政水産部長

ては、坂口委員おっしゃるとおりだと私も思っ

ています。過去の経緯もわかっておるつもりで

す。

私が今申し上げましたのは、今度の鳥インフ

ルエンザをなぜ先に急いだかといいますと、あ

れは宮崎県の畜産の振興品目の大きな核であっ

て、ここに今後、ＢＳＥ、口蹄疫その他の畜種

におけるいろんな問題が出てきました場合に、

この危機管理が最優先課題だと判断して、こち

らを先に着手したということでございまして、

必要ないと言っているわけではありません。

さらに、私、言葉が足りなかったかもしれま

せんが、当時の検討に加えて、新しい機能も必

要になってくるのではないかという認識を持っ

ているということであります。以上です。

やっぱり待ったなしだったという○坂口委員

ことですよね。お金にかえられないもの、タイ

ミングがいきなり出てきたということでです

ね。これをやったからやらなかったというん

だったら、それは違うですよ。財政状況とは違

うんです。そこは認識をしっかり持って、財政

の最優先ですよ、そこに持ってこないと。単費

が余りにも多過ぎるとかそんなものだったんで

すよ。だから、公共でやれるものと抱き合わ

せ、組み合わせ、100億構想をしぼめてもです

ね。それはとうの昔に必要な時期は迎えてし

まっていて、そのまま塩漬けにされているとい

うか、タイミングを何とか待っているという状
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況にあるということにしないと、また一から横

並びで今みたいに比較されたらですね。受益者

が3,000数経営体でしょう。先ほど言われるよ

うにＧＤＰの５％ぐらいですか、建設業の半分

以上に迫るような。農業分野と比べられたら、

それはいつも落っことされていきますよ。しか

しながら、一番最後を待っていた宮崎の高速道

路と一緒ですよ。

要望もひっくるめてということに○長友委員

なりますけれども、確かに、新しい農業の展開

に合わせて宮崎県の農業をさらに進展させてい

くというお考えを伺いました。世界的規模で10

億人が飢えている状態、飢餓状態にあるという

ことですから、農業に対する期待は非常に今後

も高まるだろうし、大事だと思いますので、ぜ

ひ頑張ってもらいたいと思います。

それと同時に、直近の問題は、雇用の悪化と

いうか、非常に経済情勢の厳しさに加えて雇用

の悪化ということで、今年度の予算の中に宮崎

県地域活性化生活対策基金というのを27億円ぐ

らいつくっております。これは今後、国のメニ

ューにある事業等が中心になるんでしょうけれ

ども、それを進めていかれる中で、雇用という

ことを考えたときに、農業の分野で使えるメニ

ューがあるはずですから、そこらあたりはしっ

かり見据えていただいて、取り組めるものはぜ

ひともやっていただきたいと思います。何かお

考えがあればお尋ねします。

農業分野の雇用でご○上杉地域農業推進課長

ざいますけれども、御案内のとおり、１月補正

事業でも臨時雇用という形とか、法人のヘッド

ハンティングみたいな事業を仕組まさせていた

だいて、今回、４人だけですけれども、雇用創

出事業で農業法人の調査を予算要求の中に入れ

させていただいております。

今、全国的に農業における雇用というのが大

々的に取り上げられているかと思いますけれど

も、今回、農地制度改革の法案が出されまし

て、一般の法人でも農業参入がしやすくなると

か、農商工連携とか分野を超えた形の農業経営

というのが今後どんどん出てくると思いますの

で、そういった形で雇用のほうも図られるので

はないかと考えています。

22年か23年までかの短期間の応急○長友委員

的な基金の使い方になるのかもしれませんけれ

ども、かつては農家がいろんな意味での吸収力

を持っていたといいますか、人を育てていく上

でも、またいろんな危機に対しても柔軟性を

持っていたと思いますので、雇用に関して少し

でも使えるようなメニューがあればぜひともよ

ろしくお願いしたい。要望しておきます。

農業分野における雇○上杉地域農業推進課長

用もしっかりやっていきたいと思っています。

一言だけ。けさ議員寮で延岡○黒木副委員長

選出の県会議員の話ですけれども、ミツバチが

飛んできて水タンクの周りに来て死んでいる

と、何かおかしいよねという話を聞きまして、

ずっと歩いてきましたら、楠並木で物産展を今

やっていますけど、ハチみつを出している人

に、どういう状況ですかと聞きましたところ、

ミツバチが非常に減ってきたと、ハチみつは貴

重品になっていますという話をされました。予

算書の中にも入っておりますけれども、世界的

に減っているという話です。椎葉の山奥でハチ

みつをとっている老人に、東京の大学のミツバ

チ研究会かミツバチ研究所でしょうか、原因が

わからんから、どういうことだろうかと聞きに

来たという話をしておりましたが、それでもも

ちろん原因はわからんという話をしておりまし

た。ミツバチは環境に物すごく敏感な昆虫だそ
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うであります。また、非常に農業は大切だと言

われながら、受粉の媒介がいなくなるというこ

とは、将来非常に大きな問題ではないかと、

きょうは特に思ったものですから、これは非常

に重要なことではないかと。どこが研究するの

かなと思うんですけれども、そういうところを

しっかりと調査をしていただいて、特に宮崎県

の施設園芸にとりましても大きな問題ではない

かと思ったものですから、これは要望とさせて

いただきたいと思いますが、よろしく御研究の

ほどお願いしたいと思います。

昨年、その前ぐらいからミツ○押川畜産課長

バチがいなくなるというようなことで新聞報道

もかなりなされました。椎葉の例も出された状

況ございます。ミツバチは非常にグレードの高

い社会構造を持つ組織体だと認識しておりまし

て、そういったものがここ近年いなくなる、こ

ういう現象は何だろうかと考えております。

ただ、先ほどのお話のように非常に原因がつ

かめない難しい状況がございますから、ポリネ

ーションのミツバチの状況も踏まえ、そして椎

葉あたりの山間部のハチみつ生産を目がけまし

て、ハチがどのような形に現在あるのか調査研

究をやっていこうというのを、今回の予算の中

でもお願いしているところでございますし、き

ちんとそれをとらえて今後対応していきたいと

考えています。

ほかにございませんか。○宮原委員長

それでは、この２日間、大変長い審査になっ

たと思いますが、多くの提案、多くの質疑があ

りました。大変厳しい予算の中ではあります

が、知恵と工夫を絞れという話も出てきました

ので、先ほど部長のメッセージにもあったかと

思いますが、基幹産業は、本県は農業でありま

すから、職員の皆さん、部長の意思をしっかり

引き継いでいただいて、今後、農業発展のため

に御努力をいただきたいというふうに思いま

す。

皆さん、御苦労さまでございまし○松田委員

た。

去る２月27日に意外なところで鳥のインフル

エンザが発生をいたしました。愛知県のほうで

ウズラという分野で鳥インフルエンザが発生し

たということで、即日延岡の家畜保健衛生所の

ほうからも、高千穂に１軒ウズラの飼育農家が

ございまして検査をしていただいたというこ

と。それから、話を伺いますと、鳥インフル対

策の先進県であります宮崎県のほうに国のほう

から依頼があって、調査のために、対策のため

に愛知県のほうに職員を派遣されたということ

を伺いました。先年の鳥インフルエンザは、私

たちが議員の職をいただくほんの直前でござい

まして、選挙活動のさなかに大変なことが起

こったなという思いで、それから私たちが議員

にならせていただいて、奇跡に近い早期の対応

の中には、県の職員が命を賭して対応されたと

いうエピソードも伺いまして、私たちも忘れ得

ぬ一件でありました。

その中で、先ほどから長友委員も雇用の件を

話に出されましたが、３月10日に森永宮崎乳業

が解散という報道がなされました。昭和33年創

業以来のしにせが廃業いたしまして、関連企業

でグループ会社であるところの熊本乳業、それ

から福岡県の九州森永乳業のほうに今の職務を

分散すると。それからきょう担当課を招いて伺

いましたら、55人の職員さんのうち、そのまま

再雇用は３分の１、しかも県内での雇用は関連

会社のお弁当屋さんに４～５人ということで、

あとは熊本の工場のほうに今打診をしていると

いうような話を聞きました。実は去年の６月の
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段階で社員のほうには廃業ということは打診が

あったと聞いたんですが、お伺いしたいこと

は、森永乳業が原料として県内の農家の生産し

た原乳１万5,000トンをコンスタントに仕入れ

ていたということですが、森永乳業廃業によっ

て県内酪農に対する影響はどのようなものであ

るのか。これはぜひ畜産課長に伺いたいと思い

ます。

森永の九州販連という九州各○押川畜産課長

県で組織している販売組織がございます。これ

は宮崎県から九州全部入っているわけなんです

が、そこから生乳を買われるという状況でござ

いますから、そういったものでの影響度は県内

の農家にはないと考えています。

今回、宮崎工場をたたまれて福岡と熊本工場

のほうに集約されるということでございますか

ら、生産量が落ちるということもございません

し、学乳あたりも鹿児島のほうにはそちらから

持っていかれるということをお聞きしておりま

すから、そのような影響はないだろうというふ

うに考えています。

県内でも学乳につきましては27％のシェアを

今年度持っておりました。そういった状況の中

で、我々も昨年の７月ぐらいからこの情報を知

り得ておりましたので、そういう対応をさせて

いただいたところですが、それによっての影響

度というのは基本的にはないと考えておりま

す。

これは国の乳業再編の指導の中で行われてい

る状況がございます。酪農家、生産農家がいる

という状況の中では、乳業者がきちんと生産活

動をやっていただかないと、酪農家が存在しな

いという状況がございますから、国のほうで乳

業再編整備等対策事業というものをずっと今ま

でやってきている状況がございまして、その事

業の中でもやっていくという話になっておりま

して、例えば、平成20年度、今年度は従業員の

合理化事業というものに取り組んでいただきま

す。この中で、退職金の一部は国の補助でもっ

てやっていただくというようなところがござい

まして、従業員の方に不安を与えるような状況

はないんじゃないかと考えておりますし、ま

た、先ほどお話ございましたように、55名のう

ち正規の職員が32名、臨時の職員23名でござい

まして、現在、就職活動をやられている方が８

名いらっしゃいます。臨時職の方も２名いらっ

しゃるということで、現在の雇用状況を考えま

すと何とかしたいという状況がございましたの

で、実は花畑と生キャラメルをつくるという話

が出てきております。生キャラメル、やっぱり

生クリームだというところがございまして、こ

ういったところの従業員がいいんじゃないかと

いうこともありまして、実は今回、お受けいた

だく業者の方に、いかがでしょうかというあっ

せんをやらせていただいたところでございま

す。聞くところによると、７名ぐらいの正職員

と50名ぐらいのパートというような話がござい

まして、森永のほうにもきちんと、「こういっ

た情報ございます。どうですか」という話をし

まして、近々就職活動をやっていただくという

形に今なっているところでございまして、乳業

再編やる中で雇用の不安定が生まれると、私と

しましても気まずい思いがしましたので、そう

いった形をとらせていただいておりますし、県

内の酪農家にも、今回の問題で影響を受けさせ

ることもないというふうに判断しております。

課長、ありがとうございます。大○松田委員

変安心いたしました。

もう一点お教えいただきたいんですが、流通

の上では、アイスクリーム、ヨーグルト、チー
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ズ等々の消費が伸びている中で、牛乳の飲用が

少なくなってきたということがよく叫ばれてお

ります。視察で都城に行きますと、都城は本当

に牛乳の接待にあってうれしい限りなんです

が、県北延岡では酪農家は３軒という状態で、

先行きが危ぶまれております。特に市場では原

乳、生乳、牛乳は高濃度のジャージー牛が大変

もてはやされておりますが、宮崎県の酪農の展

望はどのようなものでしょうか。

酪農経営は、家族２人でやっ○押川畜産課長

ていただくという話になりますと、大体50頭規

模という話になるだろうと考えています。県内

どの農家を見ても大体50頭規模になってまいり

ましたので、成熟した状態でやられているなと

いうふうに考えております。ただ、昨今の飲用

乳の問題も含めまして消費が落ち込んでいると

いうような状況もございますから、かなり酪農

家の方も苦しい状況は続いてきているなと考え

ております。また、近年の配合飼料の状況を見

ますと、今まで2,000万とっておられたところ

が150万ぐらいに落ちちゃったとかいう話もご

ざいまして、非常に厳しい状況がございます。

ただ、国のほうも、来年度の畜酪対策の中でも

対応していただく部分がかなり出てきておりま

すから、そういったものを活用していただきな

がら、また、えさ資金等の融通をきかせなが

ら、何とかこの難局を乗り切っていきたい。

先ほど申しましたように成熟した形の酪農家

が多くなってきておりますから、きちんとそう

いったことに対応することで、暖かい地域であ

りますけれども、やっぱり牛乳というのは必要

だということで、我々は今の酪農家を何とか減

らさないような形で、ずっと生産活動に当たっ

ていただくような方策をとっていきたいと考え

ております。

私ども、議会の中で米飯給食の推○松田委員

進を叫ぶ一方で、牛乳というものの重要さも十

分認識しております。さまざまな形態のある宮

崎県の農業の中で、酪農もまた宮崎ならではと

言えるものが全国に発信できるよう御尽力をい

ただきたいと思います。ありがとうございまし

た。

ほかにないですね。○宮原委員長

それでは、以上をもって農政水産部を終了い

たします。

執行部の皆様には御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時26分休憩

午後３時36分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うこととなっておりますので、あす

の13時にしたいのですが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

何もないようですので、以上を○宮原委員長

もちまして本日の委員会を終了いたします。

委員の皆様、お疲れさまでした。

午後３時36分散会
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平成21年３月13日（金曜日）

午後１時１分再開

出席委員（９人）

委 員 長 宮 原 義 久

副 委 員 長 黒 木 正 一

委 員 外 山 三 博

委 員 坂 口 博 美

委 員 蓬 原 正 三

委 員 野 辺 修 光

委 員 満 行 潤 一

委 員 松 田 勝 則

委 員 長 友 安 弘

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 大 野 誠 一

政策調査課主査 坂 下 誠一郎

委員会を再開いたします。○宮原委員長

まず、議案の採決を行います。

議案の採決につきましては、議案ごとがよろ

しいでしょうか。一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

それでは、一括して採決いたし○宮原委員長

ます。

議案第１号、第４号から第６号、第10号、

第11号、第21号、第22号、第27号、第34号、

第35号及び第72号について、原案のとおり可決

することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

異議なしと認めます。よって、○宮原委員長

議案第１号、第４号から第６号、第10号、第11

号、第21号、第22号、第27号、第34号、第35号

及び第72号については、原案のとおり可決すべ

きものと決定いたしました。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

「環境対策及び農林漁業振興対策に関する調

査」につきましては、継続審査といたしたいと

思いますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

異議ありませんので、この旨議○宮原委員長

長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

委員長報告の項目として、特に御要望はござ

いませんか。

議案に関して、ストップ温暖化レ○満行委員

ジ袋ゼロ作戦事業というのがあります。当然、

温暖化の対策は積極的に進めてほしいという立

場なんですけれども、ただ、本県の有力な地場

企業が売り上げの中でレジ袋が20％ほど占める

という状況ですので、雇用の確保等も考える

と、ぜひそのことも配慮いただきながらレジ袋

ゼロ作戦を進めてほしいということを、短くま

とめていただいて委員長報告にしてもらうとあ

りがたいと、切にお願いを申し上げます。

予算じゃないですが、きのうの質○外山委員

疑で私が発言した水産試験場の件です。宮崎県

の水産を振興させるためには、改築というよう

な文言はいいんですが、施設、機能の充実をや

ることが大事だということをぜひ入れてほしい

と思います。

予算の中に27億円の基金の話があ○長友委員

りましたけれども、あれに対しては雇用創出に

つながるような事業があればぜひ取り入れても

らいたいという希望。今、雇用問題が一番大変
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だからということで。

経済不況の中で、農業、第１次産○松田委員

業に関する関心、それから就農というものに対

する国の力が入っている中において、農業大学

校が専修学校化するという報告を受けました。

その中で、現実に即すような、そして就農に

マッチングの部分でも強く機能するような農業

大学校としてこれからさらなる発展を遂げられ

るよう、一文盛り込んでいただきたい、このよ

うに思います。

ほかございませんか。○宮原委員長

昨日、入札の改革、品質の保持という関係は

織り込むという話になっておりましたので、そ

この部分は正副委員長で調整をさせていただい

て織り込むことにしたいと思いますが、そうい

うことでよろしいでしょうか。

それでは、委員長報告につきましては、ただ

いまいただきました意見を参考に、正副委員長

に御一任いただくということで御異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのようにいたしま○宮原委員長

す。

その他、何かありませんか。

何もないようですので、以上で委員会を終了

いたします。

委員の皆様、大変お疲れさまでした。

午後１時６分閉会




